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現代台湾経済分析

開発経済学からのアプローチ

朝元　照雄



は　しがき

1895年4月17日，日清戦争に敗れた清朝は李鴻章を全権大使として日本に派

遣し，下関の春帆様で総理大臣の伊藤博文や外務大臣の陸奥宗光と交渉して下

関条約を結んだ。その条約により，第2次世界大戦終わりまでの50年間，台湾

は日本の植民地支配を受けることになる。今年（1995年）は戦後50年を迎えると

同時に，下関条約締結100周年の記念すべき年に当たる。

台湾はアジアNIEsの主力メンバーであり，かつては日本の植民地であるな

ど日本との関係が深いがゆえに，日本における開発経済学の研究対象として重

要である。しかし，日本におけるアジア研究の分野では中国，韓国に隠れて目

立たない存在であり，台湾についての研究層は薄い。確かに，1970年代初めま

で台湾研究関連の書物は数多くあったが，日中国交回復（日台断交）以降，突如，

糸の切れた凧のように台湾研究に関する著作出版は少なくなってきた。

この点について，中兼和津次教授（東京大学）は次のような証言をしている。

「台湾経済は韓国と並び急速に発展し，いわゆるNICsを形成し，世界から

も注目を集めるようになったが，その成長メカニズムに関して本格的に，また

台湾経済論としてわが国において最近まで追求しようとしてこなかったのは，

恐らく中国との関係という政治的要因があったためだと思われる。」

「中国との国交回復が政治的課題になり始め，台湾研究そのものが全体的に

おろそかにされる風潮が出来てきた。個人的な経験であるが，1970年に台湾の

一経済研究者をアジア経済研究所の客員研究員に招賭しようとしたとき，所内

に強い反対意見が出てきたのもその一例である。」

「NICs論のなかで台湾経済が取り上げられることはあっても，「現代台湾論」

として議論されることはほとんどなかった。そういうこともあって，台湾経済

の専門の研究者が養成されることもなかったのである。」（中米和津次・石原享一

編F中国：経済』アジア経済研究所，1992年）

以上述べたように，台湾は優れた経済パフオヤマンスを築き上げたが，国交



断絶以降，日本における台湾経済研究はマイノリティの存在になるという「不

自然」な現象が続いていた。小著はまさにこの「空隙」を埋めるための現代台

湾経済論である。

小著は次のように展開している。第1章では戦後台湾経済発展のパフォーマ

ンスと日本の経験の比較分析を行う。アジアでは台湾が先進国の開発した技術

を導入したので，A．ガーシェンクロン教授の「相対的後発性利益」または

「圧縮型」経済発展が存在しているという少々大胆な仮説を展開している。経

済発展の主役は工業化である。台湾の工業化の進展は，1950年代の輸入代替工

業化，60年代の輸Jr11志向工業化，70年代の重化学工業化（第2次輸入代替工業

化），80年代以降のハイテク産業の育成がみられる。第2章から第5章はその

輸出志向工業化，重化学工業化（鉄鋼産業，機械産業，石油化学産業），自動車

産業，コンピュータ・半導体産業を対象に分析している。第6章は工業化の雇

用吸収力拡大による労働市場構造の変化に焦点をあてている。つまり，A．ル

イス教授が主張する過剰労働供給から労働不足への変化である「転換点」の実

証分析を通して，「1966～68年転換点説」を指摘する。第7章はC．P．キンドル

バーガー教授の国際収支発展段階説を援用して，台湾の海外直接投資を分析す

る。第8章は近年，活発な台湾の対中国投資の動向を観察する。

小著は，開発経済学の手法で台湾の経済発展を分析することを試みている。

それは前にも述べたように，台湾経済は優れた経済発展のパフォーマンスをあ

げたが，「現代台湾論」として議論されることはほとんどなかったわけであり，

それがあえて出版に踏み切った理由でもある。御批判と御叱正をいただければ

幸いである。なお，台湾研究に関心をもつ研究者のために，「あとがき」にこ

れまでの日本における台湾経済研究に関する著書文献を列挙しておく。

開発経済学による台湾研究に従事して十数年が経った。今まで多くの方々か

ら御指導と御教示を得たことを記して感謝の意を示したい。

渡辺利夫教授は大学院において，小著の方法論上の基礎をなす開発経済学お

よびアジア経済論を学ぶ機会を与えて下さった。渡辺先生の御指導がなければ，

小著をこのような形で出版することは不可能であった。ここで改めて御礼申し

上げたい。ゼミナールを通じて，開発論の基礎から最新の研究動向に至る学問

的展開を総括するとともに，社会科学的問題意識を理論と実証とのバランスの



は　しがき 川

上に配置するように研究の方向性を示唆して下さった。また，論文の執筆過程

における詳細なコメントを通じて，小論には無数の改善が加えられた。これも

「心には暖く，学問にはクール」という渡辺先生の学問に対する厳しい要求で

あろう。今後の精進をお誓い申し上げるほかない。

学部のゼミナール時代からの指導教′百である板垣輿一一教授および飯島正教授

からは，学問，人生の両面において生涯を通じてかけがえのない御指導をいた

だいた。この時期に，開発途上国経済研究の啓蒙を受け，南北問題やH．ミン

トおよびG．ミュルダールに関する著作・論文を中心に輪読したことが，その

後の研究分野を決定づけてしまった。

アジア経済研究所の昭和63年度「東南アジア市場における台湾の企業進出」

研究会（谷口興二主査）および平成3年度「発展途上国の工業化と製品の国際分

業」研究会（谷浦妙子主査）への参加によって，新たな刺激を受けた。同研究会

委員の谷口氏，谷浦氏のほか，笠井信幸（八千代国際大学），田中辰雄（国際大学），

郭賢泰（三井海上基礎研究所）の諸先生に教わるところが大である。その研究会で

の成果はノト著の第4章と第7章を構成している。

また，林樽史（立教大学）教授からお誘いを受け，先生の「アジアの産業技術

と技術移転」プロジェクトに参加し，その成果は小著の第5章を構成している。

そのほかに，干宗光（中華経済研究院），梶原弘利（千葉経済大学），菅俊雄（亜細

亜大学），施昭雄（福岡大学），林祖嘉偶立政治大学），佐藤正人と宮城和宏（九州共

立大学），平尾元彦（九州経済調査協会）の諸先生から多くの助言を頂き，大変御

世話になった。そして，武野秀樹学部長をはじめ故・相原陽，故・湖尻賢一，

森即軋　山野勲など九州産業大学の先生方にも榊教示を得た。そして，大学院

時代に奨学金を援助してくれたとうきゅう外来留学生奨学財団，交流協会，ロ

ータリー米山記念奨学会（世話人：日立RC・小島建山一先生）および小生の最初の就

職先である日立製作所の皆様に感謝の意を伝えたい。また出版の際，動学書房

の宮本詳三氏に多大のご配慮をいただいた。この侶版は果たして渡辺利夫，板

垣輿了一一および飯島正諸先生の深い学恩に応えられるか，気にかかるところである。

1995年　春帆楼にて
祖父母の追憶のために

朝元　照雄
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第1章　圧縮型経済発展と台湾の経験

はじめに鵬台湾経済発展の特徴

まず，台湾の経済発展について特徴を述べたい。第1に，戦後の台湾は石油，

鉱産物などの輸出向き天然資源に恵まれておらず，輸出できる一次産品はバナ

ナ，パイナップル，砂糖など亜熱帯経済作物だった。戟後から実施されてきた

輸入代替工業化政策は1959～62年には輸入代替の飽和期に入り，国内需要は伸

び悩んでいた。そのため，経済的規模の小さい台湾のような「小国」で急速な

経済成長を求める場合，国際市場を対象とする工業製品の生産と輸出の促進を

開発路線として選んだのは当然のことと言えるかもしれない1）。1960年代初期

には，労働集約的工業製品の輸出工業化戟略の道を選ぶことになり，成果を収

めた2）。

第2に，1960年代における台湾の産業構造は，未成熟な段階にあった。その

ため，輸出志向工業化を実施する場合，素材，中間財，資本財などは国外から

の輸入に頼り，それを組立・加工で最終財として輸出する方式を採用してきた。

そのような意味では，台湾の加工貿易型工業化の体質は－一部の経済学者から

「従属型工業化」と呼ばれてもやむをえないと考えられる3）。

第3に，台湾は組立・加工で作られた最終財の輸出によって，国際市場の競

争で成果を収めることができた。それは，豊富に存在した低賃金の熟練・半熟

練労働力によって可能となった。つまり，先進国の労働集約的産業および製品

のプロダクト・ライフ・サイクルによって標準化された技術を急速に取り入れ

ることができた結果である。また，外国企業が台湾を含むアジアNIEsに投資

を集中したこともその背景にある4）。



第4に，労働集約的産業の輸出志向工業化過程において，製造業部門が労働

力を大量に吸収した。製造業は都市部門の失業人口を吸収（失業率の低減）した

だけでなく，農村から過剰労働人口または偽装失業人口も吸収（農村部門の限

界生産性の上昇）した。このことにより，台湾の経済構造は1966～68年に過剰

労働経済から労働不足経済へ，A．ルイスの主張する「転換点」を迎えること

になる5）。同時に，高度経済発展によって，所得分配の公正化を達成すること

ができた6）。

第5に，台湾の工業化の発展過程とは，輸出志向工業化がもたらした最終消

費財の国内需要と輸出との合計である総需要の拡大により，その前段階の中間

財と投入財の需要が拡大する過程である。その国の中間財と投入財が国内で生

産されていない場合，またはその国内生産量が不足する場合，それを輸入に頼

るしかない。しかし，その需要量が持続的に拡大して国内最小生産規模に達す

る時点で，国内での中間財と投入財の生産が拡大する動きが考えられる。それ

は，輸出志向工業化の川下段階産業が有機的に川中・川上段階の産業発展を牽

引して，川中・川上段階産業の第2次輸入代替工業化が推進されることを意味

する。そのような「川下産業からjl仲・川上産業へ」の発展の「誘発的発展の

因果関係」は，台湾の重化学工業化の発展過程にも観察することができる7）。

台湾の経済は輸出志向工業化の過程で急速に成長してきた。その経済構造の変

化は，過去の欧米諸国や日本の発展の歴史に比べてより短い期間で達成された

と考える。そのような「圧縮型」（compresse。paLtern）経済・産業の発展形態も

「台湾の経験」の特徴の一つである。第Ⅰ～H節では，仮説として「圧縮型」

経済・産業構造の変化について実証的に観察する。

日本は高度経済成長により第2次世界大戦以降，開発途上国から先進国の仲

間入りができた唯一の国であると言われていた。日本の高度経済成長の速度は，

過去の先発先進国の歴史的経験に比べてより急速であった。言い換えれば，日

本の経済関連指標は過去の欧米先進諸国の指標の上昇11日線よりも急勾配であっ

た。しかし，本草の観察によって明らかにされるように，意外な事実は，1960

年代から台湾の経済成長が「日本の経験」を越えていたことである。それは台

湾の経済関連指標の上昇曲線が日本のそれよりも急勾配であったことである。

産業についても同じことが言える。製品の輸入期から輸入代替期を経て，輸出
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拡張期に転じる産業の発展が急速であり，それを反映して，産業構造の変化も

急速である。1人当たり生産量でみると，台湾の成長速度は欧米のテンポより

速く，日本の経験に劣ることはなかった。そのために，台湾の経済発展は先進

諸国に比べて，発展期間を「圧縮」して，より短い期間で経済発展の成果を得

ることができた。現在，台湾の経済発展過程における最大の特徴を総括すると

次のことが言える。つまり，台湾の経済発展過程において，「相対的後発性利

益」を存分にその体系に内在化として取り入れ成長したということである。

以上に基づいて，まず，経済関連指標により，台湾が経済発展過程を圧縮し

て日本よりも短い期間で追い上げた事実を実証する（第Ⅰ節）。それによって，

台湾の経験に新たな評価を加えることができ，台湾の成長趨勢が日本の経験よ

りも速いという事実を説明できる。続いて，大川一司教授と渡辺利夫教授の

「圧縮過程」命題，それにガーシェンクロン（A．Gerschenkron）の「相対的後発性

利益」命題で台湾の経験を説明し8），台湾の経験はその経験法則に沿って進展

してきたことを説明する（第Ⅱ節）。

Ⅰ　台湾の経験と圧縮型経済発展

先進諸国または開発途上国を問わず，工業化の発展があるからこそ経済成長

が得られると言える。ペティ＝クラークの経験法則からもわかるように，産業

構造は経済発展とともにその比重は農業を主とする第1次産業から製造業を主

とする第2次産業，さらに，商業・サービス業を主とする第3次産業に移るパ

ターンが示されている。長期的観察によると，第1次産業の比重は国民所得の

増加とともに低下していく。しかし，第2次産業の比重は上昇し，ある程度ま

で経済が成長するとその比重が低下する傾向がみられる。第3次産業の比重も

上昇するが，その傾向は明確になっていない。したがって，長期的な国際比較

を行う場合，第1次産業の比重の変化を経済指標および経済発展の物差しにす

るのが良いだろう。

図ト1は日本と台湾の国内生産に占める第1次産業の比重の時系列推移であ

る。1952年の台湾の生産のうち第1次産業（農林水産業）の比重は36．0％であっ

た。これは日本の1900～05年の水準（39．4～32．9％）に相当する。このため，台
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図卜1第1次産業比重の推移（1900～90年）

日本1900051015　20　25　30　35　40　45　50　55　60　65　70　75　80　85　90年

台湾 川山＿111山lJ山110日l山JHJ L山＿．卜＿＿　＿

195255　60　65　70　75　80　85　90年

（出所）日本：（1900－1970年）：大川一司・高松信清・山本有造咽民所得」（長期経済統計第1巻），

束洋経済新報軋1974年，202～203ページ；（1971～89年）：r完結　昭和国勢総覧」（第1巷），

東洋経済新報軋1991年．134ページ；矢野一一郎監修r日本国勢国会1991年」匡J勢比1991年：

矢野一郎監修r数字でみる日本の100年」国勢寸土1991年，123ページ。

台湾：（1952～90年）：7biwa7lSEatisEicaLDaLaBook．1991．Eeonomic Planningand DcveJopment，

RepubHcofChina，Table3－7a，3－7b．pp．40q41．

湾の経済発展は日本におよそ半世紀も遅れていたといえる。しかし，前節で説

明したように，輸出志向工業化によって，産業構造が急速に変化し，1990年に

は台湾の第1次産業のシェアは4．2％になり，1952年から1990年までの38年間

で約32ポイント低下した。同じシェアの低下分を達成するのに，日本は約75年

（1900～05年から1977年）の歳月をかけていた。日本との間には差があるが，同

図からみられるように，台湾の産業構造の変化速度はおよそ34年間「圧縮」し，

日本の約半分の期間でそれに相当するパフォーマンスを達成したことになる9）。

同じ現象を就業人口の産業構造でも観察することができる。図ト2は日本と

台湾との全産業に占める第1次産業の就業人口の比重を時系列推移でみたもの

である。台湾の第1次産業の就業人口の比重は56．1％（1952年）であったが，

12．9％（1989年）に低下し，38年で43．2ポイントも低下したことになる。それに

比べて，1917～18年の日本の第1次産業の就業人口の比重は57．8～54．9％で，

1974年のそれは同じく12．9％である。その期間，日本が56～57年間で達成した
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図卜2　第1次産業就業人口比重の推移（1915～90年）

日本191520　25　30　35　40　45　50　55　60　65　70　75　80　85　90年

台湾
Hll日日tt…日日日日…一日…I…日日Hl

1952　　60　65　70　75　80　85　90年

（出所）日本：（1915～40年）：梅村又次・赤坂敬子・南菟進・高松信清・新居玄武・伊藤繁r労働力J

（長期経済統計第2巻），東洋経済新報社，1988年，204～211ページ；MiIlami，Rリ77Ig T“印加g

Pot71tin Ec07tOmic DeueloP”te71t．Jafwl’s E坤erie”fe，Kinokuniya．1973，Tablc A－11．pp・312q313；

（1941～90年）：r完結　昭和国勢総覧」（第1巻），東洋経済新報社，1991年，28～29ページ；

r日本国勢図会1991年J国勢社，1991年，591ページ。

台湾：（1952～90年）：囲い1に同じ：TabIc2－9a．2－9b，pP．15－16．

7

成果を台湾が38年で達成して，約20年の期間を「圧縮」して節約したことになる。

上の考えに沿って，総輸出のうち一次産品の輸出に占める比重を日本と台湾

について比較した（図ト3）。同園によると，台湾の一次産品の輸出に占めるシ

ェアは1965年の15．8％から1990年の0．6％まで低下した。そのシェアの変化は

日本の1903年から1970年（16．0％～1．2％）に相当する。その間，日本は67年間

の歳月を経過したが，台湾は25年間で日本と同じパフォーマンスを得ることが

できた。

台湾の産業構造変化のテンポが速い原因は，輸出志向工業化によるものであ

ると言えるだろう。労働集約的産業の最終財の輸出拡大（輸出の工業化率の増
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図卜3　一次産品輸出比重の推移（1900～90年）

日本1900　10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80　　　90年

196570　　　80　　　90年

（出所）日本：lll澤逸平・山本有造r貿易と国際収入」（長期経済統計第14巻），東洋経済新報社．1979年：

F完結　昭和国勢総覧J（第2巻上東洋経済新報社，1991年；F日本国勢凶会1991年J国勢手工1991年。

台湾：図1－1に同じ；Tablelト7a，p．211．

大）により，工業化の「深化」（工業化の増大）と総就業人口のうち工業部門の

就業人口比率の拡大（雇用工業化率の増大）を促進し，その三者の比率が同時に

増加することになった。図上4は台湾と中国の生産の工業化と就業人口の工業

化率の比較をみたものである。生産の工業化率とは，総生産高のうち工業の生

産高が占める比率を指す。そして，就業人口の工業化率とは，総就業人口のう

ち工業部門の就業人口が占める比率である。同園から確認された事実は，台湾

における生産の工業化率と就業人口の工業化率は高い相関関係（決定係数は

0．95）があるということである10）。しかし，1980年代までの中国における生産

の工業化率は，台湾よりも高いが，1980年代以前の中国の就業人口の工業化率

は20％以下であり，1989年になっても依然として25％以下である。それは中国

が「以鋼為綱（鋼を以て綱となす）」を代表とする重工業を重視し，軽工業・農

業を軽視する傾斜生産方式仕Ⅰ．ミントの言う「共産主義モデル11）」）をとってい

たからである。重工業の場合，資本集約的産業であるため，労働力の吸収に限
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図卜4　工業化率と就業工業化率の推移（1952～89年）

（％）50

就
業
工
業
化
率

10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　（％）
工業化率

9

（注）　台湾（1952～89年）：MITニー4．2415十0．98341RT

（1．3936）（0．0386）

が＝0、9475

中国（1952－89年）：MIC＝－3．0721十0．43561RC

（3．2019）（0．0797）

が＝0．4538

（山所）図11に同じ：Table3－7a．3－7b．2－9a，2－9b．pl）．40一‘11．l）P．15－16．回

家統計局輔r中国統計年鑑1990J中国紙糾11版祉．1990年。

りがある。したがって，同国にみられる中国の場合，生産の工業化率と就業人

口の工業化率との相関関係（決定係数が0．45）は低い。同じような傾向はアジ

ア諸国の生産の工業化率と就業人口の工業化率でも観察することができる。ア

ジアNIEsの韓国における生産の工業化率と就業人口の工業化率は，台湾の軌

跡に似ている。しかし，インドネシア，マレーシア，フィリピンなどの団々に
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（キロ／人）

図卜51人当たりの粗鋼生産量の推移（1905～90年）

台湾1952　　60　　　70　　　80　　　90年

他所）日本：（1905－1940年）：篠原三代平r鉱工業J（艮州経済統計第10巻），東洋経済新報比1972年，

第34表，第35表，第39瓦　226～228ページ，233ペ岬ジ；（1920～89年）二r完結　昭和国勢総凱（第2

巻），東洋経済新報軋1991年；r日本国勢図会1991年」巨Ⅰ勢軋1991年；r数字でみる日本の100年」

国勢寸土1991年，246ページ。人［－1：大川一一司＝rI．ロソブスキ岬　rH本の経済成長」東洋経済新掛軋

第15－A嵐　第15－B表，365～366ページ；梅村又次・赤坂敬子・海産進・高松信清・新居玄武・伊藤

紫r労働力J（長期経済統計第2巻），東洋経済新報社，1988年，第1表～第4表，116～195ページ；

r日本国勢図会1991年」国勢社，1991年，付録1，583ページ。

台湾：図卜1に同じ，Table5－6a，2－乙p．93．p．4．

おける生産の工業化率は40％に近いが，就業人口の工業化率は20％以下（1980

年）で，図で示された中国のパターンに似ている12）。

高い生産の工業化率と高い就業人口の工業化率により，経済構造は短期間の

うちに改善された。それが台湾の経験の特徴の一つでもある。上記の三つの経

済指標からおおまかに言って，現在台湾の経済構造（1990年）はおよそ日本の

1975年の水準に達しており，約15年遅れている計算になる。

続いて，鉄鋼業，石油化学産業，機械産業（工作機械，自動車，自動二輪車）

および電力事業について観察する。それらを選択した理由は，技術・資本集約

的産業または付加価値の嵩い産業であること，時系列データが比較的容易に入

手できるためである。一一一般的に，産業のうち資本・技術集約的産業は基礎金属

産業（鉄鋼業），石油化学産業，機械産業仁一般機械，輸送機械）が考えられる。

そして，…一一一般機械から工作機械，輸送機械から自動車と自動二輪車を選ぶこと

にした。また，電力事業は一一一回の産業・社会基盤を支える重要なファクターで，
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工業化推進のエネルギー源であり，それを軽視することができないために選ぶ

ことにした。

一国の鉄鋼業め発展度合いは，製鋼能力または粗鋼（インゴット）の生産量で

観察することができる。周知のとおり，日本は「鉄鋼大国」で，生産量は世界

の第2位を誇る（第1位はソ連，第3位はアメリカ）。そのために，比較対象の

先進国として日本を選ぶのは適切であろう。しかし，日本の1990年の人口は1

億2，361万人で，同じ年の台湾の人口は2，024万人であり，台湾の人口は日本の

16％にすぎない。国土面積と人口規模が異なっているため，その国に見合う適

正規模と産業構造のバランスを基本原則にして国際比較を行うことにすると，

1人当たりの生産量の比較になる。

図ト5は日本と台湾における1人当たり粗鋼生産量の時系列推移の比較であ

る。図によると，1952年の台湾の1人当たり粗鋼生産量は2．2キロで，それは

日本の1905年の水準（2．3キロ）に近い。台湾における1990年の同生産量は547．2

キロで，それは日本の1966～67年の水準（482～620キロ）に相当する。言い換え

れば，日本が1905年から1966～67年まで61～62年間で達成した成果を，台湾は

1952年から1990年までの38年間で達成し，23～24年間の歳月を「圧縮」したこ

とになる。

石油化学産業は台湾の主要産業の一つであり，台湾プラスチックス（FPC）グ

ループなどの世界的に知られた有力企業集団が活躍している。鉄鋼業では粗鋼

の生産量を比較の基準にしたが，石油化学産業ではそれに対応するのはエチレ

ンである。前記の理由に基づいて，人口1，000人当たりのエチレン生産量で比

較することにする。図上6は日本と台湾の1，■000人当たりのエチレン生産能力

〔Ⅰ〕と1，000人当たりのエチレン生産量〔Ⅱ〕の時系列の推移である。石油化

学産業は戦後の新興産業の一つである。日本がエチレンを生産し始めたのは

1958年であり，台湾が生産を開始したのは10年後の1968年である。同園〔Ⅰ〕

によると，日本の1，000人当、たりのエチレン生産能力は1960年代初期から70年

代初期まで急速に上昇したが，石油危機の影響のため，70年代の後半から最近

年までの変化は大きくない。台湾の場合は1970年代から最近年まで大きく分け

て2回の成長が確認され，1回目は1974～77年，2回目は1982年以降であった。

同図から観察される事実は，1983年以降の台湾のエチレンの生産能力は日本に



図卜6　日本と台湾のエチレンの生産能力〔Ⅰ〕と生産量川〕の推移（1958～83年）

1958　60　　　　　　65　　　68　70　　　　　75　　　　　80　　　83年

（注）　だ：人口1，000人当たりエチレン生産能力〔Ⅰ〕とその生産豊川），トン／千人

（出所）日本：通商産業大臣官房調査統計部r化学工業統計月報j　名札　石油化学工業協会の菓科およ

び渡辺徳＝編，中山伊知郎・有沢広巳監修r日本化学工業史J化学工業日報社，1973年。

台湾：F中華民国石油化学工業」台湾区石油化学工業同業公会，台北，各年版：r白山工業之工

業J各札　行政院経済建設委員会，台北。

劣ることなく，日本を凌駕した趨勢が見られることである。そして，日本が

1958～83年の25年間で達成した成果を，台湾は1968～83年の15年間で達成し，

10年間も「圧縮」したことがわかる。同園〔Ⅲ〕の1，000人当たりのエチレン

生産量の推移から同じ事実を観察することができる13）。

次に，一般機械の工作機械，輸送機械の自動車と自動二輪車などの産業につ

いて，台湾が先進諸国にキャッチ・アップした軌跡を観察する。

1961年の台湾における人口1万人当たりの工作機械の生産量は2．1台であり，
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図卜7　人口1万人当たりの工作機械生産量の推移（1935～90年）

（台／1万人）

日本193540　　50　　60　　70　　80　　90年

13

台湾1960　　70　　80　90年

（出所）日本：r日本国勢図会1991年J国勢社，1991年，付録Ⅰ，587ページ。

台湾：図卜1に同じ，Table5－6b．5－6C．pp．93－94．

その数値は日本の1935年の1．5台に近い。そして，1986年の台湾の同生産量は

454台で，日本の1989年は14．4台であり，台数から言えば台湾は日本の31．5倍

になる。日本が1935年から89年までの54年間で達成した成果を，台湾は1961～

86年の25年間で達成し，約半分の期間を節約したことになる（図ト7）。

台湾の工作機械の急速な成長は，大量の工作機械のアメリカへの輸出をもた

らし，アメリカの工作機械業界に脅威とショックを与えた。これは工作機械の

対米「輸出摩擦」になり，1986年11月に日本，西ドイツ，台湾などの国々は対

米輸出数量を自粛する協定をアメリカとの間で結んだ。その協定を要求された
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回卜8　人口1万人当たりの自動車生産量
の推移（1935～91年）

（台／1万人）
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図1－9　人口1万人当たりの自動二輪車生

産量の推移（1930～91年）

（台／1万人）

日本193540　　50　　60　　70　　80　90年　　日本1930　40　　50　　60　　70　　80　　90年

台湾1960　　70　　80　　90年　　　　　　　　　台湾1960　70　　80　　90年

（出所）日本：図1－7に同じ，付録I，587ペ一一ジ。　　　　佃所）日本：通商産業人臣官房調査統計部編r横根

台湾：凶ト1に同じ，Table5一転p．94．　　　　　　　統計年報J（財）通商産業調査会　各年。

台湾：凶ト1に同じ，Table5－6C．p．94．

対象国のうち，台湾が唯一の開発途上国である。同図のうち工作機械の台数か

ら言えば台湾は日本を超えたが，ドル換算の生産額からみると，日本の方が高

い。それは日本の工作機械の場合，付加価値の高いNC機械製品が主力機であ

るためである。台湾の場合，汎用機械が主力機であるが，汎用機棟の生産台数

の減少とNC機械の生産台数の増加という最近年の統計データにより，汎用機

械からNC機械へ転換が進んでいることがわかる14）。

続いて，輸送機械の自動車と自動二輪車について観察する。図1－8の日本と

台湾の1万人当たりの自動車生産量の推移をみると，1961年の台湾は0．55台
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で，それは1935年の日本の0．72台よりも少ない。ところが，1991年の台湾の

1万人当たりの自動車生産量は197台で，その数値は日本の1964年の175台を超

えている。この間，日本は29年間かかり，台湾は30年間かかった。台湾は日本

の発展期間に劣ることがなかったのである。現在，エンジンなど主なパーツは

日本などからの輸入に頼っているが，国産化率も高く，一部の部品も輸出して

いる。

同じ現象を自動二輪車（オートバイ）産業でも観察することができる（図ト9）。

1962年の台湾の1万人当たりの自動二輪車生産台数（セット）は0．02台で，それ

は日本の1930年の生産台数（0．22台）よりも少ない。しかし，1991年の台湾の同

生産台数は571．1台で，1980年の日本の549．7台よりも多い。つまり，日本が50

年間（1930～80年）で達成できた成果を，台湾はわずか29年間（1962～91年）の歳

月で達成し，20数年間も「圧縮」したことになった。

以上の結果を踏まえると，経済発展を推進するには工業化が必要であり，台

湾も日本の経済発展と同じ道を歩んでいたことが読みとれる。労働集約的産業

から資本・技術集約的産業への移行や付加価値の上昇または工業化の進み具合

については，通常はホフマン比率で国際間の比較を行っている。ホフマン比率

とは，軽工業部門の付加価値の重工業部門の付加価値に対する比率である。次

にホフマン比率を比較してみる。

図ト10はホフマン比率の国際比較であるユ5）。食品・飲料，タバコ，衣料，

靴類，家具，皮革製品の6項目を軽工業部門と呼び，石油化学製品（化学製品，

石炭・石油製品），金属（基礎金属，金属製品），機械（一般機械，電気機械，輸

送機械）など3項目を重化学工業部門と呼ぶことにする。推測の結果，次のこ

とがみられる。欧米先進諸国がホフマン比率の5．0～3．5の工業化第1段階から

ホフマン比率の3．5～1．5の工業化第2段階まで移行するのに20～30年間の歳月

を必要とし，ホフマン比率の1．5～0．5の工業化第3段階まで移行するにはさら

に30年間以上の歳月を必要としている。ホフマン比率の発展段階の趨勢をみる

と，日本の段階移行の速度は，欧米先発先進諸国の発展速度より速く，台湾と

韓国の段階移行の発展速度は日本のそれよりも速いことを観察することができ

る16）。

電力事業も産業発展の重要な指標の一つである。図ト11によると，1946年
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図卜10　ホフマン比率の国際比較（1840～1985年）

1840　50　60　70　80　90190010　20　30　40　早0　60　70　80年

（出所）lioffman．W．C．，771eGTOWLhql－］”山‘SEriuLEcofLO”lies．OeeanaPublicationsLnc．．New York．1958，Sta・

tisticalAppendix．それ以降は，United Nations，7、he CrowLhqf hbrLdJ仙J揖ETy，Variousissues．New

York・Bank of Korea．Nllio”LLInconleiTIKore（L．Seoul，Korca．variousissues．Ministry of Eeonornie

Affairs．Hゆrto，LI血iSEriaLa｝lLICo”け那rClaESuYU叫．TaiI）Ci，RepublieofChiLla，Variousissues，総理府

統計局F日本統計年鑑j各年版；渡辺利夫r現代韓国経済分析J物事書房，1982年，25ページ；渡辺

利夫r韓国：ヴェンチャー・キャピタリズム」講談社規代新書，1986年，担い′一5，84ページ。

の台湾の1万人当たりの発電量は83kWhで，それは日本の1920年の水準

（84kWh）に近い。1991年になると，台湾の1万人当たりの発電量は4，361kWh

になり，それは日本の1973年の水準（4，310kWh）に近い。言い換えれば，日本

が1920年から1973年までの53年間に達成した成果を，台湾は1946～91年の45年

間でそれに相当させており，7年間も「圧縮」したことになる。

以上　図ト1～図上11で示した事実からみられるように，台湾の経済・産業

の発展は先進国である日本より速い。それは先進諸国の蓄積された標準・成熟

技術を導入したことによる。次に，外回資本の導入に成功し，それに加えて，

内的要因としては労働集約的産業の輸出促進に必要な国内の労働力が確保でき

たからである。そして，輸出志向工業化による力強い後方連関効果によって，

労働集約的要素の強い川下段階産業の発展から資本・抜術集約的婁素の強い川

中・川上段階産業の発展を牽引したことである。繰り返し述べることになるが，

台湾の輸出志向工業化による製品の大量輸出は，次の発展のメカニズムに波及
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図卜11人口1万人当たり発電量の推移（1920～90年）

（甜h／1万人）

10，000

日本　1920　30　　40　　50　　60　　7n　　80　　90年

台湾1945　50　　60　　70　　80　　90年

（出所）日本：（1920～60年）：F電気事業要覧」第45臥　第47回；南亮

進r鉄道と電力」（長期経済統計第12巷），東洋経済新報社，1965

年，第13表，第14表，196～199ページニ（1961～89年）：図上7に

同じ，付録Ⅰ，584ページ。

台湾：図1－1に同じ，Table5－13a，2－2．p．109，P．4；行政院主

計処編r中華民国統計授業」各年。

17

することになる。最終財の大量輸出により中間財の需要拡大を牽引し，中間財

の需要が国内生産の巌小生産規模に達した時点で，その中間財の輸入を国内生

産に切り換える。川下産業から川車上川上虚業への発展は，後方連関効果を通

じて有効に推進することになり，それによって，台湾の発展は先進諸国よりも

速いテンポで発展期間を「圧縮」することになった。すなわち，台湾の発展過

程においてA．ガーシェンクロンの「相対的後発性利益」命題が充分に内在化
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図卜12　エンゲル係数の推移（1874～1990年）

日本187580　90　1900　10　　20　　30　40　50　60　70　　80　90年
しこ＿＿＿1＿＿＿l　＿＿l　＿　L J l l　　＿1　1

台湾1950　60　　70　　80　90年

（注）　日本：187右～1940年は個人消費支出構成比，1953”64年は都市全世帯消費動乱1963～72年は

全国勤労者世帯，1973－90年は全世帯消費支出。

台湾：1951～88年は実質国内総生産支出の構成軋1966～88年は全世帯消費支出。

（出所）日本：（1874～1940年）：篠原三代平r個人消費支出j（艮期経済統計第6巻），東洋経済新報社，

ユ975年．136～137ページ，（1953～90年）：日本銀行調査統計局　F経済統計年報」各年：総務庁統計

局r家計調査年報J各年。

台湾：（1952～88年）：行政院主計処編r中華民国国民所得」各年；（1966～88年）：図ト1に同

じ，Table3－16a．3－16b．pp．6ト62．

され，今日の成果を達成したことになる。

経済発展が成功した場合，その住民は経済発展の恩恵を分け合うことができ

る。消費水準でも同じようにその期間を圧縮して先進諸国に急速に接近したこ

とを証明したい。それを実証するために，エンゲル係数の趨勢変化を観察する。

エンゲル係数とは，一家庭の生活費（総消費支出）のうち飲食費が占める割合で

ある。貧しい家庭は消費支出のうち飲食費の占める割合が大きく，逆に，高い

所得が得られる家庭は消費支出のうち飲食費の占める割合が小さい，という逆

相関関係を持っている。図1－12は日本と台湾のエンゲル係数の時系列推移で

ある。1951年の台湾のエンゲル係数は71．3％で，日本のエンゲル係数の64．0％

（1874年）よりも高い。しかし，1988年の台湾のエンゲル係数は35．0％で，1966

年の日本は35．2％であり，両者は近い。ここでは，資料の制限があるために日

本のエンゲル係数は，1874～1940年は全国の個人消費者支出値，1953～64年は
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図卜13　電話機普及率の推移（1910～89年）

（台／100人）

日本1910　20　　30　　40　　50　　60　　70　　80　　90年

19

台湾1950　60　　70　　80　　90年

（注）　電話携普及率とは，人口100人当たり電話樺使用台数（台／100人）で（％）で示される。

（出所）日本：逓信省r逓信省統計年報J各年版；逓信省通信局　r通信統計要覧J各年版；

r完結　昭和国勢総覧」（第1巻），東洋経済新報社，1991年，522ページ；r数字でみ

る日本の100年」国勢社，1991年，454～455ページ。

台湾：図1－1に同じ，Table7－22．p．142．

都市全世帯消費支出，1963～72年は全国勤労者世帯の消費支軋1973～90年は

全世帯消費支出を使用している。台湾のエンゲル係数については，1951～88年

は実質国内総生産の支出別構成比による試算で，1966～88年は全世帯消費支出

で図上12ではそれぞれ台湾（Ⅰ），台湾（Ⅲ）で示される。以上の分析結果から

確認できたのは，日本が1874年から1966年の92年間で達成したエンゲル係数の

成果を，台湾は1951年から1988年の37年間で達成し，その成果を55年間も「圧

縮」していることである。



裕福になると電話機の普及牢も上昇する。そこで，電話機の普及率を経済発

展における民衆の生活水準向上という“証”（指標）として観察する。ここで指

標として使っている電話機の普及率とは，人口100人当たりの電話機の使用台

数である（図ト13）。図によると，1952年の台湾の電話機普及率は0．3％で，そ

の数値は日本の1910～20年の普及率（0．16～0．58％）と同程度であった。そして，

1989年の台湾の電話機普及率は28．9％で，1972年の日本の水準（28．9％）に相当

する。つまり，日本が1910～20年から1972年の52～62年間の歳月をかけて達成

した成果を，台湾は1952～89年の37年間の歳月で達成し，15～25年間を「圧

縮」したことを意味する。ちなみに，台湾の最大都市台北市の電話機普及率は

45．4％で（1989年），日本の1978～79年の水準に相当する。

Ⅲ　圧縮型経済発展と相対的後発性利益

第Ⅰ節の分析を通じて，「圧縮型経済・産業の発展形態」を台湾の経済発展

の中に兄いだすことができた。本章で使用した「圧縮過程」（compressed

process）の用語は，大川一司教授と渡辺利夫教授のキーワードである17）。大川

教授は，日本の発展過程は過去イギリスの歴史的発展過程に比べて圧縮された

形態で急速に成長してきたが，将来において現在の開発途上国は日本よりも圧

縮された形態で急速に成長するだろうと指摘した18）。

図ト14は圧縮型経済・産業の発展形態をモデルにシェーマ化したものであ

る。図の横軸は発展の歴史的期間（γ）を示し，縦軸の（Ⅰ）は発展の度合いを示

す係数または比率拍）を意味する。たとえば，ホフマン比率やエンゲル係数な

ど，その数値が高いほど経済発展の度合いがより後進的で，右下に移るほど経

済発展の度合いがより先進的であることを意味する。そして，縦軸の（Ⅲ）は産

業の発展形態の生産量または生産値（f））を示し，また，一国の人口（Ⅳ）で割り，

1人当たりの生産量ないし生産高（打〃）を示している。

同図（Ⅰ）は前節の図ト1～図上3，回ト10および図ト12のパターンを示して

いる。そして，同園（Ⅱ）は図上5～図上9，図上11および図1－13のパターンを

示している。すなわち，後発先進国B国の発展期間（玖）は先発先進国A国の

歴史的発展期間（Af）と比べてより短い期間でA国を追い上げる。そして，後



第1華　圧縮型経済発展と台湾の経験

図卜14　圧縮型経済・産業発展形態のモデル

21

（出所）筆者の作成による。

発後進国C国の発展期間（Cf）はB国の発展期間よりも短い期間で成果を達成

することを意味する。

大川の「圧縮過程」および渡辺の「圧縮型」命題は，A．ガーシェンクロン

教授の「相対的後発性利益」命題と非常に類似している。次に，H．ロソフス

キーの整理したガーシェンクロン命題の要旨に台湾の内容を入れ換えて説明す

る19）。

「後進経済諸国が工業化を開始した時，緊張の状態が存在していた」（ガーシ

ェンクロンの第1命題）。台湾についていえば，国民政府が台湾に移ってから

台湾海峡を挟んで人民政府との対立が続いた。過去には八二三砲戦（1958年に

発生した金門t馬祖をめぐる台湾と大陸との攻防戦）などの軍事的衝突，国連

脱退による国交関係を持つ国の数の減少など，国際政治の上で不利な条件とい

う不安定な状態が続いた。危機に迫られた時の自己存在意識の表れでもある。

外来経済勢力の脅威が台湾の工業化を刺激したこともこの命題に合うことであ

ろう。



「工業化過程において，後進経済国の利用できる技術の蓄積が大きいほど有

望である」（ガいシェンクロンの第2命題）。第I節での台湾の追い上げプロセ

スは，この命題が成立していることを意味している。

「後進経済国が先進国との競争に直面した吼　近代化で効率の高い技術を選

ぶこと。その選択は，資本と労働との比較の時に，労働力の賃金が上がるほど，

より有利になる」（ガーシェンクロンの第3命題）。その工業化類型の帰結とし

ては，技術進歩の速い産業を発展のリーディング・セクターの担い手として選

ぶ方が良いことになる。ガーシェンクロンによると，後進国では土地から解放

される労働力が少ないために，相対的に労働力の賃金が上昇する。しかし，そ

の主張と本章の論点は異なっている。

台湾の場合，農業については「三七五減租」（1949年に実施，地主の分け前

が農産物収穫の37．5％＝小作人の分け前が収穫の62．5％の小作人優遇政策），

「公地放領」（1950年に実施，固有・公有地の所有権を小作農民に低金利で売却

する小作人優遇政策），「耕者有其出」（1953年に実施，政府は地主の農地を株

券で強制的に購入し，その農地をノ」、作人に低金利で売るノ小作人優遇政策）など

の政策を実施した。それにより，農地に束縛された農民を解放して，工業化に

充分な労働力を提供することができ，相対的に労働力のコストが安価になり，

台湾の労働集約的産業の輸出に有利に作用した。

台湾の工業化初期は紡績業，雑貨業など軽工業を中心として発展し，重化学

工業化の発展は1970年代半ばに入ってからであった。そういう意味で，日本の

過去の経験に似ている。あるいは，ガーシェンクロンが資本集約的産業を選ぶ

ように主張したのは，資本集約的産業（重化学産業またはハイテク産業）の産業

連関効果の方が高いからであろう。1960年代の台湾が労働集約的・資本節約的

生産技術を選んだのは当時の要素斌存条件による。しかし，ここで注目したい

のは，当時の台湾は軽工業を主力として発展したが，製品の販売市場は全世界

を相手に積極的に輸揖していたことである。単一・製品の産業連関効果は大きく

ないが，量的増大でその効果をカバーしたと言える。

近年，台湾の貸金は相対的に上昇してきて，資本・技術集約的産業に向かう

稔も良いチャンスを迎えた時期であろう。そのほか，最終財の輸出拡大も中間

財・投入財への生産を牽引するメカニズムを台湾の重化学工業化の発展過程で
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観察することができる20）。軽工業から重化学工業化の発展を牽引・誘発する因

果関係から言えば，ガーシェンクロンの主張する論点に近い。

「工業化過程において，大規模生産と革命的発展がそれに伴ってくる」（ガー

シェンクロンの第4命題）。そして，台湾の工業化過程は大規模生産によって，

今日の成果を得ることができた。また，工業化過程において，中小企業が実力

を持ち始めたことも確認された。

通常，「途上国は産業が未熟で技術が幼稚であり，かつ資本が欠如し，他方，

先進国は産業が巨大で技術が先進であり，かつ資本が豊富である。その「累積

的循環的因果関係」の作用によって，先進国は波及効果が働いて永遠に豊かで

あり，途上国は逆流効果により永遠に貧しい」というテーゼで，「南北問題」

の根本の帰結が説明されてきた。それは，G．ミュルダールが氏の名作『アジ

アのドラマ』で，アジアの民衆が貧困の悪循環のドラマを演じていると描写し

たものである21）。

しかし，台湾経済の奇跡は上記のテーゼを塗りかえることになる。前節の事

実のほかに，1988年時点の台湾の外貨保有高は日本に続いて世界第2位（1人

当たりの外貨保有高は世界第1位），対アジア海外投資件数は日本を凌ぐほど

である。繰り返しになるが，台湾の経済発展は資本と市場を先進諸国に求め，

先進諸国の技術と豊富な労働力による労働集約的工業化の促進でいままでの成

果を得た。あるいは対外依存の高い体質によって，台湾経済は先進諸国に従属

する「従属型経済」であるという指摘もある。しかし，台湾が「従属型経済か

ら自立型経済」に向かう発展の路線を選んだのは，発展の初期条件からやむを

えないのである。

近年になり，アメリカはアジアNIEsに対し「特恵」の優遇条件を廃止し，

「NIEsバッシング」の動きをみせた。また，台湾を含むアジアNIEsの賃金は

上昇するようになり，米ドル安・台湾元高の圧力により，過去の労働集約的製

品の輸出優位が失われてきて，国内生産の資本集約的産業への高付加価値化へ

のシフトがみられるようになった。さらに，いままでの労働集約的製品の生産

基地を海外投資により，賃金の安い東南アジアおよび中国などに移転するよう

になり，産業のリストラクチャリングを余儀なくされた22）。台湾の海外投資は，

国際分業体制の再構築過程において東南アジア諸国にも相対的後発性利益をも



たらしている。それだけでなく，台湾の構造変動がただちに東南アジア諸国の

構造変動を誘発するという「構造変動の連鎖的継起」の展開を引き起こしてく

る動きも見られるようになった23）。

以上の分析の結論として，台湾の経験（同じくアジアNIEsの韓国の経験も

含まれるが）は，東南アジア諸国などの途上国に最も良い開発ケースの一つを

提案していると言えそうである。

おわりに

第2次世界大戦以後，日本は短い期間で先進諸国の仲間入りを果たしたが，

本章の分析を通じて日本の経験に劣らない台湾経済の成長パフォーマンスをみ

ることができた。それは台湾の製造業が加速的な成長の時期に入ったことを反

映している。台湾経済の加速成長は，過去欧米と日本の発展の歴史に比べて，

発展期間を「圧縮」して達成したことによるものである。

そのような経済発展の「圧縮型」パターンは，経済構造の先進国化　重化学

工業化の深化，社会産業基盤の充実化と国民生活基盤の向上からも観察できる。

観察の結果を下記にまとめよう（表ト1）。

（1）生産額に占める第1次産業の比重の低下の速度をみると，先進国の日本

が約72年間の歳月を必要とした成果が，台湾では38年間でそれに匹敵する成果

を得ることができ，発展期間を34年間「圧縮」して節約したことになる。

（2）就業人口に占める第1次産業人口の比重の低下速度をみると，日本が56～

57年間の歳月で達成した成果を，台湾は38年間の歳月で達成し，およそ19年間

圧縮してそれに相当するパフォーマンスが得られた。（3）総輸出額に占める一

次産品の輸出額の比重の低下速度をみると，日本が67年間で達成した成果を，

台湾はわずか25年間で同じ成果を得ることができ，42年間も節約した計算にな

る。（4）粗鋼生産量からみると，日本が62年間で達成した成果を，台湾では38

年間で同じ成果を得ることができた。（5）エチレンの生産能力と生産量からみ

ると，日本が25年間で達成した成果を，台湾ではわずか15年間でそれを達成す

ることができた。（6）工作機械の生産量をみると，日本が54年間の歳月で達成

した成果を，台湾ではわずか18年間で日本の31倍の成果を達成することができ
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台湾の水準 日　本　の　経　験
「圧縮され
た」期間

（Ⅰ）経済関連指標

（1）第1次産業生産額の 1952～90年〔⇒38年間 1905年～1977年0 72年間 34年間

18～19年間

42年間

23～24年間

10年間

26年間 （日
本の31．5倍）

比率（％） 〔36．0～4．2％〕 〔32．9％～4．5％〕

（2）就業人口のうち第1 1952～90年0 38年間 （1917～18年）～1974年¢56～57年間

次産業人口の比率

（％）

（3）総輸出のうち一次産

〔56．1～12．9％〕

1965～90年0 25年間

〔（57．8～54．9％）～12．9％〕

1903～70年¢67年間

品輸出の比率（％） 〔15．8～0．6％〕 〔16～1．2％〕

（4）1人当たりの粗鋼生 1952～90年¢38年間 1905”（1966～67年）Q 61－62年間

産量（キロ） 〔2．2～547．2キロ〕 〔2．3～（482～620キロ）〕

（5）1人当たりのエチレ

ン生産能力と生産量

（トン）

（6）人口1万人当たりの

1968～83年C〉15年間

1961～89年【⇒28年間

1958～83年¢25年間

1935～89年¢54年間

工作機械生産量（台）〔2．1～454台〕 〔1．5～丑4台〕

（7）人口1万人当たりの 1961～91年［う30年間 1935〝64年¢29年間 ほぼ同じ

21年間

12年間

12年間

15年間

7年間

55年間

15～25年間

自動車生産量（台） 〔0．55～197台〕 〔0．72－175台〕

（8）人口1万人当たりの 1962～91年〔⇒29年間 1930〝80年¢50年間

自動二輪車生産量

（台）

（9）ホフマン比率

第1段階：5．0～3．5

第2段階：3．5～1．5

第3段階：1．5～0．5

（Ⅲ）社会関連指標

〔0．02～571．．1台〕

第1段階：1952～58年

¢6年間

第2段階：1958～66年

⊂〉8年間
第3段階：1966～85年

0 19年間

1946～91年Q 45年間

〔0．22～549．7台〕

1892～1910年Q 18年間

1910～30年¢20年間

1930～64年¢34年間

1920～1973［う53年間

（1（＝人当たりの発電量 〔83～4，361kW 吊 〔84～4，310kW h〕

（kW h） 1951～88年0 37年間 1874～1966年Q 92年間

（川エンゲル係数（％）

個電話機普及率（％）

〔71．3～35．0％〕 〔64．0～35．2％〕

1952～89年0 37年間 （1910～20年）～1972年¢52～62年間

〔0．3～28．9％〕 〔（0．16－0．58％）～28．9％〕

（出所）筆者の計算による。

た。（7）自動車生産量をみると，日本が29年間で達成した成果を，台湾ではほ

ぼ同じ期間で達成することができた。（8）自動二輪車生産量をみると，日本が

50年間で達成した成果を，台湾では29年間で達成することができた。（9）ホフ

マン比率をみると，欧米と日本など先進諸国が60年以上もかかった段階の移行



が，台湾ではわずか10～20年間でそれを達成することができた。（10）発電量を

みると，日本が53年間で達成した成果を，台湾では45年間で達成することがで

きた。（11）ェンゲル係数をみると，日本が93年間で達成した成果を，台湾では

わずか37年間で達成することができ，55年間の節約になった。（12）電話稜の普

及率をみると，日本が52～62年間で達成した成果を，台湾では37年間で達成す

ることができた。上記の事実から，経済発展過程における台湾の経済構造なら

びに工業化の成長速度は，日本の経験に劣ることはなく，より短い期間で達成

したことがわかる。

近年，台湾の対アジア海外投資が盛んにな′ってきている。台湾による生産基

地の海外移転は比較優位構造の変化と国際分業体制の再編成をもたらし，その

海外投資の進行によって，東南アジア諸国も相対的後発性利益を受けるように

なる。台湾の経済発展による相対的後発性利益の大きさには計り知れないもの

がある。

1）コーネル大学の落碩傑（ShoqChiehTsiang）教授は，1954年夏に台湾に帰国した時

に，同大学の劉大中（Ta－ChungLiu）教授とともに台湾政府当局に貿易の自由化政策

と台湾元の過ノ吊平価を勧めた。つまり，対米為替レートの自国通貨の過大評価から

より合理的なレベルまで値下げし，輸入数量制限および高い保護関税による貿易バ

ランス操作の廃止を勧めた。それに，為替政策を変えて，輸出企業は輸出によって

得られた外貨総数を台湾銀行に売り，同額の為替決済証が貰える。その為替決済証

を輸入企業に売り，輸入企業はその為替決済証で台湾銀行の公定価格で輸入に必要

とする外貨を購入することができる。過去の複数為替レートが単一化になってきて，

しかも需要と供給との変動で自動的に調整することができ，その有効為替レートが

輸入と輸出に使われてきた。薙碩傑『台湾経済発展的啓示』天守‾叢書36．経済輿生

活出版事業公司，台北，1985年。

2）Balassa．B．A．∴lIndustrialPolicyinTaiwanandKol・ea”，WeLEIUirtschajllichesArchiu，
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第2章　輸出志向工業化と貿易構造
－1960年代における経済発展の軌跡

はじめに

本章では1960年代における台湾の工業化類型の特徴を究明し，産業構造の深

化過程を論じる。戦後台湾の輸入代替工業化政策は，1950年代末に輸入代替機

会の枯渇という行き詰まりを見せ，60年代初期には輸出志向工業化政策への転

換を迫られた1）。それによって，急速な経済成長がみられ，60年代から第1次

石油危機まで実質GNPの年平均成長率は2桁台を記録した。この高度成長は

輸入した原料，中間財を組立・加工し，最終消費財として国際市場向けに輸出

するという「加工貿易型」構造によって達成された。言い換えれば，豊富かつ

安価な労働力を労働集約的産業の輸出加工に投入することによって成り立った

工業化である。

続いて，最終財の輸出拡大が大量の中間財の輸入を誘発し，中間財の需要量

が「国内最小生産規模」に達した時点で，国内生産に切り換えられた。つまり，

中間財は輸入から国内生産，さらに輸出へと産業構造の裾を延ばしたことにあ

る。

本章は，現代台湾の輸出志向工業化と高度経済発展の実態を概観し（第Ⅰ節），

原材料・中間財の輸入，組立・加工，そして最終消費財の輸出という「加工貿

易型」構造の体質について議論を進める（第Ⅱ節）。続いて，このような「加工

貿易型」構造から脱出し，産業構造の深化に伴い重化学工業化へと進展したこ

とについて分析する（第Ⅲ節）。
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表2－1国内総生産需要部門別構成の推移（1952～92年）
（単位：％）

国 内 総 生 産

政　　 府 民　　 間

在 庫 増 加

固 定 資 財 ・サ ー 財 ・ サ ー ビ

消 費 支 出 消 費 支 出 本 形 成 ビ ス 輸 出 ス 輸 入 （減 ）

1 9 5 2 1 0 0 ．0 1 7 ．0 ＿0 7 3 ．7 8 4 ．0 8 1 1 ．2 5 8 ．0 3 1 4 ．1 4

1 9 5 4 1 0 0 ．0 1 8 ．2 8 7 4 ．0 5 2 ．7 9 1 3 ．2 4 6 ．4 8 1 4 ．8 4

1 9 5 6 1 0 0 ．0 2 0 ．3 7 7 0 ．4 3 2 ．7 1 1 3 ．3 4 9 ．0 4 1 5 ．8 9

1 9 5 8 1 0 0 ．0 2 0 ．7 7 6 9 ．0 2 1 ．5 4 1 5 ．0 4 1 0 ．4 3 1 6 ．8 0

1 9 6 0 1 0 0 ．0 1 9 ．2 5 6 8 ．0 9 3 ．6 1 1 6 ．5 7 1 1 ．5 1 1 9 ．0 3

1 9 6 2 1 0 0 ．0 2 0 ．0 1 6 7 ．5 3 2 ．7 3 1 5 ．0 6 1 3 ．6 1 1 8 ．9 4

1 9 6 4 1 0 0 ．0 1 7 ．4 4 6 3 ．0 7 4 ．1 4 1 4 ．5 9 1 9 ．9 8 1 9 ．2 2

1 9 6 6 1 0 0 ．0 1 7 ．3 5 6 1 ．1 5 2 ．1 5 1 9 ．0 7 2 1 ．8 4 2 1 ．5 6

1 9 6 8 1 0 0 ．0 1 7 ．8 5 5 9 ．9 1 3 ．1 2 2 1 ．9 6 2 4 ．2 9 2 7 ．1 3

1 9 7 0 1 0 0 ．0 1 8 ．2 5 5 6 ．2 8 3 ．8 9 2 1 ．6 3 3 0 ．3 1 3 0 ．3 6

1 9 7 2 1 0 0 ．0 1 6 ．0 6 5 2 ．0 5 1 ．9 3 2 3 ．7 1 4 2 ．2 6 3 6 ．0 1

1 9 7 4 1 0 0 ．0 1 4 ．1 0 5 4 ．4 7 1 0 ．6 6 2 8 ．5 2 4 3 ．9 2 5 1 ．6 7

1 9 7 6 1 0 0 ．0 1 5 ．1 9 5 2 ．0 9 2 ．9 0 2 7 ．6 6 4 7 ．5 1 4 5 ．3 5

1 9 7 8 1 0 0 ．0 1 5 ．1 6 5 0 ．1 8 2 ．4 3 2 5 ．7 8 5 2 ．3 8 4 5 ．9 3

1 9 8 0 1 0 0 ．0 1 5 ．9 1 5 1 ．4 9 3 ．1 8 3 0 ．6 1 5 2 ．5 3 5 3 ．7 2

1 9 8 2 1 0 0 ．0 1 6 ．8 8 5 2 ．7 5 △ 0 ．6 2 2 5 ．8 4 5 0 ．1 3 4 4 ．9 8

1 9 8 4 1 0 0 ．0 1 5 ．8 7 5 0 ．7 6 0 ．9 9 2 1 ．1 8 5 6 ．2 3 4 5 ．0 3

1 9 8 6 1 0 0 ．0 1 4 ．8 1 4 7 ．8 6 △ 0 ．5 9 1 8 、1 2 5 8 ．1 0 3 8 ．3 0

1 9 8 8 1 0 0 ．0 1 5 ．1 5 5 0 ．4 8 2 ．6 1 2 0 ．7 3 5 4 ．7 3 4 3 ．7 2

1 9 9 0 1 0 0 ．0 1 7 ．6 2 5 4 ．5 2 △ 0 ．0 4 2 2 ．4 4 4 7 ．7 0 4 2 ．2 4

1 9 9 2 1 0 0 ．0 1 7 ．5 3 5 5 ．7 8 0 ．9 7 2 3 ．2 3 4 4 ．5 0 4 2 ．0 1

（注）　名目価格。

（出所）r中華民国台湾地区国民所得J行政院主計処，台北、各年。

Ⅰ　貿易構造の変化

1960年代前半から第1次石油危機に至るまで台湾の高度経済成長の達成に中

心的な役割を担ったのは，輸出部門である。特に，この時期における台湾の工

業製品の輸出促進と輸出競争力の強化ならびに経済構造の転換の速度は，これ

まで開発途上国に例を見出すことはできず，かつ，先進諸国の発展の歴史にお

いてさえ稀なことであった2）。

表2－1は台湾の国内総生産（GDP）の需要部門別構成比率を1952～92年の時系

列推移でみたものである3）。表によると，財・サービスの輸出構成比率が需要

部門の中で最も速いテンポで上昇しており，1992年にその比重は44．5％に達し
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表2－2　輸出商品構成の推移（1952～92年）

合　　　 計 農　 産　 物 農業加工品

構成比 構成比 構成比

31

（単位：100万ドル．％）

1 1 6 ．5 1 0 0 ．0 2 5 ．7 ・ 2 2 、1 8 1 ．3 6 9 、8 9 ．5

9 3 ．3 1 0 0 ．0 1 2 ．4 1 3 ．3 7 1 ．0 7 6 ．1 9 ．9

■　　 1 1 8 ．3

l

1 0 0 ．0 2 1 ．9 1 8 ．5 7 6 ．3 6 4 ．5 2 0 ．1

「 1 5 5 ・8 1 0 0 ．0 3 6 ．9 2 3 ．7 9 7 ．0 6 2 ．3 2 1 ．9

1 6 4 ．0 1 0 0 ．0 1 9 ．7 1 2 、0 9 1 ．3 5 5 ．7 5 3 ．0

2 1 8 ．2 1 0 0 ．0 2 6 ．0 1 1 ．9 8 2 ．1 3 7 ．6 1 1 0 ．1

F　　 4 3 3 ．0 1 0 0 ．0 6 5 ．0 1 5 ．0 1 8 4 ．1 4 2 ．5 1 8 3 ．9

5 3 6 ．3 1 0 0 ．0 1 0 6 ．3 1 9 ．8 1 3 4 ．8 2 5 ．1 2 9 5 ．2

l
l　 7 8 9 ．2 1 0 0 ．0 ・8 7 ．8 1 1 ．1 1 6 1 ．7 2 0 ．5 5 3 9 ．7

r
■ 1 ，4 8 1 ．4 1 0 0 ．0 1 2 6 ．7 8 ．6 1 9 0 ．0 1 2 ．8 1 ，1 6 4 ．7

2 ，9 8 8 ．1 1 0 0 ．0 2 0 3 ．6 6 ．8 2 9 5 ．5 9 ．9 2 ，4 8 9 ．0

5 ，6 3 9 ．1 1 0 0 ．0 2 6 9 ．6 4 ．8 6 0 3 ．2 1 0 ．7 4 ，7 6 6 ．2

8 ，1 6 6 ．3 1 0 0 ．0 4 0 6 ．1 5 ．0 6 0 6 ．1 7 ．4 7 ，1 5 4 ．1

1 2 ，6 8 7 ．1 1 0 0 ．0 鱒 7 ．5 5 ．0 7 4 0 ．1 5 ．8 1 1 ．3 0 9 ．5

1 9 ，8 1 0 ．6 1 0 0 ．0
ケ1 2 ．2

3 ．6 1 ，1 0 8 ．7 5 ．6 1 7 ．9 8 9 ．7

2 2 ，2 0 4 ．3 1 0 0 ．0 4 5 1 、8 2 ．0 1 ，1 3 3 ．2 5 ．1 2 0 ，6 1 9 ．3

3 0 ，4 5 6 ．4 1 0 0 ．0 5 0 7 ．3 1 ．7 1 ．3 2 4 ．3 4 ．3 2 8 ，6 2 4 ．8

3 9 ，8 6 1 ．5 1 0 0 ．0 6 2 6 ．8 1 ．6 ．1 ，9 5 0 ．6 4 ．9 3 7 ，2 8 4 ．1

6 0 、6 6 7 ．4 1 0 0 ．0 8 2 3 ．5 1 ．4 2 ，4 9 6 ．8 4 ．1 5 7 ，3 4 7 ．1

6 7 ．2 1 4 ．4 1 0 0 ．0 4 3 1 ．4 0 ．7 2 ，5 7 8 ．7 3 ．8 6 4 ，2 0 4 ．3

8 1 ．4 7 0 ．3 1 0 0 ．0 5 0 8 ．5 0 ．6 2 ，9 7 5 ．0 3 ．7 7 7 ，9 8 6 ．8

（出所）rr‡－華民国台湾地区進山口貿易統計月稚J　各月．財政部統計処，台北；7’αfuノ“15－J口付∫J如上伽／dβ00々．Coun－

CH for Economie Planning and Development．Republic of China，Variousissues・

た。それは消費支出合計（政府消費と民間消費の合計）に次ぐ大きな需要部門を

形成するまでに至った。また，同期間において，財・サービスの輸入構成比率

にも急速な上昇傾向がみられ，1992年には42．0％に達し，対外的には貿易主導

型経済になっていた。台湾の貿易構造の特徴は小国＝島国型タイプのため，

「開かれた経済」を選択し，輸出促進と同時に「輸入誘発的」な性質を持って

いたということである。なお，このような貿易構造の体質については第Ⅱ節で

述べることにする。

台湾の輸出のうち大部分を占めているのは工業製品である。表2－2は輸出摘

品を農産物，農業加工品および工業製品の三つの部門に分類し，1952～92年ま

での構成比率の時系列推移をみたものである4）。同表から1960年代以降，工業

製品が圧倒的比重を占めていることがわかる。台湾の工業化が「輸出志向工業



化」政策への転換により，農産物輸出国から工業製品輸出国へ速いテンポで構

造転換を達成したことを意味する。

次に貿易商品構成を検討してみよう。表2－3は1952～92年の品目別貿易特化

比率である5）。貿易特化比率とは，該当する商品貿易額に占める純輸出（輸出

から輸入を差し引いた額）の比率である。貿易特化比率がプラスの場合は輸出

超過で，マイナスの場合は輸入超過を意味する。1970年代に入り，品目別合計

の貿易特化比率はマイナスからプラスへの転換がみられる。観察期間における

貿易特化比率がマイナスからプラスへの転換をみせたのは紡績品・草・木・紙，

非金屑鉱物製品，金属製品，電機・電器およびその他の製品である。金属製品

と電機・電器を除けば，これらの製品は典型的な労働集約的製品であり，相対

的に低い労働賃金を生かして，高賃金化傾向によって衰退産業化しつつある先

進国の同部門産業をキャッチ・アップし，台湾の最も有利な輸出部門になった

ものである。同表によると貿易特化比率のうちマイナスを示したのは，農林水

産物，鉱産物，化学材料・製品，基礎金属，機械，輸送機械の6項目である。

鉱産物における輸入の大部分はいうまでもなく石油である。また，工業用原材1

料についてみると，非食用原料の輸入に大きな比重を占めているのは原綿，羊

毛など織物繊維と合成繊維，木材，鉄くず・解体用廃船，生ゴム，パルプであ

る。台湾の要素賦存状況から考えると，急速な成長過程において最終消費財の

輸出拡大と原材料・中間財の輸入拡大が並行して増加し，ともにその規模が拡

大しつつある。この現状は台湾の貿易構造からみると当然の帰結であろう。

機械類は工作機械などが含まれているが，その貿易特化比率は，高い輸入特

化傾向から次第に低下する傾向がみられる。電機・電器ではすでに1960年代後

半に輸入特化から輸出特化への転換がみられる。電気機器の輸出特化に寄与し

た主力商品はラジオ，テレビ，扇風機など家電製品である。輸送用機械のうち，

1970年代後半から台湾の「十大建設」国家プロジェクトの一つである「中国造

船公司」の建設完成によって造船が1973年以降に輸出特化に転じたことはよく

知られている。一一万，開発途上国においては一般機械の輸入特化への傾向は常

識視されているが，1976年から工作機械を含む多くの機械製品の輸出が拡大し

ている現状に注目したい。また，1980年代後半からはパソコンやマザーボード

などのハイテク製品の輸出が脚光を浴びている。
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以上，台湾の輸出志向工業化をリードしてきた工業製品の特徴を観察し，同

時に台湾の貿易構造における特有の性質を浮き彫りにすることができた。台湾

の輸出特化比率を加速的に拡大してきたのは，主に飲料・食品・タバコ，紡績

品・草・木・紙，非金属鉱物製品，金属製品，その他の製品および電機・電器

である。その大半が労働集約的な組立・加工の最終消費財である。その製造に

要する原材料，中間財，資本財の農林水産物，鉱産物，化学材料・製品，基礎

金属，機械における貿易特化比率はマイナスの傾向を示している。一一万，重化

学工業の機械類については，電気機器の家電製品，一一一般機械の工作機械および

輸送用機械の造船の貿易特化比率が輸出促進によってマイナス幅が縮小してい

る。台湾の著しい輸出拡大のプロセスは，最終財製品の拡大プロセスと言って

も過言ではない。そして，台湾の経済システムが最終財生産のための原材料な

ど海外に依存しているために，1970年代初期まで貿易収支は累積的な赤字から

離脱することができなかったのである。

財政部（大蔵省に相当）統計処（局）は，輸入製品を農工原札　資本財および消

費財の三つの部門に分類して数値を発表している。1952年以降における3部門

の総輸入額に占める割合の時系列推移を示したものが表2－4である。同表によ

ると，資本設備の輸入の割合が著しく上昇し，反対に消費財の割合が低下して

いる。1980年代後半に台湾はGATT加盟準備のため，消費財輸入税率を低下

させ，それによって消費財輸入の割合が次第に高まってきている。

台湾の輸出志向工業化が本格的な展開を見せたユ966年から70年までの5年間

は，資本財の輸入構成比が特に高い。ちなみに，1974年以降は農工原料の輸入

の急速な増加と相対的に資本財輸入の停滞がみられるが，これは石油危機によ

る石油価格の上昇が原因であると考えられる。このような輸入構造は，台湾の

工業化プロセスが原材料や中間製品の輸入を強く誘発したことの帰結であろう。

貿易収支にあらわれた経済構造は，台湾の輸出志向工業化が実は加工貿易型

構造のもとで実現されたことを示唆している。次の節ではこの加工貿易塑経済

構造を分析する。
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表2－4　輸入貿易構成の推移（1952～92年）

r　　 合　　 計 農工原料 資　 本　 財

l
l

構成比 構成比 構成比

35

（単位：100万ドル．％）

l1 1 8 7 ．2 1 0 0 ．0 1 2 3 ．3 6 5 ．9 2 6 ．6 1 4 ．2 3 7 ．3

2 1 1 ．4 1 0 0 ．0 1 5 2 ．8 7 2 ．3 3 2 ．0 1 5 ．1 2 6 ．6

1 9 3 ．7 1 0 0 ．0 1 4 3 ．1 7 3 ．9 3 6 ．2 1 8 ．7 1 4 ．4

2 2 6 ．2 1 0 0 ．0 1 6 2 ．4 7 1 ．8 4 9 ．3 2 1 ．8 1 4 ．5

2 9 6 ．8 1 0 0 ．0 1 8 9 ．9 6 4 ．0 8 2 ．7 2 7 ．9 2 4 ．2

3 0 4 ．1 1 0 0 ．0 2 0 7 ．6 6 8 ．3 7 1 ・2 2 3 ．4 2 5 ．3

4 2 8 ．0 1 0 0 ．0 3 0 7 ．2 7 1 ．8 9 4 ．7 2 2 ．1 2 6 ．1

6 2 2 ．4 1 0 0 ．0 4 0 7 ．9 6 5 ．5 1 8 3 ．0 2 9 ．4 3 1 ．5

9 0 3 ．3 1 0 0 ．0 5 6 8 ．5 6 2 ．9 2 9 3 ．1 3 2 ㌔．5 4 1 ．7

1 、5 2 4 ．0 1 0 0 ．0 9 5 7 ．6 6 2 ．8 4 9 2 ．5 3 2 ．．3 7 3 ．9

2 ．5 1 3 ．5 1 0 0 ．0 1 ，5 8 8 ．7 6 3 ．2 7 8 2 ．1 3 1 ．1 1 4 2 ．7

6 、9 6 5 ．8 1 0 0 ．0 4 ，3 4 5 ．2 6 2 ．4 2 ，1 4 2 ．8 3 0 ．7 4 7 7 ．8

7 ．5 9 8 ．9 1 0 0 ．0 4 ，9 2 0 ．4 6 4 ．7 2 ，2 0 9 ．0 2 9 ．1 4 6 9 ．5

1 1 ，0 2 6 ．9 1 0 0 ．0 7 ，5 5 1 ．1 6 8 ．5 2 ，7 2 4 ．5 2 4 ．7 7 5 1 ．3

1 9 、7 3 3 ．1 1 0 0 ．0 1 3 ，9 6 7 ．9 7 0 ．8 4 ，6 2 3 ．0 2 3 ．4 1 ，1 4 2 ．2

1 8 ．8 8 8 ．4 1 0 0 ．0 1 4 ，2 5 1 ．6 7 5 ．5 ・3 ，0 8 3 ．1 1 6 ．3 1 ，5 5 3 ．7

2 1 ，9 5 9 ．1 1 0 0 ．0 1 7 ，2 7 0 ．0 7 8 ．6 2 ，9 9 0 ．9 1 3 ．6 1 ，6 9 8 ．2

2 4 ，1 8 1 ．5 1 0 0 ．0 1 8 ，2 7 0 ．1 7 5 ．6 3 ，6 3 2 ．2 1 5 ．0 2 ，2 7 9 ．2

4 9 ，6 7 2 ．8 1 0 0 ．0 3 6 ，5 9 8 ．1 7 3 ．7 7 ，3 9 1 ．0 1 4 ．9 5 ，6 8 3 ．7

5 4 ，7 1 6 ．0 1 0 0 ．0 3 8 ，5 4 1 ．8 7 0 ．4 9 ，5 8 5 ．6 1 7 ．5 6 ，5 8 8 ．4

7 1 ，9 7 6 ．6 1 0 0 ．0 4 9 ，8 6 7 ．5 6 9 ．3 1 2 ，8 3 7 ．8 1 7 ．8 9 ，2 7 1 ．4

（出所）衷2－2に同じ。

Ⅲ　加工貿易型経済構造

戟後から一貫して実施されてきた輸入代替工業化は，50年代末には輸入代替

機会の枯渇とともに発生する工業化の停滞，外貨制約，反輸出偏向，国内資源

配分の不均衡，輸入伸縮性の喪失といった開発経済学的に望ましくない条件に

直面した。しかも，開発途上国の輸入代替工業化を実施するために，為替レー

トの過大評凧　輸入関税の引き上げ，重要基準による輸入数量統制といった・・．▼一一一・

連の保護政策は投入財の輸入傾向を生み，反輸出偏向の助長および資本の流山

は，貿易収支の悪化をもたらした6）。

繰り返し述べるが，手厚い保護政策のベールのなかの輸入代替工業化は，



1960年代の初めに台湾企業の過剰生産による倒産，失業者数の増大などの現象

をもたらし，国産品が狭い国内市場において飽和した時点で，工業化の停滞を

招くことになった。

この難局を乗り越えるために，1960年代半ばの台湾は生産財の輸入に有利な

複数為替レート（六つの対米ドルレート），貿易為替制限，関税制度などの政策

を輸出に有利な政策に転換した7）。具体的には，国際市場を対象に市場自由化

政策，輸出補助金政策などを採用し比較優位となる労働集約的製品を輸出した。

これら一連の輸出志向工業化への果敢な政策転換によって，景気は再び回復し

た。

1960年代中頃に始まる工業製品の輸出の大部分は，労働集約的な軽工業製品

であり，これは迂回生産のプロセスにおける川下段階（ダウン・ストリーム）と

しての最終消費財がその大部分を占めている。比較優位の理論の観点からみる

と，60年代における台湾国内には優秀かつ豊富な労働力が存在し，有利な側面

をもっていた。反面，天然資源は稀少であり，経済活動に必要な資源である原

材料を海外に依存せざるをえなかった。しかも，中間財，資本財など投入財の

生産技術は未熟な状態であり，その国内供給は絶対的に不足である。その一方

において，輸出促進をはかる場合，海外から迂回生産過程のJl仲・川上段階

（アップ・ストリーム）に位置する資本財・中間財を輸入し，国内で組立・加工

の後，最終財を国際マーケット向けに輸出するというような加工貿易型の垂直

貿易構造が形成されていた。

表2－5は1976年と1989年の産業連関表を用いて，99部門産業のうち48部門の

貿易特化比率を計測したものである8）。ト0表（Input－OutputTables）のコpド・

ナンバーのうち28番以前の産品は農業・農産物加工業であり，29番から76番は

工業製品である。コード・ナンバー01～99番の全産業の貿易特化比率は0．042

（1976年）と0・．093（1989年）である。工業の貿易特化比率（1989年）のうち輸出特

化（輸出超過）を示しているのは，29綿紡績製品　30毛紡績製品　31人造繊維製

品，32衣服，33他の紡績製品，35革製品　38本・竹・膝製品，39非金属家具，

43ゴム製品，47合成樹脂，48他の人造繊維，50合成樹脂，54セメント，55セメ

ント製品，56ガラス製品，57他の非金属製品，60鉄鋼製品，62アルミ製品，

64他の金属製品，69家電製品，70電子製品，71電機・電器，74他の輸送機械，
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表2－5　産業連関表による製品別貿易特化比率（99部門，1976，89年）
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卜 0 表

コー ド・
ナンバー

製品別
貿易特化比率 卜 0 衷

コー ド・
ナンバー

製品別

貿易特化比率

1976 19891976 1989

29 綿紡績製品 0．849 0．481 54 セメント 0．863 0．566

30 毛紡績製品 0．244 0．098 55 セメント製品 0．882 0．202

31 人造繊維製品 0．557 0．742 56 ガラス製品 0．538 0．172

32 衣服 0．988 0．830 57 他の非金属製品 0．497 0．409

33 他の紡績製品 0．657 0．722 58 銑鉄・粗鋼 △0．786 △0．738

34 紡績染物 0 0 59 鉄鋼一次製品 △0．732 △0．521

35 革製品 0．575 0．675 60 鉄鋼製品 0．139 0．709

36 製材 0．397 △0．740 61 アルミ △0．889 △0．715

37 合板 0．985 △0．064 62 アルミ製品 0．722 0．731

38 木竹藤製品 0．983 0」853 63 他の金属 △0．793 △0．747

39 非金属家具 0．941 0．902 64 他の金属製品 0．263 0．821

40 パルプ・紙 △0．335 △0．556 65 一般機械 △0．801 △0．172

41 紙製品 △0．104 △0．094 66 工業機械 △0．656 △0．250

42 印刷・出版 △0．179 △0．411 67 他の機械 △0．463 △0．076

43 ゴム製品 0．512 0．586 68 機械部品 △0．363 △0．108

44 石油化学原料 △0．850 △0．881 69 家電製品 0．217 0．427

45 他の化学原料 △0．790 △0．740 70 電子製品 0．342 0．331

46 化学肥料 △0．998 △0．453 71 電機・電器 △0．282 0．139

47 合成繊維 0．380 0．696 72 船舶 0．257 △0．169

48 他の人造繊維 △0．373 0．304 73 自動車・二輪車 △0．563 △0．417

49 合成樹脂 △0．441 △0．031 74 他の輸送機械 △0．005 0．555

50 合成樹脂製品 0．934 0．866 75 精密機械 △0．245 △0．098

51 医療薬品 △0．820 △0．799 76

01～99

他の製品

全産業

0．693

0．042

0．752

0．093

52 他の化学製品 △0．698 △0．468

53 石油精製製品 △0．242 △0．546

（注）　産業連関表（99部門）のコード・ナンバーによる。△はマイナスを意味する。

貿易特化比率＝［（輸出一輸入）／（輸出＋輸入）］によって計測した。

価所）行政院主計処r中華民国65年台湾産業聯関表（99部門及49部門）J（1976年版）．1980年；行政院主計処r中

華民国78年台湾地区産業聯関表（99部門及49部門）J（1989年版上台北，1991年。

76他の製品など24品目の製品である。一方，輸入特化の傾向を示す産業の多く

は生産財生産部門である。輸出特化のうち，60鉄鋼製品，62アルミ製品，64他

の金属製品，69家電製品，70電子製品，71電機・電器，74他の輸送機械を除い

て，その他は消費財生産部門である。

同表から観察できるように，消費財生産部門の輸出特化比率の値がプラスに

なっているものが多い。しかし，消費財生産のための原材料，中間財のほとん

どを輸入に頼っている。最終消費財の生産に使用する原材料，中間財，機械な



ど資本財の輸入特化の傾向も高い。同表の貿易特化比率（1989年）をみればわか

るように，36製材，37合挽　40パルプ・紙，41紙製品，42印刷・出版，44石油

化学原料，45他の化学原料などの輸入特化の傾向は工業諸部門のなか，群を抜

いて高い値を示している。

1976年の時点において，50合成樹脂製品，60鉄鋼製品，62アルミ製品，70電

子製品などいくつかの重化学工業製品の輸出特化比率が，全産業の平均値を超

えてすでに高い数値を示していることが注目される。このことは，66工業機械

など資本財，中間財の著しく高い輸入特化という現象と強く結びついている。

つまり，50合成樹脂製品，60鉄鋼製品，62アルミ製品の高い輸出特化比率は，

輸入された機械プラントを用いて，輸入された原材料および中間財を主として

輸出向けに組立・加工しているということを示している。そのために，その製

品の川中・J旧二製品の49合成樹脂，58銑鉄・租鋼，59鉄鋼一次製品，62アルミ，

および65一般機械，66工業機械，67他の機械，68機械部品などの原材料，中間

財と機械類は高い輸入特化を示している。台湾の家電製品および電子製品の輸

出のための生産は，主に外資系企業ないし合弁企業によるものである。そして．，

最終消費財の高い輸出特化比率は，原村札中間財および資本財の高い輸入特化

比率によって支えられてきたということができるだろう。したがって，中間製

品と資本財は外資系本国の親企業から輸入し，組立・加工を経て，その最終財を

本国ないし第三国に輸出するという多国籍企業によるOEM生産の色彩が強い。

台湾の輸出志向工業化プロセスで，このような「従属型」産業構造をいかに

克服するか，台湾経済が真に自立化を達成しうるか否か，次の節で述べるよう

な政策の成否にかかっていた9）。以下ではこの点について論議を進めたい。

Ⅲ　産業構造の深化

以上の論議から台湾の工業化発展パターンは，産業の迂回生産過程において

川上段階に位置する原材料および中間財を輸入し，豊かに存在していた現地労

働力を吸収しながら組立・加工し，川下段階の最終消費財を国際市場向けに輸

出するという貿易構造をもったということがわかる。いわば，工業化過程は川

下段階から川上段階へと後方連関効果を活用して深化してきた。高度な工業化
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表2－6　輸「臣仁業化率と輸出重化学工業化率の推移（1961～78年）
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年別 輸LH工業化率 輸‡日量化学工業化率 年別 輸出工業化率 輸出重化学工業化準

1961 36．6 12．2 1972 80．2 27．3

1966 50 ．6 16．3 1973 82．3 27．1

1967 57．6 17．1 1974 82 ．6 30．4

1968 63．5 19．1 1975 81．4 26．2

1969 70．1 22．4 1976 85 ．0 27，5

1970 76．6 24．1 1977 84 ．9 29．5

1971 77．4 23．1 1978 85．7 31．3

（注）　輪Jlrt業化牢とは輸出結節のうち、S汀C5～8頸（化学品　基礎1業品，機械，輸送頼械．その他l二葉品）

が占める比率。

輸出重化学工業化率とは輸出総額のうち、SITC5，7と67、68，69類が占める比率。SITCとは「国際貿易商

品分類」の意味。

他所）表2－2に同じ；U，N．．SJ油血dJygαγ助0方舟r心血α”d伽几rEα∫′，1970，1971．

を促進するために，最終財生産のための原材料，中間財および資本財などの投

入財は，外国からの輸入に依存する度合いが次第に大きくなったのである。し

かし，こうした海外依存の「加工貿易型」構造は近い将来に克服され，しかも

自立経済への基盤形成が急速に進むものと予想される。

実際のところ第Ⅰ節で述べたように，原材料，中間財，資本財の国内生産へ

のシフト，すなわち，重化学工業化は1970年代後半から相当な速度で進んでお

り，上述した貿易構造は次第に大きく変化しつつある10）。輸出構造の高度化あ

るいは輸出の重化学工業化が実現されつつあることは注目に値する。表2－6は

1961～78年の時系列推移で輸出工業化率と輸出量化学工業化率を算出したもの

である。この表の推計には国際貿易商品分類（S汀C）を使用した。輸出工業化

率とは輸出総額のうちSITC5～8類（化学製品，原料別製品，機械類，雑工業

製品）の占める比率である。そして，輸出量化学工業化率とは輸出総額のうち

化学製品（SITC5），機械類（SITC7），鉄鋼製品（SITC67），非鉄金属（SITC68）お

よび金属製品（S汀C69）の占める比率である。同表によると，輸出工業化率は

1964年まではわずか30％台にすぎなかったが，65年に40％台，66年以降は半数

の50％を超え，72年は石油危機の不況にもかかわらず80％を上回り，78年は

85％を超えた。一一一万，輸出重化学工業化率は1960年代は10％台であったが，78

年は30％を上回り，その比重は急速に上昇していることがわかる。

つまり，台湾の重化学工業化は，各産業部門の生産過程の川下段階に位置す
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図2－1ホフマン比率と重化学工業化率の推移（1953～77年）

1953　　56　58　60　62　　64　66　68　70　　72　74　76　78年

他所）sEalisEicaLYearb00k〆TheR砂bLicqlC晶ta，Directol－ate・ccneralofBudget，AecoLlnti】一gandStatistics．Exeeu－

tiveYuan．RcpublicofChina，Variousissues；r中華民国台湾地区国民所得J行政院主計処，台北，各年。

る最終財の国内生産ならびに輸出生産の拡大が，原材札　中間財および資本財

に対する川上段階の中間需要を形成した。この中間需要に使用する投入財の国

内生産が，着手の容易な産業部門から次第に開始され産業構造を「深化」させ

た。この「深化」は迂回生産過程の拡大と同時に国内産業の後方連関効果を拡

大したのである。

さらに，図2－1は従来の重化学工業化の指標であるホフマン比率に重化学工

業化率を加えて，その時系列推移を示したものである。ホフマン比率とは，軽

工業部門付加価値の重化学工業師朝出両肘酎こ対する比率である。同図から台

湾の重化学工業化が急速に進展したことがわかる。ホフマン比率の6．5～3．5の

範囲で示した第1段階から3．5～1．5の第2段階への移行は，1953～58年の問に

達成している。ちなみに，この段階への移行に日欧米先進国は20～30年を費し

たのである。第2段階から第3段階の1．5～0．5への移行は，1957～66年の10年
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表2－7　製造業部門における輸出依存度と輸入依存度の推移（1964，71，81，89年）

産 業 分 類

紡績品

衣服 ・装飾品

木材 ・木製品

パルプ ・紙製品

化学原料

合成繊維 ・樹脂

その他の化学製品

石油精製製品

非金属鉱業製品

鉄鋼

その他の金属製品

機械

家電製品

電子製品

電機 ・電器

輸送機械

　その他の製品
l
全産業

製造業

」 輸出依存度
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卜0衷
コード・
ナンバー

輸入依存度

19 6 4 19 7 1 19 8 1 19 8 9 19 6 4 1 97 1 1 9 8 1

0 ．16 6 0 」2 2 6 0 ．2 5 0 0 ．3 5 3 0 ．0 6 3 0 ．0 7 1 0 ．0 55

0 ．1 6 6 0 ．4 8 6 0 ．6 1 0 0 ．6 0 2 0 ．0 3 2 0 ．0 4 3 0 ．0 53

0 ．3 4 9 0 ．4 4 7 0 ．4 6 4 0 ．4 3 4 0 ．0 0 2 0 ．0 0 5 0 ．0 4 8

0 ．0 5 2 0 ．0 5 0 0 ．0 5 5 0 ．0 5 2 0 ．10 ／1 0 ．0 9 3 0 」 0 3

0 ．∩3 6 0 ．n 3 7 0 ．0 2 8 （）．0 1 2 0 ．19 2 0 ．2 馴 0 ．2 7 8

0 ．0 9 8 0 ．17 6 0 ．3 1 9 0 ．3 0 9 0 ．2 8 9 0 ．16 2 0 ．0 5 7

0 ．0 5 9 0 ．1 5 9 0 ．1 5 9 0 ．1 3 3 0 ．2 7 3 0 ．3 0 1 0 ．2 4 8

0 ．0 3 9 0 ．0 9 7 0 ．0 94 0 ．0 54 0 ．1 4 8 0 ．13 6 0 ．12 5

0 ．17 4 0 ．1 5 1 0 ．14 2 0 ．1 7 9 0 ．0 7 1 0 ．0 2 2 0 ．0 5 9

0 ．0 5 1 0 ．0 6 8 0－．0 68 0 ．0 60 0 ．3 9 2 0 ．5 1 1 0 ．2 4 0

0 ．1 54 0 ．1 6 3 0 ．22 1 0 ．2 7 0 0 ．2 6 9 0 ．2 2 2 0 ．1 6 1

0 ．0 5 3 0 ．0 9 8 0 ．1 7 3 0 ．2 9 0 0 ．5 6 7 0 ．5 3 6 0 ．5 2 6

F巨 2 0 ．2 0 2 0 ．3 10 0 ．3 6 2 を0 ・26 5 0 ．0 7 1 0 ．1 0 5

0 ．4 7 1 0 ．4 9 1 0 ．5 29 0 ．3 0 2 0 ．2 3 1

0 ．10 2 0 ．2 6 3 0 ．3 30 0 ．2 89 0 ．2 8 6

1 0 ・0 17 0 ．0 8 4 0 ．19 0 0 ．19 6 0 ．3 0 4 0 ．3 8 4 0 ．19 7

0 ．0 8 7

l

0 ．50 9 0 ．5 7 8 0 ．5 9 9 0 ．4 6 8 0 ．2 57 0 ．2 22

0 ．0 8 7 0 ．14 6 0 ．17 2 0 ．18 8 0 ．0 9 0 0 ．14 1 0 ．16 7

0 ．11 3 r 0 ．2 18 0 ．2 6 7 0 ．3 0 1 0 ．2 0 5 0 ．2 18 0 ．17 7

0．083

0．073

0．153

0．148

．両3

0．065

0．245

0．181

0．089

0．232

0．225

0．425

0．145

0．266

0．250

0．256

0．212

01～29

07～23

0．156

0．210

（注）　＊：生産財（重化学工業）部門。

輸出依存度＝輸山／（国内生産十輸Ⅲ）；輸入依存度＝輸入／（国内需要＋輸入）によって計測。

（出所）r中華民国台湾地区29部門産業間聯表j（1964－66－69－7卜76－81年）∴行政院主計処，1986年；r中華民国78年

台湾地区産業開聯表編梨報告J（1989年版），行政院主計処，1991年。

間で実現したことになる。この推移の速度は，先進国の歴史的経験に比べて実

に2倍以上の速度をみせたことになる。国際比較として，1977年における先進

国のホフマン比率はアメリカが0．56，イギリスが0．55，日本が0．47である11）。

次に，表2－7の製造業における輸出依存度と輸入依存度の推移を検討しよう。

同表は重化学工業化過程をさらに詳しく分析するために，産業連関表を参考に

1964年，1971年，1981年と1989年の4時点における各産業部門の輸入依存度と

輸出依存度の推移を示したのである。＊印で示された12部門の製造業の生産財

について観察すると，ト0表コード・ナンバーの12合成繊維・樹脂，13その他

の化学製品，16鉄鋼，17その他の金属製品，18機械，1．9家電製品，21電機・電

器，22輸送機械の輸入依存度は次第に低下している。

生産財部門においても輸出依存度は上昇し始めている。特に，11化学原札
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表2－8　SITC2桁分類の上位10輸出項目の推移（1960～70年代）

ラ　 ン
キンク 196 1 1966 ．1968 1970 1972 1974 1976 1978

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

砂糖 製品 果物類 果物類 衣服類 衣服類 電器 ・電機 衣服類 電器・電横
06 05 0 5 84 84 72 84 72

果物類 紡績品 紡績品 紡績品 電器 ・電機 衣服類 電器 ・電機 衣服類
05 65 65 65 72 84 72 84

紡績品 砂糖製品 衣服類 電器 ・電機 紡績品 紡績品 紡績品 その他の製品
65 06 84 72 65 65 65 89

穀物類 木製品 電器 ・電機 果物類 その他の製品その他の製品その他の製品紡績品
04 63 72 05 89 89 89 65

非鉄金属 衣服類 木製品 その他の製品果物類 砂糖製品 靴・履物類 靴 ・履物類
68 84 63 89 0 5 06 8 5 8 5

飲料品 穀物類 その他の製品 木製品 本製品 木製品 果物類 木製品
07 04 89 63 63 63 0 5 6 3

木製品 電器 ・電機 砂糖製品 鉄鋼製品 靴 ・履物類 果物類 本製品 果物類
63 72 06 67 85 0 5 63 05

芳香香料 非金属製品 非金属製品 機械 機械 靴 ・履物類 機械 金属製品
55 66 66 71 7 1 8 5 7－1 69

衣服類 その他の製品機械 砂糖製品 砂糖製品 機械 水産製品 機械
84 89 7 1 06 06 7 1 03 71

非金属製品 木材 木材 木材 鉄鋼製品 金属製品 輸送機 水産製品
66 24 24 24 67 69 73 03

（注）　製品名の下の数字はSlTC（国際商品分類）2桁分類別数字である。

（出所）財政部統計処r中華民国台湾地区進出口統計月報J各札　台北。

12合成繊維・樹脂，17その他の金属製品，18機械，19家電製品，20電子製品，

21電機・電器，22輸送機械の輸出依存度の上昇がみられる。言い換えれば，

コード・ナンバー07～23の17部門（1989年）のうち実に10の部門で輸出依存度が

輸入依存度を超えていた（輸出超過）。従来，開発途上国に対するイメージ，す

なわち，生産基盤がきわめて脆弱なものであるという評価を一新するとまで言

えるものである。

表2－8は台湾の財政部統計処が公表した国際商品分類（SITC）の2桁分類に

よる上位10の輸出項目を示したものである。同表から輸出主力製品は農産物，

農業加工品（1960年代）から合成繊維および電気機器（1970年代）などの工業製品

へと急速に変貌していることがわかる。また，電器・電機，機械，金属製品な

ど本格的な重化学工業製品のシェアが急速に上昇している。

1970年代後半以降の「十大建設」および「十二項目建設」の銑鋼一一貫製鉄所，

大型造船所，石油コンビナートの建設による国家プロジェクトの実施によって，

前に指摘した加工貿易型構造はいちはやく払拭されていくものと考えられる12）。

50年代に実施された輸入代替工業化が60年代半ばに輸出志向工業化へと政策を

lr
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転換させ，さらに工業基盤の強化のための外資導入政策，輸出加工区，新竹科

学工業園区の建設が実施されてきた。これらの政策は，自立的生産基盤の脆弱

さを国家プロジェクトの形成によって挽回しようという政府の意図によるもの

である。

おわりに

戟後台湾は「労働過剰・資源不足」という典型的な低開発国である初期条件

から出発して，今日のアジアNIEsの一一つと言われるまでの地位を築きあげた。

戦後，輸入代替工業化政策を採用し，産業保護政策のもとで50年代を経て8％

台の実質経済成長率を達成しできた。しかし，59年頃になり国内市場が飽和状

態に達すると経済成長率は低下局面に直面した。さらに，輸入代替工業化政策

は為替レートの過大評価，輸入関税の引き上げ，輸入数量制限などの制約をも

たらし，反輸出偏向の助長という効果をもたらした。

輸出志向工業化を導入した1960年代初めに，輸出加工区の設立，市場の自由

化政策など輸出に有利な政策を設け輸出を奨励した。この時期の台湾における

要素賦存状況からみると，豊富で安価な労働力を抱いていた。そこで，未熟な

国内産業基盤のもとに，原材料，中間財を外国から輸入し，労働力による組立

加工によってつくりあげた最終消費財を国際市場に輸出するという「加工貿易

型」構造が形成された。比較優位となる労働集約的製品の輸出促進によって，

台湾の経済は次第に活気を取り戻してきた。

「加工貿易型」経済構造をいかに払拭していくかについては，最終財の輸出

拡大がもたらした中間財需要の拡大による国産化への転換によるべきである。

つまり，中間財の需要拡大が規模の経済が働く国内生産に必要とする最小生産

規模の時点に達した時に，国内生産にシフトする動きが発生する。最終的に，

輸出志向工業化から重化学工業化（第2次輸入代替工業化）へと産業構造を転換

し，産業の高度化を実現するだろう。

輸入依存度の低下と輸出依存度の拡大という重化学工業化への進展が，1970

年代半ば以降台湾経済構造の転換にみられた。「十大建設」および「十二項目

建設」の銑鋼製鉄所，大造船所，石油コンビナートなどの建設は，台湾の重化



学工業化への移行を促す契機となったのである。
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第3章　重化学工業化の発展メカニズムと台湾の経験

－1970年代における経済自立化と産業基盤の形成－

はじめに

開発途上国が工業化戦略を計画する際に，開発の初期条件として技術水準お

よび天然資源を慎重に考慮しないで，重化学工業化を推進するのは危険である。

その理由は中間財および資本財の国産化過程において，相対的に高度技術を基

礎とする資本集約的方法が必要だからである。そのためには，熟練労働者およ

び大量の資本投入が必要となる。要素賦存条件からみると，重化学工業の生産

方法は資本集約的であり，途上国がもつ「労働過剰・資本不足」の体質に合わ

ない。

重化学工業化の過程において，規模の経済効果が発揮できるか否かも重要な

問題点である。重化学工業化の生産費用は規模の経済および比較優位である特

化の利益によって影響されやすい。そのため，開発途上国における市場の規模

条件と一致することが難しい場合が多い。要素賦存条件および市場条件（国内

市場の狭陰性）から判断しないで，重化学工業化という輸入代替構造の深化を

推進する場合，スケールメリットが発揮できなくなるだろう。限られた需要の

ゆえに最適生産規模を支えられなくなり，その結果，国産製品のコストが輸入

価格よりも高いという現象が生じてくる場合がある（コストペナルティ）。

その他に，輸入制限という保護政策のもとで実施する最終財の輸入代替工業

化（第1次輸入代替工業化）において，国内市場規模が小さい固（小国タイプの

経済）の国内需要が飽和状態に達すると，その国の工業成長率は低下する。過

去において多くの開発途上国が採用した重化学工業化（第2次輸入代替工業化）

は，最終財の輸入代替工業化（第1次輸入代替工業化）から投入財の輸入代替工
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業化（第2次輸入代替工業化）への軽率なシフトである。しかし，市場の需要を

軽視した工業化は十分に成功したと言いがたい。

第1次輸入代替工業化から第2次輸入代替工業化へ直接的に移行した場合，

重化学工業化の推進のためには膨大な資本と高度な技術が必要となる。また需

要の拡大により重化学工業化の発展を牽引したものでないため，市場的制限を

受けやすく，規模の経済効果が有効に発揮できず，能率的生産（適正規模の生

産）が期待できなくなる。その結果，生産された中間財の価格が輸入財の価格

に比べて高く，品質が劣ることが生じてくる。割高で品質の悪い中間財で作ら

れた最終財を輸出に向けた場合，輸出競争に負けるだろう1）。

台湾の工業化の進展は，1950年代の輸入代替工業化　60年代の輸出志向工業

化，70年代の重化学工業化，80年代のハイテク産業の育成という発展過程で捉

えられる。そして90年代には，ハイテク産業を軌道に乗せて，先進国の仲間入

りができる実力を確保することを目指すまでに至った。台湾の重化学工業化の

過程は前述の軽率に重化学工業化を実施してきた開発途上国と異なり，注目に

値する。

台湾の重化学工業化は，1960年代初期に実施される輸出志向工業化によるも

のであるとみてよい2）。つまり，1950年代に実施された最終財の輸入代替工業

化政策が，60年代初期に最終財の輸出志向工業化政策へとすばやく転換したこ

とによる。輸出志向工業化の過程における最終財の総需要（国内需要と輸出の

合計）の増加によって，最終財の前の生産段階である中間財の需要を牽引する

ことになる。中間財の国内生産が不足の場合，輸入に依存する。しかし，中間

財の輸入量を含む総需要が拡大し続け，規模の経済が働く時点に達すると，設

備を投入して中間財の増産が開始されるであろう。

本章は，川下産業製品の輸出拡大（最終財の輸出志向工業化）によって，川

中・川上産業製品の輸入代替工業化を有機的に牽引した「誘発的発展の因果関

係」という発展メカニズムを台湾の重化学工業化過程で観察することを試みる。

ここで述べている重化学工業化とは，消費財の工業部門に比べて生産財の工業

部門の拡大過程を指すこと，と定義される。つまり，投入財を輸入し，国内需

要・輸出のための最終財生産から投入財自身の国内生産への転換過程を意味す

る3）。



本章は次のように展開する。まず，雁行形態発展の経験則の概念を用いて発

展パターンを説明する（第Ⅰ節）。続いて，重化学工業の代表である機械産業の

－一般機械（工作機械）と輸送機械（造船），鉄鋼産業および石油化学産業の発展パ

ターン分析を行うことにする（第Ⅲ節～第Ⅳ節）。それによって，台湾の重化学

工業の発展メカニズムを明らかにする。そして，産業の発展によって輸入依存

度など貿易構造に大きな変化をもたらしたことも観察する（第V節）。

Ⅰ　雁行形態発展モデル

欧米，日本など先進諸国の工業化に比べて台湾のように遅れた開発途上国が，

新しい産業を発展させるときには輸入→国内生産による代替→輸出の三つの典

型的な段階を歩むことが多い。各産業の輸入，国内生産，輸出の発展を時系列

に沿って一枚の図表に描くと岬一群の雁が空に飛び舞い上がる姿が見られる。そ

れを捉えて，赤松要教授はこのような産業の発展パターンを「雁行形態発展」

（FlyingGeesePatternofDevelopment）と命名した4）。

次に，雁行形態論のシェーマを用いて説明することにする5）。ある最終財の

国内需要巧が発生する。この段階で最終財の国内生産∫′が開始されず，輸入

叫に依存する（図3－1）。その輸入数量が次第に増加して国内生産を可能とする

有効国内最ノト生産規模（生産が可能になる最小限の規模）Q／に達した時点で製

造設備を導入し，国内生産が開始される。最終財の国内生産と同時に輸入代替

過程が進められ，輸入叫が次第に減少する。続いて，国内生産の数量が国内

需要を超えた時点で，輸出方ノーが開始される。同園の吊2が国内需要の発生期

（＝輸入期），射3が輸入代替期，吊31が輸出期，左目5が成熟期，J5以降が逆

輸入期である。同園〔トa〕最終財の下の部分（2段目）は，輸入依存度匝／／

（S／十叫）］および輸出依存度［芳／（巧十方刃を示している。

最終財の輸出志向工業化は，輸出と国内需要の合計である総需要の拡大を誘

発し，その生産過程の前の段階の投入財〔トb〕の需要仇の増加を促した。

その際，投入財は生産されず，輸入A侶こ依存する。その投入財の輸入数量が

次第に増加して，その国内生産を可能とする有効巌′卜生産規模Q昌こ逢した時

点で，投入財の国内生産Sfが開始される。そして，投入財国内生産の開始と
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Jl　　わ■　　　ゎ’　　　汀　　　　　わ

（出所）山澤逸平r日本の経済発展と国際分業J東洋経済新報社．1984年，第4章；渡辺利夫F開

発経済学J　日本評論社，1986年．第5章を参照して作成した。

同時に輸入代替過程が進められ，その輸入勅が次第に減少し，投入財の輸入

代替過程から輸出志向期に移行するようになる。

投入財の輸入代替期は最終財の輸出志向期よりも遅くスタートする発展パ

ターンがこのモデルの最大の特徴である。これは最終財の輸入→国内生産→輸

出から投入財の輸入→国内生産→輸出の発展パターンであり，産業の川下段階

から川中・川上段階への逆方向の発展パターンでもある。それは欧米の先進諸

国の歴史的経験である産業の川上段階から川下段階への発展パターンと異なっ

ている。この最終財の輸出拡大によって後方連関効果が生じ，投入財の輸入代

替を誘発することになる6）。後方連関効果はA．0．ハーシュマンの用語であり，



産業連関分析の概念で見ると影響度係数がそれに相当するものである。

以下，実証研究として台湾の機械産業，鉄鋼産業，石油化学産業の分析を進

めることにする。

Ⅱ　機械産業の発展形態

機械産業には主として一般機械（工作機械），電子・電気機械（民生用電器，

電子機器，電機など）および輸送機械（船舶，自動車，自動二輪車など）が含ま

れている。そのうち，機械産業から－一般機械の工作機械，輸送機械の船舶を分

析することにする。

（1）工作機械産業の発展パターン

表3－1は，1971年から92年の旋盤，ボール盤，フライス盤，プレス盤，平削

盤，研削盤，金切り盤，マシニングセンター，NC旋盤，その他のNC工作機

械，その他の工作機械などの生産量の推移である7）。そのうち1970～80年代に

工作機械の生産台数の増加，1980年代後半以降には汎用型工作機械（非NC工

作機械）の生産台数の減少とコンピューター制御工作機械（NC工作機械・マシ

ニングセンターなど）の生産台数増加という変化がみられる。つまり，初期の

台湾では付加価値の低い汎用型工作機械を製造していたが，1980年代になると

付加価値の高いNC工作機械の製造が開始されるようになった。

次に，台湾の工作機械の輸入，国内生産，輸出の変化が著しい1970年代に焦

点をあて観察することにする。図3－2は，工業技術研究院金属工業研究所が発

表した工作機械の総需要，国内需要，国内生産，輸入，輸出を片対数表に描い

たものである。同園から台湾の工作機械は雁行形態発展のパターンに沿って発

展したことがわかる8）。過去においては輸入額が国内生産額よりも多い現象が

みられたが，1970年以降になると国内生産額が輸入額を凌駕した。さらに，

1977年以降になると輸出額が輸入額を超え輸出超過になり，わずか8年間で大

きく変化した。

一方，同園〔Ⅲ〕からも1977年以降に輸出依存度が輸入依存度を超えた

“X”の交差形態を観察することができる。通常，開発途上国に対する…一般的
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図3－2　工作機械の発展パターン（1969～78年）
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（注）　輸入依存度＝［輸入／（園内生産十輸入）】×100％

輸出依存度＝［輸出／（軌内密要十輸出）】×100％

（出所）工業技術研究院金属工業研究所　r工具機簡訊」1978年工

作機械生産・販売資料No．37，台北，1979年4月。
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な見方は，これらの国には幼稚産業しかないという偏見であるが，以上の分析

の結果，台湾の工作機械産業の急速な発展を再評価する必要があると思われる。

それだけでなく，1986年11月の新聞によると「経済部（通産省に相当）国際貿

易局は台・米工作機械協議会議の内容を次のように決定した。台湾からアメリ

カへ輸出するNC工作機械，非NC工作機械，マシニングセンターおよびフラ

イス盤などの工作機械について，1987年から91年までの5年間の輸出数量制限

を行う。アメリカへの輸出数量は1985年の台湾製工作機械のアメリカ市場での

シェアをその計算の基準とする」という報道があった9）。台湾の工作機械の急

速な成長によるもので，アメリカは日本，台湾，西ドイツと輸出数量制限協議

を行うように要求したものである。その後も輸出数量制限協議は続けられてい

るが，アメリカから輸出数量制限協議を要求された国のうち台湾だけが開発途

上国である。

（2）造船業の発展パターン

造船業は1970年代台湾の新興産業の一つであり，1976年から実施されてきた

「十大建設」国家建設プロジェクトのうちの重要建設項目の一つでもある。そ

して，前記の工作機械と同じように鉄鋼を多く使い，次節の分析対象である鉄

鋼業との関係が非常に密接な業種である。また，台湾の輸送機械産業のうち造

船産業の占める比重が大きく，輸送機械産業の代表として造船産業を選ぶこと

は適切であろう。

台湾の造船産業は1960年代から持続的に拡大したことを観察することができ

る（図3－3）。台湾の造船産業は輸入代替期から輸出志向期への移行をわずか6

年間で達成し，発展過程においてその期間を大きく短縮した事実を読み取るこ

とができる。この短い期間に造船の輸入依存度は60ポイントも低下し，輸出依

存度は50ポイントも上昇したことになる。このような現象は過去の先進国の歴

史的経験からみると稀なことである。

（3）機械産業の構造深化

台湾の機械産業発展の特徴は，雁行形態発展のモデルに沿って発展したこと

にある。その他に，台湾の機械産業を促進した要因は次の2点であると思われ
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図3－3　船舶の発展パターン（1962～77年）
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刷所）国内生産：Sh血血hl仙川Cr〆了、／lg〟ゆ“仙ご扉C／血α了raipei．および行政院主計処編

r中華民国統計提要」台北，各年。

輸入．輸出：海関総税務司署統計処編r中華民国進出に瑠易統計年刊」台北，各年。



第3車　重化学工業化の発展メカニズムと台湾の経験

表3－2　台湾とアメリカの賃金の比較（1970～78年）
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台　　 湾（工作機械産業） アメリカ（金属産業）

年度
賃金（月給） 賃金（時間給） 貸金（週給） 貸金（時間給）

年度
台湾元 米ドル 米ドル 米ドル

1976年 2月 5，019 0．66 ・1970年 174．28 4．12

12月 5，608 0．74 1971年 174．62 4．28

1977年 4月 5，780 0．76 1972年 198．29 4．59

10月 6，277 0．83 1973年 214．90 4．84

1978年 3月 7，151 0．94 1974年 225．33 5．18

8月 7、611 1．00 1975年 226．46 5．51

（注）　台湾の貸金を台湾元から米ドルに換算したあと，貸金（時間給）は貸金（月給）÷25日÷8時間で換算した。

他所）工業技術研究院金属二丁二業研究所r工具機簡訊」1978年工作機械資料，No．37，台北，1979年4月。

る。

まず，第1に，先進諸国と台湾の賃金について比較を進めたい。1978年8月

の台湾の賃金と1975年のアメリカの賃金との比率は1：5．51であり，アメリカ

の賃金は台湾の5．51倍を意味する（表3－2）。そのために，先進諸国の機械産業

が競争力を保ちたい場合，高付加価値製品の生産へのシフトが必要になる。ま

た，労働集約度の高い製品については，海外投資を通じて開発途上国で低賃金

メリットという比較優位性を存分に利用することが考えられる。その結果，こ

の絶好のチャンスを掴んで台湾の機械産業はその基礎を築くようになり，そう

いう意味では台湾の機械産業は先進諸国と「追いかけ・追いつけ」という「競

合関係」よりも，むしろ「補完関係」にあるといった方が適切であろう。

第2に，技術の伝播過程においては模倣→技術の習得→生産というステップ

がある。現在，台湾の製造業は短い期間に模倣能力をもち，技術経験をもつよ

うになった。通常，技術の伝播は次の三つの方式で進められる。つまり，（1）

特許期限が過ぎた外国製品の模倣，（2）外国メーカーとの技術提携，（3）先進国

製品の大部分を模倣し，一部に修正を加えたもの，などがある。そのうち，造

船産業の場合，大部分は（2）のケースをとっている。それは，造船設備と技術

がセットになっているからである。工作機械の場合は（3）のケースが多い。な

ぜなら，台湾製工作機械の価格は外国製価格の半分以下であるために国際競争

力の優位性を存分に発揮することができたからである。
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表3－3　鉄鋼業の製鉄，製鋼および圧延加工段階の主要製品の国産化率（1957～78年）
（単位：1，00αMノT，％）

1 9 5 7 1 9 6 0 1 9 6 5 1 9 7 0 1 9 7 2 1 9 7 5 1 9 7 8

総 供 給 4 1 8 ．0 7 7 1 ．0 1 ，3 5 7 ．8 3 ，6 4 4 ．0 4 ，8 8 4 ．2 4 ，3 2 2 ．6 1 1 ，9 1 7 ．8

国 内 生 産 2 7 6 ．0 5 3 3 ．5 9 0 1 ．7 2 ，6 0 2 ．0 3 ，5 5 4 ．6 2 ，8 8 1 ．8 7 ，6 1 3 ．4

輸 入 1 4 2 ．0 2 3 7 ．5 4 5 6 ．1 1 ，0 4 2 ．0 1 ，3 2 9 ．6 1 ，4 4 0 ．8 4 ，3 0 4 ．4

国 内 自 給 率 （％） 6 6 ．0 6 9 ．2 6 6 ．4 7 1 ．4 7 2 ．8 6 6 ．7 6 3 ．9

（注）　本表は主として鉄鋼産業の製鉄，製鋼および圧延加1段階の銑鉄，粗乳　棒妻軋　形銅軋　鋼管，鉄合金．亜

鉛メッキ鉄′仮，銅板など13項目の製品を含む。

（出所）欧永俵「我国鋪鉄工業現状輿問題之研究」（ガリ版）経済建設委員会経済研究処，台北，1979年6月。財政

部統計処r中華民国進出□貿易統計月報」各月．台北。

Ⅲ　鉄鋼産業の発展形態

前節では工作機械産業と造船産業の発展を分析したが，機械産業の輸出拡大

および国内需要の拡大は，原材料である鉄鋼の総需要拡大を牽引することにな

る。このようなリンケージ効果は鉄鋼産業の川下段階製品の需要拡大から川

中・川上段階製品の需要拡大に波及することを意味する。

表3－3は鉄鋼原札　中間財と最終財の製品の国産化率を示している。具体的

には，製鉄，製鋼から圧延加工段階までの銑鉄，租鋼，棒鋼，形鋼，鋼管，鉄

合金（フェロアロイ），亜鉛メッキ鉄板，銅板など13種類の製品が含まれる10）。

それによると，製鉄，製鋼と圧延加工段階の主な製品の国内自給率は，1957年

は66．0％であり，78年には国内需要拡大のため63．9％に低下した。1957年から

78年の主要鉄鋼製品をみると，総需要は28．5倍に増加したが，国内生産は27．6

倍の増加であった。そのため，不足した部分は輸入で賄うこととなり，この期

間に輸入は30．5倍にも増加することになった。

鉄鋼産業の生産拡大を牽引したのは，川下段階製品（最終財）の需要拡大であ

り，同時に川中・川上段階製品仲間原料と基礎原料）の需要拡大も誘発したこ

とになる。そして，最終財の輸711拡大によって中間財の国内生産が供給を賄え

ず，国外からの輸入に頼ることになる。しかし，中間財の総需要量が国内生産

を必要とする「規模の経済」に達する時点でその産業の生産ラインが設けられ，

国内生産を開始する。言い換えれば，川下段階の最終財の輸出拡大が後方連関

効果を利用して川上・川中段階の中間原料と基礎原料の国内生産へシフトする
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ことを意味する。この事実は台湾の鉄鋼産業の発展過程においても観察するこ

とができる11）。

下記では鉄鋼産業の製造過程の分類に基づいて川下段階（圧延加工過程），川

中段階（製鋼過程），川上段階（製鉄過程）の順序に従い，台湾の鉄鋼産業の特徴

を分析する。

（1）川下段階製品の発展形態

台湾鉄鋼産業における川下段階の発展の特徴は，前述の総需要の拡大によっ

て「需要牽引型」発展を促したことである。それは鉄鋼産業の生産段階分類の

うち最終財末端の製品である鋼材が，生産拡大によって輸入代替期から輸出志

向期の形態に転換したことである。続いて，川下段階製品の鋼管および棒鋼に

ついて分析する。

1）鋼管

鋼管は総需要の増加に合わせて国内生産も増加し，1969年以降に輸出量は輸

入量を超えて輸出超過になる（図3－4）。鋼管の輸出量が輸入量に接近したのが

60年代半ばであり，しかも短い期間に輸出量が輸入量を上回った。鋼管の発展

過程は短い期間に輸入→国内生産→輸出を完成したことを観察することができ

る。

2）棒鋼

棒鋼は1956年に輸入代替期から輸出志向期に移行した（図3～5）。これは1958

年以降に，棒鋼の国内生産量が国内需要量を上回ったことによる。そのため，

棒鋼の輸出量が急速に増加し，輸入量を超え，輸出志向期を迎えた。石油危機

の影響を受けて1974年に棒鋼の一一時的な入超現象があったが，翌年には輸出優

勢の地位を取り戻した。

（2）川中段階製品の発展形態

続いて，製鋼段階である粗鋼（インゴット）の発展パタ｝ンを分析する掴

3－6）。粗鋼は国内需要によって国内生産の増産を牽引してきたが，国内生産量

は園内需要量に追いつくことができず，輸入超過が続いていた。粗鋼鋼材の需

要が依然として強いために，台湾の船舶解体業は急速に発展して，世界山一一一位の
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図3－4　鋼管の発展パターン（1967～78年）
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（出所）1．林国雄　r台湾鋼鉄的需要輿供給」国立台湾大学経済学研究所博士論

文，台北，1978年1月。

2．陳曾桑「台湾之鋼鉄工業」（r台湾銀行季刊J第26巻第2期，1975年）。

3，F鋼鉄工業市場簡訊J（1977年年報，川78年年報）No．9，No．21，工業

技術研究院金属二t二葉研究所，台北，1978年，1979年。

4．海関総税務司署統計処編　r中華民国進日日コ貿易統計年刊J台北，

1969～76年。

5．South East AsiaIron and Steel hStitute，SleeL StaListics jbr MeⅢber

Cbl川lrfes，AugtlSt1976．

6．r鋼鉄統計要覧J中国鋼鉄公司営業処，高雄，各年。
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図3－5　棒鋼の発展パターン（1956～78年）

（1，000M／T）

1，000

195658　60　62　64　66　68　70　72　74　76　78　年

（出所）1．1956～63年：李定価「台湾之糾鉄工業」（r台湾銀行季刊J第16巻第3

親，1965年）。

2．1964～66年：行政院主計処編r中華民国統計提要J台北，各年上山・

行汀化J．4抽r“rJ〆TJは〟ゆ“仙〆C仙吼Taipei；海閲総税務司著統計

処編r中華民国進出口貿易統計年刊J台北，各年。

3．1967～77年：r剃鉄統計婁覧J中国鋼鉄公司官業処∴打払　各年。

4．1978年：r銅鉄工業市場簡訊J（1978年年報）No．21∴1二業技術研究院金

属工業研究所，台北，1979年；欺永俵「我国鉄鋼工業現状興問題之研

究」（ガリ版），行政院経済建設委月会経済研究処，1979年6月。

59



60

解体量を記録した。

中国鉄鋼公司の計画によると，第1期の年間粗鋼生産能力は150万トン（1977

年12月に完成）であり，それに，第2期の年間租銅生産能力を計上すると325万

トンに達する（1982年6月に完成）。このことは国家プロジェクトである「十大

建設」と「十二項目建設」の建設項目に銑鋼一貫製鉄所の建設計画として盛り

込まれている。その後に続く「十四項目重要建設」では，中国鉄鋼公司の第3

期拡大建設計画が盛り込まれていて，同計画の年間粗鋼生産能力は240万トン

（1988年6月に完成）であり，それを計上すると同公司の年間租銅生産能力は

565万トンに達する。

（3）jIl上段階製品の発展形態

図3－7は，銑鉄の国内需要，国内生産，輸入と輸出の時系列推移を示したも

のである。1963年の減産と74年以降の石油危機による世界規模の不況の影響に

よる減産を除けば，60年以降から銑鉄の国内生産が持続的に増加している。特

に，1977年以降の「十大建設」である中国鋼鉄公司の銑鋼一一貫作業工場の最初

の高炉が完成した後，顕著な増産がみられた。銑鉄の輸出は1961年から開始さ

れ，出超の年はあるが長い間入超が続いていた。その原因として国内需要の拡

大，銑鉄価格の不安定および鉄屑など原材料の供給不足・価格上昇などの要因

があり，輸入と輸出の変化がみられた。

これらを整理すると，台湾の銑鉄の発展は次の特徴をもっている。

1）戦後，台湾の鉄鋼業は発展の遅れをとっていたが，主な原因は鉄鉱石の産

出が少ないことによる。確かに淡水，金山の沿海地域，桃園，新竹と台中など

では鉄鉱石を採取することができるが，品質が悪く，産出量も少ない。これが

今までの鉄鋼業の発展を阻害する要因になっていた。2）植民地時代には台湾の

鉄鋼業は，育成されていない。3）台湾の銑鉄の生産は電気炉を使っていた。こ

れは第2次世界大戦時の破壊によって鉄屑が供給できたからである。その影響

を受けて，1970年代前半まで，台湾の鉄鋼業の設備拡張は電気炉を主としてい

た。1955年以降になると鉄屑の供給が次第に不足し，鉄屑の価格が上昇した。

原材料の鉄屑の価格上昇と銑鉄の価格低迷の二重打撃を避けるために，輸出が

開始された。ここで注目したいのは，1960年代前半の銑鉄の輸出は正常状態で
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図3－6　粗鋼の発展パターン（1965～78年）
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（侶所）飲永儀「我国鉄錮口二葉現状鋸問題之研究」（ガリ版），行政院経済建設委員会

経済研究処．1979年6月。
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図3弓　銑鉄の発展パターン（1957～78年）
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（出所）図3－6に同じ。
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の輸出志向期でなく，俄烈競争での輸出であった点である。これは電気炉の設

備過剰，鉄屑など原料の減少および川下産業の未成熟などによる一一時的な輸出

策にすぎない。4）1967年以降の銑鉄の輸出減少の理由は，台湾の国内の鉄鋼関

連産業および軽工業の発展によって，国内需要を促したことによる。すなわち，

鉄鋼業の川中・川下段階産業の国内需要の拡大によって，川上段階産業の銑鉄

の需要拡大を牽引したことによる。5）電気炉の原料である鉄屑の国内需要を満

たすために，船舶解体業が新興産業として登場してきた。海外から廃船を購入

して，スクラップによって得られた鉄屑は電気炉の材料として使われた。それ

によって，台湾は世界最大の船舶解体基地になった。6）1977年の弓‾1回鋼鉄公司

の第1期工事の完成によって，高炉1号機が完成された後，銑鉄の生産能力が

急速に増加した。

Ⅳ　石油化学産業の発展形態

台湾の輸出志向工業化は，迂回生産過程における産業の川中・川上段階の基

礎原料と中間原料を輸入し，豊富に存在する労働力を使い，加工組立により製

造した最終財を国際市場に輸出する発展パターンをとっていた。この産業構造

は「加工貿易型経済構造」の特徴をもっていた12）。しかし，輸出志向工業化の

もとで，台湾の工業は川下段階から川中・川上段階へと流れの逆の方向に沿っ

て発展してきた。また，輸出志向工業化から重化学工業化へと深化し発展した

動きも軽視することができない。この特徴は台湾の機械産業と鉄鋼産業だけで

なく，石油化学産業の発展過程からも観察することができる。

表3－4は台湾石油化学工業同業組合が試算した石油化学の中間原料・基礎原

料の30項目の国内自給率である13）。同表からは，1969年から92年までの観察期

間における石油化学の中間原料・基礎原料の国内生産および輸入がそれぞれ

54．8倍と50．9倍に増加したことがみられる。設備の増設によって自給率が上昇

し，そして，需要の増加によって自給率が低下することが繰り返されてきたの

である。

石油化学産業の生産の第1過程は石油を常圧で蒸留し，ナフサに分解した後，

分解精製してエチレン，プロピレン，ベンゼン，ブタジェン，トリエン，キシ
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表3－4　主要石油化学産業における中間原料・基礎原料の自給率（1969～92年）
（単位：1，000トン，％）

総　 供　 給 国 内 生 産 輸　　　 入 自　 給　 率 （％ ）

19 6 9 2 3 9 ．8 14 4 ．1 9 5 ．6 6 0 ．1

19 7 0 3 0 9 ．7 20 4 ．4 1 0 5 ．3 6 6 ．0

19 7 2 6 1 0 ．4 3 6 5 ．9 2 4 4 ．5 5 9 ．9

19 7 4 8 0 3 ．8 4 4 9 ．3 3 5 4 ．5 5 5 ．9

19 7 6 1 、5 0 6 ．3 1 ，0 0 6 ．4 4 9 9 ．9 6 6 ．8

19 7 8 2 ，7 8 4 ．3 2 ．1 9 1 ．7 5 9 2 ．6 7 8 ．7

19 8 0 3 ，7 6 0 ．4 3 ，1 5 5 ．8 6 0 4 ．6 8 3 ．9

19 8 2 3 ，8 9 8 ．7 3 ，2 2 4 ．8 6 7 3 ．9 8 2 ．7

1 98 4 6 ，0 8 8 ．6 5 言 0 8 ．2 9 8 0 ．4 8 3 ．9

1 98 6 8 ，0 2 6 ．2 6 ，3 2 7 ．5 1 ，6 9 8 ．7 7 8 ．8

1 98 8 9 ，2 0 4 ．7 6 ，4 7 1 ．6 2 ，7 3 3 ．1 70 ．3

1 9 90 10 ，0 4 5 ．8 6 ，7 9 5 ．7 3 ，2 5 0 ．1 67 ．6

1 9 9 2 1 2 ．7 8 6 ．5 7 ，8 9 5 ．6 4 ，8 9 0 ．9 6 L 7

（注）　主要石油化学産業の中間原料・基礎原料は，エチレン，プロピレン，ブタジェン，ベンゼン，トルエン，

キシレン、低密度ポリエチレン（LDPE），高密度ポリエチレン（HDPE）．塩化ビニルモノマー（VCM）．ポリ塩

化ビニル（PVC）、ポリプロピレン（PP），スチレンモンマ一一（SM），ポリスチレン（PS），ABS樹脂，メタクリ

ル酸メチル（MMA）．メラミン，カプロラクタム（CPL），アクリロニトリル，テレフタル酸（PTA），エチレン

グリコール（EG）．合成ゴム（SBR）．BRゴム．カーボンブラック，無水ブタル酸（PA），DOP，PPG，メタ

ノール、酢酸ビニルモノマーー（VAM）．ポリビニルアルコール（PVA），アルキルベンゼンなど30品目を含む。

（出所）r中華民国石油化学二了二葉j台湾区石油化学工業同業公会，台北，各年版。

レンなどの石油の基礎原料を作りだす。この基礎原料を重合，混合させて低密

度ポリエチレン，高密度ポリエチレン，ポリプロピレン，スチレンモンマーな

どの中間原料を製造するのが第2過程である。さらに，中間原料を塩化ビニル

樹脂，ポリスチレン，ポリエチレンなどの合成樹脂，ナイロン繊維，ポリエス

テル繊椎などの合成繊維を作る第3過程に分けられる。次に，石油化学産業を

代表する合成樹脂産業および合成繊維産業について分析したい。

（1）合成樹脂産業

まず，合成樹脂産業の発展パターンから観察を進めることにする。図3－8の

〔Ⅰ〕は5大汎用合成樹脂の国内需要，国内生産，輸入と輸出の発展を重量単

位（トン）表示の時系列推移に描いたものである。同園の〔Ⅲ〕はその合成樹脂

の輸入依存度と輸出依存度の推移を表している。

1960年代の後半以降，合成樹脂の国内需要が次第に増加し，それによって輸

入を大量に誘発したことがわかる。1970年代の前半は主として国内需要の拡大
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図3－8　合成樹脂の発展パターン（1969～78年）
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（出所）表3－4に同じ。
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がみられ，それに牽引されて国内生産が急速に増加し，ついに1976年になると

輸入超過から輸出超過に変化した事実が観察される。合成樹脂の輸入依存度は

次第に低下し，輸出依存度は上昇した。同園は合成樹脂国内生産量の増産傾向

と輸入量の減少傾向を示している。そして，合成樹脂の輸入代替期から輸出志

向期への転換が比較的に短い期間で達成されて，産業発展における時間的「圧

縮」は合成樹脂産業の発展パターンからみることができた。

台湾における合成樹脂産業の国内生産は1957年のポリ塩化ビニル樹脂（PVC）

の生産から始まり，その後65年にポリスチレン樹脂（PS），68年に低密度ポリ

エチレン樹脂（LDPE），さらに74年に至って高密度ポリエチレン樹脂（HDPE），

76年にポリプロピレン樹脂（PP）が生産されてきた。ちなみに，1979年の生産

能力はポリ塩化ビニル428，400トン，ポリスチレン樹脂69，824トン，低密度ポ

リエチレン樹脂140，000トン，高密度ポリエチレン樹脂79，000トン，ポリプロ

ピレン樹脂50，000トンになっている。

（2）合成繊維産業

図3－9は合成繊維産業の国内生産の推移である。1957年に中国人造繊維公司

がレーヨン糸，58年に台湾化学繊維公司がレーヨンステーブル（レーヨンS），

さらに64年に聯合耐隆公司がナイロン糸（ナイロンF），同年の年末に中国人造

繊維公司がポリエステルS，67年に国華公司がポリエステル糸の生産を次々に

開始したユ4）。1960年代後半から台湾の合成繊維産業をリードしたのはポリエス

テルS，ポリエステルF，ナイロンF，レーヨンSなどである。1967年から81

年まで15年間にこの5品目は46倍の急速な増加をみせた。

台湾の合成繊雄を急速に増加させたのは，1960年代初期に実施された輸出志

向工業化によるものである。輸出志向工業化によって，最終消費財である二次

製品の輸出拡大が，合成繊維糸などの需要を引き起こし，国内生産の拡大をも

たらしたのである。そして，その強力な後方連関効果は，最終消費財から中間

投入財，中郡京料および基礎原料への国内生産へと波及するようになった。

表3－5は日本と台湾との繊維貿易を示している。同表から日本の対世界の繊

維貿易は輸出超過，日台の繊維貿易は日本側が輸入超過であることがわかる。

これは台湾の産業が日本の衰退産業をキャッチ・アップしながら発展を遂げて
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図3－9　合成繊維品目別の生産推移（1967～81年）

（1，000トン）

1．000

0．1

196768　69　70　7172　73　74　75　76　77　78　79　80　81年

67

（注）　a：合計，b：ポリエステルS，C：ポリエステルF，d：ナイロンF，e：レーヨン

S，g：レーヨンF．

（出所）行政院経済建設委員会r自由中国之工業J各巻，各札　台北。

きたことを意味する。ちなみに，1981年の台湾における対日貿易の輸出入比率

のうち，二次製品は2．18，合成繊維糸は1．47であり，合成繊維短繊維は0．37に

なっている。前二者は台湾が輸揖超過であるが，後者は台湾が輸入超過（日本

が輸出超過）になっている。この貿易構造は，台湾の合成繊碓産業の最終消費
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表3－5　日本と台湾の繊雄貿易（1980～81年）
（単位：1，000ドル．％）

日本 の 台 湾 へ の B ／A

（C ）

日本 の 育 湾 か ら E ／D

（F）

日本 の 輸 出 台 湾 の対 日輸
総 輸 出 輸 出 総 輸 入 の輸 入 比 率 （A ／D ） 出入比率 （EノB）

（A ） （B ） （D ） （E ） （G ） （H ）

19 8 0 6 ，22 1 ，90 3 2 11 ，7 9 6 3 ．4
－5 ，29 9 ，982

3 2 4 ，13 8 6 ．1 1 ．17 4 1 ．53 0

19 8 1 7 ，0 9 7 ，73 9 2 4 5 ，54 4 3 ．4 5 ，46 9 ，478 3 7 9 ，7 6 5 6 ．9 1 ．29 8 1 ．55 9

圧Ii所）繊維工業構造改善事業協会繊維情報センター　r韓国・台湾繊維産業関連統計集」東京，1982年。

財（衣服など二次製品，合成繊維糸）の輸出拡大によって，中間投入財の需要を

牽引し，日本からの輸入（合成繊維短繊維）に依存していたことを意味している。

V　石油化学産業の発展と貿易構造の変化

これまで合成樹脂産業および合成繊維産業の発展パターンを観察してきた。

ここから得られた共通の特徴は，これらの産業は中間投入財を先進諸国から輸

入し，それを加工して最終財ないし二次製品を国際市場に輸出するというパ

ターンに沿って発展してきたということである。そして，この迂回生産過程に

おいては強力な後方連関効果を生み出し，最終財から中間原料・基礎原料へと

国内生産の増産を促す要因になった。それによって，川下段階最終財の輸入依

存度の低下から川中・川上段階投入財の輸入依存度の低下を牽引するようにな

った。

引き続いて，合成樹脂産業，合成繊維産業および合成ゴム産業の生産段階に

おける輸入依存度の時系列推移の変化を観察することによって，前記の特徴を

明らかにする。

図3－10は石油化学産業における生産段階別の輸入依存度の推移である。

1970年代前半までの合成樹脂，合成繊維および合成ゴムの中間原料・基磋原料

は先進国から輸入し，これを加工して最終財として国内市場および輸出に向け

るという輸出加工型パターンが定着していた。この最終財の輸出拡大は強大な

後方連関効果を生み出し，庁澗原料・基礎原料の国内生産の拡大を誘発して，

引いては投入財の輸入依存度を低下させた。それは産業の深化が進行してきた

ことを示している。
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図3－10　石油化学産業における生産段階別の輸入依存度の推移（1969～80年）
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〔ⅠⅠ〕合成樹脂中間原料

e　d

d ：SM 樹脂 f

e ：ポ リプロピレン

f ：V C M 樹脂 g

g ：高密度ポリエチ レン

l　　　　l　　　　l　　　　l　　　　t　　　　l l　　　　l　　　　l　　　　】　　　　l　　　　l
1969　70　71　72　73　74　75　76　77　78　79　80年

〔ⅠⅤ〕合成繊維 中間原料

nl

m ：カプ ロラクタム （C P L ） n

n ：エチ レング リコール （E G ）

0 ：ジメチルテ レフタ レー ト（D M T ）Ⅰ） 0

p 二ア ク リロニ トリル （A N ）

l t l t l l l l l
1969　70　71　72　73　74　75　76　77　78　79　80年
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図3－10　つづき

〔Ⅴ 〕 合 成 ゴ ム

q

q ：カ ー ボ ン ブ ラ ッ ク
S

S ：合 成 ゴ ム （S B R ）

1 1 1 1 1 1 l　　　　 l　　　 l l　　　　 l　　　　 l

1963　70　71　72　73　74　75　76　77　78　79　80年

1969　70　71　72　73　74　75　76　77　78　79　80年

（注）　合繊紡織物は国内生産と国内需要のデータが不足のため，貿易特化係

数［（ズー弼／α1－入射　で算出した。したがって，右スケールを使用す

る。

＊＊エチレンは常温では気体であり，輸出入（運搬）が錐しい。台湾の

エチレンの換算能力は発表されていないが，台湾と日本のエチレンの換

算能力が同じであるという仮定のうえで．台湾のエチレンの換算能力を

算出した。

（出所）表3－4に同じ。

台湾における合成樹脂（同図〔Ⅰ〕）の生産は，1957年のポリ塩化ビニル樹脂

（PVC）の国内生産から始まるが，1970年以降のその輸入依存度（C）は10％を割

るという急速な低下を示していた。1972年以降になるとポリ塩化ビニル樹脂の

輸出量は輸入量を上回り，輸出超過になった。次に，ポリスチレン樹脂（PS）

についてはユ965年に国内生産が開始され，67年以降に設備拡大によって生産能

力が拡大した。1970年にポリスチレン樹脂の国内生産量は輸入量を上回り，75

年にはその輸出量は輸入量を上回った。それによって，ポリスチレン樹脂の輸

入依存度（a）は1969年以降に減少傾向を示している。ポリエチレン樹脂（PE）お

よびポリプロピレン樹脂（PP）は1965年および76年に国内生産が始まり，輸入
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依存度（b，e）は急速に低下傾向を示したが，いずれも国内生産が開始してまも

なく輸入代替を完成していることが読み取れる。この輸入代替過程で発生した

後方連関効果は，中間原料の国内生産を速いテンポで誘発することになる。合

成樹脂の川下段階の後方連関効果は，中間原料である塩化ビニル樹脂（VCM）

およびスチレンモンマー樹脂（SM）に波及した。それら？国内生産はそれぞれ

1973年および76年に開始され，開始後わずか2年間で輸入代替を完成している。

それを受けて，塩化ビニル樹脂およびスチレンモンマー樹脂の輸入依存度（f，

d）は急速に低下している。高密度ポリエチレンの輸入依存度（g）も同じことが

言える。

つまり，最終消費財の輸出拡大は，その原料である同園〔Ⅰ〕の（a）ポリス

チレン，（b）ポリエチレン，（C）ポリ塩化ビニル樹脂の生産拡大を牽引し，その

輸入依存度を低下させた。さらに後方連関効果によって合成樹脂の中間原料

〔Ⅱ〕である（d）スチレンモンマー樹脂，（e）ポリプロピレン樹脂，（D塩化ビニ

ル樹脂，（g）高密度ポリエチレンの需要の拡大を牽引して，国内生産の増産を

促し，それによってその輸入依存度を低下させた。同園〔Ⅰ〕，〔Ⅱ〕の合成樹

脂産業の生産段階別の輸入依存度の低下パターンは，合成繊維産業の〔Ⅲ〕と

〔1V〕および合成ゴム産業の〔V〕と同じ動きを示している。このことは「雁

行形態の動態的発展」（第Ⅰ節の図3－1）で示されているように，最終財から投入

財へと有機的に波及していることを意味している。

合成繊維産業（同図〔Ⅲ〕）の合成紡績織物（tl）などの輸出拡大は，合成繊維糸

などに強力な後方連関効果をもたらした。その結果，（i）ポリアクリル，G）

レーヨン，（k）ポリエステル，（1）ナイロンなどの輸入依存度を急速に低下させ，

1974年の時点にはそれらの輸入依存度は10％以下になっていた。この後方連関

効果は合成繊維中間原料〔Ⅳ〕の（0）ジメチルレフタレート（DMT），（p）アク

リロニトリル（AN），（n）ェチレングリコール（EG）および（m）カプロラクタム

（CPL）に波及した。つまり，それぞれ1973年と76年に国内生産が始められ，そ

の輸入依存度が急速に低下したことになる。

合成ゴム産業についても同じことが言える。合成ゴム巌終財の園内需要の拡

大が同図〔V〕の（q）カーボンブラックおよび（S）合成ゴム（SBR）の園内生産の

拡大を誘発し，1977年以降には輸入依存度の低下傾向が観察される。



同園の石油化学産業の合成樹脂，合成繊維および合成ゴムの生産段階別の輸

入依存度の時系列推移をみると，1970年代に川下段階から川中・川上段階へと

輸入依存度が次第に低下した傾向が観察される。それは最終消費財から投入財，

中間原料・基礎原料へと生産の急速な深化を意味しているものである。

次に，台湾における石油化学産業の発展の歴史をみることにする。中国石油

公司はナフサ分解装置3基，エタン分解装置1基，それに芳香装置4基の建設

から始まり，1968年にエチレンの生産，1975年のプロピレンおよびブタジェン

の生産など，基礎原料の供給をもたらしたものである。それによって台湾の石

油化学産業の端緒を開いたと言ってもよいだろう。さらに，1983年に第4基目

が完成すると，エチレンは953，000トン，プロピレンは430，000トン，ベンゼン

は380、000トンになり，台湾は世界で第10位の石油化学製品の生産能力をもつ

ようになる。行政院経済建設委員会（経済企画庁に相当）が提出した「台湾の石

油化学工業開発10カ年計画（1980～90年）」によると，1990年の需要予測はエチ

レンが1，射0，000トン，プロピレンが478，000トン，ブタジェンが159，000トン，

ベンゼンが540，000トンなどになっている15）。さらに加えて，1994年の第5ナ

フサ分解装置の完成により，エチレンの年間生産能力は1，245，000トンになる。

計画中の第6基目が完成すると（1994年以後），その年間生産能力は1，695，000

トンになると予測される。そのときになると，5大合成樹脂製品および3大合

成械椎は先進国の日本とアメリカに匹敵する実力をもつようになる。

次に日本と台湾のエチレンの生産能力と生産量についてみることにする16）。

日本のエチレンは1958年に三井石油化学の岩国・大竹工場および住友化学の新

居浜工場の操業によって生産が始まった。翌年に日本石油と三菱油化，62年に

東燃石油化学，63年に丸善石油化学，三菱化成および出光石油化学，69年に昭

和油化，70年以降に浮島石油化学，三菱油化，水島エチレン，大阪石油化学，

山陽エチレン，昭和油化などが続いて石油コンビナートを建設してきた。エチ

レンの生産能力と生産量は，1960年には81，036トンおよび78，040トン，1970年

には3，403，868トンおよび3，096，890トン，1982年には6，105，016トンおよび

3，589，722トンになり，その増加は急速である17）。

台湾のエチレンについては，1968年に中国石油公司の高雄工場が完成し，

54、000トンの生産能力をもつようになった。続く73年に，中国石油化学公司の
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頭分工場の操業開始，75年および77年の中国石油化学公司の高雄工場および林

園工場の生産開始，83年の中国石油公司の第4ナフサ分解工場の生産が開始す

ると，その生産能力は一挙に953，000トンに達する。さらに，94年に中国石油

公司（CPC）の第5ナフサ分解工場と台湾プラスチックスグループ（FPG）の第6

ナフサ分解工場が完成すると，その生産能力は一挙に1，695，000トンに増加す

る。

日本と台湾の石油化学産業の規模を比較する場合，国土面積および人口数が

異なっているため数字の単純比較はとうてい無理がある。したがって，人口

1，000人当たりのエチレンの生産能力および生産量を日本と台湾との比較で見

たのが第1章の図上6である。

日本のエチレンの生産能力は1960年代初期から70年代初期まで急速な増加が

みられたが，70年代半ば以降は2回の石油危機の影響を受けて大きな変化をみ

ることができない。一方，台湾については同じく石油危機にもかかわらず，

1974年から77年および82年以降2度にわけて大幅な増加がみられた。それによ

って，1983年以降の台湾のエチレンの生産能力と生産量は日本のそれに劣るこ

となく，しかも日本が25年間の歳月をかけて達成した成果を台湾ではわずか15

年の歳月で達成し，発展期間を10年間「圧縮」することができた。要するに，

後発国台湾の産業における急速な発展は，先進国のR＆Dによって蓄積された

技術および資本を導入することによって，その開発と蓄積に安する歴史的時間

を圧縮したのである。それによって，ガーシェンクロン命題である「相対的後

発性利益」が台湾の産業発展の過程に存在していた事実を確認することができ

た18）。

台湾において相対的後発性利益を享受できたのは，1960年代初期に実施され

た輸出志向工業化によって「開かれた経済」を選択し，最終消費財である労働

集約的製品の輸出拡大を通じて強力な後方連関効果を作りだしたことによるも

のである。つまり，合成樹脂，合成繊維および合成ゴムの二次製品・最終財の

輸出促進が，中間原料・基礎原料の国内需要を高め，やがて国内需要が国内巌

ノJ、生産規模の臨界点に達した時点（すなわち規模の経済効果が働く時点）で，今

までの輸入から国内生産に切り換えられるのである。強力な後方連関効果は川

下段階から川「ト川上段階へ波及し，石油化学産業の深化を進展させたと言え



る。さらに，台湾において相対的後発性利益を享受できたのは，ここには熟練

労働者，企業の経営能力，政策の転換能力，それに「官民分業」が存在してい

たからである。台湾の場合，日本および韓国のような巨大財閥が存在しない。

したがって，川下段階の生産は民間企業の創意工夫に任せていて，政府は民間

の原材料需要による後方連関効果をサポートするために「十大建設」（1973～

78年），「十二項目建設＿j（1978～83年），「十四項目重要建設」（1985～91年）お

よび「国家建設6カ年計画」（1991～96年）などの国家建設プロジェクトを実施

し，基礎原料，エネルギー，高速道路など産業基盤を供給するシステムを造り

あげた。それによって，台湾は輸出志向工業化で存在していた「加工貿易型」

体質を払拭し，後発性利益を享受しながら重化学工業化を推進しているのであ

る。

おわりに

本論は主として1970年代の台湾の重化学工業化を分析するものである。台湾

における重化学工業化は1970年代から注目されるようになったが，その源は

1960年代の輸出志向工業化によるものである。

繰り返し述べることになるが，台湾の重化学工業化の経験は次のようにまと

めることができる。まず，川下段階における最終財の輸出増加によって，その

国内需要と輸出の合計である総需要の大幅な増加を促した。川下段階の最終財

の需要増加は川中・川上段階の中間投入財の需要拡大を促す強力な後方連関効

果を生み出すことになる。中間投入財の国内生産が開始されていない場合，ま

たは中間投入財の国内生産の生産量が少なく国内需要が満たされない場合，輸

入に依存するしかない。しかし，その中間投入財の輸入量が国内生産の規模の

経済が発揮できる最小生産規模の単位に達する時点で，中間投入財の国内生産

が開始される。つまり，台湾の重化学工業化過程は最終財から中間投入財へと

迂回生産過程の逆の流れに沿った方向で有機的に工業化の深化を成し遂げたの

である。この最終財から中間投入財への工業化の深化過程は最終財の輸入→国

内生産→輸出から中間投入財の輸入→国内生産→輸出という「雁行形態の動態

的発展」の経験法則に沿ってきたことを本論から観察することができた。



第3車　重化学工業化の発展メカニズムと台湾の経験 75

また，石油化学産業の基礎原料であるエチレンの日本と台湾の生産能力と生

産量の比較から次のことが観察された。人口1，000人当たりのエチレンの年間

生産能力と年間生産量によると，日本が1958年から83年まで25年間の歳月をか

けて達成した成果を台湾は1968年から83年まで15年間で達成することができた。

つまりこの事実は，台湾は日本よりも発展期間を10年間「圧縮」したことを意

味するものである。

急速な重化学工業化の推進で，環境汚染というマイナス効果が1980年代後半

から浮き彫りになった。環境保護運動の高まりによって第5ナフサ分解工場お

よび第6ナフサ分解工場などの建設が大幅に遅れた。このことは，重化学工業

化の発展に制約を加えることになったが，今まで重視されていない「開発」と

「環境」の調和が脚光を浴びることによって，今後，重化学工業化の推進を

「重公害」から「許容範囲内の軽公害」へと変貌させていくことが予想される。

1）村上敦教授は「経済発展の6つのフェイズ」を提出し，第1次輸入代替工業化か

ら第2次輸入代替工業化への移行の弊害を指摘した。村上敦「南北問題一触援助と

発展の経済学」（現代経済研究会編『季刊現代経済』第23号，1976年夏季号，145

ページ）；村上致「外国貿易」（安場保吉・江崎光男編『経済発展論』創文社，1985

年）。その後，「経済発展段階モデル」を10段階モデルに分けられた。村上敦「貿易

と経済発展：経済発展段階モデル再説」（『国民経済雑誌』第168巻第5号，神戸大学

経済経営学会，1993年11月）。

2）アジア経済研究所の研究グループは輸出志向工業化と重化学工業化（第2次輸入

代替工業化）の同時的進行を「複線型成長パターン」と呼んだ。今岡目出紀・大野

幸一・横山久編『中進国の工業化：複線型成長の論理と実証』アジア経済研究所，

1985年；篠原三代平・長谷山崇彦・柳原透編『2000年のアジア：持続する高成長の

秘密』有斐閣，1984年。

3）渡辺利夫教授は輸出志向工業化から重化学工業化への発展メカニズムを提起した。

Watanabe，Toshio，“Heavy alld ChenliealIndustrialization and Economicl〕evelopmeJlt

intheRepubiicofKorea，，．7、毎DeveLuJ＞iTlgEco”Omies，XVLLl，Dcc．1978；渡辺利夫r現

代韓国経済分析』勤草書房，1982年，第3牽，に収録。

4）赤松安「わが国産業発展の雁行形態」（『－一橋論叢』第36巻第5号，1956年lHH。

5）山澤逸平『日本の経済発展と国際分業』東洋経済新報社，1984年，第4単；山澤

逸平「産業発展と国際分業」（篠原三代平編『日本経済のダイナミズム』東洋経済



新報社，1991年，第6章）：Yamazawa，lppei，Eco710micDet）etOPme”ta”dI”le17Zatio”

Trade：TheJapaneseModel，East－WestCenterJIonolulu，Hawaii．1990：山澤逸平　r国

際経済学』東洋経済新報社，1986年，第4章；渡辺利夫F開発経済学』日本評論社，

1986年，第5章を参照して作成したものである。

6）Hirschman，AlbertO．，TheStraEegyQFEco”OmicDevelqP”7e”t，YaleUniversityPress，

1958（麻田四郎訳F経済発展の戦略』巌松堂，1961年，第7章）：lJIirschman，Albert

O・，“The PoliticalEconomy ofIrnport－SubstitutingIndustrialization jn Lation Amer－

ica．”勧ayte叫′107m旭IqfEcomomics，Voi．LXXXII，No．1，February1968．

7）行政院経済建設委員会F自由中国之工業』各号，各月，台北。

8）工業技術研究院金属工業研究所『工具機簡訊』各号，各月，台北。この統計数字

と　F自由中国之工業』と少し異なっているが（表3－1を参照），両者の差は大きくな

い。

9）F中央日報』（国際版），台北，1986年11月23日付。

10）欧永儀「我国鋼鉄工業現状輿問題之研究」（ガリ版）経済建設委員会経済研究処，

台北，1979年6月。

11）この節で参照した論文資料は以下のものである。注10の他に，林国雄「台湾鋼

鉄的需求輿供給」（台湾大学経済学研究所博士論文），台北，1978年；陳曾桑「台湾

之鋼鉄工業」（『台湾銀行季刊』第26巻第2期，台北，1975年）；李定儒「台湾之鋼鉄

工業」（『台湾銀行季刊』第16巻第3軌1965年）；『鋼鉄統計要覧』中国鋼鉄公司営

業処，高雄，各年版；『鋼鉄工業市場簡訊』No．9，No．12，1977年年報と1978年年報，

工業技術研究院金属工業研究所，台北，1978年，1979年。

12）本書の第2章を参照。

13）『中華民国石油化学工業』台湾区石油化学工業同業公会，台北，各年。

14）台湾の繊維産業の現状を知るための資料としては，交流協会『台湾における人

造繊維工業』1974年；経済建設委員会「台湾の繊維産業開発10ケ年計画（1980～1989

年）」（『交流』第193～194号，1981年7月，『自由中国之工業』1981年6月号から翻

訳転載）を参照されたい。

15）行政院経済建設委員会，部門別委員会「台湾の石油化学工業10ケ年計画（1980～

1990年）」（『交流』第188号，1981年4月，『自由中国之工業』1981年から翻訳転載）

を参照されたい。

16）鉄鋼業の産業水準・規模を測る場合，一般的には粗鋼の生産能力および生産量

を基準としている。石油化学産業の産業水準・規模を測る場合，基礎原料のエチレ

ンのそれを測定の基準にしている。

17）渡辺徳＝鼠　中山伊知郎・有沢広巳監修『日本化学工業史』化学工業日報社，
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1973年：通商産業大臣調査統計部『化学工業統計月報』各月二石油化学工業協会の

資料を参照されたい。

18）Gerschenkron，A．，Eco”Omic Backwardnessin HistoricaL PerWecliue：A Book qF

Essays．IIarvar－d University Press．Belknap Pl・CSS，1962；Vogel，EzI・a F．，TheFbuγLiE－

lLe DragoTLS：The SpTead qFIndustrializalJionin EastAsia，Harvard University Press，

1991（渡辺利夫訳『ァジア四小龍：いかにして今日を築いたか』中央公論社，1993年，

第1章）；および本書の第1章を参照。
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第4章　自動車産業の産業政策と産業組織

はじめに

台湾の自動車産業は1953年の裕隆の創立によってその歴史の幕をあけ，約40

年の歴史をもつが，全体としては輸入代替政策の枠から脱却していない。戦後

台湾の自動車産業は，完全ノックダウン車（CKD）の生産に始まり，半ノックダ

ウン車（SKD）の生産を経て，現在では多くの国産部品を取り付けた自動車が製

造されるようになっている。部品の現地化が推進され，一部分の部品では優れ

た製造技術が蓄積された。輸入代替段階から輸出志向段階に移行し，比較優位

に基づく部品の国際分業が開始されている。また，1986年からはわずかではあ

るが完成車が輸出されている。

ユ991年現在，台湾の自動車生産能力は年産52万台あるのに対して，国内販売

台数は39万台強と生産能力に比べて少なく，過当競争からこれまでの保護政策

を継続するのは無意味となっている。自動車産業政策は，1980年代後半に完成

車の輸入解禁，関税率の引き下げ，外資規制緩和など自由化の方向に転換した。

政府の基本姿勢となっている自由化政策の目的は，競争原理の導入により国際

競争力を高め，輸出産業として育成することである。「荒治療」であるため，

国際競争力のない企業は，完成車の輸入解禁，関税率引き下げに太刀打ちでき

ず，市場シェアが低下し始めている。

本章では，台湾における自動車の産業政策が自動車産業の発展に与えた影響，

また自動車の産業組織の特徴について分析する。まず，国産化発展段階過程に

おける台湾自動車産業の各時期の位置付けを行う（第Ⅰ節）。次に，台湾の自動

車産業の現状についてみる（第H節）。最後に，自動車産業育成政策の内容とそ
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の産業組織の形成への影響について考察する（第Ⅲ節）。結論では，産業政策が

自動車産業の発展に果たした役割についてまとめる。

Ⅰ　自動車産業の国産化発展過程

まず，分析の前提となる自動車産業における国産化発展段階過程のモデルを

筆者の考えに基づいて説明する。図小1の横軸は自動車1台分の国産化率を付

加価値別・難易度別に示している。横軸の左にいくほど低付加価値部品・難易

度の低い部品であり，右にいくほど高付加価値部品・難易度の高い部品である。

したがって，左から右への移行は国産化率が上昇することを意味する。α線は

先進国の自動車生産費を100％とするとき，途上国で自動車を製造する場合の

生産費を示している。

開発途上国が先進国から完成車（CBU）を輸入する場合，高い輸入関税（通常，

この段階の途上国では100％以上の関税が多い），輸送費，販売利潤などにより

先進国での販売価格の約2倍になる。同図〔Ⅰ〕のみ線はそのCBUの販売価

格を示している。一方で，途上国では外貨の節約，工業化（技術力）の向上，労

働力の利用を目的として自動車国産化奨励計画を作成し，CBUの輸入から

CKDを選択するようになる。それが自動車国産化の第Ⅰ段階である。この段

階では途上国の自動車製造企業は自前で技術を開発するか，または先進国の自

動車製造企業と技術提携を締結する。鎖国状態でない限り，途上国は自前で技

術を開発するよりも先進国の自動車企業と技術提携を結んだ方が技術をはやく

吸収できると考え，後者を選択する。CKI）の自動車部品の輸入関税はCBUの

輸入関税よりも低い場合が多い。CBUの場合は耐久消費財，また贅沢品とし

てみなされるが，CKDの自動車部品の輸入は工業化推進の半製品とみなされ

るからである。CKDの場合，国により部品の輸入関税が異なるがおよそ30～

40％であろう（C線）。同園〔Ⅰ〕にみられるように途上国のCKD販売価格は

CBU販売価格より低くなる。

台湾の自動車産業における国産化発展の第Ⅰ段階は試作期（1953～58年）・

CBU導入期（1959～67年）に相当する。この時期，1957年に裕隆とアメリカの

WillysMotor社との間でジープの技術提携による試作品が完成した。その後，
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1959年に裕隆と日産自動車との技術提携によるトラックと乗用車を製造するよ

うになった。この時期の国産化率はわずか20～40％であった1）。

途上国の自動車産業国産化政策は，輸入制限，あるいは高輪入関税によって

国内の自動車産業を保護し，自動車の国産化を奨励する輸入代替工業化である。

途上国政府は自国の自動車産業が国産化の第Ⅰ段階のままでは不満をもち，通

常，国産化プログラムに従い，自動車製造企業に国産化率の向上を促し，国産

化の第Ⅱ段階へ移行させる。dl曲線は途上国が自動車部品をすべて国産化し

た（品質を無視）場合の相対的コストカーブを示している。dl曲線が釦を超え

るとSKDl線よりもコストが高くなる。その理由は，先進国の場合，生産数量

が大きいために規模の経済効果を発揮することができるからである。しかし，

途上国の場合，生産数量が少ないため－一部重要部品の単価は先進国製部品より

も高くなることがある（コストペナルティ）。

途上国の自動車製造企業は先進国の自動車製造企業との間で技術提携を締結

しているために，途上国で生産される自動車部品のコストがSKD1線以下の場

合は自国の部品を使用するが，自国で製造するとコストが高い部品および品質

信頼性に関係する部品については，技術提携先（先進国自動車製造企業）の部品

を使用する場合が多い。したがって，途上国の自動車製造企業が国産化プログ

ラムを実施する際，最大利潤を追求する行動様式はdl曲線でなく，SKDl線

よりも低い場合はdl曲線（Gl－Plの部分）を選び，Plを超えるとむしろSKD1

線（飢－C）の部分を選ぶ。国産化の拡大によって，dl曲線からd2曲線に移行

するが，この場合も同じように♪2を超えるとSKD1線（C2－♪2－r）になる。

ただし稀であるが，中国の文化大革命の時期のように「鎖国」状態で「自力

更生」で自動車産業を起こす場合，コスト無視のためにdl曲線またはd2曲

線に沿って発展することがありうる。

台湾の自動車産業の第］段階に相当するのがCKD導入期（1968～78年）であ

る。この時期に，三富工業（68年に富士重工と技術提携），三陽工業（68年に本

田技研工業と技術提携），中華自動車（69年に三菱自動車と技術提携），六和自

動車（70年にトヨタ自動車と技術提携，72年にアメリカのフォードが70％出資

し福特六和に改名）の4社が自動車産業に参入した。その後，1976年に羽田機

械がフランスのプジョーと技術提携して，自動車市場に参入した。1970年代後



半はCKDからSKDへの移行期で，座席，懸架系統，駆動系統の製造技術を導

入し，国産化率も50～60％に達した。

第Ⅲ段階になると曲線の勾配が急になり，SKD2線よりも低い部分の一一一部は

α線よりも低くなる。それらの部品は労働集約的部品であるために，途＿日司の

比較優位，熟練効果および規模の経済効果が発揮しやすい。この段階では基本

的に第Ⅲ段階と同じであるが，比較優位の部品が出てきたことに注目したい。

gl曲線，gZ曲線，g3曲線とも♪3点，函ノ鼠，加点でSKD2線（軌－P3－C，fJ2

－♪4－C，坑－♪5－C）に移行する価格メカニズムが働く。実際，gl曲線，g2曲

線，β3曲線のうち，α線よりも低い部品が存在し，かつ品質・性能上において

先進国の製品と大差がなければ，その部品の輸出が可能になる。したがって，

この段階からは途上国製部品が輸出されるようになる。

台湾の第Ⅲ段階に相当するのがSKD移行期（製造技術吸収期，1979～84年）

である。1979年に政府は「自動車産業発展促進法」を公布した。その促進法で

は，年産20万台製造規模の自動車工場の目標を決め，トヨタ自動車と中国鋼鉄

公司と共同出資で設立するように計画を立てた。しかし，技術移転，国産化率

および輸出比率などの点で難航し，1984年9月にこの計画を中止することにな

った。その前1980年5月に，華同量車が台機とアメリカのゼネラルモーターズ

（以下，G痛との共同出資で設立された。しかし，台湾政府が保護政策を継続的

に実施しないために，1982年7月にGMは牽同から撤退した。さらに，1984

年には日野自動車（25．2％）とトヨタ自動車（22％）の出資で，国瑞自動車が設立

された。この時期に制動系統，計器および回転系統部品の製造技術が導入され，

部品の国産化が推進された結果，国産化率は70％に達した。

第Ⅳ段階になると，部品国産化の動きにより力曲線はβ3曲線と比べてより

低くなっている。コストペナルティ・カーブが依然として存在しているように

もみえるが，コストペナルティ・カーブを克服できるかは，規模の経済性，部

品のR＆D体制と努力，経営者の姿勢（企業者精神）による。それを備えた現地

の自動車製造企業だけが，Jl－♪6－C曲線からJZ一夕7－C曲線へと進むことがで

きる。しかし，完成車の輸入禁止など保護主義が恒久化した場合，第Ⅱ段階の

実線Gl一打－C曲線，第Ⅲ段階の銑一一♪3－C曲線または第Ⅳ段階のJl－♪6－C

曲線のままに安住し，超過利益の「t巨、蜜」を享受しながらコストペナルテ
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イ・カーブや「輸入代替工業化政策の罠」から抜け出すことができないことも

ありうる2）。

台湾の自動車産業の第Ⅳ段階に相当するのが開発推進期（1985年から現在ま

で）である。1986年7月から福特六和と三富の自動車輸出がアメリカおよびカ

ナダ向けに開始された。1987年10月には裕隆が約20億台清元（約100億円）を投

資し，「自動車工程センター」を設立して，「飛玲×101（カモシカ）」の生産を

開始した。この自動車は台湾が初めて設計した車種で注目された。また，1987

年に台湾の8社目の自動車製造企業である大慶自動車が設立（富士重工と技術

提携）され，1989年から製造が開始された。その結果，1989年の台湾の自動車

製造能力は年間47．9万台となった。1990年，太子自動車がジープを，国産自動

車が商用車の製造を開始した。さらに，1992年に慶衆自動車と95年にいすゞと

技術提携を結んだ第12社目の製造企業が参入した。国産化率は企業および車種

により異なるが，この時期はおよそ70％であった。

第V段階の先進国型期に入ると，勘－gl曲線はC線以下の水準になる。こ

の国の産業技術は高度化し，難易度の高い部品は国産化度の向上および大量生

産のため，生産コストが輸入品よりも安くなり，部品輸入の必要はなくなる。

しかし，産業構成が先進国タイプになっているために，人件費は相対的に上昇

し，難易度の低い部品の生産コストは逆に上昇する。穐－gZ曲線への移行に

より，部品のコストは技術提携先企業のコストに近づく。つまり，難易度の高

い部品のコストは低下するが，難易度の低い部品のコストは高くなり，自動車

の生産コストは次第にα線に近づき，提携先企業のコスト差がなくなる。この

時期の自動車・部品間の貿易は拡大すると考えられ，技術提携間企業の世界戦

略など相互の利益のために，完成車およびエンジンなど共同部品の水平貿易は

一段と推進するだろう。

Ⅱ　自動車産業と自動車部品産業の現状

現在，台湾の自動車メーカーは裕隆，福特六和，≡陽，三富，中華，羽乱

国瑞，大慶，太子，国産，慶衆（1992i日こ参入）およびいすゞと技術提携を締結

した企業（95年に参入）など12社である。また，自動車産業の従業者数は1991年
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表中1自動車製造企業の概要（1991年実績）

嚢 本 金 従 業 員 数 生 産 能 力 販 売 量
市 域

占 有 率

（％ ）
（10 0 万 元 ） （人 ） （台 ） （台 ）

5 1 9 3 ，10 0 10 7 ，0 0 0 1 0 4 ，7 5 2 2 6 ．6

8 ，9 0 4 3 ，4 0 0 8 4 ，0 0 0 6 6 ，5 5 3 1 6 ．9

3 ，68 5 1 ，9 8 8 8 7 ，0 0 0 6 1 ，0 4 0 15 ．5

2 ，00 0 9 5 0 4 0 ，0 0 0 4 4 ，8 94 1 1 ．4

5 ，0 0 0 3 ，8 0 0 50 ，0 0 0 3 7 ，4 12 9 ．5

3 ，67 5 2 ，3 0 0 ∠10 ，0 0 0 28 ，3 5 4 7 ．2

1 ，8 0 0 6 0 0 3 0 ，0 0 0 22 ，4 4 7 5 ．7

2 ．9 3 8 上 20 0 3 6 ，0 0 0 18 ，5 0 9 4 ．7

r　　 l ，0 0 0 上 80 0 2 4 ，0 0 0 7 ，0 8 9 1 ．8

1 ，2 0 0 2 ，30 0 2 4 ，00 0 2 ，7 5 7 0 ．7

■　3 0 ，7 2 1 2 1 ，4 3 8 5 2 2 ，00 0 3 9 3 ，8 0 7 10 0 ．0

製造企業の名称

1．福特六和　自動車

2．裕　隆　自　動　車

3．中　華　自　動　車

4．回　瑞　自　動　車

5．三　　陽　　工　　業■

6．羽　　田　　機　　械

7．大　慶　自　動　車

8．三　富　自　動　車

9．太　子　自　動　車

10．国　産　自　動　車

合　　　　　　　計

9 7 ．9

7 9 ．2

7 0 ．2

1 12 ．2

7 4 ．8

7 0 ．9

7 4 ．8

5 1 ．4

： 2 9 ．5

！ 1 1 ．5

≡ 7 5 ・4

l

　

ワ

山

　

3

　

4

　

5

　

仁

U

　

7

　

8

　

9

　

0

1

（酌　　＊三陽のデー一夕には，自動二輪車の資本金などが含まれる。

市場占有率とは，全自動車販売量に占める各社の販売量の比率である。

設備複働竿とは，自動車製造企業各社の生産能力に占める生産量である。

（出所）中華自動車公司の社内資料による。

に約2万人いる（表4－］▼）。すでにみたように自動車の製造能力は年間52万台あ

るが，販売台数は39万台強で，車種は50種を超えて規模の経済を達成すること

ができない。

自動車各社の市場占有率は高い順に福特六和（26．6％），裕隆（16．9％），中華

（15．5％），国瑞（11．4％），三陽（9．5％），羽田（7．2％），大慶（5．7％），三富

（4．7％），太子（1．8％）および国産（0．7％）である。裕隆は1984年に市場シェア

が1位であったが，シェアを次第に低下させ，1988年に福特六和に抜かれた。

設備稼働率が最も高いのが国瑞のH2．295，福特六和の97．9％と裕隆の79．2％

であり，最も低いのが国産自動車の11．5％と太子の29．5％である。産業によっ

て設備稼働率の採算ラインは異なるが，一般に設備稼働率が80％以上が採算ラ

インと言われている。国瑞，福特六利および裕隆を除く自動車企業の設備稼働

率が低いことが現在の台湾における自動車産業の第1の特徴であり，問題点で

もある。

第2の特徴は，自動車企業が主に日本企業と技術提携していることである。

三富とフランスのルノー，国産とフランスのシトロエンとの技術提携を除き，

8社は日本の自動車企業と技術提携または揖資関係をもっている（国中2）。自
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図十2　自動車製造企業の技術提携関係図（1992年）

フランス
の企業

アメリカ
の企業

カナダ
の企業

（出所）表4－1に同じ。

華

表中2　自動車産業の国際比較

85

一一…一・技術提供

キ　　ーー出資

主　 な　 項　 目 台　　 湾 ア メ リ カ 日　　 本 韓　　 国

発 展 の 歴 史 （生 産 開 始 年 ） 19 5 3 19 0 8 19 3 3 1 9 6 2

自 動 車 製 造 企 業 （社 ） 10 1 3 1 1 6

19 9 1 年 の 生 産 量 （台 ） 3 9 3 ，8 0 6 8 ，8 0 5 ，7 0 1 13 ，2 4 5 ，4 3 2 上 4 9 7 ，4 54

輸　 出　 実　 績 （台 ） 1 ，2 9 2 8 7 0 ，5 3 0 5 ，7 5 3 ，37 9 3 9 0 ，3 6 1

輸　 出　 比　 率 （％ ） 0 ．3 9 ．9 4 3 ．4 2 6 ．1

（出所）各国の自動車資料および中華自動車公司の社内菓柚こよる。
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表4弓　自動車市場の新車需要の推移（1982～92年）
（単位：台，％）

い 9 8 5
1 9 8 6 1 9 8 7 19 8 8 1 9 8 9 19 90 1 9 9 1 19 9 2 ■

国 産 車

販 売 台 数 10 1 ，5 4 2 1 1 1 ，68 4 1 5 7 ，3 94 1 8 4 ，4 38 2 10 ，3 9 0 2 2 3 ，8 8 2 2 6 9 ，5 15 2 7 5 ，0 00

増 加 率 1 10 4 1 17 14 6 2 0 2

占　 有 率 8 7 8 3 8 0 6 2 57 6 3 7 6 7 0

輸 入 車

販 売 台 数 15 ，4 14 2 3 ，0 6 3 40 ，3 14 1 1 1 ，4 ．10 16 1 ，4 9 3 13 9 ，9 2 6 8 4 ，14 1 1 20 、0 0 0

増 加 率 4 1 5 0 7 5 17 6 4 5 △ 20 △ 3 5 4 3

占　 有 率 1 3 17 2 0 3 8 4 3 3 7 2 4 3 0

計
販 売 台 数 1 16 、9 5 6 13 4 ，7 4 7 1 97 ，7 0 8 29 5 ，8 4 8 3 7 1 ，8 8 3 3 5 3 ，80 8 3 5 3 ，6 5 6 3 9 5 ，0 0 0

増 加 率 5 15 4 7 7 0 2 6 △ 5 △ 0 ．0 4 12

商　用　車

販売台数

増 加 率

占有 率

販売台数

増　加 率

占　有 率

販売台数

増 加 率

臣販売台数
：増 加 率

：販売台数

増 加 率

52，236 56 ，125 73 ，179

0 7 30

99 ．7 99 98

103，146

18

92

18 1 390 上080 3 ，246 5 ，151

60 115 177 201 59

0 ．3 1＿ 2 4 8

9 ，252 8 ，997 12 ，728 17 ，140 17 ，933

△4 △ 3 4 1 35 5

i 6 吊 69 6 5 ，5 12 86 ，98 7 107 ，995 126 ，230

■　 △ 0 ．4 6 32 24 17

178 、625 200 ，259 284 ，695 40 3 ，843 498 ，113

3 12 42 42 23

119 ，130

2

99

1 ，298

△ 64

1

15 ，894

△ 10

136 ，322

l　 △2

489 ，978

△0 ．5

！492，228

△1＿

（注）　●1992年は推計値である。△はマイナス成長を示している。

（出所）表4－1に同じ。

動車部品メーカーの99％の技術提携先も日本である。

第3の特徴は専ら国内市場に依存している点である（表中2）。自動車産業は

規模の経済が働くため，日本，アメリカおよび韓国などの自動車製造企業は，

海外市場に依存して量産している。しかし，1991年の台湾の自動車の輸出依存

度はわずか0．3％と少ない。

第4の特徴は自動車の産業政策に安定性がないことである。それについては

次節で説明する。

2000cc以下の小型輸入車の販売価格は，台湾の国産車の販売価格と差がな

い。このため，輸入車が台湾の自動車市場に大量に流れ込み，国産車の市場シ
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表4－4　産業連関表でみた自動車の輸出依存度と輸入依存度（1981，86，91年）
（単位：100万台湾元）

卜 0

C o d e N o ．
総 需 要 匝日月 生 産 輸　 入 輸　 出 国 内 需 要

輸 入 依 存

度 （％ ）

輸 出 依 存

度 （％ ）

（1 9 8 1 年 ）

自 動 車 と 自 動 二 輪 車 7 3 1 1 2 ，4 3 2 9 2 ，6 2 7 1 9 ，8 0 5 9 ，3 3 6 1 0 3 ，0 9 6 1 7 ．6 2 8 ．3 0

自 動 車 7 3 1 0 4 7 ，3 3 5 4 1 ，9 3 8 5 ，3 9 7 5 6 8 4 6 ，7 6 7 1 1 ．4 0 1 ．2 0

自 動 二 輪 車 7 3 2 0 1 8 ，8 7 0 1 8 ，8 0 6 6 4 2 2 7 1 8 ，6 4 3 0 ．3 4 1 ．2 0

自 動 車 ボ デ ィ ー 7 3 3 0 2 ，4 6 7 2 ，3 0 5 1 6 2 5 6 2 ，4 1 1 6 ．5 7 2 ．2 7

シ ャ ー シ 7 3 4 0 5 ，4 9 4 3 ，2 2 4 2 ，2 7 0 1 5 ，4 9 3 4 1 ．3 2 0 ．0■2

部 品 ・組 立 品 7 3 9 1 3 7 ，5 3 1 2 5 ，6 3 3 l L 8 9 8 8 ，4 8 4 2 9 ，0 4 7 3 1 ．7 0 2 2 ．6 1

保 守 ・修 理 7 3 9 5 7 3 0 7 2 1 9 1 7 2 9 1 ．2 3 0 ．1 4

（1 9 8 6 年 ）

自 動 車 と 自 動 二 輪 車 7 8 1 4 9 ，5 9 5 1 2 2 ，0 8 7 2 7 ，5 0 8 2 3 ，6 3 8 1 2 5 ，9 5 7 1 8 ．3 9 1 5 ．8 0

自 動 車 0 7 8 1 0 5 6 ，7 2 5 4 7 ，7 5 6 8 ，9 6 9 1 ，0 6 8 5 5 ，6 5 7 1 5 ．8 1 1 ．8 8

自 動 二 輪 車 0 7 8 2 0 2 1 ，7 7 2 2 1 ，6 9 9 7 3 2 9 2 2 1 ，4 8 0 0 ．3 4 1 ．3 4

自 動 車 ボ デ ィ ー 0 7 8 3 0 4 ，5 2 9 4 ，5 1 8 1 1 1 8 4 ，5 1 1 0 ．2 4 0 ．4 0

シ ャ ー シ 0 7 8 4 0 5 、7 5 1 3 ，6 2 8 2 ，1 2 3 1 5 ，7 5 0 3 6 ．9 2 0 ．0 2

部 品 ・組 立 品 0 7 8 9 1 5 9 ，4 4 7 4 3 ，1 2 6 1 6 ，3 2 1 2 2 ，2 5 8 3 7 ，1 8 9 2 7 ．4 5 3 7 ．4 4

保 守 1 度 理 0 7 8 9 5 1 ，3 7 1 1 ，3 6 0 1 1 1 1 ，3 7 0 0 ．8 0 0 ．0 7

（1 9 9 1 年 ）

自 動 車 0 9 9 2 6 6 ，9 9 1 2 0 1 ，4 3 1 6 5 ，5 6 0 2 6 ，2 4 6 2 4 0 ，7 4 5 2 4 ．5 6 9 ．8 3

自 動 車 0 9 9 1 0 1 5 9 ，2 6 3 1 2 2 ，5 4 7 3 6 ，7 1 6 9 0 3 1 5 8 ，3 6 0 2 3 ．0 5 0 ．5 7

自 動 車 ボ デ ィ ー 0 9 9 2 0 5 ，6 2 2 4 ，4 8 9
＿1 ，1 3 3

6 5 ，6 1 6 2 0 ．1 5 0 ．1 1

シ ャ ー シ ー 0 9 9 3 0 1 0 ，4 1 1 2 ，1 0 0 8 ，3 1 1 0 1 0 ，4 1 1 7 9 ．8 3 0

部 品 ・組 立 品 0 9 9 9 1 9 0 ，0 7 3 7 0 ，6 8 7 1 9 ，3 8 6 2 5 ，3 3 7 6 4 ，7 3 6 2 1 ．5 2 2 8 ．1 3

保 守 ‾・修 理 0 9 9 9 5 L 6 ．0 8 1 ，6 0 8 0 0 1．，6 0 8 0 0

（注）　総需要＝総供給＝国内生産十輸入＝輸出十国内需要によって，推計した。したが一つて，結露婁および総供

給は原套料のデータと異なっている。

台湾の1981年の産業連関表は422部門，1986年は48用騨LL1991年は569部門を使用のため．卜O Code No．（産

業連閲衷コード番号）は異なっているが，互いに対応している。

（出潮）Dil・eetOrate・Cener・alof Budget，Aecouuting and StaListics．ExeeuhVe Yuan，Republie ofChina，19811”I，llE－

0両♪山7、山上どぶ，rdf比l“lAr紬，T九g鮎♪H抽C可●Ch川（上．（hlternlediateInpuLS422Subsec山一S）．hlal∴1鍋5および

ノ9g6／｝小‘J－仇坤両71（1日とS′T山肌川Jreu∴me勒）最高r〆C力行M（lllteⅢlediatelIIPLItS487Subsヒじ101・S），jafl．

1990；J99日坤＝ト0日砂上JT’‘出と5．1’“tは…l山肌7、緑化申出来すC仙高札（h圧川1ヒdiatelllPLlLS569SllbseCtO一一S日嗣1

ェアが低下している（表4－3）。国産乗用車の市場シェアは，1985年の87％から

1992年の70％に低下した。国産商用車（小型）は98％の市場シェアをもっている

が，中型・大型商用車の輸入が急速に増えているため，商fF博の輸入の市場シ

ェアは約20％である。近年，自動車各社は輸入車に対抗するため国産車の品質

向上と販売価格の引き下げに力を入れている。1991年には輸入閲税をこれまで

と同じに保つことで国産車は，辛うじて市場シェアを維持することができた。
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表4－5　主要自動車部品製造企業
（甲位：1．000台湾元）

企 業 数 （社 ） 資　 本　 額 従 業 者 数 （人 ） 1 社 当 た り の 資 本 額

エ ン ジ ン 本 体 部 品 6 5 8 ，3 48 ，9 8 9 9 ，4 8 4 1 2 8 ，4 4 6

エ ン ジ ン 電 気 系 統 部 品 3 1 1 ，30 6 ，2 0 0 3 、9 2 0 4 2 ，13 5

伝 動 系 統 部 品 4 2 2 ，6 15 ，6 4 8 5 ，3 0 7 6 2 ，2 7 7

回 転 系 統 部 品 8 7 23 ，9 3 8 2 ，3 9 1 9 0 ，4 9 2

制 動 系 統 部 品 2 4 6 8 4 ，3 0 0 2 ，8 3 6 2 8 ，5 13

車 体 部 品 1 14 7 ，0 34 ，0 3 5 1 6 ．2 7 8 6 1 ，7 0 2

懸 架 系 統 部 品 12 4 7 7 ，9 0 0 1 ，5 8 4 3 9 ，8 2 5

タ イ ヤ 1 1 2 ，7 4 9 ，8 7 2 4 ，5 2 4 2 4 9 ，9 8 8

車 体 電 気 系 統 部 品 9 6 10 ，7 12 ，0 3 7 4 4 ，2 7 5 1 1 1 ，5 8 4

一 般 部 品 3 8 1 ，8 3 4 ，0 4 0 3 ，2 7 7 4 8 ，2 6 4

合　　　　 計 （名 目 ） 4 4 1 3 6 ，4 8 6 ，9 5 9 9 3 ，8 7 6 8 2 ，7 3 7

合　　　　 計 （実 質 ） 3 0 9 2 7 ，5 2 9 ，9 5 6 7 4 ，3 2 0 8 9 ，0 9 4

（出所）台湾経済研究院が台湾区車両工業同業公会の会員企業の資料に基づいて整理したものである。

しかし，台湾の自動車産業は1987年以前と比べると，輸入の増加により厳しい

状況にある。

次に，産業連関表を用いて自動車産業の輸入依存度と輸出依存度の変化につ

いてみる。1981年，86年と91年の産業連関表は，商工業センサスに基づいて作

成され，422部門，487部門と569部門にそれぞれ分類されている3）。表4－4に

みられるように「自動車」（1981年，86年，91年）は輸入超過であり，輸入依存

度が11．4％から15．8％と23．1％へと増加している。一方，輸出依存度は1．2％

から0．6％に減少している。部品・組立品産業の国内生産の増加が，同部門を

輸入超過から輸出超過に変えている。すなわち，部品・組立品産業の輸出依存

度が22．6％から28．1％に増加し，その輸入依存度が31．7％から21．5％に減少し

ている。

台湾の自動車部品製造企業数は，自動車部晶の種類が多いため，正確に把握

することができないが，約2，000社と言われている。台湾経済研究院の資料に

よれば車両組合に登録した自動車部品製造企業は309社あり，それらはOEM

能力をもち，従業者が7万4，320人いる（表中5）。その309社のうち車体部品企

業が最も多く，114社である4）。次いで，車体電気系統の部品製造企業が多く，

96社ある。また，エンジン本体系統の部品製造企業は65社ある。以下，企業数

の多い順に伝動系統部品，一一一一般部品　エンジン電気系統部品，制動系統部品，
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懸架装置系統部品などである。自動車製造企業の技術導入先が主として日本で

あるため，部品製造企業も日本企業と技術提携関係を結ぶ場合が多い。日本の

部品製造企業がノウハウをもっているため，台湾の協力企業が部品を製造する

場合でも日本の協力企業からノウハウを導入している。通常，そのノウハウの

導入方式は，図面の提供，品質管理水準の向上への協九　日本からの技師・指

導員の派遣，日本での実習などがある。その他には，相手の管理方式の導入，

技術提携先企業から機械設備および材料・中間財の導入，または，提携先企業

から特許の使用認可などの技術導入の方式をとっている。

現在，部品製造に使う材料のうち57％は輸入に依存している。そのうち，金

属材料の銑鉄，珪素鉄，マンガン鉄，燐鉄などの原料，および加工済みの鋼材，

合金鉄鋼，非鉄金属のうち低炭素鋼は台湾で提供できる。鋼板，棒鋼，アルミ

のインゴットなどは，国内で仙一部，供給されている。その他の棒鋼，型鋼，高

張力鋼板，ニッケル・クロム合金鋼，クロム・モリブデン合金鋼，真鏡，赤銅，

錫，アルミ，鉛合金，アルミ合金などは輸入に依存している。非金属材料は樹

脂およびゴムであるが，一般のPVC，PP，PE，ABS樹脂およびPMMAなど

の樹脂原料は台湾国内で供給ができる。しかし，耐衝撃性，耐高熱性のPP，

ABS，PMMAおよびPUなどは，国内で供給できない。また，エンジン系統，

伝動系統，制動系統などの部品のうち，シリンダー，油圧ポンプなどの0リ

ング，パッキングに使われるゴム原料は輸入に依存している5）。自動車製造に

用いる鉄鋼材料は，台湾国内の自動車工程センター，中国鋼鉄公司および民間

の鋼板裁断業者がコストの低減と国内の鉄鋼材料の安定供給強化を目的に，台

湾の南と北の2カ所に設立した鋼板の供給センターから長期契約方式に基づい

て供給されている。

これまでは台湾の自動車市場が大きくないため自動車部品製造で規模の経済

を達成することができなかった。一一¶一方で，台湾の自動車部品産業が得意とする

部品も存在し，台湾の自動車の車種が多いだけ，部品の輸出の種類も多かった。

近年になって，台湾の電機，機械加工，ゴム・樹脂など産業の発展とともに品

質も向上している。また，部品の海外アフタ・サービスも良くなり，外国でも

台湾製部品（OEM生産を含む）を使用するようになってきている。主な輸出部

品はタイヤ，排気系統の部品，冷却系統の部品，車体のプレス小物部品，シ



90

。
姓
噴
．
岩
舟
「
（
辞
掛
）
綬
町
長
璽
哺
餌
ロ
ヨ
凶
蛍
粧
載
回
昭
離
任
㍉
岬
重
琴
喝
確
率
琴
軍
革
寂
∵
曙
痺
二
挙
罰
　
（
藤
堂
轟
票
峠
梶
哺
鮮
口
埋
凶
東
壁
朝
画
展
掛
甘
L
棚
長
嶺
旺
裏
潜
琵
箭
慮
恕
　
（
怒
ヨ
）

。
岬
哺
P
g
誹
吏
」
酎
舶
■
レ
′
）
や
捕
り
）
霹
串
虚
弱
Y
軍
頒
寧
翠
簑
建
眠
転
鹿
由
重
義
　
　
（
想
）

⊂）
の
の
一・・・一1

rく

宜

CO　 くJつ　 く⊃　 くエ） 「」　 LD　 N　 ⊂n　 LJつ　 N　 N　 Lrつ　 ▼一」　 【、－　 ⊂n　 u ⊃ Lrつ
くつ　 寸　 r l　 －→　 勺一　 Ln　 （、D　 l寸一　 ⊂⊃　 寸　 の　 し－　 ⊂⊃　 N　 （、D　 q ⊃ しこ〉
の　 寸　 0 〇　 Ln　 O つ　 く⊃　 N　 寸　 Lr）　 N　　　　　 ⊂n　 【、－　 ∞　 ⊂⊃　 卜・ 寸

（、‘⊃　 →　 N　 C＼J　 ト　 ⊂⊃　 〔、一　 m　 （X ） （、亡）　　　　 0 〇　 てJ一　 （．C〉　 一　　 cm Cく）
寸　 m　 →　 トー　 ⊂＼、1　 ⊂⊃　 ⊂n　　 ∫つ　 、C　 Cn　　　　　 ⊂⊃　 U ⊃　 いつ　 －」　 いつ くエ）
T r　 C n　 rq　 1寸　　　　　 r」　 ⊂）　 N　 （Yつ　 の　　　　　 寸　 t、D　 t∫つ　 寸　 00 u ⊃

【」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 寸　　　　　　　　　 ぐ、　　　　　 －■　 C n　　 r ■ の
N

ヨ三

笠

諾　 g　 G 工 芸　 崇　 謡‖ こ　 茫　 芸　 g l 詔　 左目 三　 悪　 宍 の
m

いつ　 C n　 Ln　 C n　 トー　 N　 ・・」　 〇〇　 m　 の　　　　 N　 D 〇　 （．C ）　 N　 【＼－ 寸

N　 →　 C（〕　 トー　 Lr）　 M　 N　 ⊂⊃　 ▼→　 「」　　　　 ⊂⊃　 N　 r 1　 ⊂⊃　 Cn ⊂⊃
くエ）　 寸　 （、D　 （エ）　 Lr）　 ⊂0　 ⊂）　 C n　 いつ　 LD　　　　　 いつ　 C n　 C0　 「→　 N 【・・」
ー■　　　　　 いつ　　　　　 r 」　 ⊂⊃　　　　 ・－■　　　　　　　　 m　 寸　 の　 ぐ√つ　 く．D の

▼－」　　　　　　　　　　　　　　　　 Ln　 l∫つ　　r・一I　　　　 M CO
▼－1 N

の
CO
の
■→

「く

漬

Ln　 Lr）　 可■　 てナ　 亡＼一　 寸　 寸　 の　 く．D　 Ln　 N　 Ln　 くエ〉　 の　 くエ）　 r」 N
トー　 0 〇　 q ⊃　 N　 lこγ　 の　 トー　 「ナ　　 ∫つ　 ぐつ　 Cn　 いつ　 u ⊃　 ′・→　 「」　 寸 ▼・．－1
0 〇　 【＼一　 一　 〔一一　 〔＼－　 N　 O ：〕　 勺1　 「」　 N　　　　 rつ　 N　 〔、　 Lrつ　 仁一 の

ぐつ　 0 〇　 N　 －」　 （、D　 てr　 CO　 いつ　 「」　 U つ　　　　 てが　 C n　 u ⊃　 ⊂⊃　 C＼】 ⊂⊃
C0　 －1　 CO　 （エ〉　 r ・1　 00　 CO　 Ln　 （エ） ，－」　　　　 てTI　 CO　 CC　 ⊂⊃　 CO 亡、
Cく）　 寸　　　　 の　　　　　　　　 Lrつ　 N　 l寸　 てr　　　　 m　 O 〇　 t∫つ　 N　 r」 m

N　 －」　　　　　　　　　　　　　　 てr　　　　　　　　　　　　　　 F－1　 r J　　　　　　　　 CO M
N

∃］

いつ　 C n　 ぐJ　 P つ　 く⊃　 CO　 O〇　 Ln　 （、C I　いつ　 卜、　 ⊂⊃　 くエ） （＿D　 C n　 いつ 0〇
く、D　 寸　 てデ　 ⊂⊃　 ⊂⊃　 （．C 〉　 （、　 ⊂⊃　 N　 →　 ⊂⊃　 ［、　 〔、　 【＼、　 CO　 r 」 亡、、
の　 一　 寸　 寸　 （．亡）　 ⊂つ　 の　 （X ）　 「」　 の　 N　 Ln　 （工）　 Ln　 ⊂⊃　 N 【＼、

笠

m　 N　 －1　 寸　 〔、一　 門　 ［、　 ぐJ 〔Yつ　 N　　　　 ⊂わ　 くエ）　 u ⊃　 ⊂⊃　 トー Lrつ
寸　　　　 u つ　 ・－」　　　　 寸　 （、D　 勺一　 0 〇　 Ln　　　　 l寸　 〇〇　 ⊂⊃　 m　 N →
くエ）　　　　　　　 CO　　　　　 一・・・1　 r J　　　　 r ．1　　　　　　　 しロ　　 ト　 の　 「・・・1　 LJつ r－1

、＿　　　　　　　　　　　　 、D Cくつ
「－」 N

Cく）
C（）
の
ー

「く

笠

寸　 トー　 （、C〉　 N　 u ⊃　 ⊂⊃　 r」　 寸　 （、⊂〉　 【、　 勺一　 の　 ∝）　 ⊂⊃　 Lr） （、D Ln
の　 N　 ⊂n　 寸　 （＝）　 の　 Tが　 r・」　 n つ　 く、D　 【、、　 卜、　　 ト　 ヒー　 ト】　 m 〔、、
ひっ　 ロつ　 C n　 【＼－　 Ln　 ⊂つ　 いー　 （D　 N　 （、D　 r」　 ⊂⊃　 ⊂　 （工）　 rJ　 r」 ▼－」

の　 せ　 0 〇　 U つ　 く工〉　 ぐ＼】　 N　 ⊂つ　 、廿　 0 0　 √）　 ▼・・」　 ⊂⊃　 CO　 てγ　 ⊂⊃ 00
0 つ　 しの　 ぐつ　 ⊂⊃　　　　 n　 r」　 N　 ぐつ　 CO　 ．→　 寸　 ⊂つ　 く、D　 Ln　 Ln （．D
0 〇　 一」　　　　 く＝）　　　　　　　 てr　 M　 r 」　 r l　　　　 N　 C 」　 （、D　 ▼→　 「－」 （、⊂〉

・‾」　　　　　　　　 r J　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 N　　　　　　　　　　　　 r l CO
N N

玉

q ⊃　 u ⊃　 くつ　 Ln　 ⊂⊃　 ぐ＼〕‾　ド」　 ⊂⊃　 エ〉　 t∫つ　 エ）　 C n　 lくr　 Cメ〇　 の　 N の
（⊥D　 ⊂⊃　 ・．」　 CY？　 CO　 くエ）　 の　 ⊂）　 0 〇　 N　 Lr）　 r」　 くつ　 U つ　 、寸　 Ln の
L∫つ　 〔、一　 寸　 Lrつ　 ぐ＼〕 （＝）　 ⊂⊃　 －1　 0 つ　 寸　 の　 ⊂⊃　 0 0　 ＿N　 N　 いつ （．⊂）

0 〇　 0 つ　 ⊂り　 CO　 トー　 Ln　 LD　 CO　 r 」　 （」〇　 いつ　 卜、　 u つ　 く亡）　 し‘つ　 くエ） Lrつ

蛮
〇〇　 一」　 の　 ぐ1　　　 m　 －」　 の　 寸　 【－　　　　 N　 寸　 【、－　L e－　 【＼ ▼－」
【＼一　　　　　　　　 一・・1　　　　 寸　 ⊂⊃　 一・1　 －1　　　　　　　 1寸　 の　 ぐつ　 N　 r」 「－1

ー」　　　　　　　　　　　　　　　　 （エ⊃　 N　　 N　　　　　 寸 の
「」 N

P 、
0 0
の
一・■

ーく

藩

ヨ］

・－1　 00　 く⊃　 －→　 Lrつ　 ・一一1　 ∝） 1－1　 －1　 －寸　 「」　 や1　 寸　 M　 くエ）　 や N
トー　 ぐ＼】　 つ　 ぐつ　 、C 〉　（．D　 M　 N　 卜、　 くエ）　 N　 N　 Cく）　 N　 O つ　 の 「一1
u ⊃　 ⊂〕　 →　 てr　 卜　 の　 寸　 Ln （＝⊃　 ぐ＼1　　　 1寸　 Ln　 O〇　 ⊂）　 の くエ）

く・D　 ⊂） （エ）　 CO　 O O　 L√） 「→　 寸　 寸　 の　　　　 下が　 の　 （、D　 くエ）　 N の
N　 ⊂⊃　 N　 m　 寸　 Ln　 N　 r が　 くエ）　 Cn　　　　 ⊂わ　 00　 m　 寸　 0 0 （、C）
CO　 ・－1　　　　 「、　　　　　　　 てナ　 N　 r」　 ，→　　　　 CO　 r」　 M　 r †　 N （、D

rJ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 r 」　　　　　　　　　　　　 卜、、 M
　　　　　　 「・・1

いつ 【＼－ U ⊃ くエ） てナ CO r 」 ぐつ CO C n P つ いつ 「■ CO P 、 いつ

N

⊂⊃
⊂）　 の　 寸　 ぐつ　 M　 の　 ぐJ　 rつ　 N　 【＼、　 N　 ，一十　 〔、　 〔、　 0 つ　 く⊃ Ln
・・一」　 （＼〕 〔、－　 ⊂⊃　 てナ　 1守一　 0 〇　 し＼→　 の　 0 〇　 u つ　 の　 くエ〉　 N　 （：⊃　 ▼→ ⊂⊃

笠

一寸一　 0〇　 Ln　 －」　 いっ　 てナ　 ⊂⊃　 「一　 寸　 Ln　 M　 N　 亡、　 （、D　 の　 の しくつ
N　 －｝　 ⊂⊃　 0 〇　　　　 、寸　 C n　 ⊂n　 いつ　 CO　　　　 m　 m　 r 」　 の　 N （エ）
P 一　　　　 一1　　　　　　　 寸　 【、　 →　 r→　　　　　　　 CO　 LD　 Lr）　 N　 くエ） し／つ

（エ）　 －」　 C＼、〕　　　　 寸 0 〇
　　　　 「」

翼

N

南

中

喋

栓　　　 展

柊塞圃　　 】昭吾霊宝至芸等墓離 礁 ‡軍
ーJ　 N　 ぐつ　 寸　 Ln　 u ⊃　 【＼－　 CO　 C n　 くつ　 「」　 N　 M　 寸　 Ln ・ （エ〉

r J　　 r J　　 ▼→　　 rJ　　 r J　　 r う　　 r」

（
せ
○
の
～
ト
∞
讐
）
缶
塞
Y
玉
笠
G
増
吊
斬
裔
皿
　
竿
寸
膳

（
l
g
璧
串
0
0
0
．
－
‥
琶
牽
）



第4章　自動車産業の産業政策と産業組織 91

ヤーシ，計器などであり，それに工具類，レバーなどの一般部品である（表

中6）。

台湾の自動車輸入部品は，生産規模のメリットによって価格が左右されやす

い部品（台湾の方が割高の部品）および製造技術力未熟の部品である。それは，

主としてエンジンと駆動系続であり，部品の供給元は技術提携先の外国企業お

よび外国企業の下請け・協力企業である。そうした輸入部品はエンジン本体，

燃油系統，エンジン電気部品，キャブレ一夕，ノズル，駆動軸，整速輪，伝動

ギヤ，回転機構，油ポンプ，車体板金の大物プレス品，計器盤などである。

Ⅲ　自動車産業の産業政策と産業組織

台湾の本格的な自動車産業育成は1971年に制定された「機械電器製造工業国

産化法」に始まる。この国産化法は1978年以降，総重量3．5トン以下の自動車

の国産化目標を70％にすること，自動車・自動車部品産業および関連の鉄鋼，

機械産業の発展を目的としていた。また，自動車の国産化を推進するために

1974年から完成車の輸入が禁止された。この国産化法の制定は完成車組立産業

に多数の企業の参入を促した。

しかしながら，国内市場が小さいために部品産業で規模の経済が達成されず

生産コストは割高であった。また，部品製造技術が未熟で，技術導入して部品

を製造してもコスト高となる場合には技術は導入されなかった（第Ⅰ節のコス

トペナルティ・カーブの存在）。このため，70％の国産化目標達成は困難であ

った。そのうえ，国産化目標を高めに定めたため部品の品質の信頼性に影響し

た。

このように国産化法は期待したような成果をあげることができなかった。

1977年から大型商用車と欧米製小型乗用車の輸入が解禁された（日本車および

小型トラックに対する輸入禁」日よ現在も継続されており，韓国車に対しても輸

入数量割当制が実施されている）。この輸入解禁は部品製造企業にコスト引き

下げ努力を促した。

1979年に国産化率の引き上げ，輸出促進および部品産業の育成を目的とした

「自動車産業発展促進法」が制定された。また，完成車製造に規模の経済を生



かし，生産費を引き下げるために生産規模の拡大を目指して，大型自動車合弁

製造企業の設立を計画した。政府はトヨタ自動車，日野自動車と乗用車・商用

車の合弁生産の交渉を進めた。しかし，1984年に行われた国家事業とも言われ

たトヨタとの合弁事業交渉（乗用車年産20万台を計画した国富自動車計画）は，

「自動車の輸出義務付け」，「生産開始後8年目で50％の輸J＿侶ヒ宰」，「国産部品

調達率を1年目に70％，5年目以内に90％にする」，「設計，生産，管理などの

技術移転を実施する」などの点で合意できず，合弁生産計画は断念された。こ

のように，計画倒れに終わったケースもあったが，1984年に合弁企業として国

瑞自動車が創設された。この大型自動車製造企業設立計画の失敗は，その後の

台湾の自動車産業に大きく影響を与えた。

1985年に自動車産業の保護政策から自由化・競争原理の導入による国際競争

力強化政策に転換した「自動車産業発展法」が制定された。新発展法は「保護

の低減と自由競争強化」の原則に基づき，「輸入関税の引き下げ」と「国産化

率の調整」を内容としていた。新しい発展法の要点は，（1）小型車（総重量3．5

トン未満）の輸入関税を現行の65％から今後毎年引き下げ，6年目に30％とす

る。（2）部品国産化率は現行の70％を3年間維持し，3年後には50％とする。

（3）乗用車輸入先の地域制限（欧米地域に限る）は継続するが，6年目に再検討

する。（4）自動車工場の設置制限を緩和する。（5）外資を積極的に導入する。

（6）外国からの技術移転を奨励するなどである。新発展法の制定は，裕隆自動

車と日産，中華自動車と三菱，台湾偉士伯と富士重工との間で外資の出資比率

を上昇させた。

「自動車産業発展法」（6カ年計画）が満期終了（1991年）後の1992年8月に経

済部（通産省に相当）からそれに続く「自動車産業発展戦略」が発表された（表

4－7）。この発展戦略は「促進的政策」と「規制的政策」が併存しているもので

ある6）。発展戟略の目的は次の3点である。（1）国際競争力をもつ完成車およ

び部品産業を育成し，関連産業の発展を促す。（2）完成車および重要部品の開

発と製造能力を構築し，技術の自主性を促進する。（3）合理的な価格で高品質

の自動車を供給し，消費者の利益を守る。

自動車産業発展戟略は，他の産業発展戦略（たとえば，航空産業）と比べると

依然として保護的色彩が濃いものである。発展の目標は次のとおりである。
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表4－7　「自動車産業発展戦略」による産業政策

93

政策の目的

（促進的政策）

1．人材の育成

発　展　戦　略　の　内　容

2．融資支援

3．R＆D費用の補助

4．技術支援

5．製品の設計奨励

6．製品情報の提供

7．製品戦略連盟の

推進

8．製品の開発計画

の推進

9．資源の整合

10．製品規格の制定

11．道路の建設

○経済部（省）工業局の「工業技術の人材育成訓練計画」に基づいて，自

動車産業で必要とする製品開発，生産の自動化……などの技術に対し，

OJTおよび転職訓練を推進する。

○行政院労働委員会の経費で，職業訓練局協調局に所属する訓練センター

が自動車技術専門人月を育成する。

○自動車およびその部品の輸出の場合，中国輸出入銀行から180日以上の

輸出融資を受けることができる。

○工業局の「主導的製品の開発指導弁法」および「民間事業の新製品開発

奨励弁法」に基づいて，業者に完成車および自動車の重安部品の開発に

資金を援助する。

O「戦略的技術指導計画＿」および「全面的に工業向上の企画指導計画」な

ど業者に技術の開発を指導する。

○自ら設計した車種，シャーシおよびエンジンの自動車については，その

3項目からそれぞれ3％の物品税を減少することができ，期間は4年間

とする。

○財団法人中心・衛星発展センターなどが台湾区車両公会に協力して，部

品輸出情報システム，世界各国の自動車政策および各自動車製造企業の

発展戦略を分析する。

○自動車産業の中心・衛星系統（センター・サテライトシステム）の電子

交換資料（EDI）応用システムを設け，産業界の情報応用能力を向上さ

せる。

○技術提携先製造企業の世界的販売網を使い，KD Packまたは完成車方

式で自ら開発した車種や共同開発の車種を東南アジアや他の回に輸出す

る。

○経済部が国外の専門機構に委託して，それに工業技術研究院などの部署

および国内業者と共同して自動車のエンジン，変速機およびその技術を

導入する。

○国内自動車製造企業の協力を強化し，自動車用の電子制御系練など重要

部品および金型の共同開発を推進する。

〇匹＝勺の自動車製造企業の部品の共同化と原材料の共同購入を推進し，そ

れによって協力製造企業が経済規模性を達成させる。

○財団法人中心・衛星発展センターなどの部署が継続的に自動車の中心・

衛星工場系統を推進させ，牛甚系統およびコストの合理化などの鉦化を

全面的に指濁して，自動車踵米桝机貢充合と木、tt組合〃）‘来蝕′杓左効果を

促進させる。

○財団法人車両研究試験センターが政府の関連機関に協力して車両法規認

定削度を設ける。そして，車両業者に検査のサービスを提供する．

0交通部（省）などの部署に協力して交通建設税を設けて，案件ごとのノ持て

によって駄車場を建て，交通施設の改善および廃車を処理するし
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表4－7　つづき

政策の目的 発　展　戦　略　の　内　容

（規制的政策）

1．関税の措置

2．輸入数量制限の

措置

3．地域別の制限措

置

4．外国企業の園内

販売計画の制限

5．技術出所の制限

6．国産化率の制限

7，安全と工業規格

○完成車の輸入関税税率を適時に低下させることを検討する。

01994年から排気農が3000cc以下の日本製小型車の輸入を禁止する。排

気量が3000cc以上の日本製完成車については，条件付きで輸入数量を

制限する。

01993年までに現行の北米および欧州（東欧は除く）で製造した乗用車，

商用車のみの輸入許可措置を継続する。

○外国人が投資する自動車製造企業について，国内販売計画がある場合．

本国人との合資のみに制限する。その技術導入計画は工業担当の部署が

個別に審査する。

○外国の同一技術出所の企業は国内の企業1社のみと技術提携または出資

関係を結ぶことができる。

○国産小型車の国産化率について、1992年から96年の期間は50％を保つこ

とが認められる。部品の国産項目について，工業局が選定した15項目の

重要項目から業者はその中から少なくとも4項目を国内で製造するこ

と。

○政府は関係機関から要請があった台湾の環境に適合する自動車の「安全」，

「公害と騒音＿」および「燃料の消耗」などの国家規格法規および認定検査

規格を制定する。経済部中央規格局はそれを国家規格と決定し実施する。

刷所）「自動車産業発展戦略」により整理したものである。何俊輝「産業政策的工具運用分析輿貸倒探討：以践

国加入GATT以後F汽車工業発展策略J之調整為例」（F工業簡訊J第23巻第1期，1993年1月），表3～表4，44

（1）総生産額：1990年の1，700億台湾元（約8，500億円）の59万台完成車（相当）か

ら95年の2，475台湾元および2000年の3，600億台湾元の167万台完成車（相当）に

増加する。それによって，自動車産業が国内工業の生産額に占める比率を1990

年の4．4％から2000年の7％に増加させる。この期間の年平均増加率は7．8％で

ある。（2）従業員数：1990年の12万人から2000年の15万人に増加する。（3）従業

員1人当たりの生産性：1990年の142万台湾元から1995年の184万台湾元および

2000年の240万台湾元に増加する。（4）R＆D：完成車および重要部品の開発と

製造能力を構築する。①自己設計の新車種の比率を高め，完成車の研究開発能

力を構築する。②機械と電子整合の自動車重要部品を発展させる。③完成車企

業の売上額に占めるR＆D支出の比率を1990年の1．5％を95年の2．7％および

2000年の5％に増加する。（5）人員構造：仝従業員のうち専門技術者の比率は

1990年の15％から95年の19％および2000年の25％に増加する。同時期の研究者

を全産業総人口の6．6％から9％および12％に増加する。（6）輸出額について，
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表4－8　自動車産業における企業の経′削犬況（1986，91年）
（単位：100万台湾元）

自 動 車 製 造 業 自 動 車 部 品 製 造 業 合　　　 計

1 9 8 6 年 1 9 9 1 年 1 9 8 6 年 1 9 9 1 年 1 9 8 6 年 1 9 9 1 年

1 ． 企 業 事 業 数 （社 ） 2 9 6 2 3 1 上 5 4 5 2 ，2 7 5 1 ，8 4 1 2 ，5 0 6

2 ． 従 業 員 数 （人 ） 1 6 ，1 5 4 2 5 ．8 0 8 3 5 ，2 3 3 4 5 、9 9 6 5 1 ，3 8 7 7 1 ，8 0 4

3 ． 給 収 入 額 5 2 ，4 3 3 1 8 7 ，9 6 8 3 4 ，4 4 4 6 6 ，9 8 2 8 6 ，8 7 7 2 5 4 ，9 5 0

4 、 総 支 出 析 5 0 、3 6 9 1 7 4 ，2 1 6 3 2 ，8 2 3 6 4 ，2 8 3 8 3 言 9 2 2 3 8 ，4 9 9

5 ． 総 生 産 統 5 0 ，7 8 0 1 7 7 ，0 5 2 3 3 ，2 6 0 6 2 ，9 3 9 8 4 ，0 4 0 2 3 9 ，9 9 1

6 ． 給 付 加 価 値 1 5 ，4 9 2 5 上 2 1 2 9 ，4 5 2 1 9 ，0 1 2 2 4 ，9 4 4 7 0 ，2 2 4

7 ． 労 務 費 3 ，7 9 9 1 2 ，3 8 6 5 ，9 4 5 1 1 ，8 8 8 9 ，7 4 4 2 4 ，2 7 4

8 ． 損 益 （3 －4 ） 2 ，0 6 4 1 3 ，7 5 2 1 、6 2 1 2 ，6 9 9 3 ，6 8 5 1 6 ，4 5 1

9 ． 労 働 生 産 性 （5 ／2 ） 3 ．1 4

（1 0 0 ．0 ）

0 ．9 6

（1 0 0 ．0 ）

3 1

（1 0 0 ．0 ）

3 ．9
（1 0 0 ．0 ）

6 ．8 6
（1 0 0 ．0 ）

1 ．9 8
（1 0 0 ．0 ）

2 9

（1 0 0 ．0 ）

7 ．3

（1 0 0 ．0 ）

0 ．9 4
（2 9 ．9 ）

0 ．2 7
（2 8 ．1）

2 8

（9 0 ．3 ）

2 ．3

（5 9 ．0 ）

1 ．3 7
（2 0 ．0 ）

0 ．4 1

（2 0 ．7 ）

3 2

（1 1 0 ．3 ）

4 ．0

（5 4 ．8 ）

1 ．6 4 3 ．3 4

1 0 ． 労 働 生 産 性 （6 ／2 ） 0 ．4 9 0 ．9 8

1 1 ． 付 加 価 値 宰 （6 ／5） ％ 3 0 2 9

1 2 ． 損 益 率 （8 ／3 ） ％ 4 ．2 6 ．4

1 3 ． 労 働 生 産 性 （全 製 造 業 平 均 ・総 生 産 額 ） 1 ．2 2 1 ．8 6

労 働 生 産 性 （全 製 造 業 平 均 ・総 付 加 価 値 ） 0 ．3 4 0 ．6 0

付 加 価 値 率 （仝 製 造 業 平 均 ） ％ 2 8 3 3

損 益 率　 （全 製 造 業 平 均 ） ％ 6 ．6 7 ．1

（注）　9～11のかっこ内の数字は自動車製造業が100％の場合，自動車部品製造業の占める割合を表す。

（出所）Dl・・eCt（）rate一ccncraIolHudget，Accounting and StatjsLics．f三xecutivc Yuan．TheReporLo”1986I”血strlal

OHdCo””lerCtOlCeH∫ZtS7’01－L：a”・rHkl．e”ノlrea，TheIPFlnLbLicqlChinn，Vol．3Manufacturing，Taipei．1988，PP、2，

12－13‥DirecLoraterGeneraJofBudget．Accoun血gan（lStatisLics．ExecutiveYuan∴rheReporLoTt1991hldusll，ial

andCo””1terCfaLCe71SIiS Tatwa′l・rlLkienArea，TheRefnLblic〆China．Vol．3Manufacturing．Taipei．1993，P、4．pp．

①総輸出額：1990年の300億台湾元から95年の690億台湾元および2000年の

上600億台湾元に増加する。②完成車：1990年の4，000台から2000年の20万台に

増加する。③部品：1990年の300億台湾元（20万台完成車に相当）から95年の600

億台湾元（40万台完成車に相当）と2000年の1，200億台湾元（80万台完成車に相

当）に増加する。

これまでの台湾の自動車産業育成政策は，少なくとも1980年代半ばまでは保

護主義的な色彩が濃かった。特に戦後，1社独占の時期が長く続き，国内の競

争力強化は困難であった。その反動か，1960年代半ばから自動車製造企業が

次々と新規参入した。この40年間，自動車輸入規制は常に変化し，輸入車の禁

止と開放が繰り返されてきた（図十3）。一一万で産業保護（輸入管理措置）を，他
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方で国産自動車と輸入車との競争（国際競争力）を念頭に置き，意図的に輸入車

を入れて競争させてきた。しかし，それは国内自動車製造企業および部品製造

企業が安心して投資できないという投資上の浪費を招いた。現在，自動車産業

育成政策は自由化・国際化の基本原則に基づいて推進されているが，自動車製

造企業が多すぎて規模の経済性を発揮できない（「市場の失敗」が存在する）と

危倶されている。しかし，発想を転換すると，多くの自動車製造企業があるか

らこそ自社の生き残りをかけて国内市場に安住するだけでなく，輸出へ向かい

変貌させることができると思われる。

自動車（組立）産業の上位4社集中度は70％と高く，自動車部品業の集中度は

20％と低い。集中度の高い自動車（組立）製造業は概ね国内市場向け生産であり，

集中度の低い自動車部品業は製品の多くを輸出している（前掲表4－3，表4－4，表

中6）。ここからは「市場メカニズムの二重構造」が観察される7）。

一九　高い労働の資本装備率を反映して，労働生産性は自動車産業の方が自

動車部品産業より高い。自動車産業の労働の資本装備率は自動車部品製造業の

2倍強であるが8），労働生産性は3倍以上である（表4－8）。したがって，自動車

部品産業は自動車産業と比べ労働集約的な製品を他企業と競争しながら生産し，

輸出しているとみられる。つまり，自動車産業と自動車部品産業との間には産

業組織における資本と生産の「二重構造」がみられるのである9）。

おわりに

台湾の自動車産業の発展過程はいくつかの時期に分けられる。（1）1968年以

前は1社の独占状態が続いていた時期であり，政府が裕隆自動車1社を保護育

成し，自動車の国産化育成政策を推進し輸入代替していた。また，他社の参入

禁止および営業車の国産車採用など保護的な色彩が強かった。しかし，自動車

産業は，規模の経済が働き，また当時の台湾1人当たりGNPは約500ドルと低

い所得水準であり，自動車の保有率が低い時期で保護が必要であった。1社独

占の弊害をなくすため，60年代後半から多数企業の参入を許すようになった。

（2）1968年以降，三富，三陽，中華，福特六利および羽田などが次々と自動車

産業に参入した。1979年の「自動車産業発展促進法」は，外資に依存し近代的



な自動車産業の発展を目指したが，トヨタとの合弁事業交渉が技術移転，国産

部品調達率および輸出比率などで折り合いがつかず計画中止になった。この計

画中止と韓国の現代自動車のカナダ・アメリカ向け輸損が，台湾の自動車産業

育成政策を方向転換させる誘因となった。（3）1985年の「自動車産業発展法」

は，自動車産業育成の基本戦略を保護育成から競争原理の導入による国際競争

力の強化に換えた。これに応えて1986年と87年に福特六和と三富が，小型車と

ジープのカナダ・アメリカ向け輸出を開始した。まだ完全に自動車産業の輸Ll＿1

向け生産になっていないが，そj吊こ向かって進み始めている。（4）1992年の

「自動車産業発展戦略」は，85年発展法の延長上にあり，これから2000年に向

かって台湾の自動車産業のビジョンを示している。

自動車の生産能力が現実の生産量を大きく超える現状では，今までの保護政

策はなんの意味ももたなくなっている。政府は自動車産業への参入を自由化し，

競争力のない企業の淘汰政策を開始した。前掲図4－3はこれまで繰り返し実施

された輸入開放と完成車の輸入禁止を示している。これら政策の評価は難しい

が，少なくとも1968年以前の1社独占および1968年以降の多数企業の自由参入

政策が成功したとは言い難い。特に，台湾と韓国の育成政策とその成果を比較

するとき，台湾の自動車産業育成政策が成功したとは言えない。韓国は，完成

車組立企業と部品製造企業の別当化あるいは系列化をとおして垂直的分業関係

机励め，・回巨＝二郎晶製造か損じ成車までのリンセット理の車座構造を構築し

た。一一リJ，台湾では，部品製造企業は製品を直接，海外の補修部品市場，ある

いはOEM市場に供給しており，台湾の完成車組立企業との結びつきは必ずし

も強化する方向を示していない刷。言い換えれば，韓国は完成車輸出を主体と

するが，台湾は先進国自動車企業および補修部品市場に部品を供給する基地と

しての性格をもっているといえる11）。

自動車組立産業と自動車部品産業との産業組織を比較すると，前者は大企業

で国内の苗場占有率が高く，製造した自動車は主として国内市場へ販売してい

るが，後者は中小企業で市場占有率が低く，国内市場だけでなく，多くの部品

も輸出している。そのような「二重構造」が鮮明である。最後に次の提言をし

たい。（1）台湾政府が韓国のように完成車輸出を求める場合，これまでの荒療

法でなく行政指導のもとに自動車製造企業を3～4社に集約する必要がある。
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（2）組立産業（大企業）と部品産業（中小企業）の有機的相互補完関係を構築し，

完成車の輸入代替（国内市場依存型体質）から輸出志向に脱却することであると

思われる。

1）国産化率（自製率）の定義は各国で異なるが，台湾の場合は次のとおりである。

1）乗用車の国産化率：

国産化率＝（自動車1台の価格一部品の輸入価格）／自動車1台の価格

＝1－（部品の輸入価格／自動車1台の価格）

＝（国内製部品の国際価格＋費用）／自動車1台の国際価格

ただし，価格はFOB価格，費用は組立の賃金，検査，塗装および利潤を含んで

いる。3．5トン以下のライトバンの費用＜自動車1台のFOB価格×0．20であり，

3．5トン以上の大型乗用・商用車の費用＜自動車1台のFOB価格×0．15である。

2）大型車の国産化学：

1979年に公布した「自動車産業発展促進法」の規定「総重量が3．5トン以上の大

型バス・トラックの国産化率は1000台を1ロットとする。第1ロットから第3ロッ

トの国産化率は32％以上とし，第4ロットのそれは37％以上，第5ロットのそれは

46％以上，第6ロット以降は製造の状況を見て検討の後にそれを向上させる」。こ

の規定によると，車種を問わず，3．5トン以上の自動車の生産が1000台ごとに1ロ

ットとしてその国産化率が規定される。

3）部品の国産化率：

国産化率＝1－（輸入のユニット・部品価格／その部品の輸入総価格）

ただし，この価格はFOB価格とする。

4）重要ユニット8項目のうち2項目：

上記の1）～3）の国産化率の規定の他に，同時に次の国産化率の規定を並行して採

用する。戦略的自動車部品のうち重要なユニット8項目を指定し，企業は自身の能

力に応じてそのうちの1～2項目を選んで開発を進める，それを規定の国産化率に

代替することができる。その重安ユニット8項目は次のものである。1）シリンダ【

ブロックとシリンダーヘッド，2）カム軸とクランク軸，3）駆動軸と後輪軸（FR車），

前輪軸と懸架系統（FF車），4）駆動系統，5）回転系統，6）車体ボディのパネル，ま

たはシャ←シー，7）キャブレターまたは噴射乳　8）ピストン，連結棒，ピストン・

ピン。

2）「輸入代替工業化政策の罠」については，伊藤元重・清野一一治・奥野正寛・鈴村

輿太郎『産業政策の経済分析』東京大学出版会，1988年，第5章に詳しい。

3）Directorate－GeneI・alofBudgel，AccoL1ntingandStatistics，ExecutiveYLlan，Republic



1（X）

OfChina，1981hlf｝7tl，01ttl｝ltt Tables，TaiumtA7，ea．TheRepILblicqf’China（Intermediate

rnPutS422Subsectors），March1985．および1986Inp7tt－01tlPut Tables，TaiwanArea，

TheIPepTLblic Q／C／liHa（111termC（HaLcInpuLs487Subsectors）．Taipei，Jan．1990；1991

InJ｝一tt－0－LtI”tt Tables，Tait用nArea．TheRelniblicqlCJ血a（IntemediateInputs569Sub・

sectors），Jan．1995．1984年と1989年の産業連関表は延長表であるため，部門の数は

最大として123部門であり，「自動車と自動二輪車」の1項目しかない。

4）表中5の合計欄の名目と実質の差について，309社のうちの132社は2種類以上の

系統の部品を製造することができるため，表の合計数に重複計算がみられる。

5）層永安「台湾，韓国汽車零組件互補貿易之探討」（『台湾銀行季刊』第39巻第2期，

台湾銀行経済研究室，台北，1988年6月）および筆者が海外調査時に層永安研究員

（台湾経済研究院）の教示による。

6）何俊輝「産業政策的工具運用分析輿賓例探討岬以我国加入GATT以後「汽車

工業発展策略」之調整為例」（『工業簡訊』第23巻第1期，経済部工業局，台北，

1993年1月），37～53ページ。

7）周添城F台湾産業組織論』二十一世紀基金会，台北，1991年，203～253ページ。

8）Directorate一cc1－eralofBudget，AccotlntingandStatistics，ExecutiveYuan，TheRe一

函γr o77J98JJ”d715けfd′αHd C釧1771g血αJ Cg7157f∫rα血α乃一爪血β71月柁α，γ毎月ゆtわ脱げ

C仙崎1983．および7177g斤申7′Jo㍑1986771d7由れαJα71d Com椚erCねJC紺311∫7’α血α71－Flト

kieltArea，TlteIfepILblicqlChina，Taipei，1988；TheRej）Or10n1991Indusllialand Com－

mercialCe”S7tS Taiwa”－［1ukien Area，The Rel）Ltblick qfChiluL，Vol．3，Manufacturing，

Taipei，1993，p．4，PP．12－13．

9）隅谷三喜男・劉進慶弓余照彦『台湾の経済』東京大学出版会，1992年，第2章。

同じ現象は日本の産業でも観察される。篠原三代平『産業構造論』筑摩書房，1966

年，第4章と第11章。

10）大場裕之「マレーシアの自動車産業政策の展開とその特徴について00韓国の

経験をふまえて」（藤森英男編『ァジア諸国の産業政策』アジア経済研究所，1990

年），284～289ページ。

11）谷摘草雄編『台湾の工業化：国際加工基地の形成』アジア経済研究所，1988年。
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第5章　コンピュータ・半導体産業の展開

鵬技術蓄積と技術発展－

はじめに

台湾の工業化の進展は，1950年代の輸入代替工業化　60年代の輸出志向工業

化　7、0年代の重化学工業化，80年代のハイテク産業の育成という発展過程で捉

えられる1）。そして，90年代には，ハイテク産業を軌道に乗せて，先進国の仲

間入りができる実力を確保することを目指すまでに至った。

この章は次のように展開する。まず，台湾製造業の技術水準の位置付けおよ

び技術導入を明らかにする（第Ⅰ節）。主として1980年代から90年代前半の台湾

の半導体産業（第Ⅲ節）およびコンピュータ産業（第Ⅲ節）の技術はどこから来た

のか，技術導入，技術蓄積および技術開発基盤の確立過程について論じること

を試みる。

Ⅰ　技術水準と技術導入

通常，一国のR＆D（研究・開発）投入指標は投入した研究者の数，質および

研究金額で測ることが多い。台湾の全国研究開発費は1981年の164億台湾元か

ら89年の547億台湾元に増加した2）。それによって，GNPに対する研究開発賓

の比率は1981年の0．93％から92年の1．79％に上昇している（表5－1）。

表5－2の台湾における研究開発費の出資源をみると，主な資金源は政府部門，

公営企業および民間企業の三つの部門である。そのうち，民間企業が占める比

率は1981年の41．9％から85年に33．7％低下した後，92年の46．5％と約半分弱を

占めるようになった。
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表5－1研究開発比率の推移（1981～92年）
（単位：100万台湾元，％）

年 別

研 究 開 発 費 （A ）

政 府 投 入 経 費 民 間 投 入 経 費
研 究 開 発 比 率 （％ ）

‾増 加 率 （％ ） （A ／G N P ）

1 9 8 1 1 6 ，4 1 4 5 5 ．4 8 ，6 5 2 7 ，7 6 2 0 ．9 3

1 9 8 2 1 6 ，8 6 4 2 ．7 9 ，8 1 3 7 ，0 5 1 0 ．8 9

1 9 8 3 1 9 ，2 0 0 1 3 ．9 1 1 ，7 5 6 7 ，4 4 4 0 ．9 1

1 9 8 4 2 2 ，4 4 4 1 6 ．9 1 4 ，1 9 7 8 ，2 4 7 0 ．9 5

1 9 8 5 2 5 ，3 9 7 1 3 ．2 1 6 言 4 1 9 ，2 5 6 1 ．0 1

1 9 8 6 2 8 ，7 0 2 1 3 ．0 1 7 ，2 5 2 1 1 ，4 4 9 0 ．9 8

1 9 8 7 3 6 ，7 8 0 2 8 ．1 1 8 ，7 0 1 1 8 ，0 7 9 1 ．1 2

1 9 8 8 4 3 ，8 3 9 1 9 ．2 2 4 ，7 9 3 1 9 ，0 6 4 1 ．2 2

1 9 8 9 5 4 ，7 8 9 2 5 ．0 2 6 ，1 2 7 2 8 ，6 6 2 1 ．3 8

1 9 9 0 7 1 ．5 4 8 3 0 ．6 3 2 ，7 7 2 3 8 ，7 7 6 1 ．6 5

1 9 9 1 8 1 ，7 6 5 1 4 ．3　 － 4 2 ，5 7 4 3 9 ，1 9 1 1 ．7 0

1 9 9 2 9 4 ，8 2 8 1 6 ．0 4 9 ，5 0 9 4 5 ，3 1 9 1 ．7 9

（注）　国民所得は工商センサスなどの資料に基づいて調整済み：実質国民所得（1986年価格）；1984年以軋全国

研究開発費には人文と社会分野の経費が含まれている。

（出所）r中華民国科学技術統計要覧」行政院国家科学委員会，各年版。

表5－2　出資先別研究開発費の推移（1981～92年）
（単位：100万台清元，％）

年 別 研 究 開 発 費 政 府 部 門 公 営 企 業 民 間 企 業 財 団 法 人 国　　 外

1 9 8 1 1 6 ，4 1 4 1 0 0 ．0 6 ，0 1 4 3 6 ．6 2 ，6 3 8 1 6 ．1 6 ，8 8 2　 4 1 ．9 8 5 4　 5 ．2 2 5　 0 ．2

1 9 8 2 1 6 、8 6 4 1 0 0 ．0 7 ，2 6 1 4 3 ．1 2 ，5 5 2 1 5 ，1 6 ，4 8 4　 3 8 ．4 5 0 0　 3 ．0 6 7 0 ．4

1 9 8 3 1 9 ，2 0 0 1 0 0 ．0 8 ，5 8 4 4 4 ．7 3 言 7 2 1 6 ．5 7 ，0 8 4 3 6 ．9 r　3 3 4　 1 ．8 2 6 0 ．1

1 9 8 4 2 2 ，4 4 4 1 0 0 ．0 1 0 ，6 3 2 4 7 ．4 3 ，5 6 6 1 5 ．9 7 ，7 3 3　 3 4 ．5 3 0 8　 1 ．4 2 0 5　 0 ．9

1 9 8 5 2 5 、3 9 7 1 0 0 ．0 1 1 ，5 6 6 4 5 ．5 4 、5 7 5 1 8 ．0 8 ，5 5 8　 3 3 ．7 4 2 0　 1 ．7 2 7 8 1 ．1

．1 9 8 6 2 8 、7 0 2 1 0 0 ．0 1 2 、0 9 2 4 2 ．1 5 ，1 6 0 1 8 ．0 1 1 言 1 2 3 8 ．7 1 8 9 0 ．7 1 4 8 0 ．5

1 9 8 7 3 6 ，7 8 0 1 0 0 ．0 1 3 ，2 5 6 3 6 ．0 5 ，4 4 5 1 4 ．8 1 7 ，5 0 4 4 7 ．6 3 6 3　 1 ．0 2 1 1 0 ．6

1 9 8 8 4 3 ，8 3 9 1 0 0 ．0 1 9 ，5 2 3 4 4 ．5 5 ，2 7 0 1 2 ．0 1 8 ，4 1 5　 4 2 ．0 5 0 7 1 ．2 1 2 4 0 ．3

1 9 8 9 5 4 ，7 8 9 1 0 0 ．0 1 9 ，6 0 1 3 5 ．8 6 ，5 2 6 1 1 ．9 2 7 ，2 9 3　 4 9 ．8 1 ，1 0 0　 2 ．0 2 6 9 0 ．5

1 9 9 0 7 1 ，5 4 8 1 0 0 ．0 2 6 、0 5 4 3 6 ．4 6 ，7 1 8 9 ．4 3 7 ，7 6 1 5 2 ．8 8 9 8　 1 ．2 1 1 7 0 ．2

1 9 9 1 8 1 ，7 6 5 1 0 0 ．0 3 5 ．1 0 9 4 3 ．0 7 ，4 6 5 9 ．1 3 7 ，2 2 2 4 5 ．5 7 5 5　 0 ．9 1 ，2 1 4 1 ．5

1 9 9 2 9 4 、8 2 8 1 0 0 ．0 4 3 ，0 4 2 4 5 ．4 6 ，4 6 7 6 ．8 4 4 ，0 5 7　 4 6 ．5 7 4 6　 0 ．8 5 1 6　 0 ．5

（注）　1984年以降．全国研究開発費には人文と社会分野の経費が含まれている。

（出所）表5－1に同じ。
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表5－3　研究者数と研究者数比率の推移（1981～92年）
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（単位：人，％）

年 別

研　 究　 音　 数 全 国 人 口 全 国 労 働 人 口 人 口 1 万 人

当 た り の

研 究 音 数

労 働 人 口 1

万 人 当 た り

の 研 究 音 数増 加 率 （％ ） （万 人 ） （万 人 ）

1 9 8 1 1 5 ，6 3 3　　　　　 1 4 ．5 1 ，8 ．1 4 6 7 6 8 ．6 2 3 ．1

1 9 8 2 1 8 ，3 8 6　　　　　 1 7 ．6 1 ，4 8 6 6 9 6 1 0 ．0 2 6 ．4

1 9 8 3 1 8 ，5 8 0 1 ．1 1 ，8 7 3 7 2 7 9 ．8 2 5 ．6

1 9 8 4 2 2 ，3 5 4 2 0 ．3 1 ，9 0 1 7 4 9 1 1 ．8 2 9 ．8

1 9 8 5 2 4 ，6 0 0　　　　　 1 0 ．1 1 ，9 2 6 7 6 5 1 2 ．8 3 2 ．2

1 9 8 6 2 7 ，7 4 7 1 2 ．8 1 ，9 4 6 7 9 5 1 4 ．3 3 4 ．9

1 9 8 7 3 2 ，8 6 3　　　　　 1 8 ．4 1 ，兆 7 8 1 8 1 6 ．7 4 0 ．2

1 9 8 8 3 5 ，4 3 7　　　　　　 7 ．8 1 ，9 9 0 8 2 5 1 7 ．8 4 3 ．0

1 9 8 9 3 9 ，7 4 2　　　　　 1 2 ．1 2 ，0 1 1 8 4 0 1 9 ．8 4 7 ．3

1 9 9 0 4 6 ，0 7 1　　　　 1 5 ．9 2 ，0 3 5 8 4 2 2 2 ．6 5 4 ．7

1 9 9 1 4 6 ，1 7 3　　　　　　 0 ．2 2 ，0 5 5 8 5 6 2 2 ．5 5 4 ．0

1 9 9 2 4 8 ，3 5 6　　　　　　 4 ．7 2 ，0 7 5 8 7 7 2 3 ．3 5 5 ．1

（出所）表5－1に同じ。

研究開発を推進するには資金の供給が必要であるが，研究開発を担当する主

体である研究者の数や質も重要な指標である。台湾の科学技術用語ハンドブッ

クの定義によると，「研究者」とは現在は研究開発の業務に携わっていて，博

士，修士，学士の学位を持っているか，または専門学校（短大）卒業で3年以上

の研究経験をもっている人を指す。ただし，大学院の博士課程と修士課程の在

学院生はこのカテゴリーに含まれていない。

表5－3は台湾の全労働人口に占める研究者の比率を示している。同表による

と，1981年の台湾の研究者は1万5，633人で，92年には2倍以上の4万8，356人

に増加している。人口1万人に占める研究者は1981年の8．6人から92年の23．3

人に増加した。そして，労働人口1万人に占める研究者は．1981年の23．1人から

92年の55．1人へと2倍以上の増加が観察される。つまり，台湾では研究開発に

投資する人材が確実に増えていることを意味する。

次に，台湾，アメリカ，日本および韓国の研究開発費を国際比較でみること

にする（表5－4）。この表から台湾の特徴をみることができる。まず，台湾の研

究開発費が最も少ない（国士面積が狭く，人口規模も最もノトさい）ことが読み取

れる。そして，台湾の国防軍事の研究開発経費を除いた政府支出費用の比率が

50％台に達しており，4カ国のうち台湾の政府支揖費用比率が最も高いことが
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表5－4　否湾，11本，アメリカと押同の研究開発骨と研究者数の比較　棋）87～92年）

阿 別 ・年 別

研 究 閲 党 費

（10 0 万 ドル）

政 府 部 門 の 比 率 （％ ）
研 究 開 発 比

（％ ）

研 究 者 数

（人 ）

1 万 人 当

た り研 究

者 数 （人）

研 究 者 年

間 研 究 費

（1 0 0 りドル ）国 防 典 を

除 く比 率

台　 湾 1 9 8 7 1 ，2 8 8 ー 5 0 ．8 ．1 ．1 2 3 2 ，8 6 3 1 7 4 0

19 8 8 1 ，5 56 － 5 6 ．6 1 ．2 2 3 5 ，4 37 1 8 4 4

1 9 8 9 2 、0 9 4 － 4 7 ．7 L 3 8 3 9 、74 2 2 0 5 3

19 9 0 2 ，6 3 9 － 4 5 ．8 1 ．6 5 4 6 ，0 7 1 2 3 5 7

1 9 9 1 3 ，17 5 － ■　5 2 」 1 ．7 0 4 6 ，17 3 2 3 6 9

19 9 2 3 、．7 33
－ 5 2 ．2 1 ．7 9 48 、3 56 2 3 7 7

日　 本 19 8 7 7 3 ，0 0 6 19 ．9 19 ．3 2 ．5 3 4 1 8 ，3 3 7 3 4 17 4

19 8 8 7 7 ，6 7 3 18 ．4 17 ．7 2 ．5 8 4 4 1 ，8 7 6 3 6 17 6

19 8 9 7 6 ，0 4 9 17 ．1 16 ．4 2 ．6 9 4 6 1 ，6 34 3 7 16 5

19 9 0 8 9 ，9 5 2 16 ．5 1 5 ．7 2 ．7 8 4 8 4 ，3 46 3 9 18 6

19 9 1 10 1 ，5 9 8 1 6 ．8 16 ．0 2 ．7 7 50 4 ，9 6 6 4 1 2 0 1

19 9 2 10 2 ，5 1 1 1 8 ．0 17 ．2 2 ．7 2 5 1 8 ，8 69 4 2 19 8

ア メ リ カ 19 8 7 1 27 ，3 16 4 6 ．0 2 3 ．7 2 ．8 2 92 3 ，3 0 0 3 8 13 8

1．9 8 8 1 3 5 ，23 1 4 5 ．9 2 4 ．8 2 ．7 7 9 4 9 ，2 0 0 3 9 14 2

19 8 9 14 2 ，0 0 0 4 6 ．4 2 5 ．1 2 ．7 3 94 9 ，2 50 3 8 14 8

19 9 0 14 6 ，1 52 4 3 ．7 2 1 ．7 2 ．6 4 94 9 ，3 0 0 3 8 15 4

19 9 1 1 50 ，8 0 0 4 3 ．2 2 4 ．2 2 ．6 3 － － －

19 9 2 1 5 7 ，4 0 0 4 3 ．3 2 5 ．2 2 ．6 0 － － －

韓　 国 1 9 8 7 2 ，3 7 0 － 2 0 ．3 1 ．7 7 52 ，7 8 3 1 3 4 5

1 9 8 8 3 ，4 3 1 － 1 7 ．7 1 ．8 6 5 6 ，5 4 5 1 4 6 1

19 8 9 3 ，9 8 0
－ 17 ．1 1 ．9 2 6 6 ，2 2 0 1 6 6 0

1 9 9b
4 ，6 7 6

ー 1 9 ．4 1 ．9 5 7 0 ，5 0 3 1 6 6 6

】9 9 1 5 ，4 6 6 Ⅶ 1 9 ．4 2 ．0 1 7 6 ，2 5 2 18 7 2

－19 9 2 6 ，3 2 8 － 1 7 ．2 2 ．1 7 8 8 ，7 6 4 2 0 7 1

日日　　研究開発比率とは、（；NPに占める研究開発輩の比率を指す。日本と韓国D、外は人文社会科学の分野を含ん

でいる。台湾の政府部門は政府と公営企業を含んでいる。なお、台湾の国防華を除く政府山賀比率のうち，

公営企業を除いた比率は36．3％（1990年上42．9％（91年），45，4％（92年）である。

（山所）表51に同じ．日本：F科学技術要覧」各年版；アメリカ：NSF，NaLionalPaLLemqrR＆L）HesoILrCeS．Various

issues；韓国：r産業技術主要統計要覧J各年版。

わかる。日本，アメリカおよび韓国の政府の比率が16～25％であるのと比べる

と，台湾は政府主導の研究開発の特徴が顕著に現れている。研究開発比率，つ

まりGNPに占める研究開発費の比率（1992年）をアメリカ，日本，韓国と台湾

でみるとそれぞれ2．60％，2．72％，2．17％と1．79％であり，台湾の研究開発比

率は先進国と比べて約1％少ない。

人口1万人当たりの研究者の数（1992年）からみると，アメリカ，日本，韓国

と台湾はそれぞれ38人（1990年），42人，20人と23人である。台湾はアメリカや
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日本と比べると少ないが，韓国よりも少し多いことがわかる。研究者1人の平

均年間研究費（1992年）でみると，アメリカ，日本，韓国と台湾はそれぞれ15．4

万ドル（1990年），19．8万ドル，7．1万ドルと7．7万ドルであり，台湾研究者の年

間研究費はアメリカや日本の約2分の1であり，韓国よりも少し多いが，依然

として相対的に不足であることがわかる。つまり，台湾の研究開発費，研究者

数，研究開発比率，人口1万人当たりの研究者の数および研究者1人の平均年

間研究費などのいずれもが低い。その理由は，台湾の企業は主として【【回、企業

が多く，中小企業の場合はどうしても低付加価値の製品に専念しやすく，研究

開発への関心度が低いためであり，日米に比べて低い結果が得られた。そのた

め，これから台湾の産業の高度化過程において，研究開発の資金と研究者数の

増加がなければ，先進国および他の開発途上国との国際競争に生き残れないと

いう，大きな課題に直面している。

続いて，技術貿易について観察することにする。産業の技術進歩を促す方法

としては，企業自らの研究開発があるが，自らの研究開発にはリスクがあり，

開発も長期にわたる場合がある。他方，先進国から標準化された技術を購入す

ることによって産業の高度化を促すこともできる。同時に，企業は技術水準の

低い製造技術または低付加価値の製造技術を途上国に販売するか，または海外

直接投資という方式で海外へ製造基地をシフトすることができる。

「技術貿易」とは技術輸出と技術輸入の合計値を意味する。通常，技術輸入

とは資本提携，技術提携（特許・商標の使用，設計・製造図面の供与，ノウハ

ウの供与，ライセンス製造，技術供与，ソフトおよびデータバンクの使用な

ど），技術指導（設計・製造・検査の技術の指導，実習生の受入れ，技術員の派

遣など），M＆A（合併・買収）によって海外の先進技術を導入することを指す。

そして，技術輸出とは資本提携，技イ嗣是携，技術指導，技術販売などの方式に

よって所有する技術を海外の購入者に供与することを指す。1989年末までに抜

術輸出または技術輸入を行った台湾の企業は58鍾ユニであり，仝企業数の0．76％

を占めている3）。その技術貿易飴は合計で128．1億台湾元で，そのうち対外の

技術輸入飴（海外から技術を購入）は124．7億台湾元であり，技術輸入先はアメ

リカ，日本とドイツの腑位になっている（表5－5）。技術輸入飴を産業別にみる

と，電子・電器製造業，輸送機械製造業，石用い石炭製造業，化学材料業の順



1（裕

表5－5　台湾の技術貿易額（1988～89年）
（単位：憶元，％）

技　 術　 輸　 入 （外 国 → 台 湾 ） 技　 術　 輸　 出 （台 湾 → 外 国 ）

国　　 別

1＿9 8 8 年 1 9 8 9 年

国　　 別

1 9 8 8 年 1 9 8 9 年

金 額 比 重 （％） 金 額　 比 重 （％） 金 額 比 重 （％） 金 額 比 重 （％）

日　　　　 本 3 2 ．0 4 1 ．2 4 4 ．0　　 3 5 ．3 イ ン ド ネ シ ア 2 ．3 6 5 ．7 0 ．4 1 1 ．8

ア　 メ　 リ　 カ 2 6 ，8 3 4 ．5 4 5 ．1 3 6 ．2 タ　　　　　 イ 0 ．5 1 4 ．3 0 ．5 1 4 ．7

ド　　 イ　　 ツ 9 ．5 1 2 ．2 1 0 ．2 8 ．2 ア　 メ　 リ　 カ 0 ．4 1 1 ．4 0 ．5 1 4 ．7

フ　 ラ　 ン　 ス 0 ．7 0 ．9 1 ．5 1 ．2 韓　　　　 国 0 ．1 2 ．9 0 ．1 2 ．9

イ　 ギ リ　 ス 2 ．2 2 ．8 2 ．4 1 ．9 イ　　 ン　　 ド 0 0 0 ．1 2 ．9

そ　 の　 他 6 ．5 8 ．4 2 1 ．5 1 7 ．2 そ　 の　 他 0 ．2 5 ．7 1 ．8 5 3 ．0

合　　　　 計 7 7 ．7 1 0 0 ．0 1 2 4 ．7 1 0 0 ．0 合　　　　 計 3 ．5 1 0 0 ．0 3 ．4 1 0 0 ．0

（出所）r中華民国台湾地区工顧校正常連調査報告」台北，1989年版。

位になっている。台湾の技術貿易は依然として技術輸入超過であり，技術輸出

先はタイ，アメリカ，インドネシアが多い。産業別技術輸出でみると，電子・

電器製造業，化学材料業である。

表5－6は台湾で最初に製造した主要電子製品の企業とその投資形態を示した

ものである。同表を観察すると，アメリカ企業は外資方式の投資形態が多く，

80年代以降は合資の投資形態が増えていること，日本企業は合資方式の投資形

態が多く，そして，在米華僑（元留学組）も合資方式の投資形態が多いことがわ

かる。たとえば，オランダのフィリップスは外資方式の投資形態をとってい

た4）。また，日本企業の対台湾投資は電話機，局用交換機（以上は50年代の後

半），白黒テレビ，カラーテレビ（以上は60年代），ファクシミリ，複写機（以上

は70年代）およびプリンター（80年代），アメリカの対台湾投資はテレビチュー

ナー，偏向ヨーク，トランジスタ，集積回路，プリント板，ブラウン管（CRT），

ダイオード（以上は60年代），発光ダイオ｝ド，端末機キーボード，CRTモニ

ター（以上は70年代），CRT端末機，マイクロパソコン・システム，ディスク

ドライブ，スキャナー（以上は80年代）であり，在米華僑は衛星テレビ受信設備

および衛星通信設備（以上は80年代）を台湾に投資している。
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表5－6　台湾で最初に生産した主要電子製品の企業とその投資形態（1958～86年）

製品の名称 企業名
製造

年

投資形態 外資の国別

外資 合資
一術
臼－
アメ
リカ
日本 その他

1）電話機 台湾通信 工業 1958

○

○

C l

○

○ （華僑）

○ （華僑）

2）局用交換機 台湾通信 工業 1958 （⊃ ○

3）白黒 テ レビ

4）テ レビチ ューナー

台湾松 下電器

台湾通用器材

1963

1965 ‾

○

○

○

○

5）偏 向 ヨーク 台湾通用 器材 1965 ○ ○

6）トラ ンジス タ 高雄電子 1966 ○ ○

7）集積 回路 高雄電子 1967 ○ ○

8）プリン ト板 安堵 1969 ○ ○

9）ブラウン管 克林登 1969 ○ ○

10）ダイオー ド

11）カラーテ レビ

台湾通用器材

台湾松下電器

1969

1969

○

○

○

rO

12）ファクシ ミリ

13）発光 ダイオー ド

新力

徳州儀器

1970

197 1

〇

〇

〇

〇

〇

〇

14）端 末機 キーボー ド 辿書多電脳 1978 ○ ○

15）c R T モニ ター

16）複写機

17）c R T 端末機

辿吉多電脳

台湾全録

安培

1978

1979

1980

〇

〇

〇

○

○

18）マイクロパソコン・システム 全友電脳 198 1 〇

〇

〇

19）プリンター 台湾通信工業 198 1 ○

20）ディス ク ドライブ 室茂 1982 ○

21）衛星テ レビ 受信設備 台揚科技 1983 ○

22）スキ ャナー 仝友電脳 1984 ○

23）衛星通信設備 台揚科技 1985 ○

24）レーザーディスク（LD） 台湾飛利浦 1986 ○ （オラ ンダ）

合　　　 計 ′（件数） 24 － 12 12 0 14 7 3

（注）　○はその投資形態と外資の国別を示している。

（出所）行政院経済建設委員会部門計画処∴鮨峯雄「新台幣，目胤大幅升値後之中・‖村外貿易発展」tr自由中国

之工業J第82巻第5期，行政院経済建設委員会，1994年11月）。

Ⅱ　半導体産業の技術蓄積と技術発展

台湾の半導体産業の発展は1960年代から始まった。この萌芽期（1964～76年）

はパッケージ（封止め）技術の確立に重点を置き，高雄電子，台湾フィリップス，

台湾TI（テキサス・インスツルメンツ），RCA，萬邦電子などがトランジスタ

とICのパッケージ生産を開始した。同時に，工業技術研究院電子工業研究所

（ERSO）が1974年に設けられ，76年には37名の技師をアメリカのRCAに派遣し，



TCの設計，製造技術を習得した。それ以降，台湾の半導体産業は第2段階の

技術導入期（1976～79年）に移行する。この時期における半導体の開発は前述の

電子工業研究所を主体として実施され，1977年にICモデル工場が完成，同年

末にCMOS型ICの試作に成功を収めた。この2年間の研究成果によって，

1979年に聯華電子公司（UMC）が設けられ，1980年代の技術自立化・拡散期に

入った。以上の三つの時期を経て，回路設計，半導体の製造およびパッケージ

技術の関連分野に成果を得ることができた。表5－7はアメリカ，日本，韓国と

台湾の半導体の開発沿革を示している5）。

1990年代の電子製品の発展は高集積度，システム化，高性能，超小型，軽量化

および低価格化を中心に進められている。世界の半導体の技術発展もこの法則

に沿って進められ，1970～90年までウェハーは早期の3インチから8インチま

で，設計基準も7〃mから0．5lLmまで，集積度もlKビットから4～16Mビッ

ト（DRAMの場合）まで進歩した。表5－8は通産省による90年代の半導体技術

を予測したものである6）。それによると，半導体の集積度は16Mビットから1G

ビットまで，ウェハーは6～8インチから12インチまで大幅な進歩が予想される。

台湾の半導体は20数年間の努力によって，次第に生産がなされるようになっ

た。ウェハ二については，トランジスタ用のものが中美シリコンウェハー，漠

霜および大同シリコンウェハーで製造される。また，中国鋼鉄公司はウェハー

の製造に参入する意向を示しており，これが実施されれば台湾のウェハー製造

の実力を強化することができるだろう。

ICについては，電子工業研究所のモデル工場の他に，聯華電子，台湾積体

電路製造（TSMC），華邦，華隆微，徳碁，茂的，合泰，旺宏，大王，天Tなど

10社がこの分野に活躍している。また，トランジスタのメーカーは寓邦，華折，

統悪などがあり，ダイオードおよび太陽電池などは多くのメーカーが製造に携

わっている。さらに，半導体のパッケージ技術について，1960年代からは外国

メーカーの寡占状態が続いていたが，80年代に入って多くの国内企業が参入し

ている。現在，台湾の企業がパッケージ製造業界においてもある程度の地位を

占めるようになった。総じて言えば，台湾の半導体産業の規模はおおまかな雛

形をもつようになったが，半導体の周辺産業である製造設備産業，IC用ウェ

ハー，材料産業（パッケージ用材札　金属材料，マスク用材料および特殊用化
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表5弓　半導体の主要国の発展状況（1950～90年代）

109

アメリカ 日　　 本 韓　　 国 台　　 湾

1950年代 e Tl社がトランジ

スタを発明
（1952年）

●TI社がIC を開発
（1958年）

¢International

Recfifier社が日
本で工場を設置

（1957年）

1960年代 ●1、Ⅰ社がiC を製造 ¢Tl社が日本で工 ●米企業が韓国でト ●高雄電子公司が

（．1960年） 場を設置（1968年） ランジスタ組立工 lC を組立

●1、1社が特許を公 ●Arlalog Device 社 場を設置（1965年） （1967年）

開（1964年） が日本で工場を設 ¢Fail・Child Signe－●台湾フィリップス

置（1969年） tics社が工場を設

置（1966年）

社がlC を組立

（1969年）

1970年代 ●Inte目上が1K D ¢【）RAM 市場に参 ●TI社が王C を組立

RAM を開発 入（1975年） （1970年）

（1970年） ¢NTT がVLSl計 ●RCA 社がIC を

● ‡ntel社が16K 画（1975－77）を推 組立（1971年）

DRAM‾を開発 進 ，64K DRAM ●電子工業研究セン

（1976年） 技術を開発 ターを設置，RCA

¢Intel社が16ビッ

トCPU－8088を完
成（1979年）

（1975年） 社からウェハー技

術を導入（1974年）

●電子産業第1期IC
計画を実施（1975

～79年）
●電子産業第2期IC
計画を実施（1979

〃84年）
1980年代 ¢liltel社が32ピッ ¢NEC，東芝が256K ●韓国政府は半導体 ●電子工業研究所の

ト　CPU－80386・を DRANlを開発 開発を支持 IC 工場を聯華公

完成（1985年） ¢日本のDRAM 梨 （1981年） 司に業務移管

¢SemateCllを設置， 造鮪がアメリカを ●三星が64K DRAM （1980年）

政府と民間企業が 越えた（，1982年） の製造技術をアメ ●工業技術研究院が

年間各1億ドルを ●東芝，目立などが リカから導入 カウンター，電話

投資し，製造技術 1蝕・′IDRAM を開 （1983年） 機，音楽用メモリー

を開発（1988年か 発（1988年） ●政府が三星，金星， などIC の開発を

ら） 現代などが仙′lDR

AM の開発を支持

完成（1981年）

●超大型集積回路技

術開発計画を実施
（1984～89年）

●フィリップス社と
共同出資で台湾集

積回路公司を設置

（1987年）

1990年代 ●II■lLel社が64ビ、ノ ●東芝などが6仙1 ●三星が6∠川■fDRA ●次世代メモリー製

ト　CPU」〕entiL川l DRAM を開発 M の試作を完成 造技術閲発計画を

を開発（1993年） （1991年） （1992年）

●256M DRAM の開

発を開始（1993年）

実施日99ト95年）

●次世代メモリー一研

究に合わせて先進
半導体公司を設置

（1994年）

（出所）茹峯雄「従市場進入憧憬探討台湾．釘打抜産業発展策略：f朋塁電路（王C）産業之個案研究」（行政院経済建設委

員会r自由中国之コ二葉J第83巻第2勅．1995年3月）。
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図5－1DRAMの量産化開始時期の国際比較（アメリカ，日本，台湾と韓国）
DRAM
（bits）

16M

4M

IM

256K

64K

16K

4K

IK

1970　　　　75　　　　80　　　　85　　　　90　　　　　95年

他所）1984年以前：FreeLnaI・，C∵TheEconoTnicsofInnovation，・・JEEEPlt）Ceed川gS．Vul．132，Pt．A．

No．4．p．220：1984年以降：扶血甲山の生産，販売の資料：表5－7に同じ，図9。
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学品など），設計用ツール（CADなど）が大幅に遅れている。そのほかに，製品

設計技術の向上，業界間の分業体制の構築などが残された課題でもある。

DRAM（記憶保持動作が必要な随時書き込み読み出しメモリー）については次

のようである。1990年の台湾のメモリーIC市場はおよそ150億台清元の規模で

あり，そのうち，DRAMは84億台湾元で輸入に依存している。DRAMの4分

の3はパソコン，ワークステーション，プリンター，複写機，ファクシミリなど

コンピュータ製品およびOA（オフィス・オートメーション）機器に使われ，関

連産業の成長を促している。

前掲表5－8は1990年代の世界のDRAM製品の量産時期，開発段階と関連技

術の相互関係を示している。続いて，図5－1はDRAMにおける量産化開始時

期の国際比較である。4MビットのDRAMの量産化を例にとってみると，日本，

アメリカと韓国のその量産化時期はそれぞれ1988年，89年と90年であり，台湾

のそれは92年である。製品開発の2～3年の遅れは，単価当たりの販売価格が

50％以上の低下を意味するものである。

エイサー（宏碁）とアメリカのTI（テキサス・インスツルメンツ）の合弁会社



の徳碁公司は4MビットnRAMの試作を終えて，92年から量産体制に入り，

93年に1紬4ビットDRAMの試作を開始し，95年7月に量産に入っている。さ

らに徳碁は次世代半導体メモリーの64MビットⅠ〕RAMの新工場を建設するた

めに，約ユ2億ドルを投じ，97年の稼働を目指している7）。徳碁の製品設計と製

造工程はアメリカのTIの技術を導入していて，基本的にはTIのOEM生産を

担当している。そして，SfはⅣ描己憶保持動作が不安な随時書き込み読み7－と＝ノ

メモリー）を製造する聯華公司は1990年から1MビットSRAMの量産化体制に

入っている。

経済部（通産省に相当）の「次世代メモリー製造技術開発計画」プログラムの

資金援助を受けて，電子工業研究所は1991年7月に256KビットDRAMを開

発し，同年12月に4MビットDRAMを開発した。この二つの製品は線幅0．8

〃mの技術を採用しており，台湾における半導体研究の大きな突破である。そ

して，94年には0．35Jlmの技術をもつようになり，16MビットDRAMの開発

が完成することが予想される。

4Mビット以上DRAMの開発に投資するための資金は高額であり，日米欧な

ど先進国の大企業でさえ単独に投資することが難しくなる。このため，企業連

合（Cons0－－tiun－）を設立し，政府の研究援助を受け，共同投資で技術を開発して，

研究成果を共有する。たとえば，1988年のアメリカSematech計画は，1993年

に64MビットDRAMの開発を完成させる計画になっている。また，欧州でも

JESSI，MEGA，ALVEYなどの計画が実施されている。1988年に台湾の経済部

科学技術顧問室もこの構想を検討し，電子工業研究所が台湾のIC企業に呼び

掛けてSubmicronConsortiumを設立した。この計画は政府が電子工業研究所

に研究を委託し，この計画に参加する企業は事前に技術権利金を支払い，この

開発プロジェクトが完成してから参加企業がその成果を得るというものである。

現在は台湾集積電路公司，聯華電子公司などの企業がこの計画に積極的に参加

している。官民共同出資で1994年末に設立した新会社「世界先進積体電路」

（バンガード）が1995年内にも4MビットDRAMの生産を始める予定になって

いる8）。そして，1紬MビットDRAMの開発と量産化に日米韓に遅れをとった

台湾は，外資との合弁企業によってその遅れを挽回する戦略をとるようになっ

た。94年11月に，三菱電機と兼松は台湾現地のコンピュータ関連企業と合弁
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（新会社名「パワーチップ・セミコンダクタ←」）で半導体を生産すると発表し

た。1995年春に第一期分として200億台湾元（約750億円）を投じ，メモリー（記

憶素子）工場の建設に着手して，96年秋から16MビットDRAMの生産を始める。

台湾側の出資は台湾最大のパソコン基板メーカーのエリート（精英）グループ・

システムを有するユーマックスグループ，行政院（内閣に相当）開発基金会，国

民党系の中華開発信託公司および台湾第二の財閥である新光グルけプである。

この新工場の生産計画によると，生産設備はシリコンウェハーに回路を焼きつ

ける際の線幅が0．4〃m（1ミクロンは千分の一ミリ）のタイプを導入し，三菱電

機は16MビットDRAMや次世代の64MビットDRAMの生産技術を供与する見

返りに，生産したメモリーの約半分を台湾側が引き受けるようになっていが）。

前述の「次世代メモリー製造技術開発計画」では，1990年度から5年間で70

数億台湾元の研究予算を計画し，1995年以降には台湾の半導体製造技術が世界

水準に近づくことを試みている。その研究目標は次の四つである。1）8インチ

ウェハーの研究室を設け，0．5〃mウェハーの量産技術を開発する。2）0・5〃m

ウェハーのプロセス技術によって，4MビットSRAMと16MビットDRAMの

設計，試作，検査と少量の量産能力をもつことを試みる。3）0．35〃mのプロセ

ス技術を確定し，特定研究分野において国際的研究地位を築くことを試みる。

4）クリーン・ルーム技術（塵挨防止技術）を確立する。それによって，台湾企業

のICの歩留り率および品質の信頼性を向上させることを試みている。

Ⅲ　コンピュータ産業の技術蓄積と技術発展

続いて，コンピュータ産業を観察することにする。表5－9は先進国，アジア

NIEsおよび東南アジア諸国のコンピュータの輸出額の推移である10）。1988年

の順位は，アメリカ，日本，旧西ドイツ，台湾，フランス，韓国，イギリスの

順になっている。同表からもアジアNIEs諸国が急速に成長していることがわ

かる。次に，図5－2はRCA指数によるコンピュータの輸揖競争力の重層的追

跡を示している。

ここでの競争力の概念は基本的にはプロダクト・サイクル論によるものであ

る11）。競争力指数，すなわちバラッサ・タイプの顕示比較優位指数（＝RCA指
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表5－9　国別コンピュータの輸出額の推移（1983～88年）
（単位：100万米ドル）

1 9 8 3 1 9 8 4 1 9 8 5 1 9 8 6 1 9 8 7 1 9 8 8

（先 進 国 ）

ア メ リ カ 2 ，2 9 －9 、0 0 0 3 ，0 2 6 ，0 0 0 3 ，1 4 7 ，0 0 0 3 ，4 8 4 ，0 0 0 4 ，1 0 4 ．0 0 0 5 ，1 8 4 ，0 0 0

日 本 6 2 2 ，4 5 4 8 0 3 ，3 1 3 9 5 7 ，5 0 8 1 ，4 8 4 ，4 1 7 1 ，8 1 9 ，5 3 1 2 ，5 8 9 ，0 6 7

旧 西 ド イ ツ 5 9 7 、8 9 8 4 9 3 ，8 6 5 6 1 7 ，1 9 7 5 9 8 ，0 8 2 7 1 2 ，4 7 6 1 ，6 2 8 ，9 4 9

イ ギ リ ス 6 3 9 ，7 3 4 8 9 7 ，9 8 9 9 1 4 ，8 5 7 上 0 0 0 、0 4 7 1 ，3 8 8 、7 0 9 6 1 9 ，9 2 7

フ ラ ン ス 1 9 9 ，8 8 2 1 5 8 ，7 2 5 1 4 1 ，6 8 3 5 1 ，3 8 2 4 2 ，5 9 2 9 4 1 ，8 2 8

（ア ジ ア N I E s）

台 湾 1 2 ，5 3 0 5 3 ，7 4 ．1 1 4 9 ．1 3 8 3 1 1 ，2 2 0 5 8 4 ，1 1 1 1 ，2 2 6 ，2 6 8

韓 国 2 3 ，4 7 3 7 2 ，2 3 6 1 4 8 ，6 8 3 3 7 4 ，4 5 5 5 1 0 ，4 5 9 9 3 9 ，9 0 4

香 港 8 9 ，6 5 7 1 4 6 ，9 3 3 1 4 3 ．9 4 9 2 0 5 ，6 4 6 3 0 6 ，2 3 8 5 1 2 ，2 6 2

シ ン ガ ポ ー ル ＿1 7 ，0 3 7
6 4 ，6 9 5 1 1 3 ，1 7 2 1 7 5 ，8 9 8 3 7 7 ，4 9 3 4 2 2 ，3 8 1

（東 南 ア ジ ア ）

マ レ ー シ ア ．1 ，1 0 8 8 2 8 9 7 5 6 5 1 2 ，8 3 9 2 0 ，3 7 8

タ イ 1 1 9 8 2 ，6 2 7 8 6 0 1 ，3 0 7 1 ，5 5 7

フ ィ リ ピ ン
－ － － 6 1 9 ，5 1 4 1 8 ，9 6 7

イ ン ド ネ シ ア 8 0 6 6 5 2 3 8 1 2 2 5 1

世　　 界 5 ，1 6 2 ，0 6 0 6 ，6 5 1 ，6 2 5 8 ，9 4 7 、7 1 8 1 0 、8 6 6 、5 3 8 1 3 、5 6 0 ，4 3 4 2 0 ，8 6 8 ，9 8 7

（出所′）r日本貿易月熱大蔵乱各年版；個際需給統計烏　日本機械輸川親乱各年版；uS．鋤orJ5．5r九g紬gg

Co7nmOd申b＿VCoZLHJり・，U．S．Ⅰ）eI）artrllent Of Con川1erCe，f3ureau of the CensLJS．1′arOuS jssues：AILSSenhandel

〃OChltTnre…71dl・n71der”．Statistisches Bundesamt Wiesbaden．varjollS jssues：StalisLiqHeSduCo冊HerCeEx－

LertelLrdela rrn71re，Minjstere des L’economie des Finances et deJa Prjvatisation．Yariousissues：OtJerSeaS

7’mdeSl油■slicsqrEheLl”iledKi，一gdo”1．Denmzlrks Statistik．variousissues；MollLhLl・SLaEISLicsqlExporlSaHd

I”J）OrLs7、01－L・aHAl－ea・TheRepILblfcqlChina，The r）epartnlent Of Statistics∴Ministry of Finance，Varjous

jssucs：SLnlz’S／（cal）’earbookqrrol，eign Trade，Oflice of Customs Admi雨stratioIIRepublic of Korea．various

issucs：〃0”gKo”g TT・（一deS／aLis／ics，Census an（lSLatisticsI）叩arいnent Hong Kong，、′aI・iousissuesこrOl－eig”

TIT7deStatzsLfcsqlTheJ）hil廟血es．NationaICensus an（iStaLjstics Oflice，Varjous jssues：FbretgllTradeSLaLis－

tirSP／Thaila77d・Department of Customs Bangkok．variousissues；MaLnysiaA”J川alSlalislicsqfExLeruaL

Tradc・r）epa一・trnent of Statics，MaJaysia．variousissues：Si，1gal）OreTradeSLaLis／fcs，Department of SLatics，

Singaporet VaI′iousissues：JHdo”eSta”fbreigH TradeSLatistics，CentralStatistics Bureau．variousissues．

数，RevealedComparativeAdvantage）を計測したものである12）。RCA指数の計算

式は以下のように表される。

RCA指数＝

ル国の五商品の輸山額（琉）　　　世界全体の五商品の輸出額（呵

／1回の工業製品の輸出総額（坑）　世界全体の工業製品の輸出

同園からは欧米先進国のアメリカ，イギリス，旧西ドイツ，フランスの後に

日本およびアジアNIEsの台湾，韓臥　シンガポールと香港が追いかけている
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ことがわかる。そして，東南アジアのフィリピン，マレーシアおよびタイは輸

入超過であるが，その入超額が急速に縮小し，アジアNIEsの後を追いかけ，

着実に力をもち始めている。

次に，コンピュータ周辺機器の輸出額をみることにする。ここでコンピュー

タ周辺機器とは，プリンター，ディスプレイ，ディスクドライブを指す。その

輸出額の順位（1988年）は日本，アメリカ，台湾，シンガポール，イギリス，フ

ランス，旧西ドイツおよび韓国の順になっている。図5－－3はRCA指数による

コンピュータ周辺機器の輸出競争力の重層的追跡を示している。そのうち，先

進国のアメリカ，イギリス，フランスおよび旧西ドイツのRCA指数は低下し

ており，日本およびアジアNIEs諸国のシンガポール，台湾，韓国のRCA指

数は上昇している。東南アジア諸国のフィリピン，タイおよびマレーシアはア

ジアNIEsに匹敵する力が無いが，着実に力をもち始めたことを軽視すること

はできない。

図5－4は日台のパソコン生産台数の推移であり，台湾のパソコン生産台数は

日本の生産台数を超えたことがわかる。そして，1994年の台湾のパソコン生産

台数は514万7，000台で，世界の総生産台数の約10％を占めている。しかし，こ

れは完成品の台数であり，パソコンの中核部品であるMPUと周辺回路をまと

めたマザーボードの個数でみると，台湾の生産個数は1，152万9，000個で，世界

の80％の比重を握っている。完成品にマザーボードを加えると台湾のパソコン

生産台数（換算台数）は1，700万台に近い。つまり，世界のパソコンの3分の1

以上を占める計算になる13）。また，ノート型パソコンの生産台数（1994年）では

台湾が世界一になっていた。

次に台湾のパソコンの開発について観察する。十数年の経験を積んだことに

よって，台湾のパソコンメーカーの技術は海外の他メ←カーに比べてほとんど

遜色がない（図5－5）。台湾のパソコンメーカーは国際規格と言えるIBM社の

PC（パソコン）に合わせ，新しい製品が発売されるとすぐに互換機を開発する

力をもっている1∠l）。たとえば，インテル社（11－tel）が486SXを販売したときに，

台湾のエイサー（宏碁），マイタック（利通）は同時に486SXシリーズのパソコン

を販売し，8088，80286，80386，386SX，80486および486SXなど完全な製品

シリーズをもつようになった。使用するバス（Bus）はISABus，EISA Busおよ



図5－2　コンピュータ輸旧競争力のRCA指数分析による重層的追跡（1＿983～88年）
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図5－3　コンピュータ周辺機器輸出競争力のRCA指数分析による重層的追跡（1983～88年）

（出所）表5－9に同じ。
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図5－4　日台のパソコン生産台数の推移（1991～94年）

1991　　　　92　　　　　93　　　　　94年

（出所）IDC，通産省機械絞れ　台湾・情報産業協会。

びMCAなどで，台湾で製造されている。

ノート型パソコンについては，台湾電工器材組合の呼び掛けに応じ，工業技

術研究院コンピュータ・通信工業研究所（CCL）の技術開発の協力を得て，企業

数47社の参加によって組織された「ノート型パソコン連盟」がそのプロト・タ

イプの製品を開発し，量産体制に移行した。その後，さらに軽くて薄い，外出

中で使用できるサブノートパソコンを開発するために，第2回連盟を組織する
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ようになった。台湾のパソコン主要メーカーであるエイサー，マイタック，倫

飛，文鎧などが自ら設計したノート型パソコンが有名である。1994年には，台

湾のノート型パソコンの年間生産台数は世界一になっている。

ノート型パソコンはすでに多くのメーカーが製品を販売していた。1990年に

は386SXシリーズに重点を置いていたが，91年には386SLシリーズに重点が移

行した。386SLシリーズの特徴は省エネ・タイプで電池の使用時間を5～6時

間に延長することができ，3．5インチのハードディスク・ドライブ（HDD）を使

用して，機器の厚さを4．4センチ，重さを約2．5キロと軽量化を図っていた。

マルチプロセッサ・システムについては，マイタック，エイサー，文錘など

がインテル（IntelX86）を基礎とするシステムを開発した。そのほかに，コンピ

ュータ・通信研究所，エイサー，マイタックおよびインテル社と対称型マルチ

プロセッサ・システムを開発するよう，五つのASIC（特定用途向け集積回路）

を開発するよう計画している。たとえば，マイタックのMitacシリーズ603型

には最大に四つの80386－25または80486－33のCPUが装着され，その主メモ

リーは8MBRAM（64MBまで拡張が可能），EISABus，SCOUNiX3．2MPX作

業システムを実施することができ，380MBのハードディスク・ドライブ（HDD）

が含まれている。そして，エイサーのAcer－Frame3000MPには四つの

80486／33または80486／55のCPUを装着し，EISABusを採用，主メモリーは

256MBに拡張することができる。そのほかに，文鐘の製品は六つの80486／33

のCPUに拡張することができ，演算速度は100MIPSに達し，300人のユーザ

が同時に使用することができる。

工業技術研究院コンピュータ・通信研究所はインテル社と技術提携を結び，

マルチプロセッサ・システムXA－MPを導入し，エイサーとマイタックはこの

計画に参加した。この計画は二～八つの486／50CPUを開発し，演算能力が45

～180MIPSの対称型マルチプロセッサ・システムを作り上げることにある。

その主な目的はインテル社と共同して80X86の技術と製品の動向に主導的な立

場でMP産業の規格を築くことであり，MPシステムとMPチップ・セットの

開発にょって台湾国内のコンピュータ産業をPCからMPWorkstationへ，さ

らにMPServerに進むことを試みている。この計画の主な作業項目は次のよ

うである。1）五つのASICデバイス（MBC，MC，BIC，BDP，DP）の開発，2）二～
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表5－10　情報産業の重要指標（1985～90年）
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指　　　　　 標 1985 1986 1987 1988 1989 1990

総生産額（100 万米 ドル） 1，260 2，134 3 ，839 5，324 5，484 6，149

寄与度（％） 1．9 2 ．7 3．7 4．2 3．6 3．8

生産額の順位
－ 23 18 13 10 9

輸出額（100万米 ドル） 1，220 2 ，063 3，70 1 5，152 5，244 5，873

輸出寄与度 （％） 3．9 5．2 6 ．9 8 ．5 8 ．1 9．1

輸出額順位 11 7 4 3 3 3

世界の順位 9 7 7 6 6 6

世界のシェア（％） 1．0 1．5 2 ．4 3．1 3．0 3．0

（注）　総生産額とは情報産業の国内総生産緬；寄与度とは台湾のCNPに占める情報産業の生産鱗の割合：生産

額の順位とは台湾の産業生産額に占める摘草勘窒業の服服㌦輸出額とは情報産業の輸出額；輸出寄与度とは台

湾の総楯山に占める情報産業の輸出飴の割合；輸出額の順位とは台湾の産業輸出額に占める情報産業輸出鋲

の順位；世界の順位とは台湾の情報産業生産額が世界の惰報産業に占める順位；世界のシェアとは台湾の情

報産業生産額が世界の情報産業に占める比重を指す。

この表の情報産業はハード製品の集計であり，ソフトを含んでいない。1990年の世界の情報産業（ハード製

品）の結納は約2．000億米ドル。1990年の台湾の数値は行政院主計処の統計資料（1川まで）のデータで推計した。

（出所）資訊工業策進会MICの資料による。

八つのCPU486／50MHzのMPシステム・デバイスの開発，3）MPBIOSの開

発。これらのプロジェクトの主な目的は対称型マルチプロセッサ・システムに

おけるCacheCoherence，ProcessLockingなどの問題を解決することである。

つまり，その設計の結果をパソコンのウェハーとしてASIC（特定用途向けIC）

を作成してこの間題を解決することを試みている。そして，パソコン業者を高

機能のワークステーション（WS），サーバ（Server）の分野に高度化させ，同時に

IC産業とマザーボード業者をシングルプロセッサ・システムからマルチプロ

セッサ・システムへの分野に推進させることである。そうなると台湾のコンゼ

ユータ産業はさらに新しい局面に進むことが予想される。

台湾のコンピュータ産業における1985′一、－′89年の総生産額の年平均増加率は

30％以上であったが，89年には不況の影響を受け4．9％まで低下したが，90年

には12％まで上昇した（表5－10）。1991年には世界経済の不況とパソコン市場の

飽和によって，IBMやコンパック（CONPAQ）など大手企業に赤字が発生し，パ

ソコンの価格が低下した。その影響を受けて，台湾の企業は約10％の成長を保

っているが，利益は低下している。

確かに台湾の製品は世界のパソコン産業にある程度の地位を占めていたが，

半導体の域内自給率が低く（約14％），市場の把握，新製品の開発および抜術の



創造の面ではやや不足である。これも現在の台湾のパソコン企業に残された課

題であると思われる。

現在，台湾のコンピュータ産業はハードウェアでは世界の4大生産国のひと

つとなっているが，依然として多くの課題をもっている。1）製品の技術度合い

が高くない。主な製品はIBM互換機とその周辺機器である。ハードディス

ク・ドライブ（HDD），CD－ROMドライブ，ワークステーション（WS），サーバ

（Server）などについて，技術不足がみられる。2）重要部品の国産化ができない。

コンピュータで使用しているCPU，DRAM，SRAM，GraphicController，LCD，

モニターの高画質ブラウン管，CD－ROMドライブのモーターなどは輸入に依

存している。これらの重要部品は製品コストの大部分を占めており，台湾の企

業はわずかな組立費用しか稼いでいない。3）ハードウェアとソフトウェアの発

展がアンバランスである。台湾のハードウェアの生産量は大きいが，ソフトウ

ェアの分野では応用ソフト以外は遅れている。近年，知的所有権が次第に注目

されるようになったが，台湾企業のソフトへの投資は依然として少ない。これ

からはソフトウェアの発展潜在力はハードウェアよりも大きいと思われる。特

に，ソフトウェアの場合，高付加価値，無公害，空間をとらないなどの特徴を

もっていて，これからの台湾の発展に適していると考えられる。

今後，世界のコンピュータ産業の発展趨勢には次のことが考えられる。コン

ピュータの市場は開放型システムに向かい，ハードウェアの競争からシステム

のソフトウェアの競争へと変化する。技術面ではマルチメディア技術および分

散型計算技術への開発研究が重視されるようになる。製品は軽薄短小に向かい，

価格・性能比（コストパフォーマンス）を追求するようになる。この潮流に乗っ

て，台湾の企業が市場の動向を把握，投資を絶えず投入し，技術の高度化を目

指すならば国際競争に生き残ることができるだろう。

おわりに

1993年の情報産業の規模で台湾は世界で6位，94年はアメリカ，日本，ドイ

ツに次いで4位。そして，95年内にドイツを抜いて3位となることが予想され

る。パソコンをはじめとする台湾の情報産業における1994年の生産額は115億
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表5－11台湾，日本とアメリカのハイテク分野の能力

台　　 湾 日　　 本 アメリカ

デスクトップ型パソコン ◎ ○ ◎

ノート型パソコン ○ ◎ △

マザーボード ◎ ○ △

ソフト △ × ◎

液晶ディスプレイ △ ◎ ×
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く注）　競争力の高い順位に◎○△×で示した。r日経ビジネス」の推定。

（出所）r日経ビジネスJ1995年2月27日号，日経BP社。

7，900米ドル（約1兆1，500億円）に達し，台湾のGNPの4～5％を占めるに至っ

ており，世界のパソコンの3分の1を製造している。また，1994年の台湾のパ

ソコン生産台数は514万7，000台で，世界の総生産台数4，850万台（94年，IDC予

想）の約10％を占めている。MPUと周辺回路をまとめたらザーボ←ドの生産個

数は1，152万9，000個で，世界の80％の比重を占めるようになる。完成品にマ

ザーボードを加えると台湾のパソコン生産台数（換算台数）は1，700万台に近い。

つまり，世界のパソコンの3分の1以上を占めることになる。ノート型パソコ

ンの生産台数（1994年）では台湾が世界一になっていた。表5－11は『日経ビジ

ネス』の推定による台湾，日本およびアメリカのハイテク技術力の比較である。

同表からも観察できるように，台湾はデスクトップ型パソコンとマザーボード

に競争力をもっていることがわかる15）。

台湾のパソコン産業の発展安臥ま，次のように考えられる16）。一つは台湾の

パソコン産業の技術水準が世界の技術水準に達したこと。この技術は主として

アメリカに留学した元留学生がもち帰った技術および外国からの技術移転であ

る。1970年代にアメリカに留学した台湾の留学生が，帰国せずにアメリカの大

学，IBMやインテル，デュポン社などに在職し，設計や開発に従事していた。

1970年代末に新竹科学工業園区が完成するや，彼らは台湾に帰り，家族や大学

の友人が設けた新しい企業に協力するようになった。また，アメリカの企業に

在職した科学者も，台湾のクラスメートに下請協力を依頼した17）。第2に，工

業のインフラ整備があげられる。台北市から新竹科学工業園区までの100キロ

の間に3，000社の協力企業があり，部品が入りやすい。第3に，組立技術力の

高さ。アメリカで最新のMPUが開発されると，その技術を使って世界のどこ

よりも早く製品化できることを台湾のパソコン企業は証明した。
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表5－12　台湾における電子・情報産業の技術水準評価

技術の
種 類

項　　　　 目 先進国の水準 台湾の水準
評価 （遅
れ年数）

電

子

産

業

技

術

製
【コ
ロロ

1）D R A M 4M ビッ トD R A M の量 産 1M ビッ トD R A M の試作 3

2）】S D N　デ ジタル電話機 多機能型 基本型 2

3）モ デム （変複調 器） V ．32 9600bp s の性能 V ．32 9600bP S の性 能 0．5

4）フ ァクシ ミリ G 4型多機能化 G 3型の組立 4

の
製
5）消費用デ ジタル電子製

。

製品が多 く，機 能が良い 組立製造 ，R＆D が開始 3

造 ロロ
6）A S IC ゲー ト ・ア レイ 100K ゲー トの設計 能力 15K ゲー トの設計能力 3

7）パ ソコン 高性能パ ソコンの量産 高性能パ ソコンの量 産 0．3

8）ワー クステー シ ョン 量産化 設計 開発 2

研
究
と
開
発

1）IC 半導体 のプロセス

技術

2）G aA S のプロセス技術

0．5 〃m の技術力 0．8 ／Jm の技術力 3

実用化 （d iscrete か ら IC
ゐ部品）

研究開発が完成

d iscrete 部 品の開発 3

3）lSD N U の IC 開発 中 4

4）映像圧縮デ ジタル技術 国際規格 に合 う IC が シ

ステムに応 用
静態 タイプの製品が ある

開発 中 3

5）テ レビ電話 開発 中 3
6）電訳 機 （silico n conl－

piler）
7）マ ルチ プロセ ッサー技

術

8）自動車用 携帯電話

多 くの製品が市販 され る 開発 中 3

実用性が高い 開発 中、実力 をもつ 3

電話機 とシステムを完成 開発 中 4

情

報

産

業

技

術

製
ロ
ロロ

1）パ ソコン P C　80486 P C　80486 0
2）ワークステー シ ョン 50M IPS 10M IPS 2

3）高解像度モニ ターー 1600 ×1280 解像度 1280 ×ユ024解像度 2
4）フ ァクシ ミリ G 4　F A X G 3　F A X 3

の
製
5）ハ ー ドデ ィス ク ・ドラ

イブ（H D D ）

6）交換機

150M B 80M B 2

造
lS D N P B X lO OO回線 IS D N P B X 300 回線 3

7）ソフ ト 大型 コンピュータ用 パ ソコン用 5
8）自動翻訳 システム 90％ の正確率 70％ の正確率 4

研
究

1）ワークステー ション

2）L C D

スーパー製図用 ワークス 基本型 ワー クステーシ ョ 3

4

テーシ ョンを開発 ンの開発

薄型 L C D T N 型 L C D

3）C D －R O M 書換 え型 C D －R O M 読み取 り型 C D －R O M 3

4）ミニ コン 1000　M IP S 30　M IP S 3

と
開
発

5）コンピュー タ ・応用製

。

ロボ ッ ト ロボ ットのアーム 5

ロロ
6）高品位テ レビ（H D T V ） 規格が確定 研究中 8

7）c A SE 大型 システム ワー クステーシ ョンとパ

ソコン

エ キスパ ー ト システム

5

8）人工知能 多機能 に応用 5

（注）＋1990年3月時点。評価欄の数字は台湾の水準が先進国水準に遅れている年数（年）を示している。

（出所）工業技術研究院電子工業研究所の章育駒所長と財団法人資訊二l二葉策進会の何宜慈執行長の提供による。
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最後に，表5－12の台湾における電子・情報産業の技術水準評価をみること

にするが，この評価は1990年頃のデータであることを断っておく。それは今日

の技術進歩が早く，半年刻みで技術が進歩し，パソコンの性能が向上し，価格

は急速に低下するからである。電子技術については，先進国の水準は4Mビッ

ト（今日は16Mビット）DRAMの量産化に達し，台湾の製造水準は1Mビット

（1990年頃）DRAMの試作に達している（現在は4Mビットの量産化，1997年に

16Mビットの量産化予定）。技術評価としては，このDRAMの製造技術では台

湾が3年間の遅れをとっている。そのほかの電子技術製品の製造についてみる

と，ISDNデジタル電話機は2年間の遅れ，モデムは半年間の遅れ，ファクシ

ミリは4年間の遅れ，民生用デジタル電子製品は3年間の遅れ，ASICゲー

ト・アレイは3年間の遅れ，パソコンは先進国の水準にほぼ同等で，0．3年間

の遅れ，ワークステーションは2年間の遅れである。情報技術製品の製造につ

いてみると，先進国の水準にほほ同等で，遅れをとらないのがパソコンである。

ワークステーション，高解像度モニターおよびハードディスク・ドライブ

（HDD）は2年間の遅れ，ファクシミリと交換機は3年間の遅れ，自動翻訳シス

テムは4年間の遅れ，ソフトは5年間の遅れである。これら電子技術製品の製

造と情報技術製品の製造の項目には重複している製品がある。これは各分野の

専門家が異なった視点から台湾の電子・情報産業を評価したことであり，した

がって評価については1年以内の遅れの差異があるがそれほど大差はない。さ

らに，電子技術製品の製造と情報技術製品の製造からみると，台湾の製造技術

は先進国と比べておよそ0～5年間の遅れのようである。そして，電子技術と

情報技術の研究・開発からみると，台湾は先進国のそれに比べておよそ3～8

年間の遅れのようである。つまり，台湾のコンピュータ・半導体産業は日米に

遅れをとっているが，日米の科学技術に追従し，二番手をとり，「上昇気流」

に乗っている姿がみられる。確かに，産業発展の初期段階において台湾は先進

国に技術を依存してきたが，次第にその技術を「体内」に蓄積し，「情報産業

中進国」という情報産業世界第3位の地位を築きあげてきた。コンピュータ・

半導体産業からも台湾のサクセス物語をみることができた。

1）本書の第2章と第3章を参考せよ。その他に，劉進慶「台湾の電子産業と日本企
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業の進出」（佐々木隆雄・絵所秀紀編『日本電子産業の海外進出』法政大学出版局，

1987年）：島田克美『東アジアと台湾の経済：政府，市場，組織・ネットワ｝クの役

割』草丈社，ユ994年；隅谷三富男・劉進慶・徐照彦『台湾の経済：典型NIEsの光

と影』東京大学Jll版会，1992年。

2）行政院国家科学委員会『中華民国科学技術統計要覧』1991年版，台北；行政院国

家科学委員会『中華民国科学技術年鑑』各年，台北。

3）F中華民国台湾地区工廠校正営運調査報告』1989年版。

4）粛峯雄「新台幣，日凰大幅升備後之中・目対外貿易発展」（『自由中国之工業』第

82巻第5期，行政院経済建設委員会，1994年日月）。

5）粛峯雄「従市場進入障擬探討台湾高科技産業発展策略：横倍電路（IC）産業之個案

研究」（『自由中国之工業』第83巻第3期，1995年3月）。

6）通商産業省電子産業中期展望懇談会技術予測分科会編『90年代の電子技術予測』

工業調査会，1989年10月。

7）F日本経済新聞』1995年10月4日札1995年10月9日付。

8）F日本経済新聞』1995年3月10日付，『日刊工業新聞』1995年4月17日付。

9）F日本経済新聞』1994年11月13日付。

10）F日本貿易月表』大蔵省，各年版；『国際需要統計』日本機械輸出組合，各年版

および各国の統計資料，表5－9の出所を参照。

11）vernon．R・，“internationaHnvestmentandInternatiqnalTradeinProductCycle．，．

Quaγleゆjouγ”alqlEcorzomics，Vol．80，May1966．

12）Balassa，B．，“Trade Liberalization alld・Revealed Comparative Advantage，”The

財α71C毎skγScJW〆Ec抑0〃ltCSdれdSodbgSMdteS，Voi．33，May1965．同指数を使った

分析例は，松本和幸・花崎正晴『目・米・アジアNIEsの国際競争力』東洋経済新

報社，1989年；渡辺利夫監修『アジア産業革命の時代』日本貿易振興会，1989年；

渡辺利夫・梶原弘和・高中公男『アジア相互依存の時代』有斐閣，1991年。

13）F日経ビジネス』1995年2月27日号。

14）F我国科技産業発展之歴程研討会記念論文集』；『中華民国資訊電子工業年鑑』

1994年版，台湾経済研究院，1994年7月，台北。

15）F日経ビジネス』1995年2月27日号。

16）台北市コンピュータ同業協会理事長の候清雄（マイタック副会長）のインタビ

ューによる。F日経ビジネス』1995年2月27日号。

17）vogel，Ezra F．．TheFburLittleDragons．Harvard University Press，Cambridge，

1993（渡辺利夫訳Fアジア四小龍：いかにして今日を築いたか』中公新書，1993年，

第2章，54～55ページ）；F日本経済新聞』1996年1月6日，13日，20日付。
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第6章　経済発展と労働市場構造
叫1966～68年転換点説－

はじめに

戟後台湾の工業化は，要素価格体系に大きく歪みをもたらした保護主義的な

輸入代替工業化のもとで実行されてきた。この輸入代替工業化は，資本集約的

かつ労働節約的な生産方法に偏して，資源配分に歪みをもたらした。この事実

に鑑みて1960年代の初期からは市場の自由化と輸出促進とを盛り込んだ輸出志

向工業化が採用されるにいたった。輸出志向工業化政策とは，労働集約的かつ

資本節約的な生産方法を採用し，優秀かつ安い賃金の労働力を用いて製造した

最終財を輸出することを目指し，かかる輸出工業部門を経済成長のリーディン

グ・セクターとしようというものであったD。この工業化における著しい特徴

は，強力な労働雇用の吸収力であった。本章は，台湾の工業化がこの高い雇用

吸収力のもとに，労働市場構造にどのような変化を与えてきたのか，また，そ

の構造変化は貸金格差および所得分配にどのような変化をもたらしたかを明ら

かにしようというものである。加えて，その労働市場の変化過程で，台湾はル

イス・タイプの「転換点」を通過したか否かにも関心を寄せる。

本草は次のように展開される。まず，台湾の労働市場における貸金構造の変

化を観察し，実質賃金はいつごろ急激な上昇を開始したのか，景気変動と賃金

との間にはどんな変化がみられるのか，などを検証する（第Ⅰ節）。次に，農業

従事者の工業部門への移動に伴い，労働市場は次第に労働力の供給が逼迫し，

農業の実質貸金はある時点以降から上昇を始める。農業の労働限界生産性もほ

ぼ同じ時期に上昇を開始する。この両者にはどんな関係がみられるのか。農家

の交易条件にはどんな変化が起きたのかを観察する（第Ⅲ節）。これらの論理的
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図6－1農業実質貸金の推移（1952～79年）（3年移動平均，1976年価格）

（台湾元／日）

200

1952　　　55　　　　　　　60　　　　　　　65 70　　　　　　75　　　　79年

（注）　1）日雇い実質貸金は消費者物価指数でデフレートした。

2）女子日雇い貸金は，1975年以前の資料が軽いので，まず，1976～79年の平均値を計算し，この期間にお

いて女子貸金が男女賃金に占める比重を求め，これにより1952～75年を推計した。

3）男女平均日雇い貸金は男女賃金を単純平均で計算した。

（出所）行政院経済建設委貝会人力規劉小組編r中華民国台湾地院農業屍二l二工賓統計（1961～69年）j台北；台湾省

政府主計処編F台湾省農民所得所付物価統計月報J各月号；F台湾省物価統計月報J各月号。

帰結として，台湾経済が1960年代後半のある時点に「転換点」を通過したので

はないかと推測される。最後に，台湾経済が転換点を通過したことによって，

賃金格差，経営規模別農家余剰の格差および所得分配の構造にどんな変化がも

たらされたのかをみてみたい（第Ⅲ節）。

Ⅰ　賃金変化の趨勢

一国の労働市場構造の変化は，さまざまな労働範時のうちもっとも限界的な

労働者の賃金変化のなかによく反映される。限界労働者として何を取り上げる

かについては，さまざまな議論があるが，まず，最初に農業日雇い労働者の賃

金でそれを代表させる。

日雇い労働者は，『台湾農民収入・支出統計月報』，『台湾省物価統計月報』

および『台湾農業労働者賃金統計1961～79年』から求めた2）。

これらのデータにもとづき，消費者物価指数でデフレートした日雇い男女別

実質賃金の長期的趨勢を描いてみたものが図6－1である。図からわかるように，

戦後台湾農業の実質賃金には，1960年代後半から急速な上昇傾向が現れた。特
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図6－2　GNPの成長率による景気波動（1952～80年）（1976年価格）

129
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（注）　pは景気波動の此　Tは谷を示す。

（出所）Couneil for Economic PlanEling and Development：Exeeutive Yean，Republic of China．

7’α山uIi∫JdH∫〃化J仇山β00鬼79gJより作成。

に1966～68年を境に，その上昇が顕著になっていることがわかる。1960年代後

半の時期（1964，66，68，70年）の以前と以後をLn山＝α十両LIlは自然対

数，両は実質賃金，Jは年次）で比較して，わの増加倍率を求めた結果，64年

（0．0321→0．0750）は2．34倍，66年（0．0305→0．0783）は2．567倍，68年（0．0304→

0．0781）は2．569倍，70年（0．0334→0．0764）は2．29倍となった。そのうち，1966

～68年の増加倍率（勾配）がもっとも高い。

ところで，実質賃金の上昇と経済の景気変動との間にはなんらかの関係があ

ると思われる。なぜなら古典学派の「賃金の生存費説」によれば，実質賃金は

「制度的賃金」によって決定されるので，景気の上昇期には実質賃金は景気に

乗って上昇し，下降期には実質賃金はそれほどの変化がみられない。一方，新

古典学派の「賃金の限界生産性説」によれば，実質賃金は限界生産性によって

決定されるがゆえに，実質賃金と景気変動とは関係がなく，景気の下降期にも

実質貸金は上昇すると考えられる。こうした観点から，賃金と景気循環との関

係についてみてみる。

GNPの長期的趨勢の変化から景気波動をみたのが図6－2であり，さらに農

業日雇い実質賃金を景気変動の測定年次に合わせて，その年平均増加率を求め

たのが表6－1である。同表にあげた山と谷との間の増加率測定値からわかるよ

うに，景気下降期の1952～56年と1964（一66年の賃金年平均増加率はともに低く，

上昇期の1956～64年および＿1966～72年の貸金年平均増加率はともに高い。景気
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表6－1農業の日雇い実質貸金の増加率（1952～79年）（3年移動平均）

山 か ら谷 へ 山 か ら山 へ

a b a b

1．15 － 巨 25

－4 ．11 －

3 ．52 2 ．5 1 i 8 ・2 2
8 ．3 1

9 ．1 5

9 ．1 4 9 ．7 5

1 4 ．7 6 9 ．60 巨 7 5

5 ．6 0 7 ．4 9

1　 9 ・15 1 1 ．4 8
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（出所）図6－1の嚢料から作成。なお，aは名目貸金を消費者物価指数（1976年価格）でデフレートしたもの，bは

名目貸金を農民支払物価指数（1976年価格）でデフレートしたもの。

波動の上昇期である1966～72年の9％と1974～78年の5～7％は，1956～64年

の増加率（4％）よりも高く，下降期の1972～74年の9～15％と1978～79年の9～

11％は，1952～56年および1964～66年の増加率（それぞれ1％，2～3％）よりは

るかに高い。このように1966年以降では，農業実質賃金の増加率には大きく変

化がみられた。

次に，景気波動の山と山との間の年平均増加率によれば，1952～64年は

3．25％であるが，1964～72年はその2倍以上の8．22％，1972～78年はその3倍

以上の9～10％になっている。また，（3）欄の谷と谷との間をみても，1956～

66年の年平均増加率は4．25％であるが，1966～74年は12～13％および1974～79

年は6～9％と，実質賃金は1960年代後半から急速に上昇したことがわかる。農

業賃金の変化過程で観察された事実は製造業にも同じようにみられる。

製造業常勤従業員については，職員（管理職，技師等）と職工（その他労働者）

の大雑把な2分類がなされるが，『工商業センサス』（1976年版）によれば職工

の年平均賃金は職員のそれの57％である3）。このデータには女子従業員の賃金

が含まれていないが，全紡績業労働者のうち女子労働者は70％を占めているの

で，紡績業職工の賃金を女子労働者の賃金として仮定した。そこで，工業部門

におけるもっとも限界的な労働者の賃金変化を観察するのに，職工の平均賃金

および紡績業職工の賃金を代表させることにした。図6－3はこれらの賃金の推

移である。『労働統計年報』や『製造業賃金統計』によれば，月雇い実質賃金

の年平均増加率については，1966年以降（平均8．7～14．5％）はそれ以前（平均
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図6－3　製造業の月雇い実質賃金の推移（1952～79年）（3年移動平均，1976年価格）

（1，000台清元／月）
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1

1952　　55　　　　　60　　　　　65　　　　　70　　　　　75　　　　79年

地所）経済設計委員会綜合計劉処編r中華民国台湾地区製造業薪資統計之調整」（1952年第1凹半期～1976年

第4匹津別），台北：行政院主封処編r中華民国労工統計年報」台北，各年版。

3．3～4．3％）の2～4倍の増加率である。また，LLは山との間の増加率（4．0％→

11．9～13．9％）および谷と谷との間の増加率（4．3％→12．6～14．9％）はともに約

3倍の増加となっている4）。

かくして，第1に，1966年以前の農業日雇いおよび製造業月雇い実質賃金の

増加率は景気変動と同様の動きをみせ，上昇期には大きく，下降期には小さい。

第2に，1966年以降の実質賃金は，景気変動と無関係に上昇傾向がみられ，し

かも年平均増加率も66年以降はそれ以前よりも高いことが理解される。このこ

とは，1960年代前半までの台湾経済は古典学派の「賃金の生存費説＿」があては

まるが，その年代の後半からは新古典学派の「賃金の限界生産性説」で説明し

うるという仮説を提起したい。それは，1960年代後半から台湾の労働市場は労

働不足基調に入り，それによって賃金が急速に上昇したことを示唆している。

Ⅲ　転換点の確認

上述してきた事実は，台湾経済の「転換点」が1960年代の後半に発生したこ

とを予想させる5）。この予想を確認するために，農業の労働限界生産性と農業

の実質賃金との関係からこの仮説をさらに明らかにしておきたい。

図6－4は農業生産関数の労働生産弾力性（可をもとにして農業の労働限界生

産性（MPL）を推測し，それと農業の実貿貸金（Wr）の相関をみたものである6）。
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図6－4　農業の労働限界生産性と実質貸金の相関（1953～78年）

（1，000台湾元／隼）

農
業
の
実
質
賃
金
勒（

10　　　　20　　　　30　　　　40　　　　50（1，000台湾元／年）

農業の労働限界生産性（MPL）一一　　■　　‾1＞

（出所）台湾省政府農林磨F台湾農家記脹報告J各年版；F台湾農業生産統計j各月版；行政院主計処F中華民国国

民所得J各年版。

1953～67年の農業の実質賃金と労働限界生産性の回帰式は，

Wr＝10．716＋0．216MPL

（10．14）（1．62）　ガZ＝0．167　F値＝2．612

である。これは相関関係（決定係数）は弱く，統計的には有意でない。この時期

の実質賃金（Wr）は生存水準（SL）の「制度的賃金」（CIW）によって決定され，

古典学派の「賃金の生存費説」を説明する［MPL＜Wr＝CIW］の関係式が成

立することを示唆する。つまり，この時期はルイス・タイプの無制限労働供給

の段階に位置することを意味する7）。

続いて，1960年代後半以降（1968～78年），農業の労働限界生産性と実質賃金

の回帰式は，

Wr＝－13．697＋0．983MPL

（3．11）（9．23）斤2＝0．904　F値＝85．1
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図6－5　農家の交易条件（1961～80年）（3年移動平均，1976年を100とする指数）
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1961　　　　　　65

（出所）図6－2に同じ。

である。これは強い相関関係があることを意味している。そして，統計的に有

意である。この時期に農業の実質賃金は制度的賃金から，農業の労働限界生産

性によって決定される段階へと変化したのである。つまり，この時期には，新

古典学派の「貸金の限界生産性説」で説明する［MPL≧Wr＞CIW］の関係式

が成り立ったことを示唆する。

製造業の雇用誘発によって，農業から大量の労働力が流出して農業賃金が上

昇する。その一一万では，農家人口の減少に伴う農業機械の導入や農作物の高収

量品種の導入などによって，限界生産性は上昇し続けたという事実が，こうし

た分析結果の背後安国である。また，従来一貫して実施されてきた6年削義務

教育が1968年に9年制義務教育へと延長され，労働力供給が減少したこともそ

の一因であろう。

転換点を通過すると，農家の交易条件は有利化すると考えられている。農家

購入物価指数（P111）はト主として工業部門が作りととけ工業消費財や農業投入財

などの総合物価指数であり，農家販売物価指数（PX）は，農家が供給する農産

物総合物価指数である。図（ト5から1960年代後半以降，農家の交易条件

（Px／Pm）が有利化へ向かい，しかもその傾向が定着していることに注目したい。

労働市場の構造変化は労働需給バランスからも観察できる。図6－6の求人求

職者数の推移からみられるように，有効求人者数は1960年代後半になって有効

求職者数を超えて，1970年代に入っても労働供給側の有利化傾向が定着してい
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図6－6　求人・求職者数の推移（1964～77年）
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（出所）r中華民国労工統計年報J1978年版。

72　　　74　　　76　77　年

ることがわかる。男女別の有効求人者数および求職者数の分類は1970年から始

まっているが，この時期にはすでに女子の有効求人者数は同じ女子の有効求職

者数を超えている。一方，1972年以降になって，男子の有効求人者数は同時期

の有効求職者数を凌駕し，その後も売手側の有利化傾向が続いている。
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過剰労働経済から労働不足経済への移行という上述してきた事実の帰結は，

貸金格差，農家余剰の格差および所得分配の構造にどんな影響を与えたのか。

熟練度別賃金格差の分析から始めよう。

労働力を熟練度によって未熟練労働者，半熟練労働者，熟練労働者と技術・

事務管理職の四つに分類し，その相互間の貸金格差をみる8）。統計資料として

は1966年版，71年版および76年版の『工商業センサス』のデータがあるが，66

年の賃金分類には労働者と技術・事務管理職の2項目しかないので，表6－2の

66年は2項目，71年および76年は4項目を示している。同表にみられるように，

熟練度がもっとも高い技術・事務管理職の賃金を100とした場合，他の範晴の

労働者賃金は1971年から76年にかけて，未熟繰労働者は10ポイント貸金格差が

縮小（41％→51％）し，半熟練労働者の場合は11ポイント賃金格差が縮小（46％

→57％）したことがわかる。

企業規模別賃金格差については，毎年の統計が得られないが，『工商業セン

サス』から1966，71，76年の3時点，それに『1980年職業別賃金調査報告』の

1時点の資料を加えて，4時点のおおまかな時系列分析を行うことができる9）。

図6－7は，それらの資料を用いて作成された規模別賃金格差を示している。

同園は，500人以上の大規模企業における賃金を100とした場合，500人以下

の各規模別企業の賃金を示している。これによると，1966年において9人以下

表6－2　製造業熟練程度別貸金格差（1966，7上76年）
（単位：％）

19 6 6 19 7 1 19 7 6

未 熟 練 労 働 者 ‡ （票 ） 4 1 5 1

半 熟 練 労 働 者 4 6 5 7

熟 練 労 働 者 5 9 7 0

管 理 職 10 0 10 0 10 0

（注）1）場所レベルによる熟練度別貸金。i摘i。

2）技術・事務管理職の貸金を100とする。

3）1966年の数字は平均である。カツコ内の数字は，支払い税金額の比率，48は現金・緑祉手当を含む比率こ

（出所）行政院台閣地区工商業普査委員会r中華民国台閑地甚工商業普査報告J第3巻．台北，1966年版．1971年

版，1976年版。
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図6－7　製造業規模別貸金格差（1966，71，76，80年）（500人以上規模企業＝100）

1966　　　　　　　　　　71　　　　　　　　　　76　　　　　　　　80年

（出所）表6－2の資料：行政院主計処r中華民国69年台湾地置各業職業別調査報告J台北，1980年，98
ページ，378ペーソ。

の零細企業と10～99人の中小企業の賃金は最大規模500人以上のそれの60％以

下であったが，1980年にその両者は85％以上に上昇した。規模100～499人の企

業は，ユ966年の65％から80年の88％へ，23ポイントの上昇を示した。1966年以

降，規模別賃金格差は前述の熟練別賃金格差と同じように確実に縮小したこと

がわかる。ちなみに，日本と韓国の製造業規模別賃金格差は，それぞjt1960年

代初期と70～73年に縮小した10）。

次に業種別賃金格差として製造業のうち最高賃金を支払っている産業はより

資本集約的・技術集約的産業であり，他方，最低賃金を支払っているのはより

労働集約的産業である。それによって，付加価値の大きさが賃金に反映される

のは当然であろう。

前掲の『製造業賃金統計』によると，最高貸金は石油関連の製造業賃金で，

最低賃金は皮革産業と紡績産業の賃金である。この最高賃金と最低賃金の賃金

倍率を求め，その推移を示したのが図6－8である。これによると，賃金倍率は

1950年代から拡大の傾向を示し，60年代初期に格差は2～2．5倍まで拡大し，

きちに66～67年には3．5倍という賃金格差の「最大不平等点」に達した。停滞

期経済における所得分配は比較的平等であるが，経済発展の開始とともも三分配

は不平等化に向かう。さらに，高度の経済発展水準にいたっては再び平等化す

るというS．クズネッツの「逆U字型カーブ」の所得分配の趨勢を，この図か

らも読み取ることができる11）。逆U字型カーブからみた最大不平等点を超え

る時点と本章で求めた転換点の時期とは，一致している。
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図6－8　最高貸金と最低賃金の職工貸金格差の推移（1953～79年）（3年移動平均）

（倍率）
4．0

3．0

2．0

1．0

1953　55　　　　　　60　　　　　65　　　　　70　　　　　75　　　　79年

（出所）図6－6に同じ，各年版。

表6檜3　公企業と私企業の資本・総生産・付加価値比率（1976年）
（単位：％）

公　 企　 業
私　　 企　　 業

平　　 均
会 社 組 織 非 会 社 組 織

1 企 業 当 た りの 資 本 比 率 2 2 ，9 3 9 2 0 4 0 ．0 0 6 10 0

1 企 業 当 た りの 総 生 産 比 率 1 1 ，4 4 3 2 3 8 12 10 0

1 企 業 当 た りの 付 加 価 値 比 率 1 5 ，0 16 2 2 7 1 1 10 0

労 働 生 産 性 比 率 2 10 9 8 5 8 1 0 0

労 働 付 加 価 値 生 産 性 比 2 7 6 9 3 5 2 10 0

1 人 当 た り賃 金 比 15 0 10 0 7 2 1 0 0

（出所）表6－2に同じ．2～3ページ。

続いて，公企業と私企業との間の賃金格差の分析に移ることにする。まず，

表6－3は公企業と私企業とを資本比率，生産比率，付加価値比率，労働生産性

比，労働付加価値生産比，賃金比率などについて比較したものであを上　公企業

（国営・公営）はいずれの項目においても私企業（民営）のそれよりも高いことが

わかる。したがって，公企業の大部分は大企業であり，私企業は多数の零細企

業から成り立つ，と考えられる。

そこで，公企業と私企業の代表的産業として，『台湾1979年統計要覧』の分

類から，前者に煙草業，後者に皮革業を選んだ12）。その理由は，台湾の煙草業

は100％国営資本の煙草・酒専売公社による独占企業であり，しかも『工商業

センサス』（1976年版）の分類によれば，煙草業は従業員100人以上の猿人規模

の企業によって構成されている。また，皮革業はまったく民間企業のみによっ

て構成され，製造業の最低賃金業種である。同じ『工商業センサス』によれば，

皮革業小分類の従業員9人以下の企業のうち，「皮革整製業」は56％，「毛皮・
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図6－9　製造業公企業・私企業別職工貸金格差の推移（1953～79年）（3年移動平均）

1953　55　　　　　60　　　　　　65　　　　　　70　　　　　75　　　　79年

（注）　私企業（皮革業）職工貸金に対する公企業（煙草業）戟工貸金の倍率。

（出所）図6－6に同じ，各年版。

同製品業」は5295，「靴類業」は74％，「その他」は46％を占めている。私企業

の代表として，皮革業を選んだのは同業種がもっとも限界的な労働者の賃金を

反映する伝統的零細産業だからである。

図6－9は，公企業と私企業との賃金格差の推移を賃金倍率によって示してい

る。1950年代から公企業と私企業との間の賃金格差は拡大し始めていて，1967

年前後に最大不平等点に到達したことがわかる。この現象を捉えて，劉進慶教

授は台湾の経済構造を「公業と私業の二重経済論」として特徴づけていた13）。

劉教授は，台湾労働市場について公企業は戦前の植民地政府が経営する企業を

そのまま受け継いだものであり，私企業は伝統的零細産業によって構成されて

きたので，公企業と私企業の格差は必然的に拡大すると力説していた。しかし，

同教授の分析時期は1945～65年であり，当時の状況はまさに無制限労働供給の

段階の現象であった。貸金倍率は1967～68年の「最大不平等点」のピークを超

えると，その二重構造は解消へ向かっているのである。同国からも，逆U字

型カーブを見出すことができる。

賃金によって所得が決定されるならば，賃金格差の縮小は当然所得格差の縮

小となって現れると考えられる。ここでは学歴別，年齢別，男女別年齢別，都

市部・郡部・農村部別の所得分配，さらに農業部門の農家余剰の格差にどんな

分配構造の変化を起こしたか議論をする14）。

過剰労働供給の時期における労働供給源の大部分は教育程度が比較的低い労

働人口である。表6－4は大学卒業学歴者の所得を100としたときの各学歴別の
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（単位：％）

学 歴 別 1 9 6 4 1 9 6 6 1 9 6 8 1 9 7 0
＿1 9 7 2

1 9 7 4 1 9 7 6 1 9 7 8 1 9 8 0

小 学 教 育 2 6 2 5 3 2 3 0 3 7 3 8 5 4 5 4 5 5

中 学 教 育 5 1 4 4 5 4 5 0 5 2 4 7 5 4 5 7 5 8

高 校 教 育 6 8 6 0 7 3 6 9 6 7 6 8 6 8 6 8 6 7

短 大 ・専 門 教 育 7 4 7 5 1 0 5 2） 8 1 8 0 7 6 8 0 8 1 8 2

大 学 教 育 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

（注）　1）大学教育学歴の所得を100としたときの比率。

2）原資料でこうなっている。誤植か。

（山所）行政院主計処r中華民国台湾地区個人所得分配調査報告」台北，各年版。

表6－5　年齢別所得格差の推移（1964～79年）
（単位：％）

1 9 6 4 1 9 6 6 1 9 6 8 1 9 7 0 1 9 7 2 1 9 7 4 1 9 7 6 1 9 7 8 1 9 7 9

平　 均 8 0 7 2 7 6 7 8 7 4 8 0 8 6 8 6 9 1

2 5 歳 以 下 4 2 3 6 3 6 4 1 3 9 4 5 4 8 5 0 5 5

2 5 ～ 4 4 歳 9 0 7 8 8 7 9 0 8 1 8 9 9 7 9 5 9 9

4 5 〝 5 9 歳 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

6 0 歳 以 上 1 0 6 7 7 8 6 9 4 8 8 1 0 0 7 6 7 4 7 4

（注）　45～59歳年齢層の所得を100としたときの各年齢層の比率。

（出所）表6－4に同じ。

比率である。1964年にはノ小学卒業学歴者の所得比率は26％であったが，80年に

は55％まで上昇した。特に，1966年から68年にかけて小学卒業者，中学卒業者

および高校卒業者の所得上昇が著しい。学歴別所得格差の縮小時期は，転換点

の時期と一致している。

次に，表6－5により年齢別所得格差をみるが，ここでは45～59歳の中年・熟

年層の所得を100とした場合，その他の年齢層の所得を求めたものである。こ

の表から，25歳以下の年齢階層，25～44歳の年齢階層および平均の所得格差が

1966年以降，縮小していることがわかる。

さらに，図6－10は男女別年齢別の所得格差である。女子労働力の雇用は景

気変動に影響されやすく，したがって，労働の過剰供給期の男女間の所得格差

は拡大しやすいが，労働供給の不足期に入るとその格差は縮小すると考えられ

る。同園は男子の所得が100のとき，女子の所得が占める所得比準を表してい

るものである。1968年以前において年齢層別男女間の所得格差は拡大する傾向
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図6－10　男女別年齢別所得格差の推移（1964～79年）

〔Ⅰ〕25歳以下

〔1Ⅰ〕 25～44歳
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（出所）表6－4に同じ。

がみられたが，68年以降は確実に縮小している。

また，表6－6は地域別所得格差を都市部・郡部・農村部別の三つに分けて表

したものである。5大都市の台北市，高雄市，台南市，台中市，基隆市を「都

市部」とし，県クラスの「鎮」および「県轄市」を「郡部」とし，「郷」を

「農村部」としている。都市部の生活水準，教育水準はともに農村部よりも高

く，郡部はその両者の間である。また，都市部の所得は郡部のそれよりも高く，

農村部の所得は郡部のそれよりも低い。同表にみられるように1966年以降，都

市部に対する郡部と農村部の所得格差は拡大から縮小の方向へ変化したことが

わかる。この事実の背後には，農村労働人口が流出するとともに，農業の労働

生産性および労働の限界生産性が上昇したという経緯がある。同時に第Ⅰ節に

も述べたように，農村における農業労働者の不足によって農業賃金も急速に上

昇した。このことは，農家の所得にどんな影響を及ぼしたか，引き続いて経営

規模別の農家余剰の変化を明らかにしたい。
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表6－6　都市部・郡部・農村部別所得格差の推移（1964～79年）
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（単位：％）

都 市 ・農 村 別 19 6 4 1 9 6 6 1 9 6 8 1 9 7 0 1 9 7 2 1 9 7 4 1 9 7 6 1 9 7 8 1 9 7 9

農 村 部 4 4 3 5 4 1 4 9 4 5 5 5 4 9 6 4 6 2

郡 部 7 0 6 2 6 6 6 6 6 0 7 0 6 9 7 7 7 5

都 市 部 10 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

（注）　都市部の所得を100としたときの農村部と郡部の比率。個人所得。

（出所）表6－4に同じ。

表6－7　経営規模別農家余剰格差の推移（1963～79年）（3年移動平均）
（単位：％）

経 営 規 模 別 1 9 6 3 1 9 6 5 1 9 6 7 1 9 6 9 1 9 7 1 1 9 7 3 ．1 9 7 5 1 9 7 7 1 9 7 9

0 ．5 h a 以 下 1 3 1 4 2 0 1 9 2 4 3 1 2 4 5 5 5 1

0 ．5　～ 1 ．0 Ila 3 7 2 7 2 6 2 6 3 0 3 8 3 9 5 2 4 4

1 ．0　～ 1 ．5 h a 5 0 4 7 3 7 3 2 4 6 4 7 4 8 6 0 5 3

1 ．5　～ 2 ．O h a 5 4 5 3 5 5 5 7 5 6 6 0 5 6 9 2 8 0

2 ．O h a 以 上 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 二L O O 1 0 0 1 0 0 、 1 0 0

（注）　1）農家余剰＝（農業所得十農外所得）－（家計支社廿非経常支出）

2）規模2．Oha以上の農家余剰を100としたときの各規模別農家余剰。農家戸数を単位とする。

3）1963年の規模単位はhaではなく，「甲」である。

地所）台湾省政府農林廃r台湾農家記帳報告J各年版。

表6－7は，経営規模別にみた農家余剰格差の推移である15）。この「農家余

剰」とは，農業所得と農外所得の合計である農家総所得から，家計支出と非経

常支出を差し引いたものである。また，「農家余剰比率」とは，経営規模面積

2．0ヘクタール以上農家の農家余剰を100とした場合，その他の経営規模別の農

家余剰の比率である。同表によると，最零細農家（0．5ヘクタール以下）の農家

余剰比率は，1960年代後半においてわずか20％であったが，70年代後半には

51％まで上昇した。次に，中／J、規模農家（0．5～1．5ヘクタール）の農家余剰比率

をみると，1960年代にはその比率は次第に低下（格差の拡大）したが，60年代後

半からは格差の縮小がみられた。1．5～2．0ヘクタールの農家余剰比率は，1960

年代の50％台から70年代後半の80～90％へと上昇した16）。

台湾の場合，農家所得の増加に寄与したのは，農外所得の増加である。台湾

の輸山志向工業化による労働集約的製品の輸出拡大は，農村においても雇用機

会を創出し，農家もその恩恵を受けて，兼業農家の所得比重を大きくしてい

る17）。『台湾農家家計調査』（1979年版）によれば，この年の農家総所得のうち
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表6－8　所得階層別個人所得格差の推移（1964～79年）
（単位：％）

1 9 6 4 1 9 6 6 1 9 6 8 1 9 7 0 1 9 7 2 1 9 7 4 1 9 7 6 1 9 7 8 1 9 7 9

最 低 所 得 階 層 1 9 1 9 1 9 2 2 Z Z 2 3 2 4 2 4 2 3

低 所 得 階 層 3 1 3 0 3 0 3 4 3 4 3 5 3 6 3 7 3 6

中 所 得 階 層 4 0 3 9 3 9 4 4 4 4 4 4 4 7 4 7 4 7

中 高 所 得 階 層 5 4 5 3 5 4 5 8 5 7 5 7 6 1 6 1 6 0

最 高 所 得 階 層 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0 1 0 0

（注）　各所得階層は総ノuJ数の20％を占めている（5分位層）。

日日所）台湾省政府主計処r台湾省家庭収支調査報翫各年版；同r家庭収支調査輿個人所得分配研兎報吾j各年

版：台北市政府主計処「台北市家庭収支調査報告J　各年版；行政院経済建設委員会綜合計列処r社会福祉

指標J各年版，台北。

表6－9　ジニ係数の推移（1964～79年）

19 6 4 19 6 6 1 9 6 8 1 9 70 19 7 2 1 9 7 4 1 97 6 19 7 8 19 7 9

ジ ニ 係 数 0 ．3 6 0 0 ．3 5 8 0 ．3 6 2 0 ．3 2 1 0 ．3 1 8 0 ．3 1 9 0 ．30 7 0 ．30 6 0 ．3 12

所 得 倍 率 5 ．2 6 5 ．2 5 5 ．2 8 4 ．5 8 4 ．4 9 4 ．3 7 4 ．18 4 ．18 4 ．3 4

（注）　所得倍率は．表6－8の最高所得階層を最低所得階層で割ったものである。

（出所）表6－8に同じ。

「農外所得」の占める比率は，0．5ヘクタール以下の農家では75．1％，0．5～1．0

ヘクタールの農家では63．8％，1．0～1．5ヘクタールの農家では54．6％，1．5～

2．0ヘクタールの農家では43．2％，2．0ヘクタール以上の農家では36．5％になっ

ている。

台湾における転換点の経過は，所得分配の変化にどのような帰結をもたらし

たかをここでさらに再検討したい。表6－8は，最高位20％の所得階層を100と

したときの各所得階層の地位を示したものである。これによると，1964～68年

の各所得階層は最高所得階層に対してほぼ平行状態であるが，1968年を境とし

て所得格差は縮小へ移行したことがわかる。その移行期は台湾経済の転換点の

時期と一致していると考えられる。次の表6－9は，前表の最低所得階層に対す

る最高所得階層の所得倍率とジニ係数をみたものである。ここからもこの時期

に所得格差は縮小に向かったことがみられる18）。

おわりに

本章は，台湾の工業化が労働市場構造に与えた諸影響，ならびに労働市場構
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道の変化に伴って生じた賃金格差および所得分配の変化についての観察を主た

る目的とした。賃金構造の変化，農業の労働限界生産性と実質賃金との関係，

農家の交易条件，賃金格差，経営規模別農家余剰の格差，所得分配の変化パ

ターンを分析した結果，以下の結論を得ることができる。

（1）農業日雇い労働者の実質賃金は，景気変動に左右されて，景気の上昇

期（1956～64年）には上昇し，一一万，下降期（52～56年および64～66年）にはその

増加が弱まった。この時期，農業の日雇い実質賃金の増加率の変化と景気変動

との関係はかなり密接であった。しかし，1960年代後半からの賃金の上昇は，

景気変動に影響されずに上昇し，1972～74年および78～79年の景気下降期には，

74～78年の景気の上昇期よりも実質賃金の増加が大きいことがわかった。同様

の傾向が，製造業の実質賃金についても観察できた。このことは，1960年代前

半までは古典学派の「賃金の生存費説」があてはまるが，その年代の後半から

は新古典学派の「賃金の限界生産性説」でこれを説明しうることを意味する。

（2）農業の労働限界生産性と実質賃金の相関をみると，1953～67年の両者

の相関関係は弱く，統計的には有意でない。この時期は「賃金の生存費説」で

説明することができる。そして，1968～78年の両者の相関関係は強く，統計的

には有意であり，この時期は「賃金の限界生産性説」で説明することができる。

つまり，この時期を境目に無制限労働供給から制限的労働供給の局面への移行

が示唆される。

（3）産業別就業人口の趨勢をみると，第1次産業人口とくに農業人口の減

少傾向は1969年頃から始まるが，この減少傾向はかつてないほどのスピードを

もっており，農業人口の減少傾向の結果，1960年代後半に農業の限界生産性は

増加した。

（4）1960年代後半からは有効求人者数は有効求職者数を超え，70年代に入

ってもこの労働不足基調が定着している。

（5）実質賃金の急速な上昇，賃金増加率と景気変動との関係，農業の労働

限界生産性と農業実質賃金との関係，労働市場の需給バランスなどの分析から，

台湾経済は1966～68年に転換点を通過したものと思われる。

（6）この事実は，賃金格差にどのような帰結をもたらしたか。熟練程度別，

規模別，最高・境低賃金，公企業・私企業との間の貸金格差の変化を観察した



結果，これらの諸範晴の賃金格差は1966～68年以降，次第に縮小し続けたこと

がわかった。

（7）経営規模別の農家余剰の格差を1戸当たりでみると，1960年代後半に

中小規模・零細規模の農家対大規模農家の農家余剰の格差は縮小へと進む動き

がみられた。農家の交易条件は，1960年代後半以降さらに農家の有利化傾向が

継続していた。

（8）賃金格差および農家余剰の格差の角射胃は，所得分配のパターンにも影

響を及ぼした。教育程度別，年齢別，男女別年齢別，都市部・郡部・農村部別

の所得格差および所得階層別に所得格差をみた。その結果，1966～68年を境と

して所得格差はいずれの範時でみても縮小傾向に向かったことがわかる。クズ

ネッツが指摘した「逆U字型カーブ」の経験法則は，台湾の賃金格差，農家

余剰の格差および所得分配からもこのことを確認することができた。

1）本書の第2章を参照。

2）台湾省政府主計処編『台湾省農民所得所付物価統計月報』各月号；台湾省政府主

計処編『台湾省物価統計月報』各月号；行政院経済建設委員会人力規劃小組編『中

華民国台湾地区農業雇工工資統計，民国50～68年』台北。

3）行政院台閑地笛工商業普査委員会『中華民国65年台閑地置工商業普査報告』第3

巻第1冊，台北。

4）行政院主計処『中華民国労工統計年報』各年版，台北；経済設計委員会綜合計劉

処『中華民国台湾地匿製造業薪資統計之調整』1952年第1季～1976年第4李，台北。

5）台湾の転換点について，フェイ＝レイニスは1965～1966年に通過していると主張

しているし，連教授は1964～65年と力説している。Fei，J．C．iI．aIld G．Ranis．“A

Modelof Growth and Employmentin the Open Dualistic Economy‥The Cases of

KoreaandTaiwan，”107mlaldL）el）eloPme7，1lStltdies，Vol．11，No．2，Jan．1975；連裕淵

「台湾経済発展転換点之分析」（台湾銀行経済研究室編『台湾銀行季刊』第23巻第4

期）。

6）台湾省政府農林磨編F台湾農家記眼報告』各年版。

7）Lewisr W．A．．“Economic Development with Unlimited Supplies of Labour，”Ma71－

。7g油7■Sc血相掠07制止∫α”dS扇dJS血feg，Vol．22，Maylr954．なお，この論文は

Agarwald，A．N．and S．P．Singh（eds．），The Economics qf Underdevelof”11eJZt，0Ⅹford

UniversityPress，lJOndon，1958にも収められている。
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8）「半熟繰労働者」は統計資料では「雑工」（雑用労働者）として分類されているが，

その賃金は熟練労働者と未熟練労働者との間なので，便宜上このように訳した。

9）行政院主計処『中華民国69年台湾地匿各業職業薪資調査報告』台北。

10）南亮進『日本経済の転換点：労働の過剰から不足へ』創文社，1970年；渡辺利夫

『現代韓国経済分析：開発経済学と現代アジア』勤草書房，1982年，第4草。

11）Kuznets，S．，“EconomicGrowth andIncomeInequality．”AHLerictuLEcoILO”LicReuiew，

Vol．45，No．1，March1955．この論文は自ら編集になる　EconomtcGrouJlhand SlrIuC－

ture：SelectedEssays，IieinemanEducationalBooks，London．1965に収められている。

それに，“QuantilativeAspectsoftheEconomiccrowthofNations：VHI，Distribution

ofIncomeby Size，”Eco，10micDeveLqPmentantlCultum1Cha”ge，Vol・11，No・2，PartH・

Jan．1963；ModernEcollOutic GrowtFL，Rale，StrlLCtltreaJ托d Spγea（l，Yale University Press，

1966，Ch．4（塩野谷祐一一駅『近代経済成長の分析』上巻，東洋経済新報社，1978年）．

12）行政院主計処『中華民国68年統計提要』台北，1979年。

13）劉進慶『戦後台湾経済分析：1945年から1965年まで』東京大学出版会，1975軋

355ページによる。

14）この分析は個人ベースの所得を対象としている。個人所得とは，（1）報酬（賃金，

現金換算の実物補助物価，補助金など），（2）家庭経営所得，（3）現金換算の家賃収

入，（4）財産所得（利子，投套収益，地代，権利贅など），（5）贈与（経常移転収入，

社会安全保障，社会政助贈与，災害補助，その他の移転収入），（6）その他などが含

まれている。

15）台湾省政府農林磨編，前掲書。

16）山田三郎「農業経済」（斎藤一夫編『台湾の農業』下巻，アジア経済研究所，

1972年，306～310ページ）にみられる。

17）溝口教授は日本の農家行動は典型的な「兼業型」と指摘した。台湾の場合も兼

業型になっていることがわかる。溝口敏行「日本・台湾・韓国における農家行動の

比較」（『経済研究』第23巻第3号，1972年7月，235～245ペ門ジ）。

18）台湾の経験について，Fei，J．C．H．，G．Ranis and S．W．Y．Kuo，Growth u｝ilh

EquiLy：The TaiwaH Case．Oxford University P王・eSS，1979；それに，T／le TaiLuaTISHC－

rgS∫　Sh勅，・伽函d Cγ州抽1両ん　ん坤机融」鋸由′混血川　石化　仙2　鮎神仙上　げC仙崎

1952－1979，Westview Press，Boulder．Colorado，1981がみられる。
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第7章　国際収支・海外投資の発展段階と

台湾の海外直接投資

はじめに

1980年代における世界の海外直接投資の特徴は次のようである。まず，世界

の海外直接投資のうちアメリカの海外投資の占める比重が低下し，他の先進諸

国の比重が高まったこと。次に，台湾，香港，シンガポールおよび韓国などア

ジアNIEsが海外直接投資国として登場したこと。そして，アメリカへの海外

直接投資が急速に増加したこと。開発途上国の一次産品価格の低迷と累積債務

問題の影響を受けて，それらの国々に向かう海外直接投資件数が減少したこと。

そj吊こ，成長の高いアジア諸国への海外直接投資が急速に増えたことが挙げら

れる1）。国連の多国籍企業委員会の第3次報告書（1983年）でもアジアNIEsなど

の国々が「新興資本国」として登場したことに注目していた2）。そして，海外

投資を通じた途上国企業の多国籍企業化への変貌も脚光を浴びるようになっ

た3）。

1985年秋のプラザ合意以降，ドル安・円高の傾向が強まり，日本企業の海外

投資が盛んになった。続いて，87年のルーブル合意以降になってから台湾元

高・ドル安によって台湾企業の対外進出を促した。

国内の市場規模が小さいために，最終消費財の販売先を輸出市場に求めた台

湾の経済は，輸出拡大によって1970年代後半に国際収支が赤字基調から黒字基

調に転換した。1980年代に入り，第2次石油危機以降の石油価格の低下で台湾

の国際収支の黒字は拡大した。1990年代初めの台湾の外貨保有高は720～900億

ドルに達し，日本に続いて世界第2位の外貨保有国になっている。ちなみに，

1人当たりの外貨保有高は日本のそれを超えて1位の座を占めている。
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一方，アメリカは「双子の赤字」に悩まされ，保護主義への高まりがみられ

た。1989年からアメリカはこれまでアジアNIEsに与えてきた特恵を廃止した。

つまりそれは，台湾にとって途上国から“卒業”した象徴でもあった。そして，

先進国日本と同じように，アメリカからも七面鳥など農畜産物，タバコ，洋酒

などに対する市場の開放を迫られた。

現時点のフロー制度では，輸出超過が多いほど，その国の通貨の相対的価値

が上昇する（強い通貨になる）仕組みになっている。台湾元高現象は避けられな

くなり，台湾の中央銀行は自国通貨が急速に上昇しないように，ドル買いに参

入し，さらに金の輸入自由化を実施して，台湾元高現象が行き過ぎないように

防衛した。しかし，企業側または個人はリスク回避のために手持ちの米ドルを

台湾元に取り替える動きがみられた。外貨から台湾元に両替された民間の大量

のホット・マネーは台湾の証券市場に－一挙に流れ込んだ。台湾の証券取引の株

価指数は1988年初めの2341ポイントから同年9月24日の最高値の8789ポイント

まで，3．75倍も上昇した。同時に，このホット・マネーも台湾の不動産の購入

資金源になり，空前の地価高騰となった。つまり，台湾版バブル経済を形成し

たことになる。

企業は自社の株価値上げによって大量な資金を入手したが，台湾元高のため

に今までのような低付加価値製品の輸出が難しくなった。それに，労働力の不

足基調のため，合理化と自動化によって，技術集約的・資本集約的の高付加価

値製品の生産・輸出にシフトするようになった。そして海外投資を経て，今ま

で生産していた労働集約的産業で低付加価値製品の生産基地を海外に移転する

ようになった。同時に，この時期に外国人労働者の就労問題について，賛否両

論も台湾の新開紙面に登場するようになった。

また，1987年になってから環境保護運動と労働運動が高まってきた。たとえ

ば，1988年9月下旬，大雨のため高雄県の林園石油化学工業団地から排出した

汚水が溢れ出し，沿海の漁民に大きな損害を与えた。その解決のため環境保護

に重点を置いた「林園案」にまで発展した。最終的には，12億7，000万元の賠

償金を払って落着した。さらに，彰化県鹿港の住民がアメリカ企業デュポン

（DuPont）社の彰浜工業団地の化学工場の建設反対から第4原子力発電所，第

5ナフサ分解工場，第6ナフサ分解工場，輿達発電所，蘇襖発電所，永安天然



ガス・ステーションの建設反対運動までに環境保護運動が高まってきた。台湾

元高による相対的コストの上昇，労働不足，労働運動・環境保護による影響に

よって，台湾の海外直接投資はブームを迎えたのである。

以上，台湾の工業化政策から海外直接投資への変貌を追ってみた。本論では，

このような変貌の経緯を踏まえたうえで，次のような順序で議論を展開したい。

まず，海外投資と国際収支を結合して，国際収支の発展段階における台湾の位

置を観察し，そのモデルを日本と台湾の経験と合わせて，両国の発展段階の位

置づけを明らかにする（第Ⅰ節）。そして，台湾の海外直接投資の特徴，進出動

機などの分析を試みる（第‡節）。

Ⅰ　国際収支発展段階説と台湾のケース

途上国から高度先進国へ発展する過程を国際収支の観点からみると，（1）若

い成長過程の債務国，（2）成熟の債務国，（3）新債権国，（4）成熟の債権国の四

つの段階にわけられる，とキンドルバーガー教授は提起した4）。

図7－1は教授の提起した国際収支発展段階説に海外直接投資を加えて，4段

階を6段階に新たに編成したものである。同園の〔Ⅰ〕は国内総生産（GDP）に

占める輸入（M），輸出（X），外国からこの国への対内投資（FDIi）およびこの国

からの海外投資（FDI。）を示している。〔Ii〕は国際収支の経′削叉支，投資収益

収支，財・サービス収支の三つのサイクル曲線を示している。

混乱を避けるためにこの三つの収支の範噂を確認する。通常，一国の外国と

の経済取引の結果である外国からの受取と支払を国際収支と称している。投資

収益収支とは，一国が対外投資によって得た収益（配当金，利子等）から，外国

が対内投資に得た収益を差し引いた分を指すものである。財・サービス収支と

は財・非貨幣用金，財の輸送費・保険，他の輸送，旅行，投資収益，政府の取

引，その他のサービスを含んでいる。そして，経常収支は，貿易収支と貿易外

収支が含まれている。同図7－1の〔Ⅱ〕は経済企画庁の『世界経済白書』

（1987年版）に使われたもので，ここではそれを採用し，次のように段階論の諸

特徴を再編成した5）。

未成熟の債務国の第1段階の特徴は次のようである（表7－1）。この発展の初
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図7－1国際収支・海外投資の発展段階

〔Ⅰ〕

．X ／G D P
M ／G D P

F D Io／G D P　 F D IJ G D P

〔ⅠⅠ〕 財 ・サービス収支

／／／〉／フ ヌ 、＼、← 警

／／／／ ／／ ′／　 ＼＼＼、 ・＼ 、基 準 線

＜ ／ ／／　　　 投 資 収 益 収 支 ＼＼ 、 、 、

、一一一、．＿一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －ヽ

ト　→ト　→ト　」←　→ト　」←
未成熟の　成熟した　債務返済　未成熟の　成熟した　債権取り
債務国　　債務国　　回　　　　債権国　　債権国　　崩し回
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期条件においては，国内の産業，商業，輸送および通信などの産業基盤が未発

達の状態で，国内市場の供給能力もノJ、さい。したがって，この段階で輸出され

る製品は農産物，一次産品と手工芸品など加工度の低い製品がほとんどである。

そのかわり，国内に必要とする工業製品の大部分は輸入に依存している。需要

が少ないためにこの段階では，外国からこの国への直接投資は無いか，または

あってもほんのわずかである（FDIf≧0）。この段階ではこの国の海外直接投資

の余力はないといってもよい（FDlo≒0）。この国の企業は資金力も無いし，

政府も国内のインフラなどの建設のため，企業の資金流山を望んでいないから

である。経済開発のために工業製品の輸入が拡大し，今までの国際収支の低位

均衡も赤字基調（M＞Ⅹ）になり，しかも赤字拡大の症状がみられるようになる。

この段階から次の段階への移行の原動力は，国内需要の拡大による新しい産業

の市場創出であり，それによって最終財の輸入代替工業化へと推進する。

国際収支の3本の曲線は基準線以下の赤字局面に位置していて，経常収支は
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表十1国際収支発展段階説の特徴

発展段階別 （l）関係式 （2）特　　　　 徴 （3）段階移転の原動力

第 1 段階 ： M ＞ X ①国内市場の規模が小 さい （∋国内市場に新製品の需要を創出
未成熟の F D I，・＞　F D lo ②産業，商業，輸送，通信 ②輸入代替工業化の推進

債務国 ≒0 が未発達

③国内の供給能力が低 く，

工業製品は輸入に頼る

③国内投資が次第に増加

第 2 段階 ： 九・†＜Ⅹ ①輸揖志向工業化の実施に ①輸出志向工業化の推進

成熟 した FD I．・＞ F I）In より成功を得る （∋大量生産により，原価の相対的低下，
債務国 ②財 ・サービス収支が赤字 利潤の増大

基調から黒字基調に移行 中間財を輸入 し，国内の過剰労働力を

③経′削 又文の赤字局面から 吸収 して，組立加工によってできた最

縮小局面に移行 終消費財 を大量に輸出

③労働力の熟練度の向上，行政 ・商業の

制度 ・法律の確立

輸送，通信 ，水道，電力などの経済産

業基盤の改善

第 3 段階 ： M ＜ X ①経常収支の赤字基調から ①国内投資の増加，規模の経済効果が発
債務返済国 F D I‘＞ F D lo 黒字基調に移行 揮

② 海外直接投資の推進 に （む熟練労働力の増加，原価の低減，生産

よって、投資収益収支の の拡大，競争力の増強

赤字拡大局面から縮小局 ③最終消費財の組立加工から中間財 ・耐

面に移行 久消費財の製造に移行

6 ）外酎 呆有高が次第に上昇 今 までの労働集約的製品の製造から技

術 ・資本集約的製品の製造に深化

第 4 段階 ： 九・Ⅰ＜ X ①投資収益収支が赤字基調 ①外貨保有高が大幅に増加，海外直接投
未成熟の FD In ＞ F I）I， から黒字基調に移行 資に余裕が出る
債権国 ②財 ・サービス収支が黒字 ② 自国の通貨為替レー トの上昇 （強い通

基調の拡大局面から縮小 貨）

局面に移行 ③国内に高付加価値製品，製品の多様化

に特化 し，低付加価値製品の製造は海

外投資によって生産基地を海外移転

④労働力の不足 と労働賃金の上昇，それ

に外国労働者の不法進入 ・滞在，労働

運動の発生

第 5 段階 ： M ＜ X ①財 ・サ二ビス収支が黒字 （D 国内生産の拡大局面から縮小局面に移

成熟した FD IP ＞ lTD Ii 基調から赤字基調に転入 行，自国通貨価値の上昇，相対的原価
債権国 ②国内に 「産業空洞化」の の上昇

症候 （む労働運動と公害防止運動の高まり，企

③産業構造の中心は第 2 次 一業化の国内投資の減少，対外投資の噌

産業から第 3 次産業に移

転 ■経済成長 も高度成長

か ら安定成長に変化

加

第 6 段階 ： M ＞　X の財・サービス収支，経常収 （∋老年化型人口構成
債権取 り FD Ip＞ F【）Ⅰ‘ 支お よび貿易収支は構造 ② この国の通貨為替率が低下，対外的影

崩し国 的赤字にな り，その不足

分は海外投資の利潤と利

子によって赤字分を補填

響の度合いが低下

（出所）筆者の作成による。
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赤字拡大基調を示している。財・サービス収支は図のように必ずしも上昇傾向

がすぐに出てくるとは限らないが，ある時期を経てから上昇するだろう。投資

収益収支はゼロから赤字基調へ向かって拡大するであろう。

成熟した債務国の第2段階に入ると，その特徴は次のように変化する。この

段階に入った証は，財・サービス収支が赤字基調から黒字基調に変化し，輸入

超過から輸出超過に変化することである。要素賦存条件のうち天然資源の埋蔵

量や天候条件に恵まれている国は石油，鉱産物，天然ゴムなど〟一次産品の輸出

によってこの段階への移行が可能になる。そして，要素戯存条件のうち豊富な

労働力をもつ国は最終財の輸出促進によってこの段階および次の段階への移行

が可能になる。輸出超過に転じたことによって，図7－1の〔Ⅰ〕では輸出が輸

入を凌駕した“Ⅹ”文字が読み取れる。川〕では経常収支の赤字縮小傾向，

財・サービス収支の黒字基調傾向および投資収益収支の赤字の拡大基調が観察

される。

この段階移行の最大の推進力は，一次産品または最終財加工品の輸出促進で，

相対的優位性を存分に発揮することによって国際市場を得ることである。コス

トの低減と利潤の増加を図るためにも，労働力の質的向上，人材養成などの教

育制度，水道，電力，輸送，通信など産業基盤の改善，行政，商業，法律，慣

習の確立もこの段階の課題であろう。

第3段階の債務返済国の特徴は次のようである。工業の輸出拡大に成果を収

め，経常収支は赤字基調から黒字基調への変化がみられるようになる。それに

よって，国内投資の増加，熟練労働者の増加，規模の経済効果が発揮され，労

働生産性が上昇するようになる。さらに，国際競争能力の向上により，投棄機

会は工業の迂回生産過程の最終財生産のための投資から，中間財および耐久消

費財生産のための投資にシフトするようになる。そして，J旧丁段階の生産のた

めの投資から川中・川上段階の生産のための投資へと拡大がみられる。言い換

えれば，工業化の深化過程によって労働集約的産業から技術・栗本集約的産業

へと移行し，軽工業の輸出志向工業化から重化学工業化へとシフトする。同時

に，経常収支が次第に黒字基調になり，外貨保有高も上昇するようになるであ

ろう。国際収支からみると，財・サービス収支の黒字基調は拡大傾向を示し，

経常収支は黒字基調に変わる。他方，外貨保有高の増加によって海外直接投姿



も増え，投資収益収支では赤字であるが，それが縮小の傾向に移行するであろ

う。

未成熟の債権国の第4段階に入ると，その主な特徴は次のようである。経常

収支の黒字拡大基調のため，外貨保有高は増え続ける。その国の通貨の相対価

値は上昇（強い通貨）し，今までの豊富な労働力供給と相対的に安い賃金はこの

時期には労働力不足と相対的に高賃金になり，有利な条件はむしろ不利なもの

になる。今まで生産していた低付加価値製品の輸出は，他の開発途上国の製品

に比べて不利なものとなる。したがって，企業の自動化設備の投入，合理化の

努力および高付加価値の生産へのシフトが実施されるようになる。そして，低

付加価値製品の生産を海外直接投資を通じて生産基地を海外に移すようになる。

ここで「産業の空洞化」とか「ブーメラン効果」などの用語がマスコミや学術

論文などにも登場するようになる。この段階での海外直接投資は衰退産業の海

外進出（日本型海外投資）だけでなく6），先進産業も海外に進出して多国籍企業

化への動きもみられるようになる。

成熟した債権国の第5段階の主な変化は，財・サービス収支の黒字基調から

赤字基調への逆転があげられる。それを反映して，経常収支は黒字の拡大基調

から縮小基調に変化し，次の第6段階に入る瞬間に収支の均衡状態を経由して

赤字基調に移行する。異なった傾向としては，投資収益収支の黒字拡大傾向が

ある。貿易収支もこの時期に輸出超過から輸入超過に逆転するようになる。

この段階の特徴は，この国の通貨価値の上昇（強い通貨）による相対コストの

上昇と輸出競争力の低下である。それによって，その国の国内生産は拡大局面

から次第に縮小局面に移行する。そのほか，労働運動および環境保護運動が高

まり，国内での投資に不都合な動きが出てきて，企業家は国内産業への投資意

欲が低下し，かわりに海外投資の意欲が湧いてくる。そのため，その国の国内

投資は製造業からサービス業へと投資の主役が交替するようになる。つまり，

「産業の空洞化」の危倶および症状が表に現れてくるだろう。さらに，この国

から海外へ投資する件数と総額は海外からこの国に流入する投資件数と総額を

超えるようになるであろう。そして，海外からこの国に流入する投資は製造業

からサービス業へと主役の座が交替するであろう。この国の産業構造の中心も

第2次産業から第3次産業に移り，経済発展も高度成長から安定成長へと移行
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表7－2　国際収支発展段階説による各国のライフサイクル

イギリス アメリカ 日　 本 台　 湾財 ・経常投資長期

収益資本ビス収支収支 収支収支
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期

F二

十

十

r
l
十

F
r－

十

十

十

十

十

十

十

十

十

（185日 890）

（189ト1925）
1948－1982

（1926－1944）

Ⅰ．未成熟の
債務国

Ⅱ．成熟した
債務国

Ⅲ．債務返済
国

Ⅳ．未成熟の
債権国

V．成熟した
債権国

Ⅵ．債権取り
崩し国

（ユ87ト1890）

（189ト1910）

（191ト1940）
1946－1970

197ト1981

（1868－1880）

（188卜1914）

1955－1964

（1914－1920）

1965－1969

1970－

l

r
l

1972－1983

1984－1986

1987－

（注）　“十”は黒字．　一〟は赤字，カツコ内は第2次大戦前。

（出所）経済企画庁r経済白書J（1985年版巨経済企画庁r世界経済白書」（1987年版）。

するようになる。同時に，経済成長の原動力も今までの外需型から内需型への

変化がみられるのである。

債権取り崩し国の第6段階になると，財・サービス収支の赤字は拡大局面に

入り，経常収支も黒字基調から赤字基調に運転する。他方，投資収益収支は黒

字構造を保っているが，拡大局面から縮小局面に移行する。輸入超過も増え続

けるであろう。したがって，貿易収支からの構造的赤字基調は，海外直接投資

から得た投資収益収支の黒字によって国際収支の均衡を保つようになる。しか

し，経常収支の赤字構造の拡大につれて，この国の通貨は外国機軸通貨に対し，

相対的価値が低下する（弱い通貨）ようになる。それを反映して，この国の国際

的な影響力が低下するだろう。そのほかに，人口構造の老年化現象も顕在化す

るだろう。

国際収支の発展段階パターンに続いて，各国の発展サイクルをみたのが表

7－2である7）。表の“十”の記号は該当収支が黒字基調で，ii”はその赤字基

調を示している。ここで注目したのは，各国の国際収支発展段階における位置

付けである。つまり，イギリスは19世紀の185▼ト90年に第4段階の未成熟の債

権国，1891～1925年に第5段階の成熟した債権軋1926～44年に第6段階の債

権取り崩し国になった。そして，第2次世界大戦以後の1948～82年に第5段階



の成熟した債権国にいたった。アメリカについても同じ移行がみられる。アメ

リカは独立戦争から南北戦争後まもない時期に第1段階の未成熟の債務国，

1871～90年に第2段階の成熟した債務国，1891～1910年に第3段階の債務返済

同，1911～40年の第2次世界大戦の前および大戦以降の1946～70年に第4段階

の未成熟の債権国になり，1971～81年に第5段階の成熟した債権国，1982年以

降に第6段階の債権取り崩し国になった。続いて，日本は1868～80年に第1段

階の未成熟の債務国，188ト1914年に第2段階の成熟した債務国，1914～20年

に第3段階の債務返済国になった。戦後再建の1955～64年に第2段階の成熟し

た債務国に戻った。その後，1965～69年に再び第3段階の債務返済国となり，

70年以降に未成熟の債権国の第4段階に移行した。

それに対して，台湾は1972～83年に第3段階の債務返済国，84年以降に日本

と同じように第4段階の未成熟の債権国になった。最後に，韓国は84～86年に

第2段階の成熟した債務国の時期を経て，87年以降から第3段階の債務返済国

の時期に入った。ここからみられる事実は，国際収支発展段階説によると，台

湾は83年に債務返済固（第3段階）から未成熟の債権国（第4段階）に入り，韓国

は86年に成熟した債務国（第2段階）から債務返済国（第3段階）に入った。つま

り，アメリカを追いかけている日本のあとには，日本より10年遅れて台湾が追

いかけ，台湾より数年遅れて韓国が追いかけている構図を描くことができる8）。

続いて，国際収支発展段階説における台湾の経済発展の実証性をみるために，

先進国日本のかつての歴史的発展と比較してみたい。それによって，現在台湾

の経済発展は，日本のどの時期にあるのか，表7－2の資料とも比べながら明ら

かにしたい。

図7－2は日本の経常収支，財・サービス収支および投資収益収支の長期的推

移であり，5年移動平均を使用した9）。日本の財・サービス収支は戦後に一時

的な黒字がみられたが，54～63年は赤字であり，64年に黒字基調に転換した。

その一方，投資収益収支は戦後から74年までが赤字基調であるが，75年以降に

黒字基調に転換した。

同国から次のことがわかる。（1）1964年以前の経常収支と投資収益収支はマ

イナスで，財・サービス収支はプラスであり，第2段階の成熟した債務国に位

置したことが観察できる。（2）1964～74年の経′馴叉文と財・サービス収支はプ
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図十2　日本の経常収支，財・サービス収支，投資収益収支の推移（1946～93年）

（100万ドル）
6，000

△1，000
1945　　50　　55　　　60　　65　　70　　75　　　80　　85　　90年

（注）　5年移動平均。

（出所）山渾逸平・山本有造r貿易と矧際収支J（長期経済統計14），東洋経済新射l∴197的二，第17衣，

228～231ページ；r経済統計年報J H本地行統計局，各年号ニrl耳際収支枕封Jj軋　日本銀行国際

局，各月号。



ラスで，投資収益収支はマイナスであり，第3段階の債務返済国に位置したこ

とが観察できる。（3）1975年以降に経常収支，財・サービス収支と投資収益収

支の三者はともにプラスであり，第4段階の未成熟の債権国に入ったことが観

察される。図7－2は5年移動平均を使っており，表7－2との比較にはタイム・

ラグが存在しているため，完全に一致はしていないが大きな差はない。

続いて，台湾の経′馴叉支，財・サービス収支および投資収益収支の推移を観

察する10）。台湾の国民所得の1951～78年投資収益収支の統計データには「国外

報酬」が含まれているが，1979年以降のデータでは投資収益収支が別項目に掲

載されているため，「国外報酬」欄の数値は取り除いている。事実上，1951～

78年の統計データには「国外報酬」が含まれているが，その数値は小さいので

軽視することができる。図7－3から発見できる事実は，台湾の収支パターンと

日本のそれとは大変似ていることである。同国からみられるように，1951～69

年の経常収支と財・サービス収支は赤字基調であり，石油危機の影響を受けて

1973～74年に一時的に赤字になったが，75年以降には黒字基調が定着している。

投資収益収支は1983年以降に黒字基調に転換した。

同園からは次のことがわかる。（1）1968年以前の台湾の経常収支と財・サー

ビス収支はマイナスで，この時点では第1段階の未成熟の債務国に位置する。

（2）台湾の経常収支と財・サービス収支が黒字に転換したのは1970年以降であ

り，この時点では第3段階の債務返却国の時期に移行したことが観察できる。

（3）1983年以降に台湾の投資収益収支も黒字に転換し，やがて第4段階の未成

熟の債権国に入ったことが観察できる。表7－2では第3段階以降が記録されて

いるが，図7－3では第1段階の時期が観察でき，第1段階から第3段階へと速

いテンポで移行していたことを示している。

次に台湾の対外貿易と海外投資をみることにする。図7－4は台湾の輸出，輸

入，外資導入（外資の対台湾投資）および台湾資本の海外投資の推移である。

1952年以降から続いてきた輸入超過は，64年に初めて輸出超過になり，71年以

降に本格的な輸出超過になる。それ以降，74年と75年は石油危機による突発的

な赤字を記録したが，その後，第2次石油危機の訪れにもかかわらず，76年か

ら現在までの期間に持続して黒字基調が保たれていた。経済部（通産省に相当）

投資審議委員会の資料によると，台湾の外資導入統計データでは「外国人投
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図7－3　台湾の経常収支，財・サービス収支，投資収益収支の推移（1951～92年）

（100万元）
5，000■

4，000

3，000

2，000

1，000

0

△1，000

△2，000

△3，000

△4，000

1950　　55　　　60　　　65　　　70　　　75　　　80　　　85　　　90年

（注）　5年移動中匂。1951～78年の投則収益収支のデー一夕には園外報酬が含まれる。

（出所）r中華民国台湾地区国民所得」行政院主計軋　台軋　各年版：r中華民国統計年鑑」行政

院主計処，台北，各年版，CouIICllfol－E onoH】icPlanningandDevClopnl川l∴r“血〝S山上山i山

DaEaBook．Republic ofChina．＼′ariousissues．
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（100万ドル）
100．000

50，000

図十4　台湾の貿易と海外投資の推移（1960～93年，名目価格）

（100万ドプレ）

10，000

1960　　　　65　　　　70　　　　75　　　　80　　　　85　　　　90牛

用i所）F歴年核准華僑及外国人投資，技術合作，対外投資，対外技術合作統計年報」経済部投資審議委員会，

台北、各年版；CounciIforRconomicPlanningandDevelopment．TaiumSEatisEicalDataBook，Republicof
China，Variousissues．

資」と「華僑投資」の2項目になっているが，ここでの数値はその両者の合計

値である。外資導入は1952年から開始され，台湾資本の対外投資は59年に始ま

った。この期間は多少の増加と減少があり，不安定な動きではあるが，増加の

趨勢を示している。台湾の統計資料では，91年から対中「間接投資」（第三

国・地域経由の対中投資）が許可されてから対中投資のデータが掲載するよう

になった。しかし，台湾資本の海外投資と対中投資のデータは別途掲載されて

いる。同園の91年以降の海外投資の数値にはこの村中「間接投資」のデータを

加えている。特に注目したいのは，80年代末以降から外資の対台投資が減少の
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傾向を示していることである。一九　80年代後半から台湾の海外投資が急速に

増加している。93年に台湾の対外国投資と対中投資のいずれも外資導入を超え，

台湾の対中投資のデータによると93年は92年に比べて約13倍の増加である。91

年にその対外投資の合計値は初めて外資導入値（対台投資額）を超え，特に93年

の対外投資の合計値は外資導入値の約4倍まで拡大した。

次の節に移る前にこの節をまとめたい。この節では国際収支と海外投資の発

展段階説モデルによって分析を行った。図7－2と図7－3はモデルの図7－1の

〔Ⅲ〕に，図7－4はモデルの図7－1〔Ⅰ〕に相当する部分である。図7－3から

国際収支発展段階説における台湾経済の発展段階は次のように読み取れる。第

1段階の未成熟の債務国の時期は1968年以前に相当するもので，1970年代の初

めに急速に第3段階の債務返済国の時期に入った。そして，1980年代前半に第

4段階の未成熟の債権国の時期に入った。この動きは戦後の日本のそれと同じ

傾向を示している。日本が第4段階の未成熟の債権国の時期に入ったのは70年

代後半とすると，台湾はおよそ日本よりも十数年遅れたことになる。図7－4に

よると，71年に輸入超過から輸出超過に転じている。これは第3段階の債務返

済国の時期に入った証である。また，対外投資額が外資導入額を凌駕したのは

91年である。1990年代に入ると投資収益収支は黒字基調が拡大し，経常収支と

財・サービス収支は黒字基調であるが黒字幅縮ノトの兆しを読み取ることができ

る（図7－3）。国際収支・海外収支の発展段階における台湾の位置づけを分析し

たあと，次節では台湾の海外直接投資の現状をみることにする。

Ⅱ　海外直接投資の現状と展開

台湾の海外投資は1959年から始まった。しかし，戦後の廃墟からの再建およ

び国民政府の台湾への移転などによって，大量の外貨が必要になっていたため

に60年代半ばまで，台湾は他の開発途上国と同じように貿易収支の慢性的赤字，

失業とインフレなどの難題を抱えていて，海外直接投資の余裕がなかった。台

湾の経済は60年代半ば以降に高度経済成長が続き，70年代後半から海外直接投

資を行う余裕が出始めた。特に，87年以降から台湾の海外直接投資は急速に拡

大するようになった。

◆▲臨．
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表7－3　産業別台湾の対外投資の推移（1959～93年）
（単位：件数）

産 業 別 農 林 業
水 産 ・ 鉱　 業 食 品 ・

紡 績 業
衣 服 ・ 木 製 品 紙 ・パ

牧 畜 業 採 集 業 飲 料 業 装 飾 業 製 造 業 ル プ 業

1 9 5 9 ～ 6 9 年 － 1 － 6 5 1 1 －
1 9 7 0 ～ ・7 9 年 2 ー － 6 7 6 6 1

1 9 8 0 ～ 8 6 年 1 4 － 3 3 4 － 3

1 9 8 7 ～ 9 3 年 4 3 M 1 9 5 0 2 3 2 4 1 3

合　　 計 7 8 l 3 4 6 5 3 4 3 1 1 7

産 業 別
革 製 品 ゴ ム ・ 化 学 品 非 金 属 基　 礎 機　 械 電 子 ・

建 築 業
製 造 業 樹 脂 業 製 造 業 製 適 業 金 属 業 製 造 業 電 器 業

1 9 5 9 ～ 6 9 年
－ 1 ー 4 4 2 4 1

1 9 7 0 ～ 7 9 年 － 1 0 7 5 8 1 1 3 4

1 9 8 0 ～ 8 6 年 3 8 5 5 5 5 2 6 1

1 9 8 7 ～ 9 3 年 5 5 5 5 9 2 1 6 7 3 4 3 2 7 1 6

合　　 計 8 7 4 7 1 3 5 8 4 4 2 3 7 0 2 2

産 業 別 貿 易 業
金 融 ・
保 険 業

輸 送 業 サ ー ビ

ス 業
そ の 他 合　 計

1 9 5 9 ～ 6 9 年 4 － … 岬 － 2 0

1 9 7 0 ～ 7 9 年 2 1 ー － 2 3 7 4

1 P 酎1 十一耶 隼 1 7 n ！ 1 】 5 9 7

川 田 ！＝ 隼 ′1三一ミ1 日日 Z iミ l川 ） l l l利別

合　　 計 州 7 川 7 2 二i 2 （）：i 日） l引 5

（日朝）図7－小二回に∩

次に，否湾項毎外直接投寮を丑柚′再変化遇杵で観察すヱ）。否湾の渥外直接投

棄は次の四つの時期に分けられ，その時期の変化過程と特徴を述べることにす

る（衣7－3）。

（1）初発期（1959～69年）

台湾の海外直接投資は1959年の対マレーシア投資から始まり，1962年の対タ

イ投資以降から対外投資が毎年続いていた。そして海外投資に合わせて62年に

「対外投資弁法」（対外投資条例）が公布された。その時期の台湾は輸入代替工

業化から輸出志向工業化への経済政策の転換期であり，深刻な外貨不足，資本

不足が続いていた。そのために政府の投資政策は外資導入によって国内に存在

する資本不足，技術不足を補う方針であったので，限られた国内資本の流出を

禁じていた。したがって，海外投資は国家経済に有利になるものに限って許可

されるようになっている。この時期の海外投資の基本的国策は「管理を主とし
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指導を従とする」であり，これも政策の必要性と関係するものであろう（表

7－4）。

1959～69年の海外直接投資は20件で，投資総額は759万米ドルである。産業

別投資件数は食品・飲料製造業（6平日，紡績業（5平日などである。この11年間

で投資件数20件というと，年間平均投資件数はわずか2件弱にすぎない。これ

も当時台湾の外貨が少なく，対外投資は原村札　半製品および中古の機械設備

に投資資本をあてるということになるであろう。投資先はマレーシア，タイな

どである11）。

（2）漸増期（1970～79年）

1960年代に輸入代替工業化から輸出志向工業化に政策が転換された後に，国

際収支は輸入超過から輸出超過へと次第に黒字基調に転換するようになり，外

貨保有高も増え続ける。この時期に2回の石油危機を経験し，世界規模のイン

フレと不況に見舞われたが，日本と台湾を含むアジアNIEsの固・地域が世界

経済成長の牽引的役割を演じてきた。輸出志向工業化の海外販売拠点の設立に

合わせて，「対外投資弁法」を修正し，「対外投資審査処理弁法」（1972年lfi19

日に承認）の名称に変更し，対外投資の審査基準が制定された。この条例は対外

投資の範囲を明確化し，台湾の経済発展に有益になる海外投資の条件が条文化

された。

この時期の海外投資の目的は，輸出志向工業化の推進および石油危機によっ

て高まってきた「資源ナショナリズム」の打開策を主とするものである。それ

には海外市場の開拓，海外販売拠点の設立，天然資源および生産に必要とする

原材料の確保などがあげられる。

また，この時期の産業別投資件数の順位は，貿易業（21件），電子・電器製造

業（13件）およびゴム・樹脂製品製造業（10件）などである。投資先国の順位はア

メリカ，タイ，シンガポールおよびインドネシアなどである。

（3）成長期（1980～86年）

前の時期に発生した第2次石油危機の影響を受け，原材料の天然資源の確保

がこの時期の海外直接投姿の主な特徴であった。そのほかに，この時期の海外

投資条例が次第に修正され，現状のニーズに合うようになった。具体的に言え．

ば，【‾対外投資審査処理弁法」が「●対外投資及び抜術合作審査処理弁法」（1980
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表十4　台湾の海外直接投資の時期別特徴

時期別 （Ⅰト初発期 （Ⅰ＿I）漸増期 川り　成長期 （Ⅳ）拡張期
1959～69年 ．1970～79年 1980～86年 1987年～93年（現在）

」l二見H j尻 1．栗本，外貨の不足 1．2 回の石油危機に 1．第 2 次石油危機の 1．ルーブル合意以降

で，外賓導入が回 画面 し，インフレ 衝撃の後遺症を受 に ドル安 ・台湾元

策になり，国内資 と景気の後退の影 け，海外投資の亜 高が顕在化 し，外

金の海外流出は歓 管を受ける。 点は原材料および 貨保有高が大幅に

迎 しない。 2．輸出志向工業化の 天然資源の確保に 増加 して世界の第 －

2．輸出志向工業化を 成功で，国際収支 置く。 2 位の規模になる。

実施 し，貿易額が は赤字から黒字に 2．経常 収 支 と財 ・ 2．台湾元高による輸

増加，労働集約的 移行。 サービス収支の皐 出競争力の低下，

産業が急速に増加 字基調が拡大 し， 労働力不足 ・賃金

する。 外貨保有高が大幅 の相対的上昇，不

3．国内の経済発展 ま

たは輸出の開拓に

有益な場合にのみ

許可する。

に増大する。 動産価格の上昇，

労働運動 ・環境保

全運動の台頭など

国内投資環境が悪

化する。

法規 ・ O 「対外投棄弁法」 O 「対外投資弁法．」 O 「対外投資審査処 O 「外国為替管理粂

条例 を公布 （1962年）。 を修正，「対外投 理弁法」 を修 iE ， 例」を公布 （1987

資審査処理弁法」 「対外投資及び技 年 7 月）。「対外投

に名称を変更 術合作審査処理弁 資及び技術合作審

（1．972 年 1 月 19 法」に変更 （1980 査処理弁法」を再

日）。 年 と1985年）。 び修正 （1989年 2

月）。

特徴 1．海外投棄政策の方 1．石油危機による資 ．1．海外投資の重点を 上海外投資政策の方

針は 「管理を主と 源ナショナリズム 原材料 と天然資源 針は 「指導を主と

し，指導を従 とす の回避 と輸出志向 の確保に置く。 し，管理を従とす

る」。 工業化の促j勘 二合 2．投資先は前の時期 る」 と変化。

2．原料，半製品また わせ て， 天然 賓 と同 じ。ただし， 2．海外投贅の動機は

は機械を投資の資 源 ・原 材 料 の 確 件数は増加。貿易 台湾の元高，労働

本。 保，輸出市場の聞 業，電子 ・電器製 条件の悪化，海外

3．投資先は主として 箱，海外販売拠点 晶製造業，サービ 拠点の開拓などに

東南アジアで，食 作 り。 ス業などが多し＿i。 重点を変更。

品 ・飲料製造業， 2．投棄先はアメリカ 3，海外投資件数は97 3．対中国投資が登場

電子 ・電器製品製 と東南アジアを主 件。 し，対外投資の首

遺業。 とし，貿易業，電 位 を占めた。「南

4．海外投資件数は20 子 ・電器製品製造 向政策」が実施。

件。 業，ゴム ・樹脂製

品製造業など。r

3．海外投資件数は74

件。

4．海外投資は1，424

件，対中国投資は

9，830件。

（出所）筆者の作成による。
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年1月3日に承認）の名称に変更したことである。修正された主な内容は，対外

投資を実施する企業はその財務基準である資本額を1億元から5，000万元に変

更され，同時に，海外での天然資源の採集・開発・加工への投資項目を付け加

えた。それは海外で天然資源を投資し，その資源産出物または資源加工物を台

湾にもち帰った企業に対し事業営業所得税5年（4年）の免除を与え，さらに，

免税の開始期間を1～4年間に遅らせる奨励措置（第8条）を加えた。この対外

投資条例が修正された後，対外投資額は前年よりも大幅に増加した。

そのほか，特殊な対外投資と技術提携の必要に応じて，「外交関係の促進に

有益なもの」および「華僑業務の促進に有益なもの」の2項目を追加した。さ

らに，投資業務の拡大に伴い，対外投資の追跡と審査の業務を経済部投資審議

委員会に移管するようになった。

1985年に「対外投資及び技術合作審査処理弁法」の修正が行われた。その修

正の主な内容は，対外投資を行う企業の資本金は，その対外投資の審査基準の

うち財務資本金を5，000万元から2，000万元に減少され，その負債比率も200％

以下から300％以下に引き下げたことである。

以上の奨励処置からわかるように，この時期の投資政策は60年代の投資政策

と比べて大きく変化した。この時期は，政策の重点を海外市場の開拓と天然資

源の確保に置き，海外投資の重要性が次第に重視されるようになった。事実，

経済部投資審議委員会が台湾大学経済学研究所教授辞埼氏などに委託研究した

報告書『我が国の民営企業の対外投資調査報告』（1982生10月）の中で，次のこ

とが提起された12）。

（1）対外投資の価値を認め，合法的な海外投資を奨励する必要がある。（2）海

外投資の企業基準にある資本額，利潤率，財務構造の規定は，現実に合うよう

により柔軟的に修正する必要がある。（3）海外投資の範囲の拡大と実施策の改

善が必要である。それは具体的に言えば，①海外投資の後に園内に逆輸入した

製品は，所得税および関税免除の優遇を受ける。②非為替決済方式（現金でな

く，機械設備を海外投資の出資方式）で輸出する機械設備は両・一般の輸出とみな

し，同じ待遇を受ける。③二重課税を避ける。④対途上国への投資を保障する。

①対外投資の範囲には先進技術の獲得を目的とする投資を追加する。⑥海外投

資を実施する企業に対し，園内の金融業の協力を強化するなどである。そのほ



かに，（4）投資先回・地域の分散を奨励する。（5）対外投資の成果を審査する。

（6）投資業務処（所）の役割を拡大し，海外投資の推進の責任を負わせるなど。

これらの提言は，その後に修正された政府の投資条文の改訂や内容に反映され

るようになった。

1985年の「対ダ投資及び技術合作審査処理弁法」は投資審査基準を緩めたが，

その基準は依然として厳しい。たとえば，資本額が2，000万元以上と負債比率

が300％以下の基準の規定では，中ノJ、企業または技術的衰退産業（小島清氏の主

張する「日本型海外投資」）にとって東南アジアまたは他の途上国に投資しよう

と計画してもこの審査基準にクリアできず，その企業の生存に影響を及ぼす可

能性が生じてくる。そのために，陳賓瑞氏は対外投資の際には企業法（企業の

投資総額はその株式資本金の40％を超えないとする）の制限を緩めるように提

言した13）。さらに，国内の金融機関は金融の国際化を強化し，企業の海外投資

に融資を協力するように呼びかけた。そのほかに，海外の子会社の信用保証額

の審査を緩めるよう提言した。つまり，財務基準にクリアしていない企業が無

許可のまま海外投資を実施してきたが，基準の緩和によって「間」の投資を正

式許可を得た投資に変えることを意味している。また，海外投資の経済効果を

強化し，因際化に応じて海外投資の人材育成機関を設置するように，といった

指摘もなされた。

そのためか，この成長期（1980～86年）の7年間の間に投資件数は97件に増加

した。産業別投資件数の順位は，電子・電器製造業の26件，貿易業の17件，

サービス業の11件，ゴム・樹脂製造業の8件などである。投資先国別の順位は

アメリカ，シンガポール，香港とタイなどになっている。

（4）拡張期（1987～93年（現在））

1985年以降，国際的には貿易保護主義の台頭など国際情勢に大きな変化がみ

られた。プラザ合意以降，円高・ドル安傾向になり，そして，1987年のルーブ

ル合意以降，台湾元高や韓国ウォン高・ドル安傾向になった。それでもこの時

期において台湾の外貨保有高が大幅に増加し，外貨管理の緩和，労働力の不足，

相対的賃金の上昇，労働集約的産業の競争力低下などの傾向が顕在化になった。

時代の趨勢としては経済自由化を加速し，企業の国際化の推進，国内の生産を

労働集約的産業から資本・技術集約的産業へ転換することが必要になった。つ
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まり，比較優位性を失った伝統的産業または低付加価値産業を他の途上国に移

行することによって，その産業の製品が淘汰されることなく，途上国で「第2

の春」を求めて持続的に成長することができることを意味する。また，この発

展志向型海外投資を通じて投資先現地の経済発展に寄与することができるので

ある。

1987年以降には，台湾の外貨保有高が700億米ドル以上になり，世界の外貨

保有高でも世界第2位を占めるようになった。それによって，当局の海外投資

の姿勢も過去の憤重な管理方式から，奨励方式に方向転換を行った。つまり，

海外投資政策の方針を過去の「管理を主とし指導を従とする」方式から「指導

を主とし管理を従とする」方式に大幅に変更したわけである。

それを反映して，1987年7月に「外国為替管理条例」を公布し，会社，企業，

団体および個人は1年間に500万米ドル（1991年に300万米ドルと修正）を政府の

事前許可なしに任意に海外に送金することができるようになった。言い換えれ

ば，台湾の外国送金は自由化の段階に達するようになった。

その後，1989年2月23日に「対外投資及び技術合作審査処理弁法」が新たに

修正された14）。修正されたこの法規の要点は次のようである。（1）海外投資方

式の拡大によって，海外で子会社，工場，営業所を設置するように奨励する。

（2）出資種類は資本金投資方式の投資のほかに，資本金を一定比率で海外事業

に貸出方式に拡大した。そのほかに，「国外有価証券」の項目を追加し，現実

のニーズに対応する。（3）対外投資の範囲を拡大し，対外投資の動機をもとの

市場開拓から製品の高度化，プラント輸出など多元的に拡大して，外貨資本金

の活用に役立てる。（4）対外投資の企業にとって必要とする財務基準の規定を

廃止し，中小企業の対外投資を容易にする。（5）対外投資に登録制度を採用し，

審査手続の簡素化を図る。そして，投資額が100万米ドル以下で，外貨を資本

金として投資するものは，投資の後に登録方式の追加認可も受けることにする。

（6）対外投資または技術提携の企業が受けられる権益を明白に定め，企業の海

外投資を奨励する。そして，海外で投資した事業所の従業員を台湾で実習，対

外投資の融資と対外投資の保険などの申請を認めることにした。

対外投資の企業が受けられる権益に関しては，次のようなものがある。

（1）対外投資に従事した企業は，投資奨励条例の第8条の「対外投資事業の奨



励適用範囲及び指導方法」の規定に合う場合，第6条の営業事業所得税5年

（または4年）の免除および第7条の所得税免除期間を1～4年の延長を受ける

ことができる。（2）「中国輸出入銀行の海外投資融資の処置要点」に基づいて，

輸出入銀行から対外投資の融資を申請することができる。それに，「中国輸出

入銀行の海外投資保険要項」に基づいて，対外投資の保険を申請することもで

きる。（3）対外投資を実施した事業は，現地の従業員の台湾での実習を申請す

ることができる。（4）「農業・鉱業・工業・商業事業人員の山国派遣の方法」

の規定に従って，人員の海外派遣ができる。（5）対外投資または技術提携によ

って得た外貨を国内に送金することができ，「民間の国内送金の為替決済弁法」

に定めるところの金額制限を受けない。（6）二重課税の回避。国外所得のうち

所得先の国の税法に従って所得税を納入した場合，税金の納入証明書に基づい

て国内の所得決算によって支払うべき税金から差し引くことができる。（7）台

湾の海外駐在部署の適切な指導と協力によって，海外投資によるリスクを回避

することができる。

経済部（通産省に相当）工業局が中華経済研究院に委託した研究で，陳添枝と

蘇顕揚両研究員が共同執筆した『対外投資に関する産業政策』に次の提言がな

されている15）。（1）審査制度を廃止し，登録制度を採用する。（2）現行の「対外

投資及び技術合作審査処理弁法」を廃止し，「対外投資及び技術合作管理条例」

に変える。（3）投資事業の資本金が20％以上を保有する企業は，海外投資の損

失準備金の権利を与える。（4）登録された法人投資には投資損失準備金，輸出

入銀行から海外投資融資および海外投資保険の権利を与える。（5）投資奨励条

例の第8条の海外投資に適用する1～4年間の免華の規定を廃止し，それに替

わって投資総額の50％に相当する海外投資準備金の提供を認める。（6）海外投

資を実施した企業から利潤，技術報酬金およびその他の利益の国内送金の規定

を停止する。（7）主な海外投資先国と二重課税の免除について協定を結ぶ。（8）

資源の開発と先進技術の獲得を奨励する。（9）対外投資の相談と調査部署を設

立して，海外投資の情報を提供する。（10）「海外投資事業商会」を設立する。

（11）対外投資の際に国内の機械設備および中間財を使用するように奨励する。

（12）国内の銀行が投資先に海外支店を設ける。（13）中小企業の海外投資を協力

する。情報サービスおよび海外投資パートナーの斡旋サービスを提供する。
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（14）産業の転業基金を創設し，それによって，国内企業の転業に協力する。

（15）．職業訓練を強化する。

これら提言は，1989年2月の修正案では全部採用されたわけではないが，そ

の一部が採用された。たとえば，海外投資の審査制度から登録制度への修正，

営業事業所得税5年（または4年）の免除，および免税期間を1～4年間に延期

処置など，いままでの条例に比べてより柔軟に改善された。

この時期の投資件数は合計で1424件で，産業別投資件数の順位は貿易業の

455件，電子・電器製造業の327件，サービス業の190件，金融保険業の162件な

どになっている。投資先国別件数の順位はアメリカ，香港，マレーシア，タイ

などになっている。投資額も大幅に増加し，ときにはその期間の1年分の投資

額が前の仝時期の総額に匹敵するぐらいに増大した。

表7－3の台湾の海外投資の推移には台湾の村中投資の資料が含まれていない。

しかし，台湾の対中投資は年々盛んになり，上記の海外投資件数と投資額を超

える勢いがある。特に1987年7月，長い間敷いていた台湾の戒厳令が解除され，

同年11月に，台湾住民の大陸への親族訪問および視察が許可され，これを契機

に台湾企業の中国大陸への投資が大幅に増加した。台湾の対中投資については

第8章で詳しく述べる。

以下，ここまでの論点を整理することにする。1960年代の輸出志向工業化に

よって，台湾の急速な成長を達成することができた。この発展のシナリオは次

のように考えられる。まず，輸出志向工業化によって，台湾は最終消費財を大

量に輸出し，同時に生産に使う原材料・中間財を輸入に依存してきた。最終消

費財の輸出の拡大にしたがって，原材料・中間財の輸入も拡大する構図になっ

てくる。その中間財の輸入量が国内最小生産規模に達した時点で国内生産に移

行する動きが発生する。これは輸出志向工業化の発展によって，川下産業から

川中・川上産業へと後方連関効果が発揮されたからである。それによって，軽

工業の輸出志向型から重化学工業の輸入代替型へと深化が進行したのである。

つまり，台湾における産業の国産化率が高まり，産業基盤の整備が急速に進み，

付加価値の上昇へと進んできたことである。それは匝腔別又文の赤字基調から黒

字基調への変化，産業基盤の構造変化，ちなみに経済構造の変化を意味してい

る。



次に，台湾の企業を海外直接投資に導く動機はどこにあるのか。そして，

1980～90年代の台湾における海外投資の動機についてどんな変化があるのか。

それについて観察することにする。前に述べたように，国際収支の黒字基調の

拡大によって，海外投資に投入する外貨使用の余裕がでてきたこととの関連が

大きい。台湾の承認ベースからみると海外直接投資を選択した製造業の業種は

電子・電器製品製造業，精密機器製造業，樹脂製造業，食品・飲料製造業，基

礎金属・金属製造業などであり，それは台湾の輸出の主力製品である。台湾の

海外直接投資は，台湾の企業の多国籍企業化に向かいつつあることを意味する

ものである。

まず，台湾企業の海外直接投資の動機の時期的変化をみることにする。1980

年と82年に分けて台湾大学の薩埼教授グループは投資業者にアンケート調査を

実施し，その結果は表7－5に掲載している16）。辞教授グループは投資業者に

「重要」，「次に重要」，「重要でない」の3段階評価をさせ，それぞれに2点，1

点，0点を付けて，それに投資件数で加重してその得点の順番をつけたもので

ある。その結果，対途上国の投資動機は新市場の開拓，第三国への輸出促進，

機器の市場開発，既存市場の確保，企業の名声向上，同業の他社との競争，安

い原料の確保，低賃金労働力の獲得の順位である。そして，対先進国の投資動

機は新市場の開拓，第三国への輸出促進，既存苗場の確保，同業の他社との競

争，企業の名声向上，先進技術の導入，安い原料の確保，機器技術の市場開発

の順位である。これによると，対途上国と対先進国の投資動機はほとんど同じ

であり，対途上国の投資動機の8位に入った低賃金労働力の獲得と，対先進国

の投資動機の6位に入った先進技術の導入の違いだけである。この1980年代初

期の対外投資の進出動機は輸出志向工業化による輸出促進と資源ナショナリズ

ムの影響を受けていることを意味している。

続いて，1984年12月に実施された陳賓瑞氏のアンケート調査による論文をみ

ることにする17）。陳論文による海外直接投資の進出動機の順位は現地市場の拡

大，第三国市場の開拓，現地市場の確保，資源の確保，投資リスクの分散など

になっている。これは醇教授グループの調査の結果とほぼ同じである。

ところが，1987年以降の台湾元高・ドル安が顕在化してからは台湾の海外直

接投資の進出動機が大きく変化した。経済部（通産省に相当）投資業務処が1988
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順位
1980年と1982年 1984年

先　 進　 国 開発途上国 海外投資

1 新市場の開拓 新市場の開拓 現地市場の拡大

2 第三国への輸出促進 第三国への輸出促進 第三国苗場の開拓

3 既存市場の確保 機器技術の苗場開発 現地市場の確保

4 同業他社との競争 既存市場の確保 資源の確保

5 企業の名声向上 企業の名声向上 投資リスクの分散

6 先進技術の導入 同業他社との競争 その他

7 安い原料の確保 安い原料の確保 先進技術の確保

8 機器技術の市場開発 低賃金労働力の獲得 国内に競争力が不足

順位
1988年 1990年

海外投資 ア　メリ　カ 東南アジア

1 台湾元の元高 現地市場の拡大 現地労働力の活用

2 労働条件 先進技術の確保 第三国の販売拡大

3 海外拠点の開拓 商業情報の収集 外国為替の要因

4 貿易障壁の突破 第三国市場の開拓 台湾の工場用地高騰

5 環境保全意識の台頭 投資リスクの分散 現地の外資投資奨励

6 原料の確保 生産用資源の確保 生産用資源の確保

7 現地市場に接近 人材資源の活用 貿易障壁の回避

8 － 外国為替の要因 商業情報の収集

（注）1980年から近年に実施されたサンプル調査の結果で，実施時の調査の項目がそれぞれ異なっているために，

各年度のアイテムが対応されていない。

1980年と1982年の辞埼などの調査幸腔iのサンプル数は60杜，1983年の陳賓瑞のサンプル数は65社，1988年

の経済部投資業務処のサンプル数は38杜，1990年の洪厳春のサンプル数はアメリカ46社，東南アジア102社で

ある。

（山所）薙埼，林鴻鈎，孫東昇，杯事慧　r裁国民営企業対外投寮調査報告J経済部投着審議委員会委託，台湾入学

経済学研究所，台北，1982年10月．表4－1；陳賓瑞咽際性企業興台湾企業経済発展一一Ⅶ載劇困‾外投宏之研究」

行政院経済建設委員会経済研究処．1986隼1月；陳貸欄「台湾艮煽・企業対外投宏之探討」「台湾銀行季【二り」第39

巻第l肌　台叱1988年3月；陳貨瑞「才抱けけ日貨寮調査開巻表」（第2部手套仕上　行政院紬済建設委貞女

経済研究処；「己赴東南糾地区投菊鹿商反映之意見調査」（タイプ印刷上　経済部投賓業務牲1リ89隼3月；

洪脆春『我国対外投寮政策之研究j行政院紬斉建設委艮会経済研究処」991隼12月，表16；陳針鼠栗凱拝唱

易，対外投資輿産業結構転変之研究j　行政院経済建設委員会経済研究処，1993年12杜　夫一卜5。

年に実施したサンプル調査では次の結果が得られた18）。この時期の台湾の海外

直接投資の進出動機の順位は台湾の元高，労働条件の変化，海外拠点の開拓，

貿易障壁の突破，環境保全意識の台頭，原料の確保，現地市場への接近などに

なっていた。このサンプル調査の結果からも台湾の元高，労働力の不足や相対

的賃金の上昇などによる輸出競争力の低下がこの時期に現jLたことを意味する

ものである。それは海外進山動機として新たに登場したことを察知することが

できる。



また，1990年に実施した行政院経済建設委員会（経済企画庁に相当）の洪麗春

氏のアンケート調査では次の結果が得られた19）。この調査の特徴は対アメリカ

投資と対東南アジア投資に分けられている点である。これを対先進国投資と対

開発途上国投資に読み替えてもよい。対東南アジア進廿働機は現地労働力の活

用，第三国の販売拡大，外国為替の要因，台湾の工場用地の高騰などがある。

この結果は前の調査結果に似ている。対アメリカ進出動機は現地市場の拡大，

先進技術の確保，商業情報の収集，第三国市場の開拓などになっている。台湾

の対先進国投資の目的は「商品の消費」（販売市場），対途上国投資の目的は

「商品の生産」（生産基地）をその進出動機としているからである。そして，台

湾の元高によって，現地労働力の活用，外国為替の要因，台湾の工場用地の高

騰などの影響による対策として，海外直接投資の進出要因として登場したこと

を意味するものである。

おわりに

1987年のルーブル合意以降，台湾元高・ドル安が顕在化し，88年以降台湾の

外貨保有高が720億ドル以上に達した。そして，台湾が途上国から「卒業」し

たことの象徴でもある対米輸出特恵（GSP）が89年から打ち切られた。それに加

えて，先進国の保護主義の高まりと輸入数量制限は，台湾の海外直接投資を促

す要因にもなった。最も重要なことは1987年以降の元高傾向の定着により，こ

れまで台湾の経済発展を支えてきた労働集約的産業の製品輸出が難しくなって

きたことである。つまり，台湾元高・ドル安からくる相対的価格の上昇による

競争力の低下，ならびに労働力不足による賃金コストの上昇によるものである。

したがって，途上国と価格競争のできない製品を自然淘汰に任せるよりは，海

外直接投資を経て再生の契機を求める方が望ましい。他方，台湾の国内では高

付加価値の製品製造へとシフトを進め，海外に進出した企業に中間原料を供給

する体制を整えることが必要になる。というのも，海外直接投資を通じて投資

先の経済が繁栄し，同時に台湾産業の合理化と高度化が期待できるからである。

「国際収支・海外投資の発展段階」のモデルから観察できたことは，まず，

日本が1970年前後に第3段階の債務返済国から第4段階の未成熟の債権国に入
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り，台湾はおよそ10年遅れて84年前後に第3段階の債務返済国から第4段階の

未成熟の債権国に入ったことである。そして，1988年から台湾の対外投資額が

台湾に流れてくる投資額を超えて，台湾は純対外投資国になったことが注目さ

れる。

台湾の海外直接投資の歴史的変遷は，（1）初発期（1959～69年），（2）漸増期

（1970～79年），（3）成長期（1980～86年），（4）拡張期（1987年～現在）の四つの時

期に分けられる。それぞれの特徴は以下の通りである。（1）初発期（1959～69

年）では戦後の再建時期で資本不足と外貨不足が深刻であった。そのときの経

済政策は外資導入奨励による経済発展を計画し，国内資金の海外流出は政策的

には歓迎されなかった。海外投資についても，国内の経済発展または輸出の開

拓に有益であると判断された場合のみに許可された。（2）漸増期（1970～79年）

ではその時期に実施されてきた輸出志向工業化の成功により，国際収支は輸入

超過から輸出超過に転換し，外貨保有高も余裕をもつようになった。しかし，

この時期には2回の石油危機による世界規模のインフレと景気後退の影響を受

けた。この時期の海外投資の主目的は，天然資源および生産に必要とする原材

料の確保，輸出市場の開拓，海外販売拠点作りであった。（3）成長期（1980～86

年）では第2次石油危機の後遺症を受け，原材料と天然資源の確保に海外直接

投資の重点を置いていた。この時期から台湾の海外直接投資が増え続けて，次

第に注目されるようになった。（4）拡張期（1987年～現在）では1987年のルーブ

ル合意以降になってから台湾元高・ドル安が顕在化し，外貨保有高も世界第2

位の実力をもつようになった。政策的には経済の自由化　企業の国際化が推進

されてきて，海外投資政策は今までの「管理を主とし指導を従とする」から

「指導を主とし管理を従とする」ように大幅に変化した。同時に，対中投資も

この時期に登場し，投資件数および投資金額も大幅に増加した。

1）『世界と日本の海外直接投資』（ジェトロ白書・投資編），日本貿易振興会，各年。

2）United Nation Center on TransnationalCo1－1Panies，Tr（川SllELlioflLLICoTPur（lttollSilL

WorldDeveloPment，ThirdSurvey，ST／CTC／46，1983．

3）TransnationalCorporationsal一〔抽lanagemenH〕ivisionDep；lrtmentOfEeono一一1ieand

Social Development United NaLions．TγaltSIWfional CoTPratioILSノね明　DeLJelqPi”g

Co・Lmtries：IulI）aCl0拘TheirIloHle CoILlttries，UniLed Nations，1993（江夏健一監修，IBI



国際ビジネス研究センター訳『発展途上国の多国籍企業：本国経済へのインパクト』

国際書院，1994年）；TCMD，WoγldI”VeStme”tIPeport1992：Tra”S”ationalCoゆOra－

tio71S aS EHgi7WS qf Growth，New York．United Nations pLlblications，Sales No．E．92．

Il，A・19，1992；TCMD，EcoHOmichZlegmtIo71andFol′el・gHDirectInvesEme7－1a”W”gDe－

lJg坤f77gCoJf7血どぶ，・日本銀行国際局「東アジアの経済成長と直接投資の役割」（『日

本銀行月報』1993年12月号），11～47ページ。

4）Kindleberger，C．P．，I”tel／11ationalEco7Wmics，RichardD．Irwin．Inc．，IHinois，1953．な

お，サミュエルソン教授は著書にも述べている。Samuelson，PaulA．．EcoHO川ics．9th

Edition，McGraw月illBook，1973，NewYork，Chap．33（都留重人訳『経済学』下巻，

岩波書店，1974年）。

5）経済企画庁『世界経済白書』（1987年版），大蔵省印刷局。

6）小島活『日本の海外直接投資』文眞堂，1985年；小島清『世界貿易と多国籍企業』

創文社，1973年；小島清『多国籍企業の直接投資』ダイヤモンド社，1981年。なお，

日本型直接投資は，関口末夫・松葉光司『日本の直接投資』日本経済新聞社，1972

年；関口末夫『海外投資の新展開』日本経済新聞社，1979年；関口末夫編『環太平

洋圏と日本の直接投資』日本経済新聞社，1982年；池本清・上野明・安室憲一『日

本企業の多国籍的展開：海外直接投資の進展』有斐閣，1981年。

7）経済企画庁『経済自書』（1985年版），大蔵省印刷局。

8）日本経済新聞社編『新・日本経済：すべてが変わりはじめた』日本経済新聞社，

1988年，246ページ。

9）山澤逸平・山本有造『貿易と国際収支』（長期経済統計14），東洋経済新報社，

1979年，第17表，228～231ページ；『経済統計年報』日本銀行統計局，各年号；

咽際収支統計月報』日本銀行国際局，各月号。

10）F中華民国台湾地区国民所得』行政院主計処，各年号；『中華民国統計年鑑』行

政院主計処，各年号；CounciHorEconomicPlanningandDevelopment，Taiwa”′Sta－

listicalDalaBook，Variousissues，RepublicofChina．

11）『中華民国歴年核准華僑及外国人投資，技術合作，対外投資，対外技術合作統計

年報』経済部投資審議委員会，各年；『対外投資分析報告』経済部投資審議委員会，

各年。

12）醇埼・林鴻鈎・孫東昇・林幸慧『我国民営企業対外投資調査報告』経済部投資

審議委員会委託，台湾大学経済学研究所，1982年10月。辞教授の他の関連著作にも

注目に倦する。SchiveChi．TheFbreig7tFbctor：The肋ItinaLiottalCoool，atioll，sCow

Erib7Ltionlo TheEconomicModer71izalioJ乙qFTheRepltblicqFChilla・，Stanford University，

HooverInstitution Press，1990；SchiveChiand YehR．S．，“DirectForeignInvestnlent
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and Taiwan’s TVIndustry：，EcoIWmic Essays Vol．9No．2，November，1980，PP・

261－291．

13）陳賓瑞『国際性企業輿台湾経済発展』行政院経済建設委員会経済研究処，台北，

1986年1月；陳蜜瑞「台湾民営企業対外投資之探討」（『台湾銀行季刊』第39巻第1

軌1988年8月）；陳貧瑞【‾我国対外投資意向調査報告」行政院経済建設委員会経済

研究処，台北，1985年8月。

14）『対外投資分析報告』（1988年版），経済部投資審議委員会，台北，1988年12月31

日；『工業投資簡訊』第86期，経済部投資業務処，台北，1989年2月28日。そのほ

かに，落碩傑・子宗先・侯継明・辞光活など『対外投資之研究』中華経済研究院，

経済部投資審議委員会委託，1988年5月；林建山・陳定慧など『対外投資政策輿扶

持之探討』経済部投資業務処委託，環球経済社，1990年2月なども参考に値する。

15）陳添枝・蘇顕揚『対外投資枚閲的産業政策』（工業政策5年期研究計画，第1年

重点研究報告の2），経済部工業局委託，中華経済研究院，台北，1988年6月。

16）注12に同じ。

17）注13に同じ。

18）「己赴東南亜地区投資廠商反映之意見調査」（タイプ印刷），経済部投資業務処，

1989年3月。

19）洪麗春『我国対外投資政策之研究』行政院経済建設委員会経済研究処，1991年

12月，表16；陳資瑞・葉凱洋『貿易，対外投資輿産業結構転変之研究』行政院経済

建設委員会経済研究処，1993年12月，表4－5。
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はじめに

第8章　台湾の対中国投資の進展
柵対立から民間交流へ－

1949年を境にして，中華人民共和国（以下，大陸と呼ぶ）が成立し，中華民国を

代表する国民政府側（以下，台湾と呼ぶ）は内戦に敗れて台湾に移った。かくして

台湾対大陸の分裂対立の図式が形成された。米ソ2大陣営の対立を示す象徴と

しては，そのほか，南ベトナム対北ベトナム（後に，南ベトナム側が北ベトナ

ム側に武力によって吸収・合併），西ドイツ対東ドイツ（後に，東ドイツ側が西

ドイツ側に吸収・合併されて統一ドイツに），韓国（大韓民国）対北朝鮮（朝鮮民

主主義人民共和国）が存在した。

まず，台湾海峡両岸の関係について，この40数年間にどんな変化があったの

か検討することにしよう。

（1）軍事衝突の時期（1949～58年）

この期間の初期に大陸側は，「血洗台湾」（台湾を血で洗い流す）および「武

力解放台湾」（武力で台湾を解放）をスローガンとして武力侵攻を計画していた。

古寧頭戟役および八二三砲戦は大陸側の主な軍事的侵攻である。一方，台湾側

では，「反共抗俄」（反中共・反ソ連）をスローガンとして南目島および東口」島

への出撃がその主な軍事的行動であった。双方が中国の東南沿海で衝突を頻繁

に発生させ，互いに戦果はあるが，力のバランスを崩す決定的な変化は無かっ

た。

（2）冷戦の時期（1959～78年）

双方が中国の東南沿海においてときには衝突が発生するが，衝突の回数が減

少するようになってきた。冷戦を象徴するように，双方の戦争は軍事的戦争か
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ら外交承認争奪戟へと変化するようになった。三の期間の後半に大陸側が優勢

となり，国連に加入，一方，台湾側は国連の議席を失うこととなった。その後，

日中国交回復（＝日台国交断絶），米中国交回復（＝米台国交断絶）など，台湾に

とって不利な状態が続いた。

（3）平和競争の時期（1979～86年）

大陸側では「国内の経済の活気を引き起こすのための対外開放」の新経済政

策が進められた。この期間に大陸側は「一国両制」（一つの国に社会主義制度

と資本主義制度の二つの制度），「三通」（郵便・通信，通風　交通の直接往来）

政策および平和の手段で中国を統一するスローガンが次々と提起された。一方，

台湾経済は1960年代の輸出志向工業化によって高い経済成長が達成され，それ

により，1980年代半ば以降，政治の民主化，経済の自由化および国際化へと発

展するようになった。大陸側の呼び掛けに対し，台湾側の政府では国父孫文の

三民主義（民族主義，民権主義，民生主義）での中国統一を提唱し，中共との

「三不政策」（中国共産党とは接触せず，交渉せず，妥協せず）の原則が提示さ

れた。

（4）緊張緩和の時期（1987～89年）

台湾側政府は1987年7月に戒厳令を解除し，同年の11月に民衆の大陸への親

族訪問および視察を許可した。1988年7月には行政院に「大陸工作会報」（大

陸業務会合）を設置し，大陸の事務処理に協力するようになった。それと同時

に，台湾が「経済発展の成功を得てから民主化への移行」という台湾の経験を

もって，大陸の民心を得ることを目標とする試みがあった。その時期になると，

台湾側は第三国・地域経由の間接貿易および間接通信の管制を緩めるようにな

った。一方，大陸側でも海峡両岸の政治的・社会的および経済的関係を積極的

に推進するようになった。しかし，1989年の天安門事件直後，双方の関係は大

きな後退を見せた。その期間の大陸側は「平和演変」（平和的手段による体制

転獲）および「台湾独立」に警戒していた。この期間に「民間ベース」，「間接

的」，「漸進的」，「安全的」を原則として，双方は民間レベルの往来という道を

模索した。

（5）民間交流の時期（1990年から今日に至る）

台湾側政府では1990年9月に「国家統一委員会」が設けられ，1991年1月に



李登輝総統による「行政院大陸委員会組織条例」の公布発令によって，大陸委

員会が正式に成立した1）。そして，1991年2月に「国家統一綱領」が正式に承

認された2）。その統一一一一綱領では統一の進行過程計画を短期（交流互恵の段階），

中期（相互信頼・協力の段階）および長期（統一協議の段階）の3段階に分けて，

現段階は国家統一一の短期の「交流互恵の段階」であることが確認された3）。そ

のほかに，両岸人民に関する行政，民事，刑乳　罰則など法的条例として，台

湾側は1992年7月に「台湾地区と大陸地区人民関係条例」（96条），1992年9・月

に「台湾地区と大陸地区人民関係条例施行細別」（56条）を公布した。

また，台湾海峡両岸の民間交流を推進するために，同年2月に台湾側では

「財団法人海峡交流基金会」（略称「海基会」）の設立登記が認可された。続いて，

大陸側では1991年12月に「海峡両岸関係協会」（略称「海協会」）を成立し，台湾

側の「海基会」に対応する窓仁＝二なった。1991年の4月および6月に「海基

会」のスタッフは大陸側の中央・地方の関係機関を訪問し，1992年3月に大陸

側の「海協会」と書類の確認および書留郵便物の処理などの会談が進められた。

現在，海峡両岸についての業務作業はこの二つの民間組織によって進められて

いる。

以上の経緯から台湾海峡両岸の関係は対立から民間交流へと時期とともに変

化したことがわかる。そして，台湾の政府が民衆の大陸への里帰りや親族訪問

を開放してからは，海峡両岸の民間交流がますます密接になり，かつ急速に進

展してきた。大陸は長期間に亘って海外との隔たりがあり，かつ台湾と大陸と

の間には経済発展段階が異なっていたため，いったん中国大陸の親族訪問およ

び民間交流が開放されると，当然であるが台湾の商人はその商売のチャンスを

掴むようになる。しかし，現時点では海峡両岸の政治的対立は解除されていな

いし，企業の利益と国家全体の安全は完全に一致していない。そのような意味

で難しい時期に差し掛かったと言えよう。

そこで，今後の両国関係を見通すために，まず，台湾と大陸の両岸関係の経

済・貿易の交流の動向，交流の実績とその特徴（第Ⅰ節），両岸の経済貿易政策

（第11節），対大陸投資を行っている台湾企業に対するアンケート調査の結果

（第Ⅲ節）および両岸の経済交流の変化と展望（第Ⅳ節）について論じることにす

る。
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表8－1台湾と中国の間接貿易（1979～94年）
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（単位：100万米ドル，％）

年　 別

香 港 経 由 の 海 峡 台 湾 製 品 の 対 中 国 中 国 製 品 の 対 台 湾 台 湾 側 の 対 中 国

両 岸 貿 易 総 額 間 接 輸 出 間 接 輸 出 貿 易 収 支

総　 額 増 加 率 総　 額 増 加 率 総　 額　　 増 加 率 総　　　 額

19 7 9 7 7 ．8 － 2 1 ．5 －
5 6 ．3 △ 3 4 ．8

1 9 8 0 3 1 1 ．1 2 9 9 ．9 2 3 5 ．0 9 9 3 ．0 7 6 ．1 3 5 ．2 1 5 8 ．9

1 9 8 1 4 5 9 ．4 4 7 ．7 3 8 4 ．2 6 3 ．5 7 5 ．2 1 ．2 3 0 9 ．0

1 9 8 2 2 7 8 ．5 △ 3 9 ．4 1 9 4 ．5 △ 4 9 ．4 8 4 ．0 ．11 ．7 1 1 0 ．5

1 9 8 3 2 4 7 ．7 △ 1 1 ．1 1 5 7 ．8 △ 18 ．9 8 9 ．9 7 ．0 6 7 ．9

1 9 8 4 5 5 3 ．1 1 2 3 ．4 4 2 5 ．5 1 6 9 ．6 1 2 7 ．8 4 2 ．2 2 9 7 ．7

1 9 8 5 1 ，1 0 2 ．7 9 9 ．3 9 8 6 ．8 1 3 1 ．9 1 1 5 ．9 △ 9 ．3 8 7 0 ．9

1 9 8 6 9 5 5 ．5 △ 1 3 ．3 8 1 1 ．3 △ 17 ．8 1 4 4 ．2 2 4 ．4 6 6 7 ．1

1 9 8 7 1 ，5 1 5 ．4 5 8 ．6 上 2 2 6 ．5 5 1 ．2 2 8 8 ．9 1 0 0 ．3 9 3 7 ．6

1 9 8 8 2 ，7 2 0 ．9 7 9 ．5 2 ，2 4 2 ．2 8 2 ．8 4 7 8 ．7 6 6 ．．1 1 ，7 6 3 ．5

1 9 8 9 3 ，4 8 3 ．4 2 8 ．0 2 ，8 9 6 ．5 2 9 ．2 5 8 6 ．9 2 2 ．5 2 ，3 0 9 ．6

1 9 9 0 4 ，04 3 ．6 1 6 ．1 3 ，2 7 8 ．3 1 3 ．2 7 6 5 ．3 3 0 ．0 2 ，5 1 3 ．0

1 9 9 1 5 ，7 9 3 ．1 4 3 ．3 4 ，6 6 7 ．2 4 2 ．4 1 ，1 2 6 ．0 4 7 ．1 3 ，5 4 1 ．2

1 9 9 2 7 ，4 0 6 ．9 2 7 ，9 6 ，2 8 7 ．9 3 4 ．7 1 ，1 1 9 ．0 △ 0 ．6 5 ，16 8 ．9

1 9 9 3 8 ，6 8 9 ．0 1 4 ．8 7 ，5 8 5 ．4 2 0 ．6 1 ，10 3 ．6 △ 1 ．4 6 ，4 8 1 ．8

1 9 9 4 9 ，8 1 0 ．7
－1 1 ．4

8 ，5 1 7 ．3 1 0 ．9
－．1 ，2 9 3 ．4

1 4 ．7 7 ，2 2 3 ．9

1 9 7 9 ～ 94 年

累　 計 4 7 ，4 4 9 ．0 － 3 9 ，9 1 7 ．9 － 7 ，5 3 1 ．2 ー 3 2 ，3 8 6 ．7

成 長 倍 率 1 26 倍
－

3 9 6 倍
－

2 3 倍
－

4 5 倍 ■

（注）　■1980～94年の倍率。

（出所）香港経済統計処，経済部国際貿易局資料組，経済部投資審議委員会。

F両岸経貿通訳j財団法人海峡交流基金会，台北，各月各号。

Ⅰ　台湾海峡両岸の経済交流と特徴

台湾と大陸との間の交流について，大陸側提案の「三通」（郵便・通風　通

商，交通の直接往来）政策を「直接的」に進めることに対し，台湾側は「三不

政策」仲国共産党とは接触せず，交渉せず，妥協せず）の原則を打ち出してい

る。台湾側は「安全」という原則に照らし，直接貿易については拒否している

のである。しかし，香港など第三国・地域経由の「間接貿易」（すなわち中継

貿易）は認めている。

表8－1は，香港政府の税関統計によるもので，「間接貿易」の総額を示して

いる4）。同表から間接貿易の特徴をみることができる。



まず，海峡両岸の対立から民間交流によって，間接貿易が急速に進展したこ

とがわかる。

第2に，その貿易の形態も一方的な形から双方的，多様化への変化がみられ

る。大陸の開放政策の推進によって，台湾から大陸へ間接輸出額も大幅に増加

した。一万，1980年代半ばまでの大陸から台湾への間接輸出額が少なく，漢方

薬材料が主であったが，1988年に台湾側の大陸の農工原料の輸入を開放してか

らはその輸入量が大幅に増加した。具体的には，1979～94年の16年間の海峡両

岸の貿易総額，台湾の対大陸の輸出額，大陸の対台湾の輸出額はそれぞれ126

倍，396倍，23倍も増大したことになる。

第3に，台湾の対大陸主要輸出製品は消費製品から製造設備へと輸出構造の

変化がみられる。1985年以前における台湾の対大陸輸出製品は日用品，家庭用

電器，ナイロン布，傘が主であった。1986～90年になると台湾側の輸出製品は

化学繊維布，機器設備，電気器材および部品が主となる。1991年の台湾側の輸

出製品は人造繊維系・布（対大陸輸出総額の38．1％），樹脂原料（同1上4％），電

器と電子部品（同9．6％）および機械設備（同9．0％）になっており，総輸出額に占

める四つの輸出合計額の比率は68．1％に達した5）。

第4に，大陸の対台湾輸出も一次産品から製品は多様化し，しかも急速に増

加している。1979年以前の台湾側の輸入と言えば漢方薬材料であったが，1986

年以後になると農工原料の輸入が急速に増加し，1989年以降になると半製品の

輸入が増加し始めるようになった。1991年の台湾側の輸入の内訳は漢方薬材料，

紡績原料・半製品，電子部品・半製品など農工原料および労働集約的加工品で

あった。

第5に，海峡両岸の間接貿易収支の不均衡傾向の拡大があげられる。1979年

以前の香港経由の海峡両岸の間接貿易は台湾側が輸入超過であるが，その額は

少なかった。1980年以降になると，台湾側の輸出超過に転じ，かつ輸出超過の

金額が年ごとに拡大して，1994年では輸出超過額は72億2，390万米ドルに達す

るようになる。それによって，1979年から94年までの台湾対大陸の輸出超過額

（累積合計）は323億8，670万米ドルに達している（表8－1）。

第6に，台湾の対大陸の輸出依存度が「警戒すべき水準」に近づいている。

表8－2は香港経由の海峡両岸貿易額が双方の貿易総額に占める比重である。香
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表8－2　香港経由の海峡両岸貿易額が双方の貿易総額に占める比重（1979～94年）
（単位：％）

総 輸 出 に占 め る比率 総 輸 入 に 占め る比 率

台　 湾 中　 国 台　 湾 中　 国
年　別

総貿易に占める比率

台亘二」 中　国
0 ．13 0 ．3 6 0 ．3 6 0 ．14 0 ．2 5

1 ．15 0 ．3 7 0 ．3 7 1 ．2 0 0 ．7 8

1 ．6 6 0 ．3 7 0 ．3 7 1 ．7 5 1 ．0 5

0 ．8 6 0 ．4 5 0 ．4 5 1 ．0 1 0 ．6 8

0 ．6 1 0 ．4 4 0 ．4 4 0 ．7 4 0 ．5 5

1 ．3 7 0 ．5 8 0 ．5 8 1 ．5 5 1 ．0 5

3 ．14 0 ．5 6 0 ．5 6 2 ．34 2 ．1 7

2 ．0 0 0 ．5 7 0 ．5 7 1 ．9 0 1 ．5 0

2 ．3 0 0 ．8 4 0 ．8 4 2 ．8 3 1 ．7 2

3 ．7 0 1 ．0 0 0 ．9 6 4 ．0 5 2 ．7 0

4 ．3 8 1 ．1 2 1 ．12 5 ．0 0 2 ．9 4

4 ．8 8 1 ．2 3 1 ．4 0 6 ．15 3 ．3 1

6 ．13 1 ．5 6 1 ．7 9 7 ．3 2 4 ．1 7

7 ．7 2 1 ．3 2 1 ．5 5 7 ．8 0 4 ．8 3

8 ．9 1 1 ．2 0 1 ．4 3 7 ．3 0 5 ．3 6

9 ．15 1 ．1 1 1 ．5 1 7 ．3 6 5 ．5 0

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

1990

1991

1992

1993

1994

（出所）中華民国税関統計，中華人民共和国税関統計，香港政府統計処。

港政府の統計資料によって計算すると，1994年の台湾の対大陸の輸出依存度は

9．2％になった6）。台湾側の税関輸出統計から香港の輸入統計を差し引いた差

額に，香港政府の統計上の中継輸出額を加えて，新たに台湾の対大陸の輸出額

を推計した。それを台湾の総輸出額で割って新たに輸出依存度を推計すること

ができる。そうすると台湾の対大陸の輸出依存度は1割を超えたことになり，

台湾側当局にとって「警戒すべき水準」として注目されている。

第7に，台湾の対大陸投資により海峡両岸の貿易が拡大した。現在，台湾企

業が大陸に間接投資できるのは3737品日であるが，財界や学界の意見を考慮し

ながら常に追加品目の見直しを進めている7）。台湾側の発表によると，1993年

と1994年の台湾企業の対大陸投資は登記ベースで9，329件と934件でそれぞれ31

億6，841万ドルと9億6，221万ドルに逢した。言い換えれば，台湾の対大陸投資

の件数，金額ともに日本，アメリカを抜き，香港に次ぐ第2位の数値である8）。

台湾の経済部（通産省に相当）投資審議委員会の統計によると，1993年の台湾企

業の対中国投資は多くの産業に及び，そのうち主な業種は電子・電器製造業，
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表8－3　台湾の対中投資の投資動向（1993年1～12月）
（単位：件数）

産　 業　 別
広　　　　　 東 福　　　 建

広 酉
広 川

　、
深 川 珠 海 他 計 福 川 屡 門 他 計

農 林 業

漁 業 ・牧 畜 業

鉱 業 ・土 石 採 集 業

食 品 ・飲 料 製 造 業

1

1

1 8 7

3 1

7

1 3

1

1

8

3

1

9

8

1

7

9

4

1

4 6

1 7

6

1

8 5

8

1

2 8

3

2 5

2 9

9

9 9

4 0

1 0

1 5 2

6

2

2

紡 績 業 2 3

7

1 4

8

2 3

5

1 0

2 0 6 7 1 4 1 1 2 3 8 2 9 7 9 1

衣 服 装 飾 品 製 造 業 － 1 3 1 9

2

2 6

3 7 8 4 2 8

1

2 5

6

2 8

2

5 1

4

1 9

3

2 8

8

4 3

2

5 6

8

1 1

3 5 1 1 9 1

皮 革 t 同 製 品 製 造 業 3 3 5 7 1 0 9 2 1 3 0 －
木 ・竹 ・麻 製 品 製 造 業 1 4 3 7 8 5 5 1 8 7 9

紙 ・パ ル プ 製 造 業 2 6 1 0 2 9 8 9 1 1 2 2 3 9 1

化 学 製 品 製 造 業 2 5 2 2 3 6 9 7 1 9 4 1 8 8 5

ゴ ム 製 品 製 造 業 4 2 1 8 3 0 1 0 0 1 4 1 0 2 6 －
樹 脂 製 品 製 造 業 7 3

9

3 2

8

3 7

1 4 1

6

7 2

8 5 2 1 8 5 2 5 4 3 1 0 3 1 9 7 3

非 金 属 ・鉱 物 製 造 業 1 7 1 0 0 1 3 3 3 4 7 6 1 1 4 1 3

基 礎 金 属 ・金 属 製 造 業 7 1

8

1 8 8

1 3 6 3 1 8 3 2

3

8 4

7

8 9

3 1 8 2 5

機 械 製 造 業 1 0 2 2 4 8 2 0 2 6 4

電 子 ・電 器 製 品 製 造 業 1 4 0 1 9

3

ユ6

1 3 5 5 1 9 3 9 1■5 1 2

輸 送 機 械 製 造 業 1 3 1 4 7 5 2 4 1 2 9 1 3 2 8 1

精 密 機 器 製 造 業 7 6 8 5 1 5 9 1 8 9 5 2 5 7 7 2 0 9

2

4

6

1 0

4

建 築 業

2

4

－ － － － － －

3

1

－
卸 売 ・′小売 業 1 － － － 3 1 2

貿 易 業
－ － － 4 8 － 5 2

飲 食 業 5 － 一 1 2 8 5 2 3 1

運 輸 業 1 － － 1 － 2 － － － － 1 7

倉 庫 業 2 ー － － 1 3 － － 岬 － －
金 融 保 険 業

－ － － － － － － － － － 1

サ ー ビ ス 業 1 1 3 4 2 1 1 7 1 0 1 2 2 9 5

そ の 他 1 3 ー － 3 7 － － － ー －

合　　　　　 計 3 7 4 6 6 4 7 4 3 8 3 1 言 8 9 ，0 5 3 3 0 9 4 9 5 7 2 4 2 8 8 7

精密機器製造業などである（表8－3）。投資先の地域は広東，福建，上海など37

の省・都市である。1993年1～12月までの登記および申請済の件数は9，329件

に達し，その金額は316億8，411万米ドルに達した9）。ただし，これは「大陸地

区で投資又は投資合作を従事する許可弁法」の公布以前にすでに大陸で投資を

実施し，追加承認を受けたものが多く含まれている（この弁法では承認を受け

ていないで投資を実施した場合は罰則を受ける）。

第8に，未認可で輸入された大陸製品は依然として大きなシェアを占めてい
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表8－3　つづき
（単位：件数）

産　 業　 別 海 南
江　　　 蘇

断 江 湖 北 湖 南
四　　 川

上 海 南 京 他 計 重 慶 他 計

農 林 業 1 4

2

2

1 2

3

2

1

7 1 1 9

1

8

2

1 1 5 6

漁 業 ・牧 畜 業
－ 1 － － －

鉱 業 ・土 石 採 集 業
－ － － － － － － －

食 品 ・飲 料 製 造 業 1 0 8 1 9

2

4

5 8 1．8 5 5 7 1 5

7

3

1

5

3

1 0

2

1

1 7 4 2 0

3

3

2 4

紡 績 業 4 8 7 7 1 2 7 5 6 1 － 3

衣 服 装 飾 品 製 造 業 5 7 6 8 1 2 9 3 1

5

4 4

8

3 2

2

2 0

7 1 4

皮 革 ・同 製 品 製 造 業 1 2 1 1 6 2 9 － 1 2 3

木 ・竹 ・麻 製 品 製 造 業 2 1

2

5

2 0 2 2 1 4 3 1 3 － 1 0 1 0

紙 ・パ ル プ 製 造 業 ・－ 3 1 2 1 8 5 1 1 － 2 2

化 学 製 品 製 造 業 8 1 3 5 7 5 1 9 1 9 7 1 9 2 6

ゴ ム 製 品 製 造 業

3

4

5 1 1 8 2 4 1 － － －
樹 脂 製 品 製 造 業 1 0 6 5 4 5 1 5 6 4 2 2 4

非 金 属 ・鉱 物 製 造 業 1 4 1 2 5 4 0 1 1 7 2 1 1 2

基 礎 金 属 ・金 属 製 造 業 4 1 2 3 9 6 8 2 0 0 2 2 3 － ワ
⊥．■

3 5

機 械 製 造 業 1 3 0 1 4 3 7 4 1 3 1 1 1 岬 1

電 子 ・電 器 製 品 製 造 業 7 1 0 9 4 3 1 2 9 2 8 1 5 3 1 4 8 3 1 3 1 6

輸 送 機 械 製 造 業 2 2 4 1 3 6 6 1 2 1 1 － 3 2 5

精 密 機 器 製 造 業 4 1 2 2 2 2 5 0 1 9 4 6 6 7 9 6 2 8

建 築 業 4 2 4 5 6 3 5 4 － 4 － 2 2

卸 売 ・小 売 業
－ 1 0 6 4 2 0 1 1 1 9 2 1 1

貿 易 業 1 4 9 2 3 5 4 1 1 1 － － －
飲 食 業 8 1 2 6 1 0 2 8 6 1 1 1 1 1 1 1 2

運 輸 業 1 5 1 － ー 1 － － 1 － － －
倉 庫 業

－ 1 － － 1 － － － － － －
金 融 保 険 業 1 － － ー － － － － － － －
サ ー ビ ス 業 2 7 4 4 1 3 1 7 7 4 2 1 1 4 1 1 7 7 1 4

そ の 他 4 8 － － 8 1 － － － － －

合　　　　　 計 1 4 9
＿1 ，0 4 6

1 8 1 7 8 9 ，0 1 6 4 8 5 9 8 1 0 2 4 9 1 0 9 1 5 8
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ると思われる。その理由としては，（1）海峡両岸の間接貿易の中継貿易港は香

港だけでなく，日本，韓乱　シンガポールなどを経由して台湾に輸入するもの

はこの統計数値に示されていないこと。（2）大陸の港から出入りした船が香港

に入り，荷物を下ろさないで台湾に就航した場合，香港政府側には関連の続計

数値が残らないこと。（3）その他の国・地域の．製品と偽って輸入した場合，統

計数字として記載されないこと。（4）漁船の密貿易（「小額貿易」）は，統計数値

に反映されていないことなどである。1991年の統計によると，香港経由で輸入
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表8－3　つづき
（単位：件数）

産　 業　 別
河　　　 北

河 南 l一墜
東　 北　 地　 方 そ の

他 の
地 域

合 計
北 京 他 計 遼 寧 害 林 異能江 他 計

農 林 業 1 2 3 1 0 3 1 4 4 1 2 2

漁 業 ・牧 畜 業
－ － － ー － 6 1 － － － 1 5

2

4 2

3 3

鉱 業 ・土 石 採 集 業
－ － － － 1 － － ー －

9

1

－ 8

食 品 ・飲 料 製 造 業 8 2 2 8 1 7 1 2 7 1 2 3 8 1 2 1 1 2 3 7 9 1

紡 績 業 5 6 6 1 7 6 1 9 － － － 1 7 4 6 8

衣 服 装 飾 品 製 造 業 1 4 1 4 2 3 0 4 5 7 1 1 1 1 0 9 4 3 8

皮 革 ・同 製 品 製 造 業 2 2 － 4 1 6 3 － － 1 4 8 2 0 1

木 ・竹 ・藤 製 品 製 造 業 5 1 3 ．1 8 3 6 3 7 1 5 5 1 4 2 5 2 2 4 1 0

紙 ・パ ル プ 製 造 業 9 2 1 1 2 3 4 9 － － － 9 2 6 2 5 0

化 学 製 品 製 造 業 2 2 1 4 7 4 3 4 3 1 8 1 6 2 － － 1 8 2 2 6 9 7

ゴ ム 製 品 製 造 業 2 5 － 7 － 3 3 － － － 3 5 1 7 3

樹 脂 製 品 製 造 業 5 8 1 2 2 5 7 2 2 5 4 1 4 1 4 2 7 1 ，0 0 8

非 金 属 ・鉱 物 製 造 業 6 4 1 8 2 8 1 2 2 8 1 3 － － － 1 3 6 4 1 3

基 礎 金 属 ・金 属 製 造 業 8 1 2 1 4 3 4 1 4 3 5 2 5 6 3 － 3 4 2 0 7 7 6

機 械 製 造 業 6 8 4 1 8 － 1 4 1 7 － － 1 1 8 7 2 2 6

電 子 ・電 器 製 品 製 造 業 3 7 1 9 9 6 5 5 1 8 1 4 － － 3 1 7 3 4 1 ，1 9 0

輸 送 機 械 製 造 業 4 7 4 1 5 2 1 3 1 － 2 6 1 3 2 8 5

精 密 機 器 製 造 業 4 9 3 0 1 1 9 0 3 2 4 5 1 3 2 1 1 2 7 1 ，1 8 1

建 築 業 3 － 1 4 － 1 0 － 3 － 2 5 5 7 5

卸 売 り小 売 業 6 － 1 7 1 1 1 － － 4 5 5 6 2

貿 易 業 1 2 1 － 2 2 － 4 3 － － － 3 5 1 0 8

飲 食 業 4 － 1 5 1 4 4 － － 1 5 3 1 0 3

運 輸 業 1 － 1 ー － 2 4 － － － 2 4 5 6 6

倉 庫 業
－ ー － － ー － － － － － 4

金 融 保 険 業
－ － － － － － － － － 2 4

サ ー ビ ス 業 1 2 7 8　　 2 7 3 2 6 8 8 1 1 1 8 2 5 3 0 5

そ の 他 2 － 2 － － － － － － － － 2 2

合　　　　　 計 2 8 6 2 0 0 1 3 6　 6 2 2 1 2 1 3 0 3 1．9 1 3 2 1 1 3 7 2 7 1 3 3 6 9 ，3 2 9

（注）　このデータの投資件数8，067作，投棄金飴20億2，804．6万米ドルは∴「大陸地区で投資又は投資合作に従事す

る許可弁法」の公布の前にすでに大陸で投資を実施し，追加承認を受けたものが含まれる。

深川は深川特区、珠海は珠海工業区を指す。

刷所）経済部投資審議委員会r中華民国歴年核准華僑及外国人投資，技術合作，対外技術合作統計年報J1993年

版，台北；経済部投資審議委員会r在大陸地区従事投資分析報告J1993年版，台北，1994年1月。

する大陸製品のうち，輸入品上位20項目のうち17項目は台湾側がいまだに間接

輸入を認可していないものであり，総輸入額の27．1％を占めている10）。その輸

入許可外の製品内容の大部分は巻タバコ，紡績物の半製品および電子部品であ

る。1992年月に新たにカメラの部品が増え，そのうち許可外製品の輸入額は総
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輸入額の25％である。

続いて，台湾対外投資のインセンティブについて考えたい。まず，外貨保有

高が世界第2位に達し，対外投資のための資金をもった。1987年の台湾元高・

ドル安および労働力の不足による相対的賃金コストの上昇，そして1989年1月

からアメリカは台湾を含むアジアNIEsに対米輸出特恵（GSP）を取り消したこ

となどによって，相対的に台湾の輸出競争力の低下がみられるようになる。さ

らに，労働運動および環境汚染に対する環境保護運動の高まりによって，企業

家の中に対国内投資を敬遠する動きが出て，台湾の対国内投資の意欲が次第に

減退することとなる。そのような園内・国外の経済環境の変化によって，台湾

企業の対国内投資が減少する柵一一一九　対アジア諸国への海外投資が増え続けてい

った11）。しかし，台湾の企業は主として中小企業が多いため，対アジア諸国へ

の海外投資の場合，言語，風習，宗教などに精通する人材が欠けていて，結局

は華僑や華人のネットワークに頼る場合が多い。台湾の政府当局が対大陸への

投資を第三国・地域経由の「間接投資」に限り認めたため，言語，風習，宗教

などが問題にならないゆえに，台商（台湾企業）の「大陸熱」（中国フィーバー）

を引き起こすことになったと言える。

ここで台湾の対大陸投資は，台湾自身にどのようなメリットがあるのか，考

えることにする。第1に，対大陸の投資が増加すれば台湾の中間原料，中間財

および機械設備など投入財の輸出が増加する。表8－1からもその現象を確認す

ることができる。第2に，相対的賃金コストの上昇および労働力の不足のため，

そのままにすると台湾の労働集約的産業は衰退する。むしろ，対外投資を通じ

て東南アジアおよび大陸で「第2の春」を求めるという発展志向型海外投資を

選ぶ方がよい。企業側にとっても，流出した資金を利潤という方式で回収する

ことができる。第3に，現在の海峡両岸の経済的ギャップが大きく，文化およ

び社会など各方面についても40数年間も往来がないため，互いに隔たりやミゾ

が生じてきた。台湾企業の進出は双方の認知ギャップを減少する絶好のチャン

スを提供することになる。第4に，間接貿易および投資を通じて台湾の経済発

展の成功経験を「示範作用」（模範的役割），「互恵作用」および「触媒作用」

として，大陸当局の経済開放・改革を促進する役割になることも考えられる。

近年，台湾企業の対大陸投資が急速に増加し，それによって投資の特徴も少



しずつ変化しているが，主として次の特徴が観察することができる。まず，投

資主体の拡大である。初期では中小企業の「単打独闘」（シングルス・プレイ

＝一匹狼型）から集団協力または大規模の集団企業（チームワーク型）の上陸に

変化してきた。現在では，同業組合を主とする団体訪問および企業集団を主と

する大規模チームの投資をみることができるようになった。

次に，対大陸投資レベルの深化があげられる。これまでは労働集約的産業が

主であるが，次第に資本集約的・技術集約的産業まで波及するようになった。

そして，川下産業の組立加工段階から川中・川上産業の原材料および中間財ま

での段階に拡大するようになった12）。さらに，台湾企業の対大陸投資規模の拡

大がみられる。対大陸の投資は1企業（組立製品の大企業）の進出からいくつか

の企業（周辺製品の製造の中小企業）のグループ進出に拡大し，1社当たりの投

資金額も数10万米ドルから100万～1000万米ドルの規模に及んでいる。それに

加えて，台湾企業の対大陸投資の投資年限が延長しており，対大陸投秦の利益

回収が早期の2～3年回収の短期間戦略タイプから10～15年回収の中期間・長

期間戦略タイプへの変化がみられるようになった。また，その契約期限も50年

から70年まで延長するケースもみられるようになった。

そして，投資地域も大陸の沿海部から内陸部まで拡大する動きがみられる。

これまでの，大陸の沿海部である海峡両岸経済圏の福建からより広範囲の華南

経済圏の広東，上海，それに北京，東北および内陸部へと投資地域を拡大した。

表8－4は沿海省市の輸出先と同地への投資国を示している。中国の主要直接投

資国のうち，台湾の対北京，河北，山東，漸江，福建，広西，海南への投資順

位は第2位であり，対江蘇および広東への投資順位は第3位となっている。投

資順位第1位の香港には及ばないが，アメリカ，日本の対中投資の順位を超え

ている13）。

その他には，投資形態の変化も指摘できる。今までの単純な委託加工または

補償貿易（「三乗一補（＝委託加工，ノックダウン・現地組立，サンプルによる

加工貿易および補償貿易＝生産手段を現物供与し，生産された製品を輸出する

ことによって現物供与の代価を支払う）」）方式から「三資企業」の独資企業（単

独資本の企業），合弁経営，共同経営・請負経営など多様化の方式に変化して

いる。1企業自らが資本，製造設備，管理者，生産の原材料，部品および海外



第8章　台湾の対中国投資の進展

表8－4　沿海省市の輸出先と同地への直接投資国・地域（1990年）
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地域 省市
主要輸出　国 主要直接投資国・地域

第1位 第2位 第3位 第 1 位 第　2　位 第　3　位

環勃海 遼寧 日本
（40％）

香港

アメリカ
（19％）

日本

シンガポール
（9％）

アメリカ

香港 日本 アメリカ

北京

天津

香港108件 台湾32件 アメリカ　44件
（22％） （14％） （12％） 3781万ドル 2520万ドル 1066万ドル

香港
（20％）

日本

日本
（14％）

香港

アメリカ
（13％）

アメリカ

香港67件 日本12件 アメリカ13件

河北

山東

香港71件 台湾15件 パナマ 1件
（40％） （20％） （7％） 5112万ドル 1363万ドル 1050万ドル

日本 香港■ E C 香港99件 台湾48件 日本31件
（26％） （17％） （11％） 1億1955万ドル 3165万ドル 2625万ドル

計 日本
（31％）
香港
（15％）
アメリカ
（12％）

長　江 江蘇

上海

新江

香港■ 日本 E C 香港＋233件 アメリカ　31件 台湾60件
テリレタ （22％） （20％） （16％） 1億5906万ドル 5651万ドル 2841万ドル

香港 日本 アメリカ 香港†444件
7億7254万ドル

アメリが122件 日本†128件
（19％） （ユ4％） （．14％） 7億1543万ドル 4繚700万ドル

香港 日本 アメリカ 香港169件　6980万ドル 台湾60件 シンガポール5件
（29％） （15％） （10％） 3009万ドル 1241万ドル

計
香港
（22％）
日本
（16％）
アメリカ
（13％）

華　南 福建

広東

広酉

香港 日本 アメリカ 香港607件 台湾380件 日本24件
（47％） （13％） （12％） 5億6500万ドル 4億6200万ドル 2396万ドル

香港
（81％）

香港■
（52％）

香港

アメリカ
（4％）

アメリカ
（8％）

日本

日本
（3％）

日本
（6％）

スリランカ

香港2432件
21億900万ドル

香港82件

マカオ

台湾19件

台湾

アメリカ7件

海南 香港＿159件 台湾50件 シンガ声ル1件
（80％） （7％） （2％） 1億889万ドル 2350万ドル 2028万ドル

計
香港
（71％）
アメリカ
（5％）
日本
（5％）

12省市
合計
香港
（37％）
日本
（17％）
アメリカ
（10％）

（注）1）「中国対外経済貿易年鑑1991／92」掲載の各地対外掛済貿易委員会の報勘こより作成し．たものであり，

国務院対外経済貿易委員会の総括衣とは若干の矧司がある。

2）書の香港はマカオを含む。

3）†上海市の投資国の数字は1990年末の累積緬を示している。

4）カッコ内の数字はシェアを示している。

仙所）国家統計局騙町境働活件鑑1991J中国紙計出版廿1鍋1年；中国対外経済貿易年鑑繍輯委貞女r中国村外

経済貿易年鑑1991／92右　583～585ページの総括表に基づき．主要投棄国の内訳は各省市自治区の村外紬済蟄易

委員会の報告；矢吹晋r〔図説〕申凶の経済J著者軋1992年8軋161ページ。



市場のネットワークをもち込むタイプから一一・一一・歩進んで周辺産業，下請産業およ

び商工サービス業を誘ってグループで進出する共同投資のタイプへの変化もみ

られる。それだけでなく，投資インセンティブも変化しており，初期の対大陸

投資はより安い労働九　土地および原料など資源を求めていたが，現在では一

部の企業は積極的に製造・販売戦略を採用して，大陸の販売市場も開拓するよ

うになった。

さらに，投資の運営方式も多様に変化する。初期の「台湾が注文書を受取→

大陸が仕入れ・加工」の方式から「台湾が注文書を受取→大陸に設けた工場で

加工生産→香港が中継貿易」の方式に変化し，現在では「台湾が注文書を受取

→大陸で加工生産→香港が中継貿易→台湾で再加工・販売」などの運営方式に

変化した。そのうちわずかであるが，大陸のハイテクを導入し，大陸の安い技

術者を使う投資方式も試みられるようになった。1992年から中国大陸では外国

人投資向けのB種証券を販売するようになり，その証券および不動産につい

て興味をもつ台湾企業や個人が出始めた。そのことは台湾の対大陸投資が多様

化の時代を迎えることになった象徴的な出来事であろう。

Ⅱ　台・中の経済貿易政策

1979年元旦の中国人大常務委員会の「台湾同胞に告げる書簡」の中では「祖

国の平和的統一」の方針を提起した。その方針では環境づくりとして，「三通」

政策などを通じ，台湾との経済貿易交流を促進することによって，できるだけ

早く海峡両岸の軍事的対峠と分離の状態を終結させたいと表明した。その呼び

かけに対し，台湾の対大陸政策は「三不政策」（中国共産党とは接触せず，交

渉せず，妥協せず）の原則を提出し，その政策に違反した者は「資匪」（敵に通

じ，敵に資本援助）とみなして，「反乱処罰条例」および「匪偽物品処理弁法」

の条例によって起訴されることになっていた。

その後，海峡両岸の経済貿易交流によって台湾にもたらす経済的利益を軽視

することができないという現実的路線が手■rち出された。表8－5は海峡両岸の経

済貿易の沿革を示している1′i）。1985年になると台湾の対大陸の経済貿易政策は，

中継貿易をとりいれるよう緩やかに変更された。同年7月4日に発表した「中



第8章　台湾の対中国投資の進展 187

継経済貿易三原則」の内容は次の3点であった。1）中共とは直接通商を認めな

い。2）企業は中共の機構および人員との接触，商談，交易，契約およびその他

の商業行為を認めない。3）台湾から輸出した貨物が中継地を経由して何処に運

ばれるかについて，政府は干渉しない。

1987年5月に台湾の政府が重安農工原料27品目の大陸からの間接輸入を解禁

し，警備総司令部による輸入検査を免除することにした。1988年7月になると

石炭，綿花など50品目の大陸の農工原料の間接輸入を解禁するようになった。

1988年8月5日には台湾政府が「大陸産品間接輸入処理原則」を公布した。そ

れによると，大陸の農工原料の間接輸入が国家の安全に危害を及ばないもの，

国内の関連産業に悪い影響を及ばないもの，輸出能力の工場に有利であるもの

の条件のもとで，経済部（通産省に相当）が関連機構および商工業団体の意見を

求め同意を得た後に認可するようになった。現在，許可された間接輸入の製品

は243品目で，半製品を加えると251品目に達することになっている。

次に，予防警報制度を制定することである。大陸側が政治的な理由によって

台湾側を脅迫した場合，台湾が間接輸入を許可した農工製品に大陸側の内部の

経済的問題によってそれに禁止措置をとった場合，または大陸側の農工製品の

価格が大幅に上昇した場合，それらの変動は台湾の国内市場価格の安定に悪い

影響を及ぼす可能性がある。そのために，価格が敏感に変化しやすい物品，金

額が高い物品および広い範囲に影響しやすい物品については，「大陸地区物品

管理弁法」に基づいて予防警報制度を制定して，監視することにしていた。現

在，監視している物品は原綿，天然ゴム，石炭，シルク，銑鉄，アルミのイン

ゴット，未鍛造の電解銅，錫のインゴット，花尚岩，セメント，鉄鋼の素材な

どの11品目の農工原料である。さらに，経済部は中華経済研究院に委託して四

半期ごとに両岸の経済・貿易の予防警報情報を発行する。それは製品別輸入の

増加や減少の変化によって，5段階に分けてボールの数で示すという方法で，

輸入が安全の範囲内であるかまたは過熱の範囲内であるかを示し監視すること

にしている。

1989年になると，台湾側は第三国・地域経由による対大陸の間接的投資を許

可するようになった。それは，台湾国内の投資環境の悪化，国外の保護主義の

高まり，それに大陸側の奨励処置によって－一部企業の対大陸投資が始まったこ



とによる。この事実によって，台湾の政府は国家安全および経済の発展に影響

しない業種については，1989年から間接的に大陸での投資または技術提携を認

めるようになった。対大陸投資の申請登記を得た台湾の企業については，台湾

の政府は関係部署および「対大陸間接投資および技術提携指導チーム」から資

料，質問応答，連絡などサービスを提供するようにしている。

台湾の政府はすでに大陸で投資している台湾企業の必要に応じて，1991年12

月16日から「大陸で輸出，台湾で荷為替（抵当信用状）発行」を開放した。そし

て，同じく12月末に大陸製の半製品の間接輸入を許可した。対大陸投資のうち，

サービス業などは台湾の政府が積極的に開放を進める業種である。特に，サー

ビス業の′J、売・卸売業および観光旅行業を優先的に開放することにして，ポジ

ティブ・リストによる許可を採用するようになり，経済部が統一的に申請およ

び登記を担当することになった。

以上，台湾の対大陸の経済貿易政策の経緯を説明した。次に表8－5に別して

大陸の対台湾経済貿易政策の動向について説明することにする。

1978年8月29日，香港の新華社は「海峡両岸は香港およびマカオで貿易を進

める」という呼びかけを初めて公に発表した。続けて，1979年元旦に中国の人

大常務委員会から発表した「台湾同胞に告げる書簡」で，初めて台湾との「三

通」の要求を呼びかけた。その後，ユ979年5月8日に中国の対外経済貿易部

（省）から公布した「台湾に対する貿易の展開に関する暫定的規定」によると，

対台湾の貿易は台湾が祖国に戻る過渡期の特殊貿易であり，海峡両岸の経済連

携を促進するためであるという方針を打ち出している。さらに，この暫定的規

定では「団結して台湾の商工業の人々の支持を得るよう努力して，祖国の統一

のために（有利な）条件を造りだす」と呼びかけている。

大陸は「台胞（台湾同胞）」の対大陸の貿易および投資については優遇処置を

とり，1980年4月に中国税関総署は次のことを正式に発表した。台湾の輸出入

許可証の申請を受けて，「直接的」に輸入した台湾製品の輸入関税を免税とし

て扱うことにし，台湾で船舶入港税を支払った外国の船舶が大陸に入港した場

合，船舶入港税を再び支払わなくてもよいことを決めた。その後，同年6月に，

大陸の商業部（省）が「台湾製品の購買の補充規定」を内部資料として発表した。
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表8－5　海峡両岸の経済貿易政策の沿革（1977～92年）
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大陸の対台湾の経済貿易政策 台湾の対大陸の経済貿易政策

01979年元日，「台湾同胞に告げる書簡」で海

峡両岸はただちに「三通（郵便・通信，通商，

交通を直接開通）」と呼びかけた。

01979年5月，「台湾に対する貿易の展開に関

する暫定的規定」を発表した。

01980年3札　中共商業部（省）から「台湾製

品の購買の補充規定」の内部資料を発表した。

台湾製造である証明をもつ物品について，そ

の輸入は「国内貿易」とみなし関税を免じる。

同時に，輸入する日用品について，台湾で製

造する能力があるものについては，原則的に

台湾から購入することを規定した。そのほか

に，台湾の商人が大陸の商品を購入する場合，

優先的に供給することとし，かつ2割以上割

引の優遇を与える。

01981年5札　台湾製品に対する優遇関税を取

り消す。同時に，大陸から台湾への輸出優遇

価格を取り消す。規定によると，台湾である

程度の身分の人びとが大陸に行き交渉した場

合のみ20％の安い優遇価格が適用される。

01983年4月，国務院は「台湾同胞における経

済特区投資の三つの優遇弁法」を公布した。

後に，その優遇弁法の適用範囲を海南島まで

拡大した。

01985年6月，台湾の消費品の購入を禁止した。

台湾の製品は福建，海南島の二カ所で輸入の

業務を担当し，その他の省市がその業務を行

うことができない。同年10月，台湾製品の輸

入を緩めたが，家電と紡績品の2種類に限る。

12月，各省市の経済貿易の担当部署に規定し，

台湾製品の輸入申請の場合，紙十一戦線部署に

許可を得ること。

01987年7月，国務院は，台湾との商品貿易に

ついて許可証管理制度を実施し，その貿易は

対外貿易部（省）の審査を得ることと発表し

た。その通知では対台湾の貿易は経済貿易部

（省）が全面的に集中管理と規定し，覚政府

の機関，大衆団体が対台湾貿易機構の設置を

厳しく制限する。

01988年7札　国務院は「台湾同胞奨励投棄規

定」の22条を公布した。その投資規定では台

湾同胞に与える主な優遇条件は次の内容であ

る。1）投資の範囲が広く奨励される。2）

投資方式がより柔軟的である。「三菓企業▼」

01977年，行政院が「匪偽物品処理弁法」を発

表した。漢方薬品・薬材および鵬部分の農工

原料の香港からの輸入許可を除いて，その他

の物品については税関が大陸製品と判断した

場合，没収することにする。

01984年，香港およびマカオから中継貿易によ

る大陸製品の輸入制限を緩めた。事実上，民

間が中継貿易の方式での貿易を認可した。

01985年7月，政府は「対香港・マカオ地区の

中継貿易の三つの基本原則」を公布した。そ

の内容は，1日中共との直接通商を禁止する，

2）企業は中共の機構または人員と接触する

ことを禁ずる，3）中継貿易については干渉

しない。

01987年7月，大陸の農工原料29品目の間接輸

入を開放した。同年11月に大陸への親族訪問

を解禁した。

01988年8月，経済部（通産省にfH割　は「大

陸製品における間接輸入の処理原則」および

「間接輸入許可の大陸産原料項目」50品臼を

公布した。国際貿易局は「大陸産品における

間接輸入の予警処置作業要点＿」を発表した。

同年12月，国際貿易局は非合法的に輸入した

大陸の物品については税関に委任し，その規

定に基づいて処理すると規定した。軽微な案

件については，送り元に返却し，処分しない

ことにする。

01989年1札　大陸の農工原料の輸入品目を90

品目に増加した。

01989年2月，財政部（大蔵省に相当）は大陸

からの密輸入物資の処理方式を一一一般の密輸入

物資とみなし，税関の上部機関の専門案件と

して解決することに決め，別途の方法を決め

ないとする。

01989年3月，経済部国際貿易部は台湾の企業

が大陸の主催の商業展覧会に直接方式または

間接方式での参加を禁止した。

01989年5札　法務部（省）は「台湾地区と大

陸地区人民関係条例」の制定に着手した。そ

の関係条例は両岸人民の事務的処理の準則と

するものであり，それが1990年11月1日に行

政院会議で採決された。

01989年6軋　経済部が過去に公布した法令を

整理して，「人陸地区物品管理弁法＿」を制定
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表8－5　つづき

大陸の対台湾の経済貿易政策

を設置するほかに，株券，債券，不動産の購
入を認める。3）裾引司胞は企業の会民に就

任することができる。4）台湾同胞の投資し

た企業の審査手続きを簡素化にする。5）台

湾同胞の投賓経営期間に制限を加えない。

01988年末，対外経済貿易部（省）は「対台湾

経済貿易関係司」を設け，対台湾の経済貿易

政策の制定，対台湾の輸出入業務の管理およ

び台湾企業の大陸の投資業務を専門に担当す

る。

○】989年3月，国務院は台湾企業の大陸投棄の

新しい処置を発表した。それによると，台湾

企業に特別優遇待遇を与える。たとえば，台

湾企業が沿海地区での土地開発経営権および

企業の株券，債券，不動産の購買権を承認した。

01989年5月，・固務院は福建省に「台湾投資区」

設置の申請を認可した。その二つの投資区は

1）嗟門（アモイ）地区：慶門経済特区の拡大，

海演，杏林の二つの地域を台湾投資区として

開発する。2）福川地区：馬尾開発区を拡大

し，間江口と竣岐島を台湾投資区として開拓

する。その後，新たに澗川湾地区を開拓し，

台湾企業の大型重工業投資区とすると決め

た。それに，海南省の海口および文呂を台湾

投資区と台湾工業区として開拓すると決め

た。

01989年7畑　対外経済貿易部（省）は対台湾

輸入貿易従事の商社を68社に制限すると発表

した。なお，輸出業務を担当する商社の数は

制限しない。

01990年2月，対外経済貿易部（省）外貿管理

司は台湾企業の対大陸投資の新処置を発表し

た。その処置とは，台湾の企業に課税，投資

分野および投資方式などの方面に特恵待遇を

与え，台湾企業の投資および土地の開発を奨

励することである。

01991年7月，対外経済貿易部（省）は，「両

岸経済貿易交流促進の五つの原則」を提出し

た。その5原則は，直接的・両方向的，互恵・

互利，形式の多様化，長期的・安定的，義を

重んじ約束を守る，である。

台湾の対大陸の経済貿易政策

し公布した。

01990年初，大陸に開放した農工原料の輸入品

目を155品目に増加した。

01990年7月，経済部は「対大陸地区投資およ

び技術提携の管理弁法＿Jおよび「対大陸地区

間接輸出物品の管理弁法」を採決した。その

ポジティブ・リストでは24種類の2，500品目

の製品が大陸での投資を認める。

01990年8月，大陸製のセメントおよびその半

製品の間接輸入を許可する。

01990年10月，経済部は「大陸地区で間接投資

または抜術提携の従事に対する管理弁法」を

公布する。そのポジティブ・リストでは67種

類3，353品目の製品の大陸での投資および技

術提携を認める。

01990年11月，荊柏春行政院院長（首相）は台

湾企業の大陸投資が広東，福建と上海の三つ

の地域に集中するように希望した。

01991年初め，大陸の農工原料9品日の間接輸

入を開放した。同時に，大陸での間接投資お

よび技術提携のポジティブ・リストを3，679

品目に増加した。その他に，行政院大陸委員

会および海峡交流基金会が設立された。

01991年，326品目の間接投資（中継投資）を

開放した（累計3，679品目）。

01991年，経済部（通産省に相当）で登録され

た間接投資・技術提携の件数は2，503件，投

資金額は7億5，390万米ドルに逢した。

01992年7月，李登輝総統の署名によって『台

湾地区と大陸地区人民関係条例』（96条）を

公布した。9月に『台湾地区と大陸地区人民

関係条例細則』（56条）を公布した。

（川所）高良「両岸経済相互依所関係輿台湾的経済発展」（r海峡両岸民間交流研討会Jアメリカ・ワシントンD．C．

華府国家建設聯誼会，1991年）および台湾の各新聞の紀軋r両岸経貿通訊J第8期，財団法人海峡交流基金会，

台北，1992年8月，により作成。
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その内容は次のようである。（1）台湾の製品を購入する場合，原則として台湾

の企業から受注すること。ただし，受注方式は香港の商社に委託して代理する

ことができる。同時に，契約書には台湾の企業の名称と住所が必要である。

（2）台湾製の製品は扇風機，自転車，布の生地，白黒テレビなど日常用品に限

る。そして，大陸の各市場において販売する。それによって，仝大陸の人民に

海峡両岸との間に経済貿易の往来があるように知らせる。（3）「台商（台湾商

人）」が大陸に入った場合，入国の記録を残さないで，出入りが自由で，宣伝

をせずかつ新聞の記事に掲載しない方針をとった。

1981年5月には，大陸側は輸入免税の規定を取り消し，より低い調整関税を

採用するようになった。また，大陸の製品を台湾に輸出した場合，特定の人物

だけが20％安くできる差別優遇策をとってきた。同じく1981年の年末に，東南

沿海の漁民接待所に貿易会社を設立し，台湾の漁民に「小額貿易」（少ない金

額の取引）を実施するよう勧誘した。続いて，1983年4月に，大陸側は「台湾

同胞における経済特区投資の三つの優遇弁法」を発表した。それにより，台湾

同胞は香港・マカオ，外国人が経済特別区での投資優遇策の恩恵を受けること

ができた。

1987年5月に，大陸の対外経済貿易部が発行した「対台湾省の貿易に関する

集中管理の暫定弁法」は主に次の内容を含んでいた。（1）輸出入許可証の管理

制度を実施する。その管理部署は対外経済貿易部対台湾貿易弁公室15）。（2）対

台湾の貿易は指定された対象のみが価格および関税優遇の恩恵を受けることが

できる。その他の党・政府・軍の機関，団体，個人は対台湾の貿易機構を設立

することができない。（3）各貿易会社は外国人および外国企業を通じて対台湾

の貿易を実施することができない。（4）原則的に，香港・マカオ以外に設けた

台湾の商業機構および民間企業以外とは，大陸と台湾との貿易業務を進めるこ

とができない。（5）対台湾の直接貿易の優遇措置を設けること。

続いて，1988年7月3日には大陸側の国務院から「台湾同胞奨励投資規定」

が公布された。その主な内容は次のようである。（1）ポジティブ・リストによ

る投資分野を示した。その範囲は外国資本の奨励分野よりも広い。たとえば，

土地開発，証券の購入，債券および不動産などの広い範囲まで含んでいた。

（2）台湾同胞が共同出資および共同経営の会社での会長（社長）のポストに就く



ことができる。（3）輸出製品を製造する企業または先進的製品を製造する企業

については，それに見合う優遇措置を与える。たとえば，税金および土地費用

の減免を与えること。（4）審査手続きの簡略化をはかること。（5）経営期限に制

限を加えないこと。（6）その他の優遇策は外国企業の投資奨励策と同じになっ

ている。ただし，台湾企業の投資の法律上の待遇は外国企業よりも低い。この

規定は行政命令であるが，外国人投資法は入代会で承認を得た法律である16）。

現段階の大陸対台湾の経済・貿易政策について，当時の国家主席楊尚昆氏は

「仝国対台湾工作会議」（『1991年中発3号文件』）での講話で次のように述べてい

る。（1）海峡両岸関係の発展の重点を経済貿易の往来および各種の交流に置く

こと。「以経促政，以民促官」（経済を以て政治を促す，人民を以て政府を促

す）によって，海峡両岸の往来を導いて，中国の統一および四つの近代化を有

利にさせること。（2）「三通」および双方向の交流を実行すること。（3）台湾の

資本をしっかり掴み，吸収すること。台湾の中小企業の動向に注意を払い，台

湾の「三不政策」を突き破ること。（4）台湾の資本を吸収するために産業政策

および投資方針を指導すること。（5）海峡両岸の貿易を継続的に発展させ，と

りわけ対台湾の輸出を拡大させること。その後，1991年7月には，大陸側の対

外経済貿易部のスポークスマンから「両岸経済貿易交流促進の五つの原則」が

提起された。その主な内容は直接的・双方向，互恵・互利，形式の多様化　長

期安定化および義を重んじ約束を守るなど経済貿易交流の五つの原則である。

以下，最近の大陸の対台湾政策はどのように発展しているかについて述べた

い。

福建省は対台湾の「三通」を強化するために，1992年4月に福建省平博で対

台湾の貿易市場を設け，公に看板を出して対台湾の「小額貿易」（少ない金額

の取引）を実施するようになった。この取引を大陸側では「小額貿易」と呼ぶ

が，国際的見地から見ると公に密貿易を奨励していると同然である。そのほか

に，台湾人に対して厘門（アモイ）空港，福川馬尾，平漂鳥および滞川島などで

現地でのビザ発行の指定を実施する可能性がある。大陸の対外経済貿易部部長

（大臣に相当）は1992年に大陸の対台湾の貿易管理方法を制定する意向を示した。

その貿易管理方法は，対台湾の輸出を拡大させ，台湾の資本を吸引する投資の

環境および台湾資本を吸収する産業政策を整えることを狙ったものである。さ
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らに，積極的に輸送，コマーシャル，労働力などの分野でも協力しあって，海

峡両岸の経済貿易の交流を発展させる考えである。

海南省は1992年5月に台湾事務業務会議を開催し，台湾資本の誘致構想が提

出された。その中で土地開発，企業投資，債券，証券および金融業，貿易，観

光事業，港の開発（第2の洋浦港）など広範囲の分野における誘致構想が接起さ

れた。

Ⅲ　台湾対中国投資のアンケート調査

台湾の企業による大陸での投資についてはよく報道されているが，その一歩

進んだ状態はあまり知られていない。この節では，大陸における台湾企業の投

資に関する台湾で実施されたアンケート調査に基づき，その実態について観察

することにする。1992年まで，台湾で実施されたアンケート調査は2回であり，

以下はその結果である。

台湾の企業が大陸での投資の実態および需給を理解し，将来において提供で

きるサービスの方向を模索するため，財団法人海峡交流基金会は工業総会およ

び中華経済研究院の協力を得て1991年半ばに経済部投資審議委員会に登記され

た2503社の企業についてアンケート調査を実施した。そのうち，527部の回答

用紙が回収された。その回答用紙を分析した結果，次の結論が得られた17）。

1）台湾企業にとって対大陸投資の主な利点（重複選択可）：

1．労働力が豊富で賃金が安価である（93．4％）

2．同文同種で意思を交流することが容易である（75．1％）

3．土地・工場の建設コストが安い（63．0％）

4．大陸の国内市場が大きい（42．7％）

5．原材料が豊富で安い（31．3％）

2）台湾企業による大陸投資の形態（件数別順位による）：

1．単独資本（208件，39．5％）



2．「三乗一補（来料加工，来様加工，来件装配，補償貿易）」方式（178件，

33．8％）

3．合弁経営（121件，23．0％）

4．共同経営（38件，7．0％）

5．請負経営（29件，5．5％）

3）台湾企業による大陸投資の最大の問題（重複選択可）：

1．現地の社会基盤（インフラ，電力および輸送）の不足（75．7％）

2．現地の行政効率が悪い（74．2％）

3．法令が煩蛮または不足（67．0％）

4．名目を立てて徴収する費用が多すぎる（56．4％）

5．現地の労働者の能率が悪い（48．8％）

4－1）台湾企業が経済活動を開始した時：

1．トラブルがあった（149社，28．3％）

2．トラブルがない（372社，71．6％）

車2）台湾企業が経済活動を開始した時に発生したトラブルの類型：

1．契約説明のトラブル（18．2％）

2．労働者雇用のトラブル（9．3％）

3．原料購入のトラブル（7．0％）

4．販売のトラブル（5．9％）

5．商標または特許のトラブル（1．4％）

5）台湾企業が最も必要とする大陸の情報の内容（重複選択可）：

1．大陸の経済・貿易に関する法令（89．0％）

2．大陸商工業の管理行政体系（67．6％）

3．各産業の発展状況（64．7％）

4．各地の投資環境（50．7％）

5．資源分布の状況（45．7％）
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6）大陸に投資した台湾の企業に対して，台湾の関係当局はどのような研究

会・討論会を実施したら良いか（重複選択可）：

1．成功と失敗の経験の情報交換（86．7％）

2．大陸の経済・貿易関係の法令（72．5％）

3．大陸での経営のリスク評価（67．2％）

4．大陸各地の投資環境の紹介（47．1％）

5．産業の現状紹介（45．4％）

7）台湾企業の最も必要とする台湾の関連当局の協力措置：

1．台湾企業の力を結集する（73．4％）

2．税務および法令の相談（67．7％）

3．大陸の経済・貿易に関する資料（58．1％）

4．銀行の融資（55．2％）

5．トラブル処理に対する協力（41．9％）

6．契約に関する相談（38．3％）

8）台湾企業間の親睦会を組織するとしたら，台湾企業はどのような機能を期

待するか：

1．定期的に集会を開催して，経験および収穫を交換（81．4％）

2．親睦会の組織名で意見を反映（76．1％）

3．お互いに協力しあって困難を解決（72．3％）

次のアンケート調査は経済部（通産省に相当）が高希均教授（Charles H．C．

Kao＝WisconsinUniversity経済学部），李誠教授00SePhS．Lee＝MankatoStateUniversi－

ty（Minnesota）経済学部）および林祖嘉教授（政治大学経済学研究所）に委託し，対大

陸投資の台湾企業を対象にして行ったものである。その調査は経済部投資審議

委員会で登記済の対大陸投資の台湾企業合計2，503社についてアンケート調査

を行い，回収アンケートは計319社であった。そのアンケート調査の回答から

次の結果が得られた18）。



1）対大陸投資の台湾側企業に関する基本資料：

1．平均1社当たり企業の資本額：3，970万台湾元（約1億9，850万円に相

当）

2．平均1▲社当たり企業の従業員数：99．1人

3．平均1社当たり企業の営業額（年額）：1億9，450万台湾元（約9億7，250

万円に相当）

4．平均1社当たり企業の純利益額（年額）：1，120万台湾元（約5，600万円に

相当）

2）対大陸投資の大陸で設置した工場に関する資料：

1．平均1社当たりの工場設立期間：1．6年

2．企業の投資形態：

単独資本企業（56．5％），合弁企業（43．5％）。

3．1社当たりの企業の投資金額：契約時は82万6，000米ドル

現在は109万4，000米ドル

4．1社当たり企業の従業員数：成立時は100．9人

現在は213．1人

台湾側駐在員数：5．6人

5．1社当たり企業の工場建屋面積：成立時は1，200．6坪

現在は1，702．6坪

6．増資計画を持つ企業比：33．2％，予定増資金額：37．7万米ドル

7．従業員の雇用増加計画をもつ企業比：46．0％，予定増員数：102．2人

8．工場拡大計画を持つ企業比：42．7％，予定建築増面積：1，156．6坪

3）大陸の工場の運営に関する資料：

1．製品の主な輸出先分析：

大陸の国内販売比率（約20．0％），台湾への逆輸入比率（11．5％），その他

の地域への供給比率（68．4％）

2．原料の主な供給源：

大陸からの供給（34．3％），台湾からの供給（53．6％），その他（11．8％）
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3．機械設備の主な供給源：

大陸からの供給（14．5％），台湾からの供給（75．4％），その他（10・1％）

4．販売金額：

1年目は153．9万米ドル，今年は311．7万米ドル

5．平均純利益（年額）：18．5万米ドル

6．工場の設立後，利潤発生までの平均月数：11．1カ月

7．平均製造コストは台湾よりも24．3％低い

8．その他の工場設立後，予想利潤発生までの平均月数：13．6カ月

9．その他の工場の予想平均純利益率：13．2％

4）大陸で工場を設ける理由および問題：

①台湾企業が大陸で工場を設ける主な利益：

1．労働力の供給が豊富で，貸金が安い（96．7％）

2．言語，文化に隔たりが無い（84．9％）

3．土地が広く，価格が安い（52．1％）

4．原料が豊富で安価（42．3％）

5．大陸の市場が広い（40．7％）

6．税金面の優遇策（40．7％）

7．大陸の輸出割当量を利用する（16．9％）

8．その他（8．7％）

②企業が最も必要とする中国の情報：

1．大陸の経済貿易・法令（91．8％）

2．大陸の各産業の発展状況（73．4％）

3．大陸の行政機関の概要（68．4％）

4．大陸各地の投資現状（67．1％）

5．その他の投資チャンス（42．1％）

6．その他（2．2％）

③台湾企業の対大陸投資について，最も望ましい台湾当局の指導方式：



198

1．台湾企業の力を整合する（86．3％）

2．法律および税務の質問回答のサービスの提供（85．1％）

3．商務上のトラブル調停を協力（68．0％）

4．投資チャンスの情報および資料提供のサービス（56．1％）

5．台湾企業の投資研究会（53．4％）

6．その他（4．9％）

④わが政府に希望する改善事項：

1．対大陸政策に関する法令を明文で規定せよ（90．9％）

2．「三通」を開放せよ（81．8％）

3．対大陸投資の企業に融資業務を開放せよ（77．3％）

4．その他（3．9％）

台湾企業の対大陸投資についてのアンケート調査についてみたあと，次節で

は両岸の経済交流の変化と展望について観察することにする。

Ⅳ　海峡両岸の経済交流の変化と展望

大陸は豊富な資源および労働力をもち，今まで重工業および軍需産業重視の

発展路線を歩んできたが，近年の経済改革および対外開放によって軽工業およ

び民生必需品についてより多くの需要が発生するようになった。一方，台湾で

は労働集約的産業である軽工業および紡績産業，電器・電子産業などを重視し

てきた。それゆえに，海峡両岸の貿易が開放されてから大陸は台湾の軽工業お

よび民生産業を輸入し，台湾は大陸の漢方薬材料および農工原料を輸入するよ

うな補完関係が生成した。その経過は両地域の比較優位説によって形成された

と説明することができる。大陸の対台湾優遇政策によって，台湾の対大陸貿易‘

はさらに拡大した。

1987年の台湾元高・米ドル安の傾向のとき，大陸では輸入代替工業化の産業

政策が実施されていた。それによって，比較優位をもたない台湾の労働集約産

業は海外投資の手段を通じて東南アジア諸国および大陸に移動するようになっ
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た。そのときから海峡両岸の経済・貿易の関係は純粋な補完貿易から補完貿易

兼投資の発展形態へと変化した。それに伴って，台湾の対大陸輸出品の内訳は

今までの軽工業製品のほかに，対大陸投資による現地製造に使う原材料，中間

財および生産財の機械設備も主要な輸出品目の一つに加わった。言い換えれば，

海峡両岸は商品貿易の段階から生産資源要素の移転段階に移行したことになる。

台湾側は資本，生産技術および経営管理などを大陸に移して，大陸側の豊富な

労働力および資源を互いに結合する。それによって，双方の経済関係は明らか

に継続的に，密接的な連結が深まっている。

海峡両岸の経済貿易の発展は，将来三つの方面の影響があると考えられる。

それは，（1）台湾の対大陸経済政策の調整，（2）大陸の対外開放政策の変化

（3）世界の政治・経済の発展および国際貿易の保護主義である。以下，それら

について述べたい。

まず，台湾の対大陸経済政策について考えてみたい。台湾の政府は海峡両岸

の経済交流を開放することが多くの分野に影響を及ぼすと考えている。海峡両

岸の経済交流を開放することによって，台湾の民間企業は貴大の利益を追求す

ることができるが，台湾の政府は企業の経済利益および国家の安全利益を考慮

しなければならない。言い換えれば，政府は対大陸の経済政策を全体の対大陸

政策の一環としてみなすことになる。経済貿易は対大陸政策から「遊離する」

ことができなくなるからである。台湾の立場から考えると，自ら軍事力をもち，

海峡両岸関係の処理については自主性をもっているが，海峡両岸の経済交流が

密接になるとこのような自主性が低下する可能性がある。したがって，台湾の

政府にとっては大陸が武力で台湾に侵犯しないという声明を発表しない限り，

それと同時に「対等の生命共同体」の原則で双方の国際社会での関係を処理し

ない限り，海峡両岸の直接的に「三通」することはとても考えられない。現段

階での対大陸経済貿易政策は台湾の企業にとっては不便で，相当のコストがか

かるが，台湾の政府にとっては国家安全を確保するための代価であると考えて

いる。近年，双方の当局は具体的に海峡両岸の実務に取り組み，積極的な態度

で海峡両岸の関係を処理するようになってきた。その閲係がますます良い方向

に続くように期待したい。

台湾の政府が「間接的」経済政策をとったのは，大陸が武力で台湾に侵犯す



ることを放棄するという声明を発表しないからである。さらに，大陸が台湾を

国際社会の生存空間から孤立させる戦法を採用しているからであるである。し

たがって，大陸側がこの2点について柔軟性をもつほど，台湾の対大陸経済貿

易政策も「間接的段階」から「直接的段階」に入る可能性がますます大きくな

る。その種の相互関係は双方の誠実と信頼を基礎とするものである。この観点

から将来の短い期間における台湾政府の対大陸経済貿易政策は，「間接的」の

原則のもとで，より多くの柔軟性を保ちたいと台湾側は考えている。

次に，大陸の対外開放政策について考えてみたい。外資導入および対外貿易

の開拓は大陸の経済発展を推進するためには欠かすことができない原動力であ

る。同時に，外資導入によって郷鎮企業，私営企業および企業集団が急速に発

展する。また，請負制度および株式制度の推進によって，大陸の経済が底層か

ら根本的な変化がみられるようになった。ここ10数年のマクロ的経済指標（国

民所得，生産，貿易，投資）の動きからも大陸の経済改革の成果を評価するこ

とができる。旧ソ連および東欧諸国が全面的に市場経済制度を採用する最近の

新しい潮流によって，大陸の経済改革と経済開放は非可逆的様相を里し始めた。

大陸の最高実力者郡小平氏は共産党の極秘最高指示文書「『中共中央文書』2

号」において断固として党の「一つの中心，二つの基本点」（経済建設を中心

として，そのために「改革・開放」および「四つの基本原則（社会主義の道，

プロレタリア独裁，共産党の指導，マルクス＝レーニン主義と毛沢東思想）の堅

持」の二つの基本点）の基本路線を貫徹実行するように党・政府指導者に呼び

かけている19）。旧ソ連および東欧諸国の崩壊によって，大陸は一方では政治の

面で今の体制を堅持し，他方では経済改革と経済開放の歩調を早めることによ

って“崩壊の悪夢”から離脱することを考えているからである。1992年10月の

中国共産党第14会大会で提起された「社会主義市場経済」もそれを反映してい

る。

最後に，国際的政治・経済の動向から観察することにする。国際的貿易保護

主義の動向も海峡両岸の経済貿易の制約要因の一つになっている。ブッシュ大

統領再選の失敗，クリントン新政権の対中国政策によるアメリカの対大陸最恵

国待遇（MFN）の存廃の動向および包括通商法スーパー301条の報復制裁関税が

実施されるか否か，GATT（WTO）の中台同時加盟およびGATT（WTO）加盟後
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の中国市場における関税低減の影響も海峡両岸の貿易と投資に重要な影響を及

ぼすことになる20）。そのほかに，EUの統合やアメリカ，カナダおよびメキシ

コの北米自由貿易協定（NAFTA）に基づく地域間の経済統合など，地域内の経

済交流がより自由化へという動向がみられるが，それは地域主義の経済グロー

バル化に繋がるか，それともブロック化によってブロックとの間の経済対立や

貿易摩擦に拡大するかが問題である。そのような経済統合の動向は海峡両岸の

経済発展にある程度の影響（台湾の対大陸投資の制限的要因））を与えると考え

られる。さらに，1992年8月の中韓の国交締結（台韓の国交断絶）も，台湾側に

ショックを与えた。しかし，中国は「一一中一台」（一つの中国と一つの台湾）路

線に反対しているが，自ら「一朝一韓」（一つの北朝鮮と一つの韓国）路線を承

認（二重承認）したことは自らの主張する論理に矛盾を作ったことになる。十九

アメリカから台湾にF16戦闘機150機およびSrト2F潜水艦攻撃ヘリコプター12

機の売却，フランスからはミラージュ2000－5型戟闘機60機の売却，台湾とロ

シアとの間には台米方式を採用して経済文化事務所（台北とモスクワに通商代

表部）の設置，イギリス前首相サッチャーの台湾訪問（1992年9月上旬），中国共

産党第14回大会（1992年10月）での台湾政策，そして，ポスト郡ノJ、平の中国の政

治・経済の動向。現時点では具体的にどのような影響を与えるかについてはは

っきり予測できない。しかし，外交上の個々の動きは対大陸の経済交流および

投資にブレーキをかける要因にならないとも限らないので，今後の動きに注目

すべきであろう。

以上の結論としては，国際的政治・経済の動向および外交上の不確実要因を

除けば，海峡両岸の経済関係の将来は明るいと言えるのではないだろうか。海

峡両岸の経済交流がますます安定し，将来の経済的基盤に裏づけられた揺るぎ

ない友好関係が生まれることを期待したい。

おわりに

1949年から近年まで海峡両岸の関係は隔絶していたため，イデオロギー，制

度構造，生活，思想などの面で双方の差異がかなり大きい。そのため，近年の

海峡両岸の“接触”にもその複雑性と事の曲折が断え間なく発生していること



がわかる。そのことは海峡両岸の背景を考えれば理解できることである。海峡

両岸の内外情勢をみると，両岸の関係の発展については，これから友好的に進

むために，次のことが考えられる。

台湾側としては台湾の安全と社会的安定が最大の課題である。1991年3月に

行政院（内閣）に承認された「国家統一一綱領」の中では仁一つの中国」の原則を

打ち出している。当然，台湾側の主張する「一つの中国」とは「中華民国」で

あり，大陸側の主張する「中華人民共和国」の意味とは異なっている。台湾与

党側の主張は「台湾独立」路線を歩まないことに意味があるが，野党の民進党

はその路線に異議を申し立てて，「台湾独立」路線（または「一中一台」（一つ

の中国と一つの台湾）路線）を主張する。そういう意味からは台湾側の主張する

「一つの中国」は現段階ではむしろ現状維持の「不統不独（＝統一せず，独立せ

ず）」路線であると考えられる。したがって，海峡両岸の関係をさらに一歩進

めるためには，大陸側は武力で台湾に侵犯することを放棄すると明確に示すこ

とが必要であり，既成事実である台湾側を一つの政治実体として承認すること

が先決条件になってくる。その互いの胸を開けて双方が対等，互恵，誠意・信

頼の基礎のもとで海峡両岸の関係の改善を促進することにより進んだ密接な関

係へと展開することができる。それによって，台湾の対大陸の貿易と投資も安

心して推進することができる。それが台湾と大陸の経済交流を拡大することに

結びつくことになり，ひいては「三通」から中国の統一に到達することができ

るだろう。

大陸には豊富な労働力と天然資源，広い土地があり，台湾には充実した資本，

有効な生産管理および豊富な国際販売の経験，完備された商工業に関する法律

と制度がある。双方互いの長所をもって補完しあい，互恵の関係で海峡両岸の

経済交流を強化すれば互いにとって利益があり，将来は大陸，台湾，香港，シ

ンガポールおよびその他の国々を含めた「大中華経済圏」が形成されるかもし

れない。

いずjuこしても，台湾の2，000万人住民あるいは大陸の12億人住民は同じ祖

先をもっている。現在，残念なことに異なったイデオロギー，主義，社会制度

および生活方式によって分離されているが，これからは，双方が中国人の尊厳

および福祉を慎重に考え，「大がノJ、を食う」でなく，互いに平等な立場から海
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峡両岸関係を発展させていけば，海峡両岸の政治，経済，社会などが高い経

済・生活水準になったとき，それに，中国が真の民主化を達成したときには，

中国の統一は夢ではなくなるだろう。しかし，同質化していない海峡両岸は，

今後も「経済的には“一国両制”，政治的には“一国両府”，地理的には“一国

両区”，文化的には“一つの中国”」という現状が続くであろう。

1）『行政院大陸委員会簡介』行政院大陸委員会，1992年6月。

2）「国家統一綱領」は1991年2月23日に国家統一委員会第3次会議で承認，1991年

3月14日に行政院第2223次会議で承認。『国家統一綱領答客間』行政院大陸委員会

編，1991年。台湾の「国家統一一綱領」が発表されてから台湾の大陸政策が明らかに

なってきた。…方，大陸側がみた両岸関係の論点は，佳品生「海峡両岸関係発展回

顧与展望」（『台湾研究』第12軌　中国社会科学院台湾研究所台湾研究会編，1990年

第4期，北京），10～15ページに詳しい。

3）黄昆輝『国統綱領輿両岸関係』行政院大陸委員会，1992年；黄昆輝『国家統一納

領的要旨輿内藤』行政院大陸委員会，1992年；黄昆輝『民主・白山・均富の国家紘

一への道：中華民国の大陸政策と両岸関係』行政院大陸委員会，1992年ニYing－jeotl

Ma，“The Republic ofChina’S Policy Toward theChinese Mainland，”jssuse＆SEudies

V01．28．No．6，InstituteofInternationalRelations，Taipei，June1992；馬英九F両岸関

係的回顧輿前略』行政院大陸委員会，1992年6月。

4）『両岸経貿通訳』第7期，財団法人海峡交流基金会，台北，1992年7月。それに，

肋glhngReviewqFOverseas Trade，Census＆Statistics Department，fiong Kong，Va－

5）HongKong TγadeSlatistics（DomesticExportand Re－eXpOrtS，Imports），Census＆

SLatistics Depar・tment，Hong Kong，Varriousissues；IIong Kollg SociaL and Ecol10血c

Trends．Census＆StatisticsDepartment，IlongKong，Variousissues．

6）注4と注5に同じ。

7）『日本経済新聞』1992年6月8日付。

8）『世界と日本の海外直接投資』（1992年ジェトロ白書・投資編），日本貿易振興会，

1992年，235ページおよび242～243ページ。

9）『中華民国歴年核准華僑及外国人投資・技術合作・対外投資・対外技術合作統計

年報』各年版，経済部投資審議委員会，台北；『中華民国華僑及外国人投資・技術

合作・対外投資弓対外技術合作統計月報』経済部投資審議委員会，各札　台北。

10）張栄豊氏の論文によると，1990年に大陸からの間接輸入の金額の多いトップ20
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品目のうち14品目は台湾の政府から間接輸入を認可されていない。1990年のその輸

入額の中継輸入総額に占める割合が19．7％に達した。本論の1991年の資料にはトッ

プ20品呂のうち17品目は間接輸入を認可していないし，その輸入額の中継輸入総額

に占める割合が27．1％に達して，ユ年間で7．4％の増加になる。張栄豊「台湾から

みた海峡両岸経済交流」（丸山仲郎編『華南経済圏：開かれた地域主義』（アジアの

経済圏シリーズⅠ），アジア経済研究所，310～311ページ）；張琴豊『台湾両岸経貿

関係』財団法人張栄発基金会，国家政策研究中心，台北，1991年。

11）本書の第7章を参照。

12）厳宗大「台商大陸投資形態的演変」（『経済前憺』第27号，第7巻，第3期，台

北，1992年7月）；鐘琴「従産業競争角度看両岸分工前景」（『経済前婚』第28号，第

7巻，第4期，台北，1992年10月）。

13）矢吹晋F［図説］中国の経済』蒼蒼社，1992年，160～161ページ。

14）高長「両岸経済相互依頼関係輿台湾的経済発展」（『海峡両岸民間交流研討会』

アメリカ・ワシントンD．C．華府国家建設聯誼会，1991年）；子宗先・高長編『海峡

両岸経済関係之探索』中華経済研究院，1992年。

15）現在は対台湾経済貿易関係司に変更し，司長は安民氏である。

16）；の優遇処置には細則がなく，有効に施行されていない0

17）「両岸経貿交流的現状輿展望」財団法人海峡交流基金会，台北，1992年；海峡基

金会経貿服務処『海基会経貿服務工作執行方向調査報告』1991年7月。

18）高希均・李誠・林祖嘉『当前両岸経貿関係探討：台商投資大陸調査報告』経済部

国貿局・工業局・投資業務処による委託，台北，1992年4月；高希均・李誠・林祖

嘉　F台湾突破：両岸経貿迫躍』天下文化出版公司，1992年9月。

19）「極秘文書・保守派が震撼する郡小平「2号文件」の全貌」（『月刊Asahi』1992

年5月）。

20）包括通商法スーパー301条の報復制裁関税が実施されるか否かについて，中国は

1992年10月夜に次のことに同意した。1993年末に農業産品，化学品，鉄鋼，機械，

化粧品および消費品の関税を引き下げる。2年内に自動車，コンピュータ，通信設

備，集積回路については，現行の75％の輸入管理障壁を取り消しにする。そj吊こよ

って，アメリカ側は通商法スーパー301条の調査を中止すると発表した。『中央日

報j（国際版），1992年10月13日付，台北，第4版。
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初出論文

下記はこの本に掲載した各章の初出論文（邦文）の掲載先である。本書に掲載した各章

の論文はいずれも大幅に加筆修正したものである。

第1章：「経済発展と台湾の経験：圧縮型経済発展の考察」，りL州産業大学南緯論叢』第

32巻第3号，1992年2月。なお，この論文の一部は国際経済学会第51回全国大

会（於：福島大学，1992年10月18日）で発表。

第2章：「台湾の輸出志向工業化と経済発展」，『筑波大学経済学論集』第9号，1982年
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あとがき－台湾経済研究の文献紹介

日台断交以降，台湾経済研究は少なくなってきたが，それでもいくつかの重

要な業績が残されている。「あとがき」の欄を借り，これまでの日本における

台湾経済研究の足跡を振り返り台湾経済に関心を寄せる研究者に関連書籍を紹

介することにする。

まず，植民地研究としては，矢内原忠雄『帝国主義下の台湾』（岩波書店，

1929年）が挙げられる。この書籍によって台湾経済研究が始まったといってよ

い。その後，高橋亀吉『現代台湾経済論』（千倉書房，1937年），乗嘉生『台湾経

済史研究』（東都書籍株式会社台北支店，1944年），許世梢『日本統治下の台湾』

（東京大学出版会，1972年），徐照彦『日本帝国主義下の台湾』（東京大学出版会，

1975年），劉明修『台湾統治と阿片問題』（山川出版社，1983年）などが刊行された。

これらはマルクス主義的アプローチあるいは経済史的アプローチに基づいてい

るが，近代経済学による新経済史的アプローチ（長期経済統計による推計と分

析）は溝口敏行・梅村又次編『旧日本植民地経済統計』（東洋経済新報軋1988

年），山本有造『日本植民地経済史研究』（名古屋大学出版会，㌍93年）などがある。

戦後の台湾経済論としては，劉進慶『戦後台湾経済分析』（東京大学出版会，

1975年），江丙坤『台湾地租改正の研究』（東京大学出版会，1974年）など元留学組

の研究成果が代表である。そのほかに，アジア経済研究所からも多くの台湾経

済研究が出版されている。笹本武治・川野重任編『台湾経済総合研究』（上編，

下風　資料編，1968年），笹本武治『台湾の産業構造』（1964年），笹本武治編『台

湾の工業』（1965年），近藤憲平『▲韓国・台湾・香港輸出雑貨産業の発展』（1970

年），陳仁瑞『台湾の企業』（1968i軋　植木三郎編『台湾の金融事情』（1969年），

松本栄一『諸外国の台湾援助と日中関係』（1970年），松本繁一一岬一・石田平四郎

『台湾の経済発展と外国資本』（1971年）∴南亮三郎編『台湾の人口と経済』

（1971年上　着藤一一夫編『台湾の農業』（上編∴下風1972年）などである。近代経

済学を代表する一橋大学（一橋学派）からも，篠原三代平・石川滋編『台湾の経
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済成長：その数量的研究』（1972年），溝口敏行『台湾・韓国の物価変動』（岩波

書店，1974年）および溝口敏行『台湾，朝鮮の経済成長』（岩波書店，1975年）の優

れた成果が残されている。

日台断交以降，台湾経済研究が極端に少なくなってきた。1970年代後半以降，

アジアNIEsの経済発展が注目を浴びるようになったが，その当時は韓国の経

済発展関連の単著・論文が目につくようになるものの，台湾を単独に扱った著

書・論文は依然として少ない。州一般書として，矢島釣次『台湾経済のすべて：

調査とデータが証す』（日本経済通信社1979年），そして，専門書としては郭明

仁『台湾における米穀流通の研究：米肥バーター制度を中心に』（成文堂，1979

年）がその時期の代表作である。

1980年代に入ると，アジアNIEsの経済発展の成果が定着し，元来，アジア

NIEsの経済発展に否定的な学者も少しずつ認めるようになった。この時期は

中兼和津次教授が指摘されたように，NIEs論の中で台湾経済が取り上げられ

ることはあっても，「現代台湾諭」として議論されることは稀であった。この

時期の代表的書籍には今岡目出紀・大野幸…一・横山久編『中進国の工業化：複

線型成長の論理と実証』（アジア経済研究所，1985年），西村敏夫『韓国に挑戦し

た台湾：両国の経済比較研究』（国際経済社，1982年），渡辺利夫『成長のアジ

ア・停滞のアジア』（東洋経済新報社，1985年），渡辺利夫『酉太平洋の時代』（文

蛮春秋，1989年），徐照彦『NICs』（講談社現代新書，1988年），徐照彦『土着と近

代のニックス・アセアン』（御茶の水書房，1987年），水野隆徳『ファイブタイ

ガース』（プレジテント，1985年）などがある。このアジアNIEs論は90年代も続

いた。渡辺利夫編『もっと知りたいNIEs』（弘文堂，1990年），エズラ・F・ヴ

オーゲル（渡辺利夫訳）『アジア四小龍』（中公新書，1993年），渡辺利夫編『ァジ

ア経済読本』（東洋経済新報社1994年）などが代表的書籍である。

1980年代後半以降になると，台湾経済研究に関する書籍が増えてきた。谷浦

孝雄編『台湾の工業化：国際加工基地の形成』（アジア経済研究所，1988年），谷

口輿二編『台湾・韓国の海外投資の展開』（アジア経済研究所，1990年），坂井秀

吉・小島末夫編『香港・台湾の経済変動』（アジア経済研究軋1988年），本間義

人編『韓国・台湾の土地政策』（東洋経済新報社，1991年），隅谷三富男・劉進

慶・徐照彦『台湾の経済：典型NIEsの光と影』（東京大学出版会，1992年），若



林正丈・劉進慶・大橋英夫編『激動のなかの台湾：その変容と転成』（田畑書店，

1992年），高希均・李誠編（小林幹夫・塚越敏彦訳）『台湾の四十年』（連合出版，

1993年），島田克美『乗アジアと台湾の経済』（学文社，1994年），小林伸夫『台

湾経済入門：21世紀への飛翔』（日本評論社，1995年）などが挙げられる。

社会経済学からのアプローチは石田浩『台湾漢人部落の社会経済構造』（関

西大学出版部，1985年），企業経営からのアプローチは沈景茂『台湾企業の組織

風土の実証的研究』（創成社，1990年），歴史からのアプローチは戴国輝『台湾：

人間・歴史・心性』（岩波新書，1988年）と伊藤潔『台湾：400年の歴史と展望』

（中公新書，1993年），台湾近現代史研究会編『台湾近現代史研究』（季軋　緑陰書

房）および台湾史研究会編『台湾史研究』（季刊，関西大学）などがある。

歴史，政治，経済と産業などをコンパクトにまとめたものとして，若林正

丈・劉進慶・松永正義編『台湾百科』（大修館書店，1990年）がある。そして，

『アジア経済』誌の100号記念特集・戴国輝「台湾」（同第10巻第6，7号，1969年），

200号記念特集・笹本武治「中国：台湾」（『発展途上国研究：70年代日本における成

果と課題』1978年），300号記念特集・劉文甫「台湾」（『発展途上国研究：1978～85

年』1986年）および400号記念特集・佐藤華人「台湾」（同第36巻第6，7号，1995年）

も注目に値する。

そのほかに，両岸関係を扱った丸山伸郎編『華南経済圏』（アジア経済研究所，

1992年），石原享一など編『大陸・香港・台湾からみた中国経済』（アジア経済研

究所，1994年）などがある。政治学からのアプローチでは，若林正丈『台湾：分

裂国家と民主化』（東京大学出版会，1992年），若林正文編『台湾：転換期の政治

と経済』（田畑書店，1987年），井尻秀憲『台湾経験と冷戦後のアジア』（勤葦書房，

1993年），中嶋嶺雄『三つの中国』（日本経済新聞社，1993年），田弘茂河川I昌郎

訳）『台湾の政治』（サイマル出版会，1994年）などがある。台湾独立についての研

究としては，黄昭堂『台湾民主国の研究』（東京大学出版会，1970年），彰明敏・

黄昭堂『台湾の法的地位』（東京大学出版会，1976年），史明『台湾人四百年史』

（音羽書房，1962年；新泉社，1974年）および王育徳『新版　台湾海峡』（日中出版，

1987年）などがある。そして，上村幸治『台湾アジアの夢の物語』（新潮社，1994

年），読売新聞社台湾取材団『台湾はどこへ行くか』（亜紀書房，1995年）も読み

ごたえがある。
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自力更生　　81

自立型経済　　23

シングルプロセッサ・システム　　121

新興資本国　146

進出動機　168－170

新竹科学工業園区　　43，123

衰退産業　152

衰退産業化　　32
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垂直的分業関係　　98

垂直貿易構造　　36

スケールメリット　　46

SRAM l12，122

制限的労働供給　143

生存水準　132

制度的貸金　129，132，133

石油化学産業　　63，64，68，69，72

1966～68年転換点説　ii，127

仝国対台湾工作会議　192

全面的に工業向上の企画指導計画　　93

戦略的技術指導計画　　93

造船業　　53

相対的後発性利益　ii，5，17，20，21，23，26，73

ソフト工業団地　119
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対外投資及び技術合作管理条例　166

対外投資及び技術合作審査処理弁法
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対外投資弁法　160，162

対大陸地区投資および技術提携の管理弁法
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対台湾省の貿易に関する集中管理の暫定弁法
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大中華経済圏　　202

対中国投資　ii，174

DRAM ll0－113，122，124，125

対米輸出特恵（GSP）　170，183

大陸委員会　176

大陸産品間接輸入処理原則　187

人陸産品における間接輸入の予警処置作業要点
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大陸地区で間接投資または技術提携の従事に対

する管理弁法　190

人陸地区で投資又は投資合作を従事する許可弁

法　180

大陸熱　183
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大陸地区物品管理弁法　187，189

台湾経済研究院　　88，90，100

台湾経済の奇跡　　23

台湾製品の購買の補充規定　188，189

台湾地区と大陸地区人民関係条例　176，189，

190

台湾地区と大陸地区人民関係条例施行細則
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台湾電工器材組合　118

台湾同胞奨励投資規定　189，191

台湾同胞における経済特区投資の三つの優遇弁

法　189，191

台湾同胞に告げる書簡　186，188，189

台湾独立　175，202

台湾に対する貿易の展開に関する暫定的規定

188，189

台湾の経験　　3，4，5，10，24，46

台湾の石油化学工業開発10カ年計画（1980～90

年）　72

多国籍企業委員会　146

多国籍企業化　146，152，168

単打独闘　184

チームワーク型　184

中央銀行　147

中華開発信託公司　113

中華経済研究院　166，187，193

中華民国情報産業部門開発行動計画　119

中継経済貿易三原則　187

中国鋼鉄公司　　60，63，89，108

中国石油公司　　72

中国造船公司　　32

中国輸出入銀行　166

中心・衛星系統（センター・サテライトシステ

ム）　93

超大型集積回路技術開発計画　109

貸金格差　127，128，135，136，138，143，144

賃金の限界生産性説　129，131，133，143

貸金の生存費説　129，131，132，143

通貨の過大評価　　26

適正規模　　47

鉄鋼産業　　48，56，57

転換点　ii，4，127，128，131，133，139，142，144

電子工業研究所　108，109，112，124

電子工業研究センター　109

電子産業第1期IC計画　109

電子産業第2期IC計画　109

特化の利益　　46

投資形態　106，107

投資収益収支　148，15ト157

投資奨励条例　165

な　行

南向政策　162

南北問題　　23

NはSバッシング　　23

二重構造　　97，98，138

日清戦争　1

日本型海外投資　164

日本の経験　　4，25

農家の交易条件　127，133，143，144

農家余剰　128，135，140，141，144

農家余剰格差　141

ノート型パソコン　　H5，118，123

ノート型パソコン連盟　118

は　行

ハイテク産業　　47，101

波及効果　　23

パースペクティブ　　28

パソコン　　32，115，12ト124

パソコン産業　121，123

八二三砲戦　　21，174

発展志向型海外投資　165，183

発展メカニズム　　46，47

反共抗俄　174

半導体産業　101，107，108

半ノックダウン単（SKD）　78

反輸出偏向　　35，43

反乱処罰条例　186

比較優位性　　55
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匪偽物品処理弁法　186，189

飛玲×101（カモシカ）　83

一つの中国　　202，203

一つの中心，二つの基本点　　200

開かれた経済　　31，73

複数為替レート　　26，36

複線型成長パターン　　75

不統不独　　202

ブーメラン効果　152

武力解放台湾　174

プロダクト・サイクル論　113

分散式コンピュータシステム技術開発4カ年計

画　119

平和演変　175

貿易為替制限　　36

貿易特化比率　　32－34，36－38，44

補完関係　　55

北米自由貿易協定（NAFTA）　201

ホット・マネー　147

ホフマン比率　15，16，20，25，40，41

ま　行

マザーボード　　32，115，121

マルチプロセッサ・システム　120，121

対称壁上一一　120

民間事業の新製品開発奨励弁法　　93

無制限労働供給　132，138，143

や　行

有機的相互補完関係　　99

誘発的発展の因果関係　　4，47

輸出依存度　　41，42，48，50，53，87，88，179

輸出加工型パターン　　68

輸出加工区　　43
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輸出競争力の重層的追跡　113，115－117

輸出志向工業化　ii，3，4，7，16，29，31，34，42，

43，47，63，74，101，141，151，161，167

輸入依存度　　41，42，48，50，53，68－72，87，88

輸入数量制限　　26，43

輸入数量制限協議　　53

輸入代替工業化　ii，29，35，42，43，46，47，81，

101，149，161，198

州政策の罠　　83，99

第1次－　　46，47

第2次－　　43，46，47

輸入誘発的　　31

要素既存条件　　22，46，151

四つの基本原則　　200

予防警報制度　187

ら　行

リストラクチャリング　　23

リ←デイング・セクター　　22，127

両岸経済貿易交流促進の五つの原則　190，

192

リンケージ効果　　56

ルイス・タイプ　127，132

累積的循環的因果関係　　23

労働運動　147，152，183

労働過剰・資源不足　　43

労働市場構造　127，128，142

労働生産性　　96，97，151

労働限界生産性　127，13ト133，143

労働不足経済　　4，135

労働不足基調　131，143

わ　行

ワンセット型　　98
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アガルワラ（Agarwald．A．N．）　144
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安室憲一　172

新居玄武　　7，10

有沢広巳　12，76

麻田四郎　　76

B

バラッサ（Balassa．B．A．）　26，44，126

連裕淵（Bien．Yu－Yuan）　27，144

C

章青駒（Chang，C．C．）　124

張栄豊（Chang，J．F．）　203，204

陳賓瑞（Chen．P．J．）164，168，169，173

陳添枝（Chen，Ten－Chih）　166，173

陳走慧（Chen，T．H．）　173

陳曾彙（Chen，T．S．）　58，76

周添城（Chou．T．C．）　100

鐘琴（Chung．C．）　204
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邦小平（Deng，Xiao－Ping）　200，201，204
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藤森英男　100

G

ガレンソン（Galenson，W．）　26，44

ガーシェンクロン（Gerschenkron．A．）ii，5，

17，21－23，27，77

H

花崎正晴　126

郵相春（Hao，Po－Chun）　190

長谷川崇彦　　75

ハーシュマン（Hirschman．A．0．）　49，76

何俊輝（Ho．C1日　　94，100

何宜慈（Ho，Ⅰ．T．）　124

何保山（Ho，SamuelP．S．）　44

ホフマン（Hoffman，W．G．）　16，28

本多健吉　　27，44

候清雄（Hou，C．H．）　126

候継明（Hou．Chi一Ming）　173

番峯雄仕Isiao．F．H．）　107，109，126

邪慕賓（Hsing．M0－日uan）　26，44

蒔光轟（Hsuan，K．T．）　173

層永安川u．Y．A．）　100

黄昆輝（Huang．K．H，）　203

洪麗春（Hung，LC．）　169，170，173

t
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K

梶原弘和　126

高長（Kao，C．）　190，204

高希均（Kao，CharlesH．C．）　26，44，195，204

木村修三　　27

キンドルバーガー（Kindleberger．C．P．）　日，

148，172

清野一治　　　99

小林幹夫　　26，44

小島清　164，172

郭娩容（Kuo，ShirleyW．Y．）　27，145

クズネッツ（Kuznets，S．）136，144，145

L

李鴻章（Lee．H．C．）　1

李誠（Lee，JosephS．）　26，44，195，204

李登輝（Lee，Teng－Hui）　176，190

李定儒（Lee．T．J．）　59，76

李庸三（Lee，Yung－San）　44

ルイス（L占wis，W．A．）ii，4，144

林建山（Lim．Berり．）　173

林景源（Lin，Ching－Yuan）　26，44

林鴻釣（Lin，Ii．C，）　169，172

林幸慧（Lin，H．H．）　169，172

林国雄（Lin，K．H．）　58，76

林祖嘉（Lin，SteveC．C．）　195，204

劉進慶　　27，44，45，100，125，126，138，145

劉大中（Liu，Ta－Chung）　26

M

馬英九（Ma，Ying－Jeou）　203

丸山仲郎　　204

松葉光司　172

松本和幸　126

商売進　　7，10，17，28，145

溝口敏行　145

水橋祐介　　44

村上敦　　44，75

陸奥宗光　1

ミント（Myint，H．）　8，27

ミュルダール（Myrdal．G．）　23，28

N

中兼和津次　1

中山伊知郎　12，76

0

奥村茂次　　27

奥野正寛　　99

大場裕之　100

大橋英夫　　45

大川一司　　5，6，10，20，27，28

大乗佐武郎　　28

大野章一　　75

欧永俵（Ou，Y．Y．）　56，59，61，76

尾崎彦朔　　27
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レニス（Ranis，G．）　27，28，144，145

佳品生（Ren，P．S．）　203

ロソフスキー（Rosovsky．H．）　10；21，28

S

斎藤一夫　145

サミュエルソン（Samuelson，P．A．）　172

佐々木隆雄　125

拝埼（Schive，Chi）　163，168，169，172

関口末夫　172

柴垣和夫　　44

施敏雄（Shih，Ming－Shong）　44

島田克美　126

篠原三代平　10，18，75，100

塩野谷祐一　145

シン（Singh．P．）　144

蘇顕揚（SuJi．Y．）　166，173

隅谷≡喜男　　44，100，126

孫東昇（Sun，T．S，）　169，172

鈴村興太郎　　99
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高松信清　　6，7，10

高中公男　126

谷浦孝雄　　27，45，100
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薙碩傑（Tsiang，Sho－Chieh）　26，173

塚越敏彦　　26，44

都留重人　172

∪

上野明　172
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∨

ヴァーノン（Vernon，R．）　126

ヴォーグル（VogeltEzraF．）　77，126

W

若林正文　　45

渡辺徳二　12，76

渡辺利夫　　5，16，20，27，28，44，49，75－77，126，
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Y

矢吹晋　185，204

矢島釣次　　45

山田三郎　145

山本有造　　6，8，155，172

山滞逸平　　8，49，75，76，155，172

柳原透　　75

楊尚昆（Yang．S．K．）　192

矢野一郎　　6
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葉凱渾（Yeh．K．P．）　169，173

葉旦塵（Yeh，R．S．）173

厳宗大（Yen，T．T．）　204

横山久　　75

干宗先（Yu，Tsong－Shian）　173，204


